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序章 本稿の課題と構成 
 

Ⅰ 課題設定及び研究対象 

 

Ⅰ-1. 課題設定 

 日本の多国籍製造企業は，国際的な立地・分業の展開において常に最適な資源配置を目

指してきた。ここでいう最適な資源配置とは，短期的な便益を求めて，場当たり的に資源

配分や再配分を行うことではない。長期的な構想に基づき，市場環境の変化に適合するよ

うに資源配置を調整していくこと，さらには将来的に活用可能な資源を自ら生み出し，そ

れを踏まえた調整を加えていくことである。 

 本稿を貫く狙いは，企業が国際分業をいかに形成し，その形成過程を通じて，全体の資

源配置をどのように調整していくのかという問題を考察することにある。その際，本稿で

は一企業における国際的な生産分業の変化に焦点を当て，それを動態的に捉える。国際生

産分業を担う生産拠点の役割は，市場環境の変化に応じて，あるいは本国から特定の拠点

への資源の戦略的な配分によって変化することがある。さらには，当該拠点の発展につれ

て，その拠点に新たな役割が与えられたり，その拠点が担っていた役割を他の拠点が代替

したりすることが考えられる。したがって，それら生産拠点の複合体である国際生産分業

の全体像も時間の経過とともに変わることになる。国際生産分業で生じるこのようなダイ

ナミズムは，ある時点のスナップショットや短い期間の変化を分析することでは捉えるこ

とができない。時が経つにつれて国際生産分業がどのように変化していくのかを詳細に把

握するために，本稿では特定の企業内国際生産分業に対象を絞って，その長期的変化を具

体的・実証的に考察していく。これによって，シングルケースという限界はあるが，国際

分業の形成と資源配置の調整について深い洞察を得ることができると考えている。 

 それでは，企業が国際分業を形成し，全体の資源配置を調整していく際に生じる問題と

は何なのだろうか。企業が国際分業に着手する理由は，一般的にいって，グローバル市場

での競争優位を築くことにある。そこでは，ある国・地域が有する立地優位性の獲得を狙

って，最適な立地に個々の拠点を配置し，なおかつそれらを調整していくことが企業に求

められる1。しかし，国際分業の形成を動態的に捉えると，このことは必ずしも容易ではな

い。 

 企業は事前に計画を策定し，資源の過度な重複が生じないように国際分業を構築してい
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く。しかしながら，実際には，国際分業の中で，長期的に特定の拠点をどのような形で活

用することが有効であるのか，さらに，それを踏まえていかなる役割を拠点に与えるのか

を事前に完全に定めることは難しい。長いスパンで捉えれば，当該拠点の発展は，現地市

場の動向と，多品種化への対応や所与の製造品質の実現に問題が生じるといった生産現場

の状況に左右されてしまうからである。とはいえ，その時々の市場環境に合わせた臨時的

な意思決定を繰り返すならば，短期的な便益を得る目的で個別拠点を利用することと変わ

らなくなる。そうした場合，各拠点の役割は大きく変動し，当該拠点における知識や能力

蓄積を阻害することにもなりかねない。 

 しかも，企業が競争優位を築くためには，ある拠点を活用すると同時に，国際分業体制

全体としての調和を作りだすことも求められる。その場かぎりの機会を追求する形で，国

際分業に個別拠点を組み込んでいくのであれば，トータルの姿は複数拠点の単なる寄せ集

めにすぎなくなる。そのような場合，拠点間における資源の過度な重複が生じ，全体とし

ての効率性を損なうことになる。一方，国際生産分業体制全体としての調和を作りだすた

め，すなわち全体が整合的であり，かつ拠点間の相互連携を強めるためには，事前に定め

た構想通りに，特定拠点の役割を厳密に固定しておけばよいように思われるかもしれない。

しかし，それは市場環境の変化への対応を難しくする。さらに，当該拠点が事前に定めら

れた役割を十分果たすように発展するかどうかも確実ではない。したがって，企業は，拠

点の発展を反映させ，かつ国際生産分業体制全体としての調和を作りだしていくことを突

きつけられているといってよい。このことは，複数拠点の寄せ集めではなく，複数拠点が

構成するある種のシステムとして，国際生産分業を形成することを企業が求められている

と捉えることができる。そうであれば，国際生産分業のシステムを実現させるために，拠

点の配置・再配置を調整する仕組みを企業は用意しなければならない。 

 このように国際生産分業の形成プロセスに注目すれば，計画通りに活用を進めるのみな

らず，創発的に活用可能な生産拠点をいかに見出し組み込んでいくのか，さらには，その

体制全体としての調和をどのように作っていくのかという極めて困難な課題が企業に要請

されていることがわかる。表現を変えれば，その時々で当該企業にとって必要な拠点をい

かに見つけ活用するのか，それら拠点の集合体である国際生産分業をどのようにシステム

にしていくのか，という問題である。さらには，こうした国際生産分業のシステムをいか

なる調整の仕組み（本稿では，これを調整メカニズムと呼ぶ）によって実現するのかが企

業に問われている。 
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 本稿では，この国際分業の構築に関する問題，なかでも国際的な企業内生産分業を形成

する際に生じる問題を解決しようとするシステムを「統合生産システム」と呼び，ケース・

スタディを基にその実像を明らかにしていく2。具体的には，統合生産システムはいかなる

プロセスで形成され，どのような機能を果たしているのか，さらにそうした形成や機能は

いかなる調整メカニズムのもと実現されてきたのか，という 3 つの課題を解明する。 

 

Ⅰ-2. 研究対象 

 分析の対象としては，日本の二輪車企業，中でもトップシェアを誇る本田技研工業（以

下，ホンダと記述）の二輪事業を取り上げる3。1990 年代後半以来，ホンダは国内外に設

置した生産拠点それぞれの特徴を生かした国際的な生産分業を作ることに取り組んできた。

序-1 図から序-4 図は，ホンダの国際生産分業の変遷を図示している。この図の白丸は主

として立地した市場にむけて二輪車を供給する生産拠点を，黒丸は立地国に加えて他国に

も二輪車を供給する生産拠点を表している。明らかなように，ホンダは時が経つとともに

多様な生産拠点を国際生産分業で活用し，各拠点が担う役割を変化させている。従来，他

国への二輪車供給のほとんどを担っていたのは日本の本国生産拠点であったが，およそ

1990 年代からは，その役割をアジアの拠点も果たすようになってきている4。同時に，ホ

ンダはグローバルモデル（世界戦略機種）の開発に着手し，それを生産するグローバル供

給拠点としてアジア拠点を明確に位置付けていく。その結果，ホンダは，当初，複雑であ

った二輪完成車の供給網を徐々に無駄のない形へと変え，国際生産分業体制を再編させて

きた。 

 後に詳しく確認していくが，ホンダの国際的な生産分業の形成過程を概観するかぎり，

初期の時点から大枠としての構想は打ち出していたものの，長期にわたる拠点の活用の形

が必ずしも全て事前に決まっていたわけではない。初期の構想通りに拠点を育成し活用し

た側面がある一方で，立地する市場の発展と個別拠点の成長に影響を受けて，ホンダが構

想を更新し，各拠点の役割を繰り返し調整することで，徐々に国際生産分業体制全体の調

和を作り出した側面が見受けられる。そこでは，例えば，ある拠点で生産していた二輪車

が，拠点の成長によって，別の生産拠点に移り変わる，あるいは特定の拠点がより高度な

二輪車生産を手がけるようになるといった変化が生じている。このように，その時々の市

場環境の変化と現地生産拠点の動向に最も適合するように，ホンダは国際生産分業をアッ

プデートさせてきた。 
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 国際的な生産分業は，産業によって具体的なありように違いがあるものの，近年，多く

の日本の多国籍製造企業が試みていることである。藤本/天野/新宅〔2009〕は，産業内国

際分業の拡大とアジア工業国の台頭を背景として，日本の多国籍製造企業が「『現地市場で

作るべきものは現地で作る』という市場立地」から，「『ものづくりを国際競争優位の得ら

れる拠点へ分散配置する』という比較優位5」へと海外立地の方針をシフトさせたことを指

摘している。とはいえ一方で，ホンダの二輪事業は，他の産業で見受けられない，際立っ

た特徴があると考えられる。その特徴とは，ホンダが多様性を持つ拠点を活用し，国際生

産分業体制の全体としての調和を作り出す，つまり，各拠点の役割を調整するという極め

て難しい問題に，1990 年代後半から取り組んできたということである。以下にみるよう

に，ホンダは海外への生産拠点進出の歴史が古く，しかも広範な国・地域に展開してきた

ために，内外に数多くの生産拠点を持つ。それだけではなく，二輪車市場が国・地域ごと

に独特の特徴を持つことから，現地拠点は各々多様な方向に成長を遂げてきた。要するに，

ホンダは長い期間をかけて徐々に国際生産分業のシステムを形成してきたのである。本稿

の課題を考察するうえで，ホンダの二輪事業は最適な事例といえよう。 

 ホンダは「需要のあるところで生産する6」という考え方のもと，古くから海外展開を推

し進めてきた。加えて，進出先の政府が輸入代替工業化を要請したことが大きく影響し，

ホンダが広範な国・地域に設立した生産拠点は主として現地市場への供給を担っていた7。

そうした海外生産拠点の発展のありようは，「小さく産んで大きく育てる8」という表現に

端的に現れている。ホンダが進出した時点では，当該国・地域でモータリゼーションが始

まっていないことが多く，したがってその二輪車市場は小さい。それゆえ，ホンダは進出

当初の生産拠点への投資を小規模に留め，市場が成長するに伴って生産拠点の規模を拡大

させてきた。さらには，「『現地市場適応』が二輪車ビジネスにおいて最も重要9」という指

摘が示しているように，国・地域によって二輪車需要は異なる。そのため，市場シェアを

獲得・維持するためには，当該国・地域に合わせた二輪車の開発とともに，需要の著しい

伸びに対応できるような生産拠点の拡張が，二輪車企業には求められる10。市場拡大の機

会をとらえて生産拠点を増強及び新設させたことが，各国・地域におけるホンダの高い販

売・生産シェアの獲得・維持に寄与し，その積み重ねによって，ホンダは世界シェア首位

を堅持してきたのである。 

 こうした背景のもと設立された海外生産拠点の主たる役割は，基本的に現地市場にむけ

た販売であった。しかも，現地における主要な競合他社は，ホンダと同じように現地生産・
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販売を展開する日本企業であった。したがって，現地で生産し販売する二輪車によって，

当該市場での競争優位を獲得できるかぎり，当時のホンダにとって国際的な生産分業を築

く必要性はほとんどなかった。 

 ところが，1990 年代後半から二輪車産業を取り巻く環境は，大きく 2 つの点で様変わ

りする。それは，長年の事業展開によってアジア各国の生産拠点が他国に向けた二輪車供

給を担うまで成長を遂げたことと，主要な競合他社が日本企業から外国企業へと変わった

ことである11。それゆえ，現地生産と現地販売を基本としてきたホンダであっても，各国

に配置した生産拠点それぞれの特徴を生かした国際的な生産分業を築き，年を重ねるごと

にアップデートを図るようになる。近年ではホンダに追随して，他の日本の二輪車企業も

同様の動きをみせている。例えば，スズキは，同社のインドネシア拠点をグローバル生産

拠点のひとつとして位置付け，日本，アセアン，欧州，大洋州に向けて輸出する二輪車を

開発し生産するようになった12。さらに，ヤマハ発動機（以下，ヤマハ）もアジアの生産

拠点で生産した二輪車を，グローバルモデルとして世界各国に供給し始めている13。 

 このように，ホンダの二輪事業は広範な国・地域の拠点を活用し，長期間にわたって国

際生産分業を形成してきたという点に際立った特徴があると考えられる。さらには，ドラ

スティックな環境変化を受けて，国際生産分業を形成しつつある二輪車産業の中でも，ホ

ンダの二輪事業は先駆的な事例である。ホンダの二輪事業の軌跡は，上記した国際生産分

業を築く際に生じる問題の解決を試みてきた歴史といってよい。本稿で行う作業を通じて，

国際分業の形成と資源配置の調整について具体的に知ることができる。そのことによって，

現在，国際分業の形成に取り組んでいる多くの日本企業にとって，有益な示唆を引き出す

ことができるだろう。なお，本稿では主として完成車の供給に限定して分析を進めていく。

したがって，部品生産の配分や相互供給体制の形成と機能については，拠点の役割に大き

な影響を与えるものを除いて，本稿では分析の対象としない。 
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序-1 図 本田技研工業の国際生産分業の変遷 1990 年代後半 

 

注：本章末尾の脚注に記載した14。 

出所：各種資料により筆者が作成した。詳細は本章末尾の脚注に記載した15。 

序-2 図 本田技研工業の国際生産分業の変遷 2000 年から 2004 年 

 

注：序-1 図と同じである。 

出所：各種資料により筆者が作成した。詳細は本章末尾の脚注に記載した16。 
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序-3 図 本田技研工業の国際生産分業の変遷 2005 年から 2010 年 

 

注：序-1 図と同じである。 

出所：各種資料により筆者が作成した。詳細は本章末尾の脚注に記載した17。 

序-4 図 本田技研工業の国際生産分業の変遷 2011 年から 2015 年 

 

注：序-1 図と同じである。 

出所：各種資料により筆者が作成した。詳細は本章末尾の脚注に記載した18。 
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Ⅱ 先行研究と本稿の意義 

 

Ⅱ-1. システムとしての国際生産分業 

 国内だけで事業を展開する企業に比べて，多国籍企業が持つ強みは，世界各国に配置さ

れ，多様な環境のもとに立地する拠点を活用できる点にある（Bartlett and Ghoshal

〔1989〕）。多国籍企業が各国に配置した海外拠点は，本国拠点の優位性を移転し利用する

存在であるだけでない19。海外拠点は自身の主体的な活動によって，自らの戦略的な役割

を変化させていく存在でもある。このような海外拠点の役割に影響を与える要素として，

Birkinshaw and Hood〔1998〕は先行研究を整理する中で，本国拠点から与えられた役

割のみならず，海外拠点自身の意思決定，現地の環境を指摘する（大木〔2008〕）。近年で

は，これらの要素と本国拠点の優位性が海外拠点に与える影響を，メカニズムとして把握

しようとする研究も出てきている。例えば，折橋〔2008〕は，トヨタ自動車のオーストラ

リア，タイ，トルコ拠点を事例に，本国拠点の持つ優位性が，現地環境の変化を受ける中

で海外生産拠点の組織能力の強化へと結実し，その結果として海外生産拠点が国際競争力

を高めたことを明らかにしている。そうした海外生産拠点の能力向上によって，当該拠点

の戦略的な役割が創発的に増大する可能性が指摘されている20。さらに，本国拠点の優位

性がなくても，海外での事業展開を通じて獲得した海外拠点の優位性を活用する企業の存

在も論じられている（Doz, Santos, and Williamson〔2001〕，浅川〔2006〕）。 

 本稿の関心に引きつけて言えば，本国主導で計画通りに成長した拠点のみならず，創発

的に成長し，ともすれば本国拠点よりも優位性を得た海外拠点をいかに見出し，国際生産

分業のシステムに活用していくのかが多国籍企業に問われていると考えられよう。このよ

うに本国拠点と海外拠点それぞれが持つ独自の経営資源や能力を活用するようなシステム

を築く重要性は，システムという表現を用いるかどうかは異なるが，これまでの研究で理

念型・モデルとして論じられている。例えば，Bartlett and Ghoshal〔1989〕は，世界中

に分散し専門化した各拠点を統合ネットワークによって結びつけ，相互依存の関係を築き，

各々の拠点で生まれた知識を全世界的に活用するトランスナショナル組織を提唱している。

こうしたネットワークの観点に立てば，海外拠点は他の拠点や部門と相互に結びついてい

るだけでなく，サプライヤー，顧客などとも関係している（Ghoshal and Bartlett〔1990〕，

Ghoshal and Westney〔1993〕，Birkinshaw〔1997〕）。そこでは，本国拠点と海外拠点
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は 1 対 1 の関係ではなく，様々なネットワークの中に埋め込まれていると捉える必要があ

るとしている。加えて，本国拠点と海外拠点との関係についても，本国拠点が一方的に定

めるわけではなく，海外拠点の行動によっても創発的に変化しうる21。 

 従来の研究では主としてネットワークという表現を用いて，本国拠点と海外拠点の関係

性が論じられてきた。しかしながら，誤解を恐れずに大別すれば，本国拠点と海外拠点間

の関係を実証的・具体的なアプローチで分析した先行研究の多くは，多数の拠点を取り上

げているものの，分析の仕方が 1 対 1 の積み重ねでしかなく，特定の 2 者間の関係が，他

の 2者間の関係に影響を与えるといったシステム的な見方はなされていない。したがって，

ネットワークと言いながら，特定の拠点間に閉じた関係性の集合を取り上げて全体と言っ

ているに過ぎず，特定の関係性のあり方が他の関係性に影響を与えることを考慮できてい

ない22。さらには，そうした関係性の集合をひとつのシステムにしていく過程，本稿で言

うところのシステムの形成プロセスには不思議なほど関心が寄せられていない。 

 一方で，近年では，システム的な見方で拠点間の関係を分析した先駆的な研究が，国際

的な機能配置の選択を取り扱った分野で蓄積され始めている。よく知られているように，

多国籍企業が競争優位性を獲得するためには，立地優位性に基づき，個別拠点に活動を配

分する必要がある（Porter〔1986〕）。日本企業についても，国際的に生産機能を配置させ

て競争優位性の獲得を狙っていること（天野〔2005〕，大木〔2009〕），さらには，1997

年から 2007 年の間に日本の大手製造企業が拠点を各国に分散配置させることで，業績を

向上させたことも報告されている（中川〔2012〕）。加えて，日本企業が国際的な機能配置

を推し進めるなかで，拠点間の関係性に注目し検討を加えた研究として，大木〔2011〕

〔2014〕が挙げられる。そこでは，海外拠点に比べて一時的に劣位に立たされた本国拠点

が，拠点間競争の圧力から刺激を受けて優位性を再構築させ，それが企業全体にも良い影

響を及ぼすというメカニズムが解明されている。同様に，大木/中川〔2010〕は多国籍企

業内部における競争原理の導入の意味を検討し，これまで考えられてきた立地優位性に基

づく合理的な資源配分に対して，拠点間で活動や目的を重複させることのポジティブな効

果を指摘している。本稿の問題関心に即してみれば，これらの研究には大きく 2 つの意義

があると考えられる。 

 第 1 に，拠点間競争という考え方を導入することで，本国拠点と海外拠点，あるいは海

外拠点と海外拠点といった特定の拠点間に閉じた関係性を超えて，国際分業をシステムと

して捉え，その内部で生じる事象に迫ろうとしていることである。周知の通り，日本的な
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生産システムは日本の製造業が持つ競争力の要因のひとつとして注目を集め，その海外拠

点への適用や移転がこれまで数多くの研究で分析されてきた23。こうした生産システムの

研究蓄積に，本稿も依拠している。その上で，全面的であれ，部分的であれ，日本的な生

産システムが移転された複数の拠点の関係性もまたシステムとして理解する必要があるの

ではないだろうか24。従来，このような関係性はネットワークと表現され，理念型・モデ

ルとして論じられてきたが，それは実証的・具体的に十分に明らかになっているとはいい

がたい。大木〔2011〕〔2014〕や大木/中川〔2010〕の研究は，国際分業をシステムとし

て具体的に捉えようとしていることに大きな意義があると考えられる。 

 ただし，これらの研究は，研究課題の性質上，システムがいかに動態的に作られていく

のかについては注目していない。大木〔2011〕〔2014〕や大木/中川〔2010〕が明示して

いるわけではないが，拠点間競争の結果として，効率的な国際生産分業のシステムが作り

あげられていくといったことも考えられる。しかし，そうであったとしても，大木〔2011〕

〔2014〕や大木/中川〔2010〕は，システム内部において拠点間の相互作用が強められて

いくプロセス自体を主たる論点にしているわけではない。本稿が，ホンダが形成した国際

生産分業を統合生産システムと呼び，解明を試みる理由のひとつはここにある。 

 第 2 に，拠点の優位性や役割が変わることを前提としていることである。大木〔2011〕

も述べているように，ある拠点は，一時的に劣位に立たされるなど優劣が変わることがあ

る。長期の視点でみれば，拠点が担う役割もまた一定ではないと考えられる。こうした海

外拠点の戦略的な役割が権限，あるいは商圏の獲得如何によって変わりうることは，

Birkinshaw〔1996〕や Birkinshaw and Hood〔1998〕などの研究ですでに論じられてき

た25。しかしながら，このような変化を活用し，システムを形成していく点に真正面から

取り組んだ研究はそれほど多くない。製品開発の国際化を説明する新しい枠組みとして多

国籍企業の進化論を提示した椙山〔2007〕は，従来の理論の問題点のひとつに，直接投資

を行った後に資源配置が変更されたり，役割が変わることについての議論が不十分である

ことを挙げている。このことは，先行研究が相対的に短い期間を対象として拠点間の関係

を検討してきたことに原因があると考えられる26。この点において国際的な機能配置を論

じた研究，とりわけ大木〔2011〕〔2014〕は，システム内部で生じた拠点のダイナミック

な変化とそのメカニズムを明らかにしており，重要な意義を持つ。とはいえ，これらの研

究もシステムの長期的な形成に着目していない。したがって，拠点の優劣や役割が変わる

ことを前提として，システムそれ自体の変化を動態的に把握しなければならない。本稿が
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ホンダの国際生産分業の形成を動態的に捉える理由は，このことにある。 

 このように，本稿が課題とする国際分業のシステムの形成及び変化の解明については，

先行研究が理念型・モデルとして論じていたものである。近年では，国際分業をシステム

的な見方から具体的・実証的に明らかにしようとする先駆的な研究がいくつか蓄積されつ

つある。とはいえ，システムを作り出していくという動態的な過程に注目し，実証的なア

プローチをとる研究は意外なほど少ない27。従来の研究が着目しなかった大きな理由は，

先行研究が相対的に短い期間を対象とし，主に本国拠点と海外拠点，または海外拠点と海

外拠点という特定の拠点間に閉じた関係の変化やそこからもたらされた影響に焦点を当て

てきたことにあると考えられる。本稿では，長期にわたるプロセスを観察し，本国拠点と

複数の海外拠点からなる国際生産分業のシステムを作り出していくという視点から，その

形成と機能を明らかにすることで，既存研究の空白を埋めることを試みる。 

 国際分業をシステムとして捉える試みがほとんどなされてこなかったのと同じく，シス

テムの調整メカニズムについても，これまで実証的・具体的に解明されてこなかった。既

存研究では，分散した海外拠点を統合，またはコントロールするためのメカニズムの重要

性が理念型・モデルとして論じられてきた。この点については，多国籍企業論や国際経営

論における研究で指摘されてきており，本稿の分析も，そうした先行研究に大いに依拠し

ている28。しかしながら，特定企業における調整メカニズムの具体的な解明に正面から取

り組んでいる研究はほとんど見当たらない。システムの調整メカニズムが実証的・具体的

に解明されていないという状況は，それを構成する要素や要素間の関係性（因果関係や個

別要素を成立させる基盤など）が判明していないことを意味する。したがって，理念型・

モデルとしてゴールは示されていても，企業がどのようにしてそこに至ればいいのかとい

うことには，言及されていないのである。そうであれば，将来の一般化を見据えて，まず

は特定 1 社の事例ではあっても，ケース・スタディによって調整メカニズムの構成要素と

要素間の関係性を把握しなければならない29。本稿が個別企業のケース研究というアプロ

ーチを採用する理由は，この点にある。 

 

Ⅱ-2. 調整メカニズムの課題と分析視角 

 ここでは，先行研究をもとに，多国籍製造企業が国際分業のシステムを調整していく際

に直面する課題を明確にする。同時に，調整メカニズムを分析するための視点を定めてい

こう。企業が抱える課題は次の 2 つであった。 
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 第 1 に，事前に規定した個別拠点の役割が，長期的には必ずしも最適であるとは限らな

いことがある。このことが，国際生産分業を形成していく際に求められる資源配置の意思

決定を難しくする。この点については，多国籍企業の進化論を試論的に展開した椙山

〔2007〕の指摘が示唆に富む。そこでは，製品開発の国際化を説明するための新しい枠組

みとして次のような論理が導出されている。やや長くなるが引用しよう。それは，「意思決

定が段階的であり，学習によって当初意図してなかった目的を新しく持ち，当初とは異な

った期待を形成すること，および価値が確定しない現地での学習成果を，事後的に現地事

業の発展や本国からの知識移転の吸収の土台，あるいは他国のビジネス機会への貢献など

のために活用するために，国際的な資源を再配置するという論理30」である。要点は，事

前に目的と適合するかどうかを仮定せず，事後的に個別拠点の活用のあり方を定め，段階

的に資源配置や再配置を行っていくことにあると考えられる。 

 こうした事前には意図していない結果から学習し，事後的に活用していく考え方は，経

営戦略論の戦略策定プロセスの研究に一定の蓄積がある。Mintzberg〔1994〕は，当初に

は明確に意図せず，結果として実現した戦略を創発的戦略と呼び，当初の意図が全て実現

した戦略と区別している。戦略には計画として策定される部面があるだけでなく，部分的

に自然発生する，すなわち創発の部面がある。それゆえ，戦略は徐々に形成されるもので

あるという見方が提示されている。 

 後述するように，本稿が分析対象とするホンダの国際生産分業も同様に，事前に計画し

た構想を元に形成を進める一方で，国際生産分業が形作られていく中で，時として環境の

変化とともに創発的に成長した，もしくは生まれた拠点を取り込み，構想を継続的に更新

しながら各拠点が果たす役割を調整することで，徐々にシステムを作り上げてきた。この

ように形成された国際生産分業の調整メカニズムについては，これまでの先行研究ではほ

とんど取り扱われていない。長期間にわたる国際生産分業の形成においては，事前の狙い

通りに拠点を用いることもあれば，必ずしも初期の時点では明確に意図しておらず，創発

的に拠点が活用できるようになることもある。そうした際には，最新の市場の状況や拠点

の成長を捉えて，段階的に資源を配置・再配置していくことが求められる。これを企業が

進めていくためには，いかなる調整メカニズムが必要となるのだろうか。本稿の第 3 章で

は，こうした問題をホンダの実態をもとに検討していく。 

 第 2 に，国際生産分業のシステム全体としての調和をどのように作り出していくのかと

いう課題である。上述のように，国際生産分業は成長を遂げた拠点を把握し，活用してい
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くことで形成される。しかし，システム全体が整合的でなければ，かつ拠点同士が相互に

強く連携しなければ，その国際生産分業は個別拠点の寄せ集めに過ぎなくなってしまう。

このシステム全体としての調和については，表現こそ違うものの，既存の研究で論じられ

てきたことである。 

 例えば，Bartlett and Ghoshal〔1989〕は，世界各国に分散した拠点を結びつけ，統合

するためには接着剤が必要となると考えた。そうして，新たな経営精神を組織の中心に据

えることが重要であるとした。同様に，鈴木〔2013〕は個々の拠点が統合ネットワークの

構築へと自ら取り組むようになるための精神的な基盤に着目する。その精神的な基盤とし

て，経営理念や価値観を浸透させる必要性を指摘している。このような経営理念や価値観

の浸透は，組織，あるいはシステムの一貫性を保つために重要な要素であると考えられる。

しかしながら，本稿の目的はシステムが持つ機能を解明することであるため，経営精神や

理念を分析対象としない。 

 一方で，Gemawat〔2007〕は，国によって存在する差異を克服するために，集約とい

う考え方を導出した。さらに，この著書では企業が集約を導入するための枠組みが提示さ

れている。集約もまた，現地への適応と，グローバルにおける標準化の中間を狙うもので

ある。それゆえ，集約は分散した拠点の統合という従来から述べられてきた考え方と近い

だろう。Gemawat〔2007〕によれば，集約はあらゆる問題の解決策ではない。集約を導

入した場合，組織が複雑になる傾向にあることが，その理由のひとつである。これを回避

するためには集約の基準を選択することが必要であるという。同時に，集約の基盤の構築

には長い時間がかかるために，頻繁に変更せず，改革を続けることが重要だと指摘する。

ここでもまた，単に集約するではなく，ひとたび選択した基準を保ち続け，長期にわたっ

て作り上げていくことの重要性が示唆されている。 

 以上のように，先行研究では，各国に分散した拠点を統合するという観点から，組織内

部の相互連携を強めることに関心が払われてきた。長い期間をかけて形成する国際生産分

業を考えた場合，その困難は資源配置・再配置の意思決定プロセスに現れる。上記のよう

に，企業には拠点の成長をふまえた段階的な意思決定が求められるが，その決定は同時に，

将来的な拠点の発展を見据えたものであり，かつ拠点間の相互連携を強化するものでなく

てはならない。これを解決するためには，個別拠点が有する知識や能力といった情報を吸

い上げ，その時々で，システム全体の調和を作り出すように適切な役割を各拠点に差配す

る機能が，調整の仕組みに備わっている必要がある。この機能が，調整メカニズムの根底
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をなす基盤となる。 

 国際生産分業のなかで，このような情報の収集と，拠点の差配を担うのは，マザー工場

として位置付けられた本国生産拠点である。エレクトロニクスメーカーの拠点間関係を検

討した善本〔2011〕が指摘するように，マザー工場には「事業部機能31」がある。この事

業部機能は，各拠点のパフォーマンスを評価し，技術移転・支援の経路をコントロールす

るものである。したがって，事業部機能は量産を担う生産機能とは明確に異なる32。さら

には，このような事業部機能が，マザー工場の機能面における立脚基盤であると善本

〔2011〕は言及している。本稿で行う分析もこの事業部機能という考え方に依拠する。た

だし，調整メカニズムは，生産拠点のみならず，その他の部門が参加して初めて機能する

ものである。本稿の分析を通じて，調整メカニズムの全体像と，その中でマザー工場の事

業部機能が果たす役割を浮き彫りにできる。こうした調整メカニズムの基盤については，

本稿の第 4 章で論じる。 

 

 これまで述べてきたことを整理しよう。先行研究に対して，本稿が特に明らかにするこ

とは以下の 2 点である。 

1. 拠点の優劣や役割が変わることを前提として，それら拠点からなる国際生産分業を

システムと捉える。さらには，国際生産分業のシステム形成を動態的に把握し，シ

ステム全体としての調和を作り出すプロセスを浮き彫りにする。 

2. システムの調整メカニズムを構成する要素や要素間の関係性を解明する。具体的に

は，拠点の成長を捉え，または将来的な拠点の発展を見据え，かつシステム全体の

調和を作り出すための段階的な意思決定の仕組みが明らかになる。 

 以上のような問題意識のもと，本稿では国際生産分業というシステムの形成と機能，さ

らには調整メカニズムに検討を加えていく。それにより，多国籍企業の国際生産分業のシ

ステム形成と調整メカニズムの理解をさらに精緻にできる。 

 

Ⅲ 本稿の構成 

 

 本稿の構成は次の通りである。第 1 章と第 2 章では，1990 年代央から現在にかけて，

ホンダが作り上げてきた国際生産分業の実態を詳細に取り上げ，統合生産システムの形成

プロセスと機能を具体的に明らかにする。第 1 章では，ホンダが統合生産システムを生み
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出す過程に注目する。そこでは，ホンダが世界各国に配置した拠点の中から，特定の生産

拠点を国際生産分業に活用することになった要因に検討を加える。続く，第 2 章では，ホ

ンダが統合生産システムを発展・拡張させていく過程に焦点を当てる。ホンダは，第 1 章

で取り上げた期間以降，複数の生産拠点の活用を試みていく。この章では，そうした複数

の生産拠点からなる国際生産分業をシステムとしてホンダが形成してきたこと，さらには，

そのシステムが持つ特徴を明らかにする。同時に，統合生産システムはホンダの本社とい

った特定の機能が，必ずしも事前に長期的な姿を厳密に構想し，その構想通りに全てを実

施して形成したわけではないことを指摘する。 

 そうであるとすれば，ホンダはいかなる調整メカニズムのもと，整合性のとれた国際生

産分業のシステムを築きあげてきたのだろうか。そこで，第 3 章と第 4 章では，統合生産

システムの調整メカニズムを解明する。まず，段階的な意思決定を行うための統合生産シ

ステムの調整メカニズムを第 3 章で考察する。ついで，第 4 章では，このような調整メカ

ニズムの基盤を探っていく。これらの作業によって，統合生産システムの形成プロセスと

全体像，さらには，それを作り出すための調整メカニズムがより鮮明になるであろう。 

 終章では，本稿の総括と残された課題を述べ，結びとする。 

 

 本稿は以下の既発表論文をもとにしている。部分的に既発表論文を用いている箇所もあ

るが，大幅に加筆・修正している。 

 

 横井克典〔2005〕「二輪産業における生産システムの進展」『同志社大学大学院商学論集』

第 40 巻第 1 号。 

 横井克典〔2007〕「二輪企業における多品種・大量生産の諸相」『同志社大学大学院商学

論集』第 41 巻第 2 号。 

 横井克典〔2008〕「二輪部品サプライヤーの現局面と協力関係の変容 ―本田技研工業

熊本製作所に焦点を当てて―」『産業学会研究年報』第 23 巻。 

 横井克典〔2009〕「日本二輪産業における販売網の再編」『同志社商学』第 60 巻第 5・6

号。 

 横井克典〔2010〕「日本二輪企業の海外展開─現地生産拠点の発展と日本工場の新段階

─」『同志社商学』同志社大学商学部創立六十周年記念論文集。 

 横井克典〔2013〕「日本二輪車企業の販売網の維持・強化と収益性の向上 ̶イタリア・
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スペイン市場における本田技研工業の取り組み̶」『同志社商学』第 64 巻第 5 号。 

 東正志/横井克典〔2017〕「二輪部品サプライヤーの海外生産拠点の発展と最適生産分業」

『アジア経営研究』第 23 号33。 

 

                                                   
1 この点については Porter〔1986〕を参照されたい。 
2 本稿で用いる統合生産システムという用語は，生産の情報システムの分野で使われている IMS
（Integrated Manufacturing System）とは異なることに注意されたい。IMS については人見〔2003〕
を参照した。 
3 2016 年における世界全体の二輪車販売台数は 5177 万台である。このうち，連結子会社と持分法適用
会社を含めた 2016 年度のホンダグループの販売台数は，約 1766 万台（第 93 期事業年度である 2016
年 4 月 1 日から 2017 年 3 月 31 日の期間の数値）である。世界全体の販売台数については，『日経産業
新聞』2017 年 2 月 21 日を，ホンダグループの販売台数は本田技研工業〔2017〕をそれぞれ参照した。
なお，『日経ビジネス』2012 年 3 月 19 日号によれば，ホンダの世界シェアは 29％である。その他の日
本の二輪車企業をみると，ヤマハ発動機が 12％，スズキが 4％，川崎重工業が 1％である。二輪車は，
日本企業 4 社で合計 46％の世界シェアを有する産業である（数値は全て，日経ビジネスが各種資料とヒ
アリングをもとにした推定値である）。 
4 本稿では，本国拠点と本国生産拠点という表記を用いる。日本の生産拠点を述べる場合は本国生産拠点，
本国生産拠点を含め，日本に立地する本社並びに諸部門（購買部門，販売部門など）を述べる場合は，本
国拠点と呼ぶ。 
5 藤本/天野/新宅〔2009〕，4 ページより引用した。 
6 このような海外展開に関するホンダの考え方は，同社の二輪車の世界生産累計が 3 億台に達した際のニ
ュースリリースや同社の元副社長（1990 年代前半）のインタビューなど，多くの場面で言及されている。
ニュースリリースについては，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2014/c141125a.html）（2015 年 10 月 24 日閲覧）を，同社の元副社長
のインタビューは日本経済新聞社 web サイト（URL：
http://www.nikkei.com/article/DGKKZO86582100Z00C15A5TY8000/）（2015 年 10 月 24 日閲覧）
及び『日本経済新聞』2015 年 5 月 10 日付け朝刊，をそれぞれ参照した（また，元副社長が在任した年
代については『日経産業新聞』2001 年 12 月 4 日を参照した）。ここでの引用は，本田技研工業 web サ
イト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2014/c141125a.html）（2015 年 10 月 24 日閲覧）が出所
である。 
7 太田原〔2009〕，大原〔2006〕を参照した。なお，大原〔2006〕は，このような輸入代替を基本とし
た海外展開を，ホンダのみならず，日本の二輪完成車企業の考え方として論じている。 
8 『日経産業新聞』2006 年 5 月 29 日付け 12 面，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/50years-history/challenge/1975cg125/page06.html）（2017 年 4 月 10 日閲
覧）から引用した。 
9 大原〔2006〕，33 ページより引用した。 
10 ホンダが市場の成長に合わせて生産能力を拡大させている点に注目し，その重要性を指摘したのは，
太田原〔2009〕である。 
11 2013 年開催のホンダ新春ビジネスミーティングにおける当時の同社・専務執行役員及び二輪事業本部
長のグローバル戦略についての発言が，この点を端的に示している。そこでは，2012 年に掲げた「①グ
ローバルリソースを活用し，価値あるものを期待以上の安さで提供②FUN のプレゼンスを強化③将来に
向けてエントリーの拡大を図る」という日本市場における中・長期戦略の進捗を確認したうえで，「ホン
ダは今年以降も，この方向性をさらに盤石なものにしていく。世界中のホンダのインフラを活用して『コ
スト構造を変革』する。これは世界一の規模を持つホンダだからできることであり，他社には難しい課題
である。これが，ホンダが世界シェア No.1 を持ち続ける所以である。今後とも，このグローバルモデル
のメリットである『価値あるものを期待以上の安さで』をお客様に提供していきたい。『世界中の人々を
バイクで笑顔にする』この情熱を持って，我々は，今日もアジアで，インドで，そしてアフリカで事業を
拡大している。もはやライバルは日系メーカーではなく，中国・インドメーカーであるが，我々はどこに
おいても『良いものを，早く，安く』提供するため，戦い続けている」と，当時のホンダの専務執行役員
及び二輪事業本部長が述べている。括弧内は全て『二輪車新聞』2013 年 1 月 25 日付け 1 面から引用し
た。 
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12 『二輪車新聞』2015 年 2 月 6 日を参照した。 
13 具体的には，ヤマハはインドネシア拠点でグローバルモデルである YZF-R3 及び YZF-R25 を生産し，
日本やアジア，欧米市場に供給するようになった。出所は『日経産業新聞』2014 年 5 月 21 日，『日本経
済新聞』2014 年 10 月 22 日付け地方経済面（静岡）である。インドネシア拠点よりも前にも，ヤマハは
中国拠点や台湾拠点で生産した二輪車を他国で販売していた。しかし，中国・台湾拠点は，グローバル供
給拠点として明確に位置付けられていたわけではない，と考えられる。例えば，同社の社長は，2012 年
12 月 21 日の本社記者会見で，中国・台湾拠点からの供給を，「求められたら売る，という消極的なグロ
ーバルモデルだった」と述べ，グローバルモデルを積極的に展開していくために「企画段階から売れる市
場を考えて世界中にばらまく」開発体制を推進していくとしている。出所は『日経産業新聞』2012 年 12
月 25 日付け 11 面であり，括弧内は同記事からの引用である。 
14 図の白丸は①当該拠点が立地する現地市場に向けて販売した機種を，他国に供給する形で輸出した拠
点を示している。黒丸は②開発時点で，他国（単一国，複数国を問わない）への輸出を企図して生産した
機種を輸出する拠点を示している。さらに，①の形態で他国に輸出する二輪車の供給は点線の矢印で示し，
②のように他国への輸出を企図した二輪車の供給は実線の矢印で示している。ただし，②の拠点に移行し
ても，①の拠点としての輸出を同時並行で行っている拠点もある。例えば，2005 年から 2010 年のタイ
拠点は ASEAN に向けて，①と②両方の拠点として機種を輸出している。そうした場合，図が複雑になる
ために，①の拠点としての矢印は省略し，実線の矢印のみ掲載することにした。①と②ともに当該拠点の
供給国・地域が多くなればなるほど，線を太くしている。日本拠点（本国生産拠点）は，他の拠点と異な
り，②の拠点として全世界への二輪車供給を行っている。そのため，日本拠点からの二輪車供給は最も太
い線で示した。 
 さらには，拠点の円の大きさは，当該拠点で作ることができる排気量の幅を示している。二輪車は排気
量が高くなれば，部品点数が増加し，かつ部品の組み付け精度が高度になる。高度な二輪車を歩止まり高
く作れる能力（この能力の定義については後述する）を丸の大きさで示している。そのため，生産量の多
少といった量的な生産の能力ではなく，質的な生産の能力を示しているといえる。基本的には低排気量か
ら中排気量・高排気量へと生産できる排気量の幅が広くなり，それとともに拠点の円の大きさが大きくな
る。例外としてアメリカ拠点は超高排気量の二輪車のみを生産していた。加えて，1990年代後半から2015
年の間に，二輪車生産を中止したアメリカ拠点は円を点線にしている。なお，本稿で用いる排気量の区分
については，第 1 章で述べる。 
 この図の見方について，以下の 7 点に注意がいる。第 1 に，この図は完成車のみの輸出を取り上げて
おり，部品の供給は含めていない。第 2 に，この図は，確たる出所が確認できた輸出のみを示している。
したがって，ある拠点と拠点の間に矢印を示していないからといって，全く輸出がないわけではない。こ
の点と関連して，①と②の形態の輸出が判明しない場合は点線の矢印にした。序-4 図を例に挙げると，
この図では中国拠点とインド拠点がアフリカへ完成車を輸出しているが，それが①の機種なのか，②の機
種なのかは不明である。本田技研工業〔2011a〕によれば，少なくとも 2011 年の時点では，インド・中
国拠点はアフリカに完成車を輸出しているものの，②の機種は輸出していない。そのため，ここでは点線
の矢印で示している。とはいえ，インド拠点から②の機種をアフリカに輸出している可能性は高い。2016
年の時点で，本田技研工業は南アフリカで②の二輪車である CBR300R を販売しているが，この機種を生
産する拠点は限られている。当該機種の生産拠点として有力なのはタイ拠点だが，インド拠点も類似した
機種（CBR250R）を生産している。ただ，この図の作成時点で，確たる情報が入手できなかったので，
ここでは輸出している事実のみを踏まえ，点線の矢印とした。南アフリカの販売ラインナップの出所は，
本田技研工業の南アフリカ現地法人・Honda Motor Southern Africa (Pty.) Ltd. web サイト（URL：
http://www.honda.co.za/en/products/motorcycles/cbr/cbr-1000-rr-sp/#/model-overview/features/ ）
（2016 年 1 月 29 日閲覧）を参照した。同じく，序-4 図の中国拠点から南米への輸出についても出荷機
種が判明しなかったので，点線としている。中国からアフリカへの輸出は，レスポンス web サイト（URL：
http://response.jp/article/2014/11/17/237530.html）（2015 年 12 月 5 日閲覧）を参照した。さらには，
第 3 に，輸出先の地域は公表されている一方で，具体的な国名が判明しない場合は，出所にしたがって
地域に矢印を示している。例えば，序-3 図では中国拠点からナイジェリアへの輸出が確認できるが，2011
年以降の序-4 図では，アフリカへの輸出と記載されているものの，ナイジェリアやケニアなどの具体的
な国名が判明しない。そのため，ここでは個別の国ではなく，アフリカに供給していることを示す矢印と
した。ただし，中国拠点からナイジェリアへの輸出がなくなったことを示してるわけではないことに注意
されたい。中国からアフリカへの輸出については，『日経産業新聞』2011 年 5 月 16 日，レスポンス web
サイト（URL：http://response.jp/article/2014/11/17/237530.html）（2015 年 12 月 5 日閲覧）も参照
されたい。 
 第 4 に，1990 年代後半から 2015 年にかけて，①の形態で幅広く輸出を行っていない拠点及び②の形
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態の拠点に移行しない拠点，さらには，①の形態で幅広く輸出していても，国際生産分業全体の変化にそ
れほど大きな影響を与えない拠点については，図が煩雑になるために省略した。具体的には，大洋州と中
近東の国々及び，アジアにおけるフィリピンやパキスタンといった国々である。この第 4 と先述の第 3
に関連して，特定の拠点から機種の出荷を受けていることが判明していても，1990 年代後半から 2015
年の間に，①・②の拠点として際立った役割を果たしていない国・地域は省略した。例えば，1990 年代
後半に，中国拠点（当時は①の拠点）はペルーに機種を輸出する。しかし，ペルーはホンダの①・②の拠
点として大きな役割を果たす拠点ではないため，こうした国々を記載すると，図がかなり複雑になってし
まう。このような場合は，特定の国（例えば，ペルー）として記載するのではなく，地域（例えば，南米）
に矢印を示している。加えて，中近東と大洋州は，そこに立地する拠点が序-1 図から序-4 図の期間にお
いて②の拠点として極めて大きな役割を果たすわけではないこと，どの拠点からいかなる機種が出荷され
ているのかという情報が詳しく判明しないこと，という理由で図から省略している。さらには，ある拠点
から中近東と大洋州への出荷が判明した場合でも，当該拠点の線の太さ（矢印）に反映していない。ただ
し，これら地域への出荷が判明している拠点はそれほど多くない。また，そうした出荷を加えたとしても，
ホンダの国際生産分業の全体像の変化に対して大きな影響はない（図が複雑になるだけである）。なお，
出所元によっては，ある拠点から世界数十カ国に出荷していると公表している場合もあるが，出荷先の
国・地域が特定できないので，図に反映していない。 
 第 5 に，特に欧州でみられるような域内の出荷も省略した。加えて，実際には，ひとつの地域・国に
複数の拠点を設立している場合があるが，これも省略した。例えば，2010 年までの欧州（イタリア，ス
ペイン），1990 年代後半までの日本といった国・地域ではホンダは複数の二輪車生産拠点を設置してい
た。また，中国では現在でも複数の二輪車生産拠点を有している。第 6 に，この図では，2015 年までに
生産が開始されている機種だけを取り上げている。そのため，すでに輸出の計画が公表されているが，
2015 年時点でいまだ生産が始まってないと考えられる機種は省いている。例えば，インド拠点では
CB650F の生産が計画されており，これが実現すれば，円の大きさは一段と大きくなる。しかし，2015
年の時点では，インド拠点はこの機種の生産に着手していないので，図に反映していない。第 7 に，日
本からの輸出については，メーカーごとに地域別の輸出台数が公表されていないので，本田技研工業広報
部世界二輪車概況編集室〔各年版〕と財務省編〔各月版〕及び財務省貿易統計 web サイト（URL：
http://www.customs.go.jp/toukei/info/index.htm）（2016 年 1 月 29 日閲覧）より推察した。 
15 アイアールシー〔1997a〕，291 ページ，第Ⅴ-1 図をベースに筆者が作成した。加えて，タイ拠点につ
いては『日経産業新聞』1994 年 4 月 27 日によって，欧州拠点については本田技研工業への聞き取り調
査によって補足した。 
 なお，本稿で「本田技研工業への聞き取り調査」と表記した際の本田技研工業には，本社，イタリア現
地法人・Honda Italia Industriale S.P.A.，スペイン現地法人・Montesa Honda S.A.，ドイツ現地法人・
Honda Deutschland Gmbh，欧州事業統括会社・Honda Motor Europe Ltd.，ベトナム現地法人・Honda 
Vietnam Co., Ltd.，フランス現地法人・Honda France S. A. S.，タイ現地法人・Thai Honda 
Manufacturing Co., Ltd.，熊本製作所が含まれる（欧州の現地法人の多くは組織改編によって，2013 年
より Honda Motor Europe Ltd.の支店と位置付けられ，名称が変わっている。例えば，ドイツの現地法
人は，「Honda Motor Europe Ltd.(Germany)」になっている。ここでは，旧名称で表記している）。各
脚注で，聞き取り調査先の具体的な部署・拠点名を挙げることもできるが，実際には複数の拠点からの聞
き取り調査の結果を複合的に用いている。そのため，本稿では，聞き取り調査の出所を示す際には，部署・
拠点名を省略し，本田技研工業という表記で統一する。上記した欧州現地法人の組織改編は，本田技研工
業への聞き取り調査による。また，組織改編後のドイツ現地法人の正式名称については，本田技研工業
web サイト（URL：http://world.honda.com/group/Germany/index.html）（2016 年 12 月 20 日閲覧）
から引用した。 
16 米国拠点については，アイアールシー〔2003〕，タイ拠点とインド拠点については，アイアールシー
〔2003〕，『二輪車新聞』2004 年 1 月 1 日，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2003/c030414.html）（2015 年 12 月 2 日閲覧），同 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2003/c030708.html）（2015 年 12 月 5 日閲覧），中国拠点については，
アイアールシー〔2003〕，『二輪車新聞』2002 年 1 月 1 日，2004 年 1 月 1 日，2005 年 1 月 1 日，『日
経産業新聞』2003 年 7 月 9 日，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2003/c030708.html）（2015 年 12 月 5 日閲覧），同 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2004/c040624.html）（2015 年 12 月 5 日閲覧），ブラジル拠点について
は，アイアールシー〔2003〕，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2003/c030807.html）（2015 年 12 月 2 日閲覧），欧州拠点については，
本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2003/c031007.html）（2015 年 12 月
5 日閲覧）を参照し，筆者が作成した。 
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17 米国拠点については，『日本経済新聞』2008 年 2 月 28 日付け夕刊，『WEDGE』VoL.22 No.2, 2010
年 2 月号，タイ拠点については，本田技研工業〔2009〕〔2010a〕〔2011b〕，アイアールシー〔2006〕〔2009a〕
〔2009b〕，『日経産業新聞』2009 年 9 月 16 日，2009 年 9 月 30 日，2010 年 10 月 8 日，『日本経済新
聞』2010 年 10 月 28 日付け朝刊，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2009/c090914.html）（2016 年 1 月 2 日閲覧），インド拠点については，
アイアールシー〔2009a〕〔2009b〕，『日本経済新聞』2010 年 12 月 5 日付け朝刊，本田技研工業 web
サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2010/2101027.html）（2015 年 12 月 2 日閲覧），中国
拠点については，本田技研工業〔2011c〕，アイアールシー〔2006〕〔2009a〕〔2009b〕，『二輪車新聞』
2007 年 1 月 1 日，ベトナム拠点については，アイアールシー〔2006〕，欧州拠点については，アイアー
ルシー〔2006〕，本田技研工業への聞き取り調査，ブラジル拠点については，アイアールシー〔2006〕
〔2009b〕，ナジェリア拠点については，アイアールシー〔2009a〕〔2009b〕を参照し，筆者が作成した。 
18 タイ拠点については，本田技研工業〔2011b〕，『二輪車新聞』2010 年 11 月 19 日，2012 年 1 月 6 日，
2013 年 2 月 15 日，2014 年 2 月 14 日，2014 年 12 月 5 日，『日経産業新聞』2013 年 3 月 6 日，『日経
Automotive』2013 年 7 月号，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2012/c121113.html）（2016 年 1 月 2 日閲覧），同 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2013/2130522-grom.html）（2015 年 12 月 2 日閲覧），同 web サイト
（URL：http://www.honda.co.jp/news/2014/2140411-pcx.html）（2015 年 12 月 2 日閲覧），P.T. Astra 
Honda Motor web サイト（URL：http://www.astra-honda.com/produk/kategori/tipe-big-bike/）（2016
年 1 月 28 日閲覧），インド拠点については，本田技研工業〔2011a〕，『日経産業新聞』2011 年 5 月 16
日，本田技研工業への聞き取り調査，中国拠点については，本田技研工業〔2011a〕，『二輪車新聞』2011
年 7 月 22 日，2012 年 4 月 13 日，『日本経済新聞』2012 年 5 月 18 日付け朝刊，レスポンス web サイ
ト（URL：http://response.jp/article/2014/11/17/237530.html）（2015 年 12 月 5 日閲覧），本田技研
工業への聞き取り調査，ベトナム拠点については，『二輪車新聞』2013 年 10 月 18 日，2015 年 1 月 30
日，『日本経済新聞』2014 年 1 月 18 日付け朝刊，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2013/2130830-shmode.html）（2015 年 12 月 2 日閲覧），同 web サイ
ト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2013/2130322.html）（2016 年 1 月 2 日閲覧），本田技研工
業への聞き取り調査，本国生産拠点については，『二輪車新聞』2014 年 2 月 14 日，2015 年 9 月 25 日，
『日本経済新聞』2012 年 2 月 18 日付け朝刊，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2015/c150911.html）（2015 年 12 月 5 日閲覧），レスポンス web サイ
ト（URL：http://response.jp/article/2013/04/14/195944.html）（2015 年 11 月 25 日閲覧），欧州拠点
については，本田技研工業への聞き取り調査，ブラジル拠点とナイジェリア拠点については，アイアール
シー〔2015〕を参照し，筆者が作成した。 
19 本国拠点の優位性を利用することが多国籍企業の強みであるという点については，Hymer〔1976〕を
参照されたい。また，日本企業を対象に，海外拠点が本国拠点の優位性を生かして事業を展開しているこ
とを明らかにした研究としては，山口〔2006〕，折橋〔2008〕，大木〔2009〕，椙山〔2009〕，佐藤・大
原〔2006〕などが挙げられる。ただし，これらの研究では，必ずしも本国拠点から海外拠点への優位性
の移転だけが取り上げられたわけではなく，本国拠点の優位性を基盤とした海外拠点自身の行動にも焦点
を当てている研究があることに注意されたい。加えて，本国拠点から海外拠点への優位性の移転が容易で
はないことについては，安保他〔1991〕が参考になる。 
20 折橋〔2008〕は，既存研究の蓄積が十分ではないとして，多国籍企業が有する海外生産拠点の組織能
力の構築・向上に注目した。なお，折橋〔2008〕が用いた組織能力とは，藤本〔2003〕が提示した 3 階
層からなるもの造りの組織能力である。 
21 この点を指摘したのは，海外拠点のイニシアチブによる戦略的な役割の変化に注目した Birkinshaw
〔1997〕である。ここでいうイニシアチブとは，「企業を自社の経営資源を使用し充実させる新たな方法
へと導く意図的・積極的な動き」（折橋〔2008〕，24 ページより引用），あるいは「企業が自社の経営資
源を使用し拡充する新たな方法へと導く意図的，積極的な企て」（浅川〔2003〕，111 ページより引用）
である。 
22 Birkinshaw〔1997〕は，多くの研究が本社と海外子会社の関係に注目していると述べている。そこで，
海外拠点のイニシアチブを考えるためには，子会社間の関係を含める必要があるとしている。しかしなが
ら，そうしたバーキンショーらを中心とした研究もまた，1 対 1 の関係を捉えていることが指摘されてい
る。この点については，浅川〔2003〕を参照されたい。 
23 日本的生産システムが持つ独自性や競争力を論じた研究としては，Womack, Jones, and Roos〔1990〕，
鈴木〔1994〕を参照されたい。 
24 そうであるとすれば，従来使われてきた生産システムの定義とは別に，生産システムを再定義しなく
てはならない。この点は，本稿の分析範囲を超えるために，今後の課題としたい。 
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25 なお，Birkinshaw and Hood〔1998〕についての解説や評論については，大木〔2008〕がかなり参考
になる。 
26 日本企業についていえば，上述の藤本/天野/新宅〔2009〕の指摘にあるように，海外立地の方針のシ
フトが比較的最近のことであり，長期的な分析ができなかったという事情があるのかもしれない。 
27 一方で，国際分業とは分野を異にするものの，生産システムの分野では，こうしたシステムの動態的
な変化に注目した研究が例外的に存在する。それは，個別企業の生産システムの形成プロセスを詳細に検
討し，システム変化の枠組みと，そこで構築された組織能力を考察した藤本〔1997〕である。後に第 2
章で詳しく取り上げるが，藤本〔1997〕が提示した，システムが生まれ，変化していくプロセスを捉え
るための枠組みは，本稿と深く関係しており，示唆に富んでいる。 
28 多国籍企業においてコントロールの問題の重要性を指摘した研究としては，さしあたり Fayerweather
〔1969〕〔1978〕，Baliga and Jaeger〔1984〕を参照されたい。 
29 事例研究が持つ強みについては，井上〔2014〕が参考になる。 
30 椙山〔2007〕，196 ページから引用した。 
31 善本〔2011〕，2 ページから引用した。 
32 本稿では，本国生産拠点が二輪車を量産する役割を，生産機能と呼ぶ。善本〔2011〕は，この生産機
能を「量産機能（生産拠点）」（善本〔2011〕，6 ページより引用），あるいは「工場機能（量産機能）」（善
本〔2011〕，7 ページより引用）と呼んでいる。善本〔2011〕は量産機能・工場機能を特に明確に定義し
ているわけではないが，本稿が表現するところの生産機能とほぼ同一の意味であると考えられる。本稿で
は，表記を統一するために，単に生産機能と呼ぶことにした。 
33 東/横井〔2017〕については，本稿の問題意識に基づき，二輪部品サプライヤーを対象に執筆されたも
のである。 
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第 1章 統合生産システムの生成 
 

Ⅰ 本章の課題 

 

 本章と第 2 章の目的は，ホンダが形成した統合生産システムのプロセスと機能を具体的

に明らかにすることである。本章では，まず，1990 年代央から 2005 年頃に至るまでの統

合生産システムの形成プロセスを概観する。 

 統合生産システムの形成は，その予備的な段階までを含めると 1990 年代央に遡る。こ

のシステムは，日本と欧州，アジアの市場環境の変化と海外生産拠点の発展を要因として，

各拠点がそれぞれ他国に向けた二輪車を生産することによって徐々に形成されてきた。し

たがって，統合生産システムの形成プロセスは，企業内における国際的な水平的生産分業

を拡大する過程であるといってよい1。このようなホンダの統合生産システムの形成プロセ

スは，水平的生産分業にどのくらいの海外生産拠点が加わるのか，海外生産拠点をいかに

活用するのかによって，大きく 3 つのフェーズにわけられる。 

 フェーズⅠは，ホンダが海外生産拠点間での二輪車供給を試み，統合生産システムの形

成に向けた動きが活発化する期間である。この時期，ホンダは特定の市場に供給する二輪

車を，どの拠点が生産するのかを明確に設定していない。したがって，各拠点が生産する

二輪車の中から当該市場に適合する二輪車を相互に供給する段階であった。このような期

間を経て，統合生産システムが生成し，発展する段階であるフェーズⅡへと進む。フェー

ズⅡは，ホンダが国際生産分業を築く構想を打ち出す期間である。この構想にしたがって，

ホンダは開発当初から供給先を明確に設定した二輪車を生産する拠点を生み出し，統合生

産システムの形成を本格的に始めていく。そうした拠点をホンダが複数設定し，各拠点の

役割を明確化させることで，統合生産システムを拡張する期間がフェーズⅢである。以下

では，フェーズⅠからフェーズⅡ半ばまでの期間，したがって統合生産システムが生成す

るまでのプロセスを確認していこう。 

 

Ⅱ フェーズⅠ：統合生産システム形成に向けた動き 

 

 よく知られているように，ホンダの二輪事業は古くから海外進出を遂げ，現地での生産

体制を築いてきた。主な生産拠点だけを取り上げても，ホンダは，1960 年代にはジャマ
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イカ，ニカラグア，タイ，韓国，パキスタン，台湾，バングラディッシュ，マレーシア，

1970 年代にはモザンピーク，グアテマラ，ブラジル，ペルー，エクアドル，シリア，イ

ンド，フィリピン，アルゼンチン，1980 年代には中国，メキシコ，1990 年代にはベトナ

ムに進出している2。 

第１-1 表 2000 年以前における本田技研工業の各国生産拠点・生産品目の概要 

拠点 排気量 二輪車の用途 当該機種に対する二輪車需要の大小 

アジア拠点 超低・低 Commuter 最量販機種 

欧州拠点 
超低・低 

中・高 
Commuter・Fun 最量販機種 

米国拠点 超高 Fun 最量販機種 

本国生産拠点 
超低・低 

中・高・超高 
Commuter・Fun 

全機種 

（日本市場への最量販機種を含む。ただし，

各国生産拠点で生産する最量販機種を除く） 

出所：本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕，アイアールシー〔1997b〕の資料と，本田

技研工業への聞き取り調査によって，筆者が作成した。 

 これら各国生産拠点が生産する二輪車は，基本的に現地市場に投入する機種であった3。

二輪車需要は国ごとに差異があるために，海外生産拠点が主として生産する二輪車の排気

量は異なる。第 1-1 表が示しているように，大別すれば，ホンダのアジア拠点，欧州拠点，

米国拠点，本国生産拠点が生産する二輪車は，その排気量と用途がそれぞれ異なっている4。

いずれにしても，本国を除いた各国生産拠点の主な生産品目は，現地で販売する機種の中

でも大きな需要が見込める，したがって大ロット生産が想定できる機種（最量販機種と呼

ぶ）である5。一例を挙げれば，ホンダのイタリア生産拠点が典型的である。ホンダのイタ

リア生産拠点は，1994 年に高排気量の二輪車を同拠点で初めて生産することになった。

そこで，ホンダが選んだ機種は，当時，欧州で最も販売量の多かった二輪車・NX650 ド

ミネーターであった6。さらに，海外生産拠点，とりわけアジアの生産拠点は，1 つの生産

ラインに最量販機種を割り当て，1 シフトの間，継続的に同じ機種を流す傾向にある。厳

密には，機種自体は同じでも，バリエーション（カラーやオプション部品の装着など）の

異なる機種が混在することが多い。とはいえ，ある生産ラインで 1 シフトの間に機種自体

を切り替えることは，少ない傾向にある。例えば，ホンダが 1996 年に設立したベトナム

生産拠点が，1 つの生産ラインで異なる機種を混流させ始めたのは，2015 年（フェーズⅢ）
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になってからのことである7。 

 一方で，最量販機種以外の機種は，本国生産拠点が生産し，日本から現地に輸出するこ

とで，現地で展開する製品ラインナップを補完していた。本国生産拠点がこれら機種を生

産した理由は，製品ラインナップとしては必要であるものの，売れ筋ではないために生産

ロット（以下，ロットと記述する。特に断りのない限り，本稿で用いるロットは全て生産

ロットのことである）が小さいこと，組み付け精度や加工精度が高く，現地の設備や人材

では生産が難しいこと，多機種・大量生産になるために現地生産拠点の生産効率を阻害す

ることにある8。 

第 1-1 図 二輪車主要国における国別・販売台数の推移 

 

注：左軸が中国，右軸が中国以外の国の指標である9。両軸ともに単位は千台である。 

出所：一部の国を除き，2009 年までの販売台数は本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕

を，2010 年以降は日本自動車工業会〔各年版〕をそれぞれ参照し，筆者が作成した。なお，2009 年の

ブラジルと 2010 年以降のベトナムの販売台数については，出所が異なる。2009 年のブラジルの数値は

本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕から判明しないので，この年のみ日本自動車工業会

〔2012〕を参照した。加えて，日本自動車工業会〔各年版〕は 2010 年以降のベトナムの販売台数を掲

載していないため，アイアールシー〔2014〕の数値を参照した。 

 このように，従来のホンダの国際生産分業は，現地生産拠点の生産品目を特定機種の生

産に絞り，それ以外の機種を本国生産拠点から輸出するものであった。その後，現地市場
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の拡大とともに，海外生産拠点が大きく発展を遂げる。第 1-1 図をみると一目瞭然だが，

1990 年代から各国市場，とりわけアジアの二輪車需要が急速に増加する。このような現

地市場の伸びに合わせて，ホンダは各国生産拠点を順調に拡張させてきた。ホンダの主要

な生産拠点の生産能力・実績の推移を示した第 1-2 図から，このことがわかる。アジア拠

点の発展を背景として，ホンダは海外生産拠点から日本に，さらには海外市場に機種を輸

出することを企図した。従来，現地生産拠点と本国生産拠点だけの関係であったホンダの

国際生産分業が，アジア拠点の成長を起点として大きく変わっていくのである。海外生産

拠点の中でも，アジア域内の輸出拠点に位置付けられたのが，同社のタイ拠点である。 

第 1-2 図 本田技研工業の主要生産拠点の生産実績・能力の推移 

 

注：単位は千台である。 

出所：横井〔2010〕に記載した10。なお，横井〔2010〕で示した出所に加えて，アイアールシー〔1997b〕

〔2003〕〔2006〕〔2009b〕〔2011〕〔2013〕〔2014〕〔2015〕，工業調査研究所〔2011a〕〔2011b〕〔2011c〕

〔2011d〕，『二輪車新聞』2001 年 1 月 1 日，2015 年 1 月 23 日，『日経ものづくり』2015 年 2 月号，

本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2001/c010802.html）（2016 年 1 月

4 日閲覧），同 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2010/c101216.html）（2016 年 1 月

2 日閲覧），同 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2011/c110725a.html）（2016 年 1

月 2 日閲覧），同 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2015/c150327a.html）（2016 年
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1 月 2 日閲覧）を参照し，図をアップデートしている。 

 タイはホンダが長期的な育成を試みた拠点である。ホンダのタイ進出は 1964 年に

ASIAN HONDA MOTOR を設立することから始まる。1965 年には Thai Honda 

Manufacturing Co., Ltd.（以下，タイホンダ及びタイ拠点と記述）を設立し，1967 年に

タイにおける二輪車の現地生産をホンダは始める11。以後，その時々の市場環境の変化に

応じるとともに，約 50 年にわたり現地調達率の向上や新機種の立ち上げにタイ拠点は取

り組んできた12。そこでのホンダの狙いは，第 2 の熊本製作所（本国生産拠点のことであ

る。以下，熊製と記述）をタイに作ることにあった13。ただし，そうした意図はあったも

のの，ホンダは他の拠点に比べてタイ拠点の育成を最優先したわけではない。以下で確認

することになるが，ホンダが割り当てた役割をタイ拠点は順調に達成していく。このタイ

拠点サイドの努力がなければ，ホンダの計画は変更を余儀なくされていたと考えられる。 

 1990 年代になると，ホンダはタイ拠点が作る二輪車 NOVA を「ASEAN オートバイ14」

として定め，タイからマレーシア，インドネシアに部品を輸出する方針を表明した。その

後，1990 年代半ばには，部品輸出を超えて，アジア域内における二輪完成車の相互供給

体制を作ることにホンダは着手する15。そこでも，本国生産拠点に次いで輸出を担う海外

生産拠点としてホンダはタイ拠点を選ぶ。タイ拠点は，それまで完成車を輸出していた中

国とマレーシアに加えて，1994 年に日本にも輸出を始めた。タイから日本へ出荷したス

ーパーカブ 100 は，タイで販売する二輪車を仕様変更した機種であった16。このようなホ

ンダの海外拠点間における二輪車の相互補完は初めてであると，当時の新聞は報じている
17。しかしながら，実は，ホンダは 1988 年に 2000 台限定のテストケースとして，タイか

ら日本に二輪車・CUB100EX を輸出していた18。CUB100EX は，後に日本に出荷するこ

とになるスーパーカブ 100 と同種の二輪車である。この二輪車もまた，タイで販売するド

リーム 100 を仕様変更した機種であった。このように，1990 年に表明された生産補完体

制の構築に備えて，ホンダは周到にタイ拠点の輸出可能性を実験していたのである。この

ことからも，ホンダにとってタイ拠点が重要であったことがわかる。後に確認するように，

このタイ拠点がやがてホンダの国際生産分業の中核を成すことになる。 

 こうして，ホンダの海外拠点間における部品・完成車供給がスタートしたのだが，この

時点では，現地向けに開発した二輪車を他国にも供給するという形態であった。タイ拠点

が日本に出荷した CUB100EX とスーパーカブ 100 も，基本的には現地に投入するために

ホンダが開発した機種を日本向けに仕様変更したものであった。ただし，現地向けに開発
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した機種を事後的に他国に出荷したわけではないことに注意が必要である。後に詳述する

ように，二輪車は開発に着手した時点で，出荷先を決めておかねばならない。国によって

異なる騒音規制や排出ガス規制に対応するためには，それらを事前に当該二輪車の製品要

件に含めることが求められる。ここでいう製品要件とは，二輪車開発に際してホンダが定

める当該機種のターゲット（顧客）や製品コンセプトの概要，品質，量産開始及び上市す

るタイミング，販売地域，年間生産台数，販売価格，コスト，利益のことである（詳しく

は第 3 章で後述する）。このように，すでに開発した二輪車を事後的に他国に供給するこ

とは難しいのである。そのため，当時のホンダは次のような手順にしたがって，輸出用の

二輪車を開発した。 

 ホンダは，①ある国で投入する機種を企画し，②各地域に立地する販売拠点の統括拠点

（地域統括本部）に対して，いずれの国で当該機種が必要となるかの取りまとめを打診し，

③各国販売拠点が当該機種を自国で必要とするのか，さらにはデザインやカラー等の仕様

変更が必要となるかを判断し，地域統括本部に伝え，④地域統括拠点を通じて本国に伝わ

った機種構成の全体や要望を製品要件に取り入れる，という 4 つの手順を経て当該二輪車

の開発・生産を進めていた。もしくは，すでに開発が完了し，特定の国で量産及び販売が

始まっている機種を，他国の法規制に適合するように再度開発あるいはテストを行い，生

産・輸出するという方法もホンダは用いていた。製品要件の時点で出荷先が決まっている

かどうかに違いはあるものの，あくまでも①特定国の需要に向けた機種開発がベースにあ

ることに変わりはない。したがって，そもそも①で想定された国の需要と，輸出国の需要

が似ていることを前提としていた。当時は，海外生産拠点からの輸出を開始したといって

も，現地販売を主軸とした二輪車開発・生産の域を出ることはなかったのである。第 3 章

で確認するグローバルモデルでは，この点をホンダが大きく変更することになる。 

 第 1-3 図は，1990 年代後半におけるホンダの国際生産分業を示している。本稿では，

後の説明を簡便にするために，他国への二輪車輸出を行わず，主に現地市場に出荷する二

輪車を生産する拠点を現地生産・販売拠点，他国からの要請を受けて自国向けに開発・生

産した二輪車を輸出する拠点を適地供給拠点，自国のみならず，他国（複数国の場合もあ

る）への輸出を企図して開発した機種を生産する拠点をグローバル供給拠点と呼ぶことに

する。これら 3 つの拠点のうち，第 1-3 図では適地供給拠点とグローバル供給拠点だけを

取り上げている。図が複雑になるために，現地生産・販売拠点は捨象している。図から明

らかなように，海外拠点間の二輪車供給が進んでいるが，ほとんどの拠点は自国向けに開
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発・生産した二輪車の輸出拠点，したがって適地供給拠点に過ぎない（適地供給拠点から

の二輪車供給は図の点線を参照）。開発時点で，他国への輸出を企図した機種を輸出する拠

点であるグローバル供給拠点は本国生産拠点だけであった（グローバル供給拠点からの二

輪車供給は図の実線を参照）。 

第 1-3 図 本田技研工業の国際生産分業の変遷 1990 年代後半 

 

注：序-1 図と同じである。 

出所：序-1 図と同じである。 

 一方で，このような各国生産拠点の発展や拠点間供給の広がりは，グローバル供給拠点

である本国生産拠点にも影響を及ぼした。それまで，本国生産拠点の生産量に対して一定

の割合を占めていた完成車の輸出が大きく減ることになったからである。企業ごとの排気

量別輸出台数データは，2009 年までしか入手できないため，ここでは日本の排気量別輸

出台数をみよう。次に示す日本の排気量別輸出台数と，ホンダの排気量別輸出台数は，1980

年代から 2009 年までの期間において同様の傾向にあることを確認している19。第 1-4 図

からわかるように，排気量 50cc 以下と，排気量 51cc 以上・排気量 250cc 以下の二輪車

の輸出台数がかなり減ってしまった。アジアの多くの国における二輪車販売の中心は，排

気量 100cc から 150cc である。そのため，排気量 51cc 以上・排気量 250cc 以下の輸出

量の低下は，アジアの現地生産拠点の発展を反映していると考えられる。 

 完成車輸出の減少を受けて，ホンダはフェーズⅠの期間に本国生産拠点に対して 2 つの

施策を講じた。ひとつは，本国生産拠点の生産の主軸を完成車から部品の輸出に切り替え
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ることである。つまり，ホンダはノックダウン（KD）部品の輸出を本国生産拠点の役割と

したのである20。もうひとつは，今後益々活発になる拠点間供給の調整を担う拠点へと本

国生産拠点を発展させることである。ホンダは各拠点で生産する機種や生産量，生産に必

要となる設備（金型や治具を含む）等の情報を，本国生産拠点に集めることにした。その

狙いは，重複した機種を生産している拠点を把握することや，拠点間で必要となる設備を

相互に移送したりできるような体制を築くことにあった。加えて，本国生産拠点は生産面

での技術とともに管理能力を持ち，海外拠点を管轄できる人材を育成することに力を注ぎ

始めていく21。この時点から，ホンダは将来的に海外生産拠点同士の二輪車供給が現在よ

りも多くなることを見越して，全世界の拠点を調整するための下地を本国生産拠点に作り

始めたのである。 

 以上のように，フェーズⅠでは現地市場向けに開発した二輪車ではあるものの，海外拠

点間の二輪車供給が活発化した。当時，ホンダはタイに加えて，将来的にはインドネシア，

インド，マレーシア，中国を輸出拠点として発展させることを構想していた22。次にみる

ように，その中でもホンダが中国拠点を適地供給拠点からグローバル供給拠点へと発展さ

せたことから，統合生産システムの形成が始まる。 

第 1-4 図 日本の二輪車輸出数量の推移 

 
注：単位は台数である。 

出所：財務省貿易統計（URL：http://www.customs.go.jp/toukei/info/）（2015 年 12 月 24 日閲覧）よ

り筆者が作成した。 

0 

200,000 

400,000 

600,000 

800,000 

1,000,000 

1,200,000 

88 91 94 97 00 03 06 09 12

50cc m 51cc-250cc 251cc-500cc

501cc-800cc 801cc



 29 

Ⅲ フェーズⅡ：統合生産システムの生成 

 

 世界各国の拠点を活用するという国際生産分業の構想をホンダが明確に打ち出したのは，

2000 年頃のことである。当時，この構想をホンダは「Made by Global Honda23」と名づ

けていた。Made by Global Honda 構想の一環として，ホンダは 2002 年に中国拠点をグ

ローバル供給拠点として活用していく。ホンダが中国拠点に与えた役割は，日本向けの超

低排気量・廉価機種の生産であった。そこでは，長期的な育成を図ってきたタイホンダで

はなく，中国拠点をホンダは選択した。タイホンダは，1995 年にはすでに本国生産拠点

の生産量を抜き，ホンダが有する生産拠点の中で世界最大の拠点となっていた24。しかも，

1988 年のテスト販売を含めて，タイ拠点はすでに日本向けの二輪車輸出を始めていた。

それにもかかわらず，ホンダは日本向けの輸出拠点として中国拠点を選んだのである。以

下では，ホンダが中国拠点を選択することになった要因を検討するが，その前に海外生産

拠点製の機種を日本市場に投入しなければならなくなった背景を確認することから始めよ

う。 

 

Ⅲ-1. 日本市場の成熟化と縮小及び中古二輪車市場の拡大 

 中国拠点が生産することになった二輪車は，ホンダが二輪車を初めて購入するユーザー

を獲得するために開発した機種であった25。本稿では，塩地〔2011〕にしたがって，この

ようなユーザーをエントリーユーザーと表現する。加えて，エントリーユーザーの獲得を

狙って開発・生産された機種をエントリーモデルと呼ぶことにする。後述するように，中

国拠点の活用以後，ホンダの国際生産分業の形成が進むにつれて，海外生産拠点から日本

市場への輸出機種が増えていくが，そうした機種のほとんどはエントリーモデルである。

つまり，日本市場だけでみれば，国際生産分業の貢献は，エントリーモデル投入とそれに

伴う製品ラインナップの拡充にあったといってよい。多種多様なエントリーモデルが必要

になるほど，ホンダを含めた日本の二輪車企業 3 社（ヤマハ，スズキ）にとって，日本市

場は深刻な状況が続いてきた。 

 日本の二輪車販売台数は 1982 年以降，年を追うごとに少なくなっている（第 1-5 図を

参照）。1982 年のピークから減少した販売台数は約 87%にも達する。このような急激な二

輪車市場の縮小を迎えた国は，日本市場の他に無い。ただし，日本市場のピークであった

1982 年の販売台数は，その数年前から繰り広げられたホンダとヤマハの販売競争（HY 戦
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争）による影響がかなり大きく反映された数値である。とりわけ，排気量 125cc 以下の二

輪車は実際の販売（登録）台数が掴めないために，工場出荷台数を販売台数として代用し

ている。そのために，ここで販売台数として表した数量が，実際にユーザーに販売された

かどうかは定かではない26。HY 戦争の後には膨大な在庫が発生するため，正味の販売台数

は，この数値よりも少ないと考えられる27。その意味では 1982 年と現在を比べてはいけな

いのかもしれない。しかしながら，HY 戦争以前の期間である 1960 年代後半や 1970 年代

前半と比較しても，2000 年以降の販売数量はかなり小さくなってしまっている。このよ

うな日本市場の縮小は，新規顧客の減少と代替サイクルの長期化に起因する。 

第 1-5 図 日本の二輪車販売台数と排気量 50cc の割合の推移 

 

注：左軸が二輪車販売台数，右軸が排気量 50cc の割合の指標である。販売台数の単位は台である。 

出所：1968 年から 2001 年までの数値は本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕，2002 年

から 2014 年までの数値は一般社団法人日本自動車工業会の統計データベース（Active Matrix Database 

System）（URL：http://jamaserv.jama.or.jp/newdb/index.html）（2015 年 4 月 11 日閲覧）より算出し

筆者が作成した28。 

 日本の販売量のうち多くの割合を占めるのは，排気量 50cc 以下の二輪車である。年に

よって若干の変動はあるものの，排気量 50cc 以下の二輪車販売量が全体の約半数を占め

ていることが，第 1-5 図から確認できる。日本市場の縮小の原因のひとつは，この排気量

50cc 以下の二輪車の新規需要の低下にある。これには，HY 戦争の反動による二輪車の利

用環境の変化が大きな影響を及ぼした。例えば，高校生が二輪車を買わない，乗らない，

%

,

	

	 	

	 	

%	 	

%	 	

	 	

	 	

% % , ,% , , , % %

66 66 % 66

% 66 % 66 % 66

B 66



 31 

免許を取らないという三ない運動や，1980 年代半ばから排気量 50cc 以下に実施されたヘ

ルメット着用義務などである29。 

 一方，二輪車ユーザーの買い替えまでの期間が長くなっていることも，販売台数の低減

を招いた要因のひとつである。日本市場の成熟とともに，二輪車需要は新規購入から買い

替えへと移り変わっていく。日本自動車工業会〔隔年版〕が隔年で実施しているアンケー

ト調査も，このことを端的に示している。この調査は新規購入者の全てをカバーしている

わけではないが，おおよその傾向は掴むことができる。日本市場における二輪車需要形態

を表した第 1-6 図から，買い替え（代替）の比率が高くなってきていることが確認できる。

しかも，年を経るごとにユーザーの買い替え年数（期間）がかなり長期化していく（同図

を参照）。 

第 1-6 図 日本市場における二輪車需要形態と買い替え期間の推移 

 
注：左軸が需要形態，右軸が買い替え年数の指標である。 

出所：日本自動車工業会〔隔年版〕より筆者が作成した30。 

 買い替え年数の長期化は排気量 50cc 以下の二輪車販売にとりわけ大きな影響を及ぼし

た。二輪車は，排気量が高くなればなるほど，ユーザーが短い間隔で乗り替える傾向があ

る。それに対して，排気量 50cc 以下の二輪車の買い替え期間は，全ての二輪車の中で最

も長い31。しかも，排気量 50cc 以下の二輪車ユーザーは，代替の際に高排気量に移行する

ことがほとんどない32。したがって，二輪車企業からすれば，現在の排気量 50cc 以下の代
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替需要を獲得するだけでは，販売量の低下を抑えることが難しいのである。 

 ただし，こうした販売台数の低下は新車販売に限られた現象である。日本二輪車市場の

成熟とともに発展した中古車市場は，この間，一定の需要規模を保っている。中古二輪車

市場の統計は十分に整備されていないが，現時点で入手できる資料をもとに，その推移を

確認しよう。第 1-7 図では，日本の中古二輪車市場の動向と併せて，日本二輪車オークシ

ョン協会（Japan Auction Bike Association： JABA）や二輪車新聞社がまとめた年間の

オークション出品台数の推移を示している33。近年，微減しつつあるが，中古車市場は約

60 万台の規模を維持していることがわかる。同時に，オークションの出品台数は増加傾向

にあることが同図から確認できる。新車販売台数の減少は，すでにみた二輪車の利用環境

の変化だけではなく，このような中古車市場の発展からも影響を受けてきたのである。 

第 1-7 図 日本の中古車市場とオークション出品台数の推移 

 
注：左軸が中古車市場，右軸が出品台数の指標である。いずれも単位は台数である。全ての数値が判明す

る年のみを図に掲載している34。 

出所：『二輪車新聞』1998 年 1 月 1 日，1999 年 1 月 1 日，2000 年 1 月 1 日，2001 年 1 月 1 日，2002

年 1 月 1 日，2003 年 1 月 1 日，2004 年 1 月 1 日，2005 年 1 月 1 日，2006 年 1 月 1 日，2007 年 1 月

1 日，2008 年 1 月 1 日，2009 年 1 月 1 日，2010 年 1 月 1 日，2011 年 1 月 1 日，2012 年 1 月 1 日，

2013 年 1 月 1 日，2014 年 1 月 1 日，2015 年 1 月 1 日，2016 年 1 月 1 日から筆者が作成した。 
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第 1-8 図 日本における二輪車 1 台当たりの出荷高（金額）の推移：1980 年から 2009 年 

 

注：単位は円である。2000 年基準の GDP デフレーターで修正した金額である。GDP デフレーターは，

内閣府国民経済計算 web サイト（URL：http://www.cao.go.jp）（2016 年 3 月 2 日閲覧）より入手した。 

出所：通商産業大臣官房調査統計部編〔各年版〕より筆者が作成した。 

第 1-9 図 日本における二輪車 1 台当たりの出荷高（金額）の推移：1994 年から 2014 年 

 

注：単位は円である。2005 年基準の GDP デフレーターで修正した金額である。GDP デフレーターは，

内閣府国民経済計算 web サイト（URL：http://www.cao.go.jp）（2016 年 3 月 2 日閲覧）より入手した。 

出所：通商産業大臣官房調査統計部編〔各年版〕より筆者が作成した。 

 二輪車の購入希望者が中古車を選択する理由のひとつは，新車の価格が高いことにある。

第 1-8 図は 1980 年から 2009 年の，第 1-9 図は 1994 年から 2014 年の日本における二
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輪車 1 台当たりの出荷高（金額）の推移を現している。1980 年から 2014 年にかけて統

一した GDP デフレーターが入手できなかったため，ここでは 2 つの図を取り上げた。2

つの図から確認できるように，日本の二輪車価格は 1980 年代から上昇傾向にある。2000

年頃の時点で，状態の良い排気量 50cc 以下の中古車が約 9 万円であったのに対して，新

車は約 15 万円になってしまっていたという35。このような背景から，ホンダを含めた二輪

車企業各社は，新規顧客の獲得を狙いに排気量 50cc 以下（超低排気量）の廉価機種の投

入に取り組むことになったのである。 

 

Ⅲ-2. 中国拠点における超低排気量廉価機種・Today の生産 

 超低排気量の廉価機種は，ホンダの国内二輪営業部（当時）の発案から検討が開始され

た。国内二輪営業部は，中古車を購入するユーザーを獲得するために，販売価格が 10 万

円を切る排気量 50cc 以下の二輪車を作ることを狙った36。当初，ホンダは本国生産拠点で

ある熊製で，超低排気量の廉価機種を生産することを検討したが，想定したコストの実現

が難しかった。それゆえ，海外生産拠点の活用を模索することになった。当時，先進国に

向けた品質の二輪車を生産できる海外生産拠点はタイ拠点の他になかった37。しかも，フ

ェーズⅠでみたように，タイ拠点には日本への輸出実績があった。ところが，超低排気量

の廉価機種生産拠点として，ホンダは確たる実績のない中国拠点を選んだ。 

 ホンダが中国拠点を選択した理由は大きく 2 つである。ひとつは，市場的要因である。

タイでは排気量 125cc や 150cc の二輪車が主流であったが，一方で，この頃の中国には

排気量 50cc 以下の二輪車市場が存在していた。さらに，ホンダが開発・生産しようとし

ていた二輪車はスクータータイプであった38。タイでは日本の二輪車企業によって 2005

年頃からスクータータイプの需要が創出・拡大されることになるが，当時，タイ市場の主

流はモーターサイクルタイプであった。日本と市場の類似性が高いことから，中国拠点が

超低排気量・廉価機種の生産拠点の候補として挙げられた。 

 いまひとつの理由は，当時のホンダが中国市場で抱えた特殊な問題である。中国市場で

は，日本の二輪車企業，とりわけホンダのコピー二輪車が広く販売され，ホンダのシェア

は伸び悩んでいた。そうした状況の中で，ホンダは海南新大洲摩托車股有限公司（以下，

海南新大洲と記述）と既存の二輪車合弁会社である天津本田摩托有限公司（以下，天津ホ

ンダと記述）を合弁し，新大洲本田摩托有限公司（以下，新大洲ホンダと記述）を 2001

年に設立する39。海南新大洲がホンダのコピー二輪車を生産・販売していた企業であった
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ため，この合弁は正規品を手がける企業によるコピー企業の吸収として，当時，マスコミ

にも取り上げられた40。合弁によるホンダの狙いのひとつは，海南新大洲が持つ部品の調

達網を活用することにあった41。ホンダは，日本向けの超低排気量・廉価機種の生産拠点

として，この新大洲ホンダを選択することになる。海南新大洲の調達網を取り込むことで，

廉価な二輪車を作ることをホンダは狙ったのである42。 

 当時のホンダは，海南新大洲と合弁することになる天津ホンダの他に，五羊-本田摩托（広

州）有限公司（以下，五羊ホンダと記述）と嘉陵-本田発動機公司（以下，嘉陵ホンダと記

述）という 2 つの合弁会社を中国に設立し，二輪事業を展開していた。嘉陵ホンダの生産

品目はモーターサイクルタイプであったが，天津ホンダと五羊ホンダのそれはスクーター

タイプの二輪車であった。天津ホンダは 1996 年から排気量 90cc のスクーターを，五羊

ホンダは天津ホンダよりも古く，すでに 1995 年から排気量 125cc のスクータータイプの

二輪車を生産していた43。五羊ホンダはスクーターの生産実績があるために，信頼性の観

点からみれば，日本向けの超低排気量・廉価機種の生産拠点に適していたという44。しか

しながら，本国生産拠点でも達成しえなかった超低排気量・廉価機種のコストは，既存の

生産拠点では実現が難しく，むしろ調達網も含めて新しい生産拠点で取り組む必要があっ

た。このように，部品の調達網の獲得を狙った合弁によって，日本向けの超低排気量・廉

価機種生産に活用可能な拠点が生まれたことが第 2 の要因である。 

 一方，これまでにない超低排気量・廉価機種に挑戦する拠点として，中国拠点以外に，

インド拠点もホンダの選択肢にはあった45。インドはスクータータイプの需要が存在する

市場である。しかし，インドでのホンダの合弁企業である Hero Honda Motors Ltd.（以

下，ヒーロー・ホンダ）はモーターサイクルを手がけているのみであった。これに対して，

スクータータイプを担う拠点として，ホンダが自社の 100％出資で 1999 年に設立した

Honda Motorcycle ＆ Scoter India (Private) Ltd.（以下，インドホンダ）は，まさに生

産を立ちあげる時期であった46。ホンダがインドホンダを将来的に他国への輸出を担う拠

点に育成しようとしていたとしても，この時期に日本向けのスクーター生産に挑戦するこ

とは難しかったと考えられる47。これらに加えて，インド・タイに比べて日本への輸送費

用を抑えられることも，中国拠点で生産するメリットであった。 

 ホンダは，新大洲ホンダで生産した排気量 50cc 以下の廉価機種である Today を 2002

年に日本で発売する。市場の類似性から中国拠点が選ばれたものの，この時点では，ホン

ダは Today を日本専用機種と位置付けた48。Today の発売当初の価格は 94,800 円であっ
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た。したがって，当初の目標であった 10 万円を切る価格をホンダは達成したのである。

この価格を達成するとともに，日本向けの二輪車に求められる品質も両立させることは，

かなり難しい取り組みであった。新太州ホンダを設立する前後から，調達網を含めた生産

拠点の評価を短期間のうちに本国生産拠点が急速に進め，品質指導がとりわけ必要である

ことが判明していた。しかしながら，新太州ホンダでの二輪車生産は想定以上に困難を極

めた。例えば，品質指導に当たった日本からの出張者は，約 100 人にも上ったという49。

しかも，そのように多大な努力が払われたにもかかわらず，ホンダは Today の品質不良の

ために数回のリコールを届け出ることになってしまった50。このことからも，新太州ホン

ダでの二輪車生産が容易ではなかったことがわかる。 

 品質の問題解決に大きな労力を要したとはいえ，Today の販売は発売とともに好調であ

った。2002 年 8 月の発売から 1 年も経たない 2003 年 6 月末に，ホンダは Today の日本

向け輸出累計台数が 10 万台を達成したことを発表している51。ホンダの排気量 50cc 以下

の販売台数は，2002 年で 328,221 台，2003 年で 316,445 台である52。つまり，ホンダの

排気量 50cc 以下の販売台数のうち，Today の販売量が 3 分の 1 を占めるに至ったのであ

る。このような大規模な二輪車輸入，しかも海外生産拠点での生産を前提として，特定国

（日本）への出荷を目的に開発した機種の輸入は，当時のホンダとして初めてであった。 

 Today は単一機種として販売量がかなり多い機種となった。ホンダが新製品として

2002 年に発売した排気量 50cc 以下の二輪車は 24 機種（Today を含む），2003 年のそれ

は 18 機種（Today 除く）である53。新大洲ホンダを含めた海外生産拠点にとって，このこ

とが持つ意味は大きい。アジア市場に比べて日本市場は規模が小さい。それゆえに，日本

市場向けの機種は 1 機種当たりの販売量・生産量が小さくなる傾向にある。一方で，第１

-1 表で確認したように，海外生産拠点が生産する二輪車は，大ロットが見込める最量販

機種であった。したがって，日本市場への輸出機種といえども，単一機種である程度大き

なロットを見込めないと，海外生産拠点の生産効率が低下してしまうことになる。ホンダ

のエントリーモデルの海外生産は，販売面においてエントリーユーザーの獲得を狙ったも

のであるが，同時に，海外生産拠点が従来の大ロット生産のメリットを維持できるように

工夫されたものであった。その意味で，Today は日本の排気量 50cc 以下の市場における

エントリーモデルとしての役割を十分に果たした機種であった。 

 Today の発売以後，当時の日本市場では，排気量 50cc 以下のエントリーモデルを巡る

競争が展開されていく。例えば，スズキは 2002 年に既存のスクーターを改良し，部品点
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数を削減したレッツⅡ・スタンダードを 105,000 円（当時の希望小売価格）で発売した54。

これに対して，ホンダは中国拠点からの機種投入を次々と進めていく。新大洲ホンダは，

Today に続いて，2003 年に排気量 50cc のスクーターであるディオを，2004 年にはその

派生機種であるディオチェスタを日本に輸出し始めた。五羊ホンダもまた，2003 年に排

気量 100cc のスクーターであるスペイシー100 の対日輸出を始めていく55。こうした中国

拠点の活用は，全てホンダが打ち出したMade by Global Honda 構想の一環であった。 

 同時期にホンダは，中国拠点以外の海外生産拠点から海外市場への出荷も推し進めてい

る。このような事例はかなり多い。例えば，イタリアの Honda Italia Industriale S.P.A.

（以下，イタリアホンダと記述）は，排気量 600cc のモーターサイクルを初めて北米に出

荷し始めた56。さらに，ブラジルのMoto Honda Da Amazonia Ltda.（以下，ブラジルホ

ンダと記述）は排気量 125cc のモーターサイクルを欧州に，タイホンダも排気量 125cc

のモーターサイクルを欧州に出荷し始めている57。そうして海外拠点間で相互に供給した

台数は，ホンダのグローバル生産台数の約 5%（2004 年時点）を占めるに至っている58。

ただし，中国拠点以外の海外生産拠点は，自国に向けて開発された機種を他国に供給する

形で輸出を始めたことに注意が必要である。すなわち，中国拠点を除いた海外生産拠点は，

依然として適地供給拠点のままであった。 

 特定国に向けた機種の開発・生産を開始したという点で，Today はホンダの国際生産分

業にとってかなり重要な機種である。ただし，Today は，日本での発売以後，多くの国々

で販売されることになるが，結局のところ日本以外での販売量が伸びず，日本専用機種の

域を出ることがなかった。ホンダは日本についで，豪州，ニュージーランド，メキシコな

ど世界 9 カ国へ新大洲ホンダから Today を輸出し始める。そうした後に，ホンダは Today

を新大洲ホンダの立地国である中国に投入する59。このように，Today は結果的に複数国

に展開する機種になった。しかし，Today の輸出のほとんどは日本が占めていると考えら

れる。例えば，新大洲ホンダは，2010 年に排気量 50cc のスクーター3 機種（Today，デ

ィオ，ディオチェスタ）の累計生産台数が 100 万台に到達したことを発表した。そのうち，

98 万台は日本向けであったという60。開発時点で特定国向けに開発された機種を，他国に

展開するのは難しいのかもしれない。これまでも，多数の適地供給拠点が他国へと機種を

輸出してきたが，その大半は現地で展開する製品ラインナップを補完することに留まり，

最量販機種になることはなかった。Today もまた同様に，日本以外の国々では，製品ライ

ンナップを補完するための機種の域を出なかったと考えられる。その意味において，Today



 38 

の時点では，ホンダが適地供給拠点の際に行っていた輸出機種の開発・生産の進め方（特

定国の需要に向けた機種開発がベース）が色濃く残っていたのである。 

 

Ⅳ 小括 

 

 これまで明らかにしてきたように，ホンダの国際生産分業は，フェーズⅠにおける多数

の適地供給拠点による二輪車供給の段階を経て，適地供給拠点に加えて，本国生産拠点以

外のグローバル供給拠点が二輪車供給を担うフェーズⅡへと進んだ。フェーズⅡ半ば時点

のホンダの国際生産分業を図示したのが，第 1-10 図である。図から明らかなように，ホ

ンダの国際生産分業では，本国生産拠点についで，中国拠点がグローバル供給拠点となっ

た61。中国拠点が適地供給拠点からグローバル供給拠点へと移行する転機となったのが，

Today の生産であった。 

第 1-10 図 本田技研工業の国際生産分業の変遷 2000 年から 2004 年 

 

注：序-1 図と同じである。 

出所：序-2 図と同じである。 

 Today は，ホンダが企業内における国際的な水平的生産分業を明確に意図して開発・生

産した機種という点で，統合生産システムの形成にとって大きな意味を持つ機種である。

それまでホンダは，現地生産・販売拠点であっても，適地供給拠点であっても，開発する

機種のターゲット市場を主として現地市場に置いていた。一方で，Today は開発当初から
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他国（日本）への輸出を明確に設定した機種であった。ある国に投入することを想定して

開発した機種を，その需要国以外の海外生産拠点が生産することは，当時のホンダでは極

めて珍しいことであった。第 1-10 図からわかるように，ここまでの段階でも，なお二輪

車供給の多数を占めているのは適地供給拠点である。つまり，Today のような機種を生産

する海外生産拠点は存在していない。 

 このような中国生産拠点における Today 生産は，次の 2 つの要因が相まって生じたこ

とである。ひとつは，国内の二輪車市場（新車）が縮小し，エントリーユーザーを獲得す

る必要性があるものの，エントリーモデルを本国生産拠点で生産することが難しかったこ

とである。いまひとつは，日本と同じく超低排気量の市場が存在する一方で，コピー二輪

車を生産・販売する企業が横行していた中国市場で，ホンダが部品調達網の獲得を狙いと

した合弁によって，新たな拠点（新大洲ホンダ）を生み出したことである。当時のホンダ

は，対日輸出の実績を持つタイ拠点が存在する一方で，フェーズⅠで確認したように中国

拠点を含めた複数の海外拠点からの輸出を構想していた。そうした状況において 2 つの要

因が同時に発生したことにより，ホンダは最新の状況に即して構想を更新し，新しい中国

拠点（新大洲ホンダ）での Today 生産を選択したと考えられる。つまり，長期的には拠点

活用の形が規定できない中で，環境の変化に伴って生み出した拠点の役割を考え，かつ将

来的な発展を見据えて，ホンダは統合生産システムを構成するグローバル供給拠点として

新大洲ホンダを活用することにしたのである62。 

 以後，ホンダは，グローバル供給拠点を増やすことで，統合生産システムを発展させて

いく。そこでは，事前の構想を元に計画通り統合生産システムで活用する拠点と，中国生

産拠点と同じく，最新の市場の状況や拠点の動向を捉えて更新した構想にしたがって，ホ

ンダがシステムに組み込んだ拠点がある。システムに加わる契機は異なるが，総じて，従

来，特定国向けに開発した機種の生産という本国生産拠点が担っていた役割を海外のグロ

ーバル供給拠点が部分的に担っていく。しかも，ホンダは出荷先が限定的であった Today

とは異なり，複数国・地域への投入を前提とした機種（グローバルモデル）を開発し，グ

ローバル供給拠点で生産することを企図する。したがって，複数のグローバル供給拠点に

基づく供給網が広範な領域を占めるようになっていくのである。 

 
                                                   
1 国際分業の概念については，天野〔2005〕を参照した。 
2 大原〔2006〕，太田原〔2009〕，アイアールシー〔2007〕〔2009a〕を参照した。なお，現地拠点の進



 40 

                                                                                                                                                     
出時期について，大原〔2006〕・太田原〔2009〕とアイアールシー〔2007〕〔2009a〕では若干違いがあ
る。ここでの記述は，アイアールシー〔2007〕〔2009a〕に統一した。 
3 本稿では，二輪車の品種を「機種」と呼ぶ。自動車産業で使われている車種との違いは特にないが，二
輪車産業では機種が用いられる。そのため，本稿では「機種」という表現を使用することにした。なお，
機種は名称で区別して数える。例えば，「NC750X」，「NC750S」（どちらもホンダの二輪車）と，名前が
異なれば 1 機種として算出する。 
4 本稿では，二輪車のエンジン排気量と二輪車用途を次のように区分する。まず，排気量区分については，
排気量が 50cc以下の二輪車を超低排気量，51ccから 250ccを低排気量，251ccから 600ccを中排気量，
601cc から 1000cc を高排気量，1001cc 以上を超高排気量とする。特定の排気量帯をいかなる名称で呼
ぶのかについては明確な定義がない。この要因は国・地域によって排気量区分に対する感覚が異なること
にあると考えられる。例えば，欧州の感覚では，250cc 以下が低排気量，750cc 以上が高排気量である
という。出所は本田技研工業への聞き取り調査による。また，本田技研工業〔2014〕は排気量 600cc 以
上を中型・大型車として位置付けている。いずれの区分を用いても，その国特有の感覚と齟齬が生じる可
能性がある。そのため，できるだけ細分化させた区分を本稿では用いることにした。なお，一般的に小・
中・大排気量や小型・中型・大型車とも言われることもあるが，本稿では上記の名称に統一する。 
 ついで，二輪車の用途は次の 2 つに分けることにする。二輪車は，①通勤や通学，買い物など日常の
移動手段としての用途，②ツーリングやレジャーなどの趣味としての用途，という大きく 2 つに分ける
ことができる。本稿では，二輪車業界及び企業の慣行に従って，①を Commuter（コミューター）用途，
②を Fun（ファン）用途と呼ぶ。これら①と②では，車体に搭載されるエンジンの排気量と車体フレーム，
価格に差異がある。というのも，①と②とでは，顧客が要求する価格や燃費，耐久性，加速などの性能が
異なるからである。一般に，Fun 用途で典型的にみられる高性能・出力の二輪車を開発する場合，排気量
を高めることになるが，それは結果として，エンジンが物理的に大きくなるとともに部品点数が多くなる。
さらに，エンジンが大きくなれば，それを支える車体フレームの形態を複雑に，かつフレームに用いる素
材の剛性を高くする必要がある。つまり，排気量が高くなればなるほど，部品点数の増加や車体フレーム
素材といったコストが上昇し，販売価格は高額になっていく。このように，排気量とフレーム，価格の 3
つの要素は連動する。つまり，極端に言えば，3 要素のひとつを取り上げることで，①と②の違いを概ね
把握できる。本稿では，後の統計資料を用いた分析のために，3 つの要素の中から主として排気量を用い
ることにした。上記の排気量の区分に従えば，①の Commuter 用途の顧客は超低・低・中排気量の二輪
車を選ぶことが比較的多く，反対に②Fun 用途の顧客は中・高・超高排気量の二輪車を選択する傾向があ
る。 
 なお，エンジンの性能を測る指標としては，ここで述べた排気量ではなく，最高出力や最大トルクを用
いることも多い。例えば，欧州連合の統一免許制度の区分では，排気量 125cc 以下であり最高出力 11kw
以下というように，排気量だけではなく，最高出力も併せて規定している（日本では排気量だけで免許を
区分している）。ただ，国内外における各種の二輪車統計で用いられる区分は排気量であることが多く，
最高出力で区分・収集された統計はほとんどない。統計データの制約があるために，本稿ではエンジン性
能を現す指標として排気量を採用することにした。欧州連合の統一免許制度については，本田技研工業広
報部世界二輪車概況編集室〔2010〕を参照した。 
5 ここでは現地生産拠点が最量販機種を生産することを強調しているが，生産品目が 1 機種とは限らない
ことに注意が必要である。正確には，現地における数種類の売れ筋機種を現地生産拠点は生産していたの
である。加えて，ここでは欧州諸国をまとめて欧州と表現しているが，欧州二輪車市場はそれぞれの国毎
に特有の傾向や変化があることにも注意されたい。出所は，Compagne〔2004〕の欧州二輪車業界につ
いてのインタビュー記事である（Jacques Compagne 氏は当時 Association des Constructeurs 
Européens de Motocycles the Motorcycle Industry in Europe の専務理事であった）。この記事は web
でも閲覧することができる（日本自動車工業会 web サイト（URL：
http://www.jama.or.jp/lib/jamagazine/200407/12.html）（2013 年 1 月 2 日閲覧）を参照されたい）。
なお，このように地域・国でかなり性格が異なるという二輪車産業の特徴は欧州に限られたことではない。
アジア各国においても同様の指摘がなされている。詳しくは，タイ，台湾，インドネシアなどアジア各国
の二輪車産業の発展を綿密に検討した佐藤・大原〔2006〕を参照されたい。 
6 『日本経済新聞』1994 年 10 月 4 日付け朝刊を参照した。 
7 日本経済新聞 web サイト（URL：
http://www.nikkei.com/article/DGKKZO9834963011032016FFE000/）（2016 年 7 月 8 日閲覧）を参
照した。 
8 日本企業の二輪車生産は基本的にロット生産である。とりわけ，超低・低・中排気量までの二輪車生産
では，効率的なロット組みを二輪車企業は志向する。カラーや仕様が異なる機種を特定のロットに含める
ことはあるが，機種自体は変更しない。したがって，これら排気量で 1 個流しの生産方式を用いること
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はほとんどない。ただし，日本企業における高・超高排気量の二輪車生産や，これらの排気量を中心とす
る欧米企業の二輪車生産では，この限りではないことに注意されたい。なお，大量生産に多品種・多仕様
生産を組み込む難しさについては，岡本〔1995〕を参照されたい。 
9 1992 年以前のベトナムと中国の販売台数は不明である。また，2010 年以降のインドは 4 月から翌年 3
月までの集計値である。2009 年以前の数値の集計期間は不明である。国によって，あるいは同じ国でも
年によって統計基準が変わるため，ここで用いた数値は概算であることに注意されたい。例えば，二輪車
統計に三輪車やモペッド，ATV（「All Terrain Vehicle 不整地走行用車」出所：本田技研工業 web サイ
ト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2000/c001013a.html）（2016 年 5 月 20 日閲覧）より引用
した）を含めるのかについては国ごとに違いがあるし，時が経つにつれて改定される。さらには，日本の
原動機付き自転車のように，正確な販売台数が掴めず，メーカーからの出荷台数で代用している数値もあ
る（この点は後述する）。先に述べたように，二輪車は国によって異なる特徴を持つことが，このような
統計基準の違いを生みだしていると考えられる。 
 加えて，2010 年以降の中国の販売台数は三輪車と輸出台数を含む数値と考えられる。出所元の日本自
動車工業会〔各年版〕には三輪車を含むとしか明記されていないが，同じ数値を示しているアイアールシ
ー〔2014〕では三輪車及び輸出が含まれていることを記載している。アイアールシー〔2014〕が記載し
ている輸出台数を差し引くと，中国の販売台数は 2010 年が 18,161,803 台，2011 年が 16,182,979 台，
2012 年が 14,714,780 台，2013 年が 13,876,938 台となる。この数値でみれば，二輪車の国別販売台数
ランキングは，2013 年にインドが中国を抜いて首位になる（インドの 2013 年の販売台数は 14,805,481
台である）。ただし，ここでの数値は，日本自動車工業会〔各年版〕を用いている。どの統計資料も集計
方法を詳細に記載していないので，複数の資料を使用すると，集計方法の違いによって販売台数にばらつ
きが生じてしまう。そのため，できる限り出所元の統計資料を統一することにした。なお，モペッドにつ
いては，第 2 章で述べる（第 2 章・脚注 5 を参照されたい）。 
10 ホンダを含めた二輪車企業各社は，自社が有する各生産拠点の能力・実績を詳しく開示していない。
ここでの数値は，ホンダがある生産拠点の生産能力を増強するといった理由で，同社の web サイトや新
聞・雑誌記事が適時報じた数値と，各種の調査報告資料を集計し作成した。グラフにマーカー（●や◇）
が表示されているのが公表された数値である。2015 年の数値が判明していない時は，直近の数値で代用
している。このような集計方法を用いたため，次の 2 点に注意されたい。第 1 に，各拠点における毎年
の生産能力・実績が必ずしも判明しているわけではないことである。第 2 に，本図で用いた数値には生
産実績と能力が混在していることである。多くの場合，ある生産拠点の生産能力は生産実績よりも高い。
したがって，この図では，当該年の数値が生産能力，翌年の数値が生産実績の場合，実際の生産量（実績）
とは別に数値が微減することがある。このように，年ごとの変動を正確に現しているわけではない。ただ，
この 2 点において不十分な図であるが，各拠点が生産能力・実績を長期的に増加させてきたのか，また
は減少させてきたのか，さらにはホンダが有する生産拠点の中で生産能力・実績の高い拠点がいかに移り
変わってきたのかについて，おおよその概況は掴むことができる。各生産拠点の能力・実績を詳細に確定
させ，この図をより精緻にする作業は今後の課題としたい。なお，ホンダはかつて日本に熊本製作所，浜
松製作所，鈴鹿製作所と 3 つの生産拠点を有していたが，それぞれの生産量が判明しない。そのため，3
つの製作所を統合させ，日本の生産拠点として扱った。また，アメリカ，インド（ヒーロー・ホンダ）と
いった完成車生産が終了した，もしくは提携を解消した生産拠点は，それら終了・解消の時点から生産量
を加えていない。 
11 この点については，大山〔2006〕及び本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2004/c040319.html）（2016 年 1 月 2 日閲覧）を参照した。 
12 タイを含めた東南アジアの二輪車産業の形成・発展及び，途上国産業の形成に対する外資企業である
日本企業の貢献については，三嶋〔2010〕がかなり詳しく論じており，有意義な論旨を展開している。
参照されたい。 
13 本田技研工業への聞き取り調査による。 
14 『LA INTERNATIONAL』第 27 巻第 5 号（通巻 325 号），国際評論社，11 ページより引用した。ま
た，タイ拠点からマレーシア，インドネシアへの部品輸出についても，この記事を参照した。 
15 当時のホンダの計画では，この供給体制を 1999 年までに築くとしていた。アジア域内の二輪車供給体
制の構築と，タイからの完成車輸出については，『日経産業新聞』1994 年 4 月 27 日を参照した。 
16 小関〔2012〕を参照した。 
17 『日経産業新聞』1994 年 4 月 27 日を参照した。ただし，この記事でも取り上げられているが，タイ
拠点よりも前に，ホンダは米国拠点から日本に二輪車・ゴールドウイングを輸出している（記事ではその
理由を貿易摩擦への対応と述べている）。ホンダは，それまで本国生産拠点で生産していたゴールドウイ
ングを 1980 年に米国拠点に全面移管し，1988 年に対日輸出を始めている。ゴールドウイングの日本へ
の輸出については，『日経産業新聞』1987 年 7 月 2 日を参照した。この記事では，米国拠点に加えて，
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ホンダのイタリア拠点からも日本への輸出が始まっており，ゴールドウイングと合わせて 2 機種が輸入
販売されることになったと報じている。つまり，実際には，1994 年以前にも個々の拠点間での二輪車供
給は始まっていたのだろう。ただし，ここで重要なのは，実際にホンダが拠点間で相互に二輪車を融通し
ていたかどうかではなく，そのような生産体制を計画的に作ることを初めて表明したことにある。 
18 小関〔2012〕を参照した。なお，EX は EXPORT の略であるという。 
19 ホンダの排気量別輸出台数については，本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕を参照
した。 
20 『LA INTERNATIONAL』第 27 巻第 5 号（通巻 325 号），国際評論社，を参照した。同記事で本国生
産拠点（熊本製作所）の当時の管理事務室・主査は「確かに，日本経済が内需志向に転換し，これを受け
当工場も輸出から国内向けに重点をシフトした。それにホンダは消費地立地主義が基本ポリシーであり，
二輪車生産拠点の海外シフトが進んでいる。が，これで熊本工場の役割は減少するか，というと決してそ
うではない。完成車輸出の比率は低下しているが，部品輸出は，むしろ増えてきているのが現状だ。この
部品輸出は海外生産拠点向けであり，熊本は二輪の世界プロダック・ネットワークのマザー工場になって
いる。この役割は，ここ十年やそこらは変わらない」と述べている。引用は，同記事，11 ページである。 
21 この情報の集約と人材育成については，『日本経済新聞』1999 年 7 月 8 日付け地方経済面（九州 A）
を参照した。なお，同記事は，海外拠点を管轄できる人材を，従来の 300 人から 400 人に増加させるこ
とをホンダが計画していると報じている。 
22 『日経産業新聞』1994 年 4 月 27 日を参照した。 
23 本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2003/c031007.html）（2015 年 12
月 5 日閲覧）より引用した。ホンダは，このMade by Global Honda を「世界中の経営資源を活かし，
地域間で商品を補完しあうことで，お客様の多様化する需要に応え，最適なところで生産し，最適なとこ
ろへ供給する」ことと説明している。括弧内は，同 web サイトから引用した。 
24 『日本経済新聞』1995 年 4 月 6 日付け朝刊，1996 年 3 月 25 日付け朝刊，を参照した。 
25 二輪車を初めて購入するユーザーとエントリーモデルの考え方は，塩地〔2011〕を参考にした。同書
では，「生まれて初めて自動車を購入する人」を「エントリーユーザー」と呼んでいる。括弧内は，同書，
ⅰぺージより引用した。 
26 この点については，本章の脚注 28 も併せて参照されたい。 
27 当時の総在庫量は約 200 万台，そのうち，ホンダが約 100 万台，ヤマハが 60 万台，スズキが 40 万台
であったと推定されている。出所は『日経ビジネス』1983 年 6 月 13 日号である。また，HY 戦争の経
緯と，その結果をもたらした要因については，田村〔2004〕が詳しい。 
28 これら 2 つの統計資料・データベースの数値を用いる理由，さらには 2001 年で出所が変わる理由は次
の通りである。ひとつは，本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕が 2010 年版より発行さ
れなくなったため，この資料からは 2009 年までの数値しか入手できないことが挙げられる。いまひとつ
は，本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕と日本自動車工業会のデータベースでは，2002
年，2003 年，2008 年，2009 年の数値に若干の誤差が生じていることである。例えば，2002 年の排気
量 126cc 以上排気量 250cc 以下の販売台数をみると，本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各年
版〕では 96,414 台としているが，日本自動車工業会のデータベースは 94,865 台である。本田技研工業
広報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕掲載の日本の販売台数はもともと日本自動車工業会が出所である
（「Source：Japan Automobile Manufacturers Associations Inc. (JAMA)」と表記されている。本田技
研工業広報部世界二輪車概況編集室〔2010〕，102 ページより引用）。そのため，数値に違いが生じる 2002
年以降は日本自動車工業会の数値を用いた。なお，1993 年から 2001 年までの数値については同じであ
る（日本自動車工業会のデータベースからは 1993 年以降の販売台数しか入手できない）。 
 加えて，本稿で販売台数と表現しているのは，厳密には出荷・販売（登録）台数である。日本では，排
気量 126cc 以上の二輪車は運輸支局・自動車検査登録事務所での新規届出か新規検査が必要である（こ
の台数が登録台数や販売台数と呼ばれている）。これに対して，排気量 125cc 以下の二輪車はその必要が
ない（市区町村への届出である）。このため，排気量 126cc 以上の二輪車では正確な数値が判明するが，
排気量 125cc 以下ではそれを掴むことが難しい。それゆえ，排気量 125cc 以下の二輪車の販売台数は工
場から卸・販売会社への出荷台数で代替するしかない（日本自動車工業会に加入している各二輪車完成車
メーカーは，工場からの出荷台数を日本自動車工業会に提供している。二輪車完成車メーカーへの聞き取
り調査による）。海外生産拠点で生産された国内専用の二輪車も，この出荷台数に含まれるという。ここ
での出荷台数及び販売（登録）台数の説明は，『二輪車新聞』2016 年 1 月 1 日を参照した。 
 上記の事情を反映して，上記の 2 つの出所でも，日本自動車工業会では販売・出荷，本田技研工業広
報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕では「Factory Shipments to Domestic Market」と記載されてい
る。括弧内は本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔2010〕，102 ページより引用した。ただし，2
つの統計資料・データベースともに，どの排気量が出荷で，どの排気量が販売（登録）かは明記していな
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い。排気量 125cc 以下が工場出荷台数，排気量 126cc 以上が登録台数だと推察するが，この点は不明で
ある。 
29 三ない運動については，日本自動車工業会〔2008〕〔2014〕を参照した。なお，日本自動車工業会〔2008〕
はアンケート調査によって，三ない運動が継続していることを指摘している。加えて，2012 年の全国高
等学校 PTA 連合会によって，三ない運動は方向転換する。しかし，そうした動向の認知はまだ浸透して
いないことを日本自動車工業会〔2014〕が言及している。ヘルメットの着用義務については，『日本経済
新聞』1986 年 3 月 5 日付け夕刊，同年 7 月 4 日付夕刊，『日経流通新聞』1986 年 10 月 27 日，同年 12
月 8 日を参照した。いずれも，二輪車市場が急増する過程で生じた交通事故や暴走族が原因となったと
考えられる。 
30 本図の出所である日本自動車工業会〔隔年版〕では，1985 年以降に新規購入を「新規購入」と「一時
中断・再度購入」の項目に分けて掲載している。本稿では二輪車ユーザーの購入が全くの新規であるのか，
再度購入なのかを問題としてはいない。それゆえ，これら「新規購入」と「一時中断・再度購入」をまと
めて，新規購入とした。括弧内は日本自動車工業会〔2014〕，20 ページより引用した。なお，年によっ
ては，4 項目（新規購入，増車，代替，無回答）の合計値が 100％にならない（101%や 99%になる）。
日本自動車工業会〔隔年版〕が小数点以下の繰り下げ・繰り上げを行っていると考えられるが，詳細が判
明しないので，そのまま算出している。加えて，買い替え年数（日本自動車工業会〔隔年版〕では「直前
使用車の使用年数」と記載。括弧内は日本自動車工業会〔2014〕，24 ページより引用）は全ての二輪車
の平均値である。また，1977 年度の買い替え年数は不明である。 
31 日本自動車工業会〔隔年版〕は，全機種（第 1-6 図）だけでなく，排気量ごとの買い替え期間を掲載
している。2013 年度の数値を見れば，排気量 400cc 以上（オンロード）の買い替え期間の平均が 4.1 年
であるのに対して，排気量 50cc 以下（スクーター）は 7.3 年である。出所は，日本自動車工業会〔2014〕
である。なお，オンロードとは，主として舗装路での走行に適した二輪車（砂利を敷き詰めた未舗装路で
の走行に適した車両を含める場合もある）のことである。これに対して，整地されていない道といった悪
路での走行に適した二輪車をオフロードと呼ぶ。出所は出射〔1986〕，本田技研工業広報部世界二輪車概
況編集室〔2010〕を参照した。これらの二輪車，とりわけオンロードには多様な製品ラインが存在する。
オンロードやオフロード，スクーターを含めた二輪車のタイプについての詳細は後述する。 
32 日本自動車工業会〔隔年版〕のアンケート調査を参照した。この調査は，二輪車を乗り替えた（代替）
ユーザーにおける購入した二輪車と，直前（購入する前）まで乗っていた二輪車の相関を掲載している（反
対の直前まで乗っていた二輪車と購入した二輪車の相関もある）。排気量 50cc 以下を購入し，かつ直前
まで排気量 50cc 以下を保有していたユーザーの比率は，1980 年代から現在まで一貫して約 8 割から 9
割で推移している。詳細は，日本自動車工業会〔隔年版〕を参照されたい。 
33 日本二輪車オークション協会の名称については，日本二輪車オークション協会 web サイト（URL：
http://jaba-au.or.jp）（2016 年 5 月 14 日閲覧）を参照した。 
34 排気量 125cc 以下の中古車台数は，正確な統計データが存在しないために，二輪車新聞社の推定値を
用いている。排気量 126cc から 250cc，排気量 251cc 以上については，中古新規と記載事項変更を含め
た数値である。2012年から排気量251cc以上の記載事項変更に所有権解除を含むようになる。ここでは，
所有権解除の分を差し引き，二輪車新聞社が推定した記載事項変更の数値を用いている。加えて，短期間
で登録と抹消を繰り返す中古車があるために，ここでの数値は正確な実態を反映していない。なお，二輪
車新聞社が推定値を掲載していない年がある。それゆえ，ここでは排気量別の中古車台数とオークション
の出品台数の数値が全て判明する年のみをグラフに含めることにした。 
 オークションの出品台数については，1997 年から 2001 年までが二輪車新聞社が報じた年間オークシ
ョンの出品台数を，2002 年以降が『二輪車新聞』に掲載されたオークション各月出品台数の集計値を用
いている（『二輪車新聞』の具体的な号数は図の出所を参照されたい）。2002 年以降のオークション各月
出品台数は，2011 年までが二輪車新聞社が調査した数値であり，2012 年以降は日本二輪車オークショ
ン協会がまとめた数値である（2002 年から 2011 年までの一部の年はデータの出所が明記されていない
こともある）。なお，2002 年以降の『二輪車新聞』では，日本二輪車オークション協会へのインタビュ
ー記事が掲載されており，その中にもオークションの年間出品台数が掲載されている。インタビュー記事
に掲載されたオークションの年間出品台数と，オークション各月出品台数の集計値には若干の誤差がある。
インタビュー記事では，オークションの年間出品台数を明記されていない年があるために（前年比から何
パーセント増減で記載されている），正確な数値が判明するオークション各月出品台数の集計値を，この
グラフでは用いた。いずれにしても，1997 年から 2014 年にかけて，年間におけるオークションの開催
会場数が変動していることから，このグラフの数値を通じて出品台数の増減を判断するのが難しい。その
ため，全体の市場規模を掴むことに留めたい。なお，2005 年のオークションの出品台数については 1 月
から 11 月までの合計値である（12 月分が公表されていないため，11 ヶ月分の合計値である）。 
35 本田技研工業への聞き取り調査による。 
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36 国内二輪営業部は，2001 年にホンダが設立した日本の総合販売会社・ホンダモーターサイクルジャパ
ンの前身である。ホンダモーターサイクルジャパンについては，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2001/c010523.html）（2016 年 1 月 4 日閲覧）を参照した。 
37 このパラグラフの記述は，特に断りの無い限り，本田技研工業への聞き取り調査による。 
38 二輪車にはモーターサイクルタイプとスクータータイプという 2 つのタイプがある。モーターサイク
ルとはライダーが燃料タンクに跨がるように乗車するタイプの二輪車であり，スクーターとはライダーが
燃料タンクに腰を掛けるスタイルの二輪車である。どちらのタイプも多様な製品ラインが存在する。なお，
オンロード・オフロードの二輪車はモーターサイクルタイプであることがほとんどである。 
39 新大洲ホンダの設立については，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2001/c011120a.html）（2015 年 12 月 5 日閲覧）を参照した。また，
この合弁会社の中国での事業展開については，すでに豊富な研究蓄積がある。代表的な研究としては，太
田原〔2009〕，出水〔2007a〕〔2011〕〔2013〕，向〔2007〕が挙げられる。新大洲ホンダについては，
本稿もこれらの研究を大いに参考にしている。また，中国の二輪車産業については，大原〔2005〕，葛/
藤本〔2005〕，太田原/椙山〔2005〕が参考になる。 
40 太田原〔2009〕を参照した。 
41 太田原〔2009〕を参照した。加えて，ホンダも新大洲ホンダの営業開始を伝えるニュースの中で，「新
大洲の調達網を活かしたコスト競争力の強化」によってユーザーのニーズに応えるといったことを挙げて
いる。括弧内は，本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2001/c011120a.html）
（2015 年 12 月 5 日閲覧）より引用した。 
42 新大洲ホンダの調達網の活用については，本田技研工業への聞き取り調査による。出水〔2007b〕もま
た，この超低排気量の廉価機種・Today が，コピー企業との合弁によって実現したことを指摘する。さ
らには，新大洲ホンダの調達網だけでなく，当時のホンダが有した各国の調達網を活かしたことを言及し
ている。したがって，正確には，新大洲ホンダの調達網と自社の既存の調達網の組み合わせによって，ホ
ンダは超低排気量の廉価機種生産を狙ったと考えられる。 
43 『日経産業新聞』199 年 11 月 5 日を参照した。加えて，嘉陵ホンダと天津ホンダ，五羊ホンダの生産
品目については，アイアールシー〔1997a〕〔1997b〕も参照した。 
44 本田技研工業への聞き取り調査による。 
45 本田技研工業への聞き取り調査による。 
46 インドホンダが生産を始めるのは，2001 年のことである。本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2001/c010412b.html）（2016 年 1 月 4 日閲覧）を参照した。 
47 実際，インドホンダは，欧州に向けて排気量 100cc のスクータータイプを輸出することになる。それ
は 2003 年のことであった。出所は，『日本経済新聞』2002 年 7 月 22 日，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2004/c040908b.html）（2016 年 1 月 2 日閲覧）である。 
48 ホンダも自社の web サイトで，日本への投入だけを目的として開発した専用機種であることを報じて
いる。出所は，本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2003/c030708.html）
（2015年12月5日閲覧）である。なお，Todayの開発は本国拠点が行った。三ツ川/平山/大坪/立石〔2014〕
を参照されたい。 
49 本田技研工業への聞き取り調査による。もちろん，この出張者は Today の生産のためだけでなく，新
大洲ホンダが生産する全機種の品質向上が目的である。 
50 本田技研工業への聞き取り調査による。リコールについて一例を挙げると，Today のブレーキに欠陥
があるとして，ホンダは 2003 年に国土交通省に届け出ている。出所は『日本経済新聞』2003 年 9 月 18
日である。また，丸川〔2009〕も，中国から二輪車が輸入されている事例として新大洲ホンダが生産す
る Today を取り上げた中で，リコールが相次いだことに言及している。加えて，工業調査研究所〔2011b〕
も，Today が品質問題を引き起こしたこと，2007 年の新機種開発の際にもホンダが品質問題の解決に当
たったことを紹介している。 
51 本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2003/c030708.html）（2015 年 12
月 5 日閲覧）を参照した。 
52 本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕を参照した。 
53 八重洲出版〔2007〕から算出した。なお，この数値は，当該年に新製品として発売された機種の合計
値である。したがって，前年に発売され，当該年まで販売が継続されている機種は含めていない。そのた
め，当該年にホンダが販売していた機種は，ここで示した数値よりも多い。 
54 『日経産業新聞』2002 年 11 月 5 日を参照した。 
55 ディオ，ディオチェスタ，スペイシー100 については，『二輪車新聞』2004 年 1 月 1 日，2005 年 1
月 1 日を参照した。 
56 『日経産業新聞』2003 年 10 月 8 日を参照した。 
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57 なお，ブラジルホンダとタイホンダが欧州に出荷した二輪車は，排気量とタイプは同じでも，全く異
なる機種である。ブラジルについては，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2003/c030807.html）（2015 年 12 月 2 日閲覧）を，タイについては『二
輪車新聞』2004 年 1 月 1 日を参照した。 
58 台数を示せば，約 57 万台である。出所は『日本経済新聞』2005 年 9 月 17 日付け朝刊である。 
59 中国での機種名は，自由 Today であった。豪州，ニュージーランド，中国への投入については，本田
技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2004/c040624.html）（2015 年 12 月 5
日閲覧），同 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2003/c030708.html）（2015 年 12 月
5 日閲覧），『日経産業新聞』2003 年 7 月 9 日を参照した。 
60 『二輪車新聞』2010 年 7 月 16 日を参照した。 
61 ホンダが新大洲ホンダで獲得した調達網は，中国企業の攻勢を受けたべトナム市場でも寄与すること
になる。こうした事例も重要ではあるものの，本稿の分析対象は，あくまでもホンダの国際生産分業にあ
り，特定の拠点の部品調達と競争力向上は対象ではない。なお，このようなベトナム市場におけるホンダ
の取り組みについては，太田原〔2009〕，三嶋〔2010〕，天野/新宅〔2010〕がかなり詳しい。 
62 向〔2007〕はホンダの中国における二輪・四輪の事業展開を検討し，それは計画的な戦略と創発的な
対応が結びついたものであったと指摘している。とりわけ，二輪の中国拠点について，ホンダがコピー企
業を取り込み，「日本市場を含めた世界的なローエンド・バイクの開発・製造拠点として中国を活用する」
ようになったことを指摘している（括弧内は，向〔2007〕，9 ページから引用した）。さらには，このよ
うなホンダの対応は，Mintzberg and Waters〔1985〕の創発的戦略の典型例であると言及する。本稿は，
この見方に依拠している。しかし，向〔2007〕はホンダの中国における二輪事業が創発的な対応であっ
たこと，そのような二輪事業の経験を四輪事業の展開に反映したことを指摘するに留まっている。したが
って，二輪事業で新たに活用することになった中国拠点を，国際生産分業にどのように取り込んでいった
のかについては言及していない。 
 本稿では，中国拠点にみられるような創発的に活用可能となる拠点をいかにシステムに組み込み，計画
的に育成した拠点を含めて，システム内部における拠点間の相互作用を強めていくのか，を問おうとして
いる。詳しくは次章以降で検討していくが，ホンダの統合生産システムは，拠点を活用する段階では，計
画の側面のみならず，創発の側面を含む。一方で，ひとたび組み込んだ拠点を持続的に活用する段階では，
システム全体としての調和を作りだすようにかなり拠点の役割を明確化・高度化させていく。これは，ホ
ンダが極めて周到に用意した調整メカニズムが機能することによって実現したことである。特定の拠点に
おける創発的な展開は，本稿の課題にとって，確かに重要な要素のひとつではある。しかし，ホンダは創
発のみによって複数の拠点からなる国際生産分業を構築したわけではない。繰り返しになるが，当初の構
想通りに育成した拠点と，創発的に活用できるようになった拠点を含めて，拠点間の相互連携を強化する
ようなシステムをいかに構築していくのかが，本稿の主題である。国際生産分業をシステムとして理解す
るためには，計画と創発の側面を持つシステムの背後にある調整メカニズムを明らかにすることこそが必
要であると考えている。 
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第 2章 統合生産システムの発展・拡張 
 

Ⅰ 本章の課題 

 

 本章では，ホンダが統合生産システムを発展させ，拡張していくプロセスを検討する。

段階としてはフェーズⅡ半ばからフェーズⅢ，年代としては 2005 年前後から 2015 年頃

までが該当する。これらの作業を経た後に，本章の最後に第 1 章と第 2 章をまとめ，ホン

ダが統合生産システムを形成した契機と，このシステムが持つ機能を検討する。 

 

Ⅱ フェーズⅡ：統合生産システムの発展 

 

 2000 年以後，二輪企業各社が投入した排気量 50cc 以下の廉価機種は，販売台数の大幅

な減少を防ぐという点において一定の効果をあげた。しかしながら，第 1-5 図からもわか

るように市場全体が増加に転じたわけではなく，依然として日本市場は縮小傾向にあった1。

とりわけ，2008 年以後はリーマンショックを機に生じた経済不況によって販売台数が低

迷した。そのため，フェーズⅡ半ばから，ホンダは排気量 50cc 以下に続いて，排気量 51cc

以上のエントリーモデルを次々と投入していく。こうしたエントリーモデルの投入は，

Made by Global Honda を発展させた「グローバル 3 戦略2」構想の一環であった。以後，

ホンダは，このグローバル 3 戦略構想を推し進めていくことになる。ただし，ホンダは日

本市場への対応だけのために，グローバル 3 戦略構想を打ち出したわけではない。ホンダ

は日本と同時に，以下でみるような欧州の市場環境の変化にも応じることを企図したので

ある。 

 

Ⅱ-1. 欧州二輪車市場の特徴と近年の変化3 

 ホンダを含めた日本企業は，1990 年代後半以降，競合他社の攻勢を受け，それまで欧

州で築いていた高い市場シェア（販売台数基準）の維持が難しくなっていた。このことを，

イタリア市場とスペイン市場で確認する。イタリアとスペインを取り上げるが，欧州各国，

とりわけ欧州の中で販売量の多い 5 カ国（イタリア，スペイン，イギリス，ドイツ，フラ

ンス）でも概ね同じ傾向が見受けられる。もちろん，欧州市場といっても国によって，そ

れぞれ需要が異なる。例えば，Commuter 用途の販売量が多いイタリアに対して，ドイツ
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は Fun 用途が販売の中心である。とはいえ，以下にみるような，二輪車市場の停滞・減少，

外国資本の競合他社の攻勢，日本企業の市場シェアの停滞・減少，という 3 つの現象は共

通している4。主要 5 カ国を全て取り上げると，記述の重複が多くなるため，ここでは比較

的各種データが揃い，かつ，上記した 3 つの現象が明確に現れているイタリアとスペイン

を取り上げる。 

第 2-1 図 イタリア市場における販売台数・シェアの推移 

 
注：左軸が販売シェア，右軸が販売量（単位は千台）の指標である。販売量は二輪車の登録台数とモペッ

トのメーカー申告台数の合計値である5。また，販売シェアは上位の二輪車企業のみを抽出している。 

出所：販売シェアは本田技研工業から提供された資料，販売量は Association des Constructeurs 

Européens de Motocycles the Motorcycle Industry in Europe〔2003〕〔2005〕〔2008〕〔2011〕〔2015〕

をもとに筆者が作成した。 

 第 2-1 図はイタリア市場，第 2-2 図はスペイン市場の販売台数シェアと市場全体の販

売量の推移を示している。両図ともに，販売台数シェアと市場全体の販売量の 2 つのデー

タが揃う期間のみを取り上げている。これらの図からわかることは，次の 3 点である。第

1 に，イタリア，スペインともに市場全体の販売量が衰退・縮小傾向にある。イタリア市

場は約 50 万台の水準で増減していたが，2010 年からさらに販売量が少なくなっている。

一方，スペインは 2002 年から 2007 年にかけて販売量が増えていたが，2008 年を境に減

少に転じる。第 2-2 図では 2009 年までしか示していないが，2010 年以降もスペイン市

場は 15 万台を切る販売量で推移しており，かつての市場規模と比べてかなり小さくなっ
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ている6。第 2 に，日本企業，とりわけホンダ，ヤマハ，スズキの 3 社が上位シェアを維持

している一方で，その割合は徐々に少なくなっている。唯一の例外は川崎重工業（以下，

カワサキと表現する）であり，シェア自体はそれほど高くないが，安定して推移している。

第 3 に，欧州企業（Piaggio）とアジア企業（Kymco）といった競合企業が販売量を増加

させてきていることである。このような競合企業の攻勢を受け，日本企業 3 社が持つ販売

シェアは，2000 年から 2010 年にかけて停滞あるいは減少傾向にあった。 

第 2-2 図 スペイン市場における販売台数・シェアの推移 

 

注：左軸が販売シェア，右軸が販売量（単位は台数）の指標である。また，販売シェアについては上位の

二輪車企業のみを抽出している7。 

出所：販売シェアは本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕，販売量は Association des 

Constructeurs Européens de Motocycles the Motorcycle Industry in Europe〔2003〕〔2005〕〔2008〕

〔2011〕をもとに筆者が作成した。 

 イタリア，スペインを含めた欧州の二輪車市場で欧米企業，アジア企業が躍進を遂げる

のは 1990 年代後半以降のことである。欧米・アジア企業の事業展開の方針は日本企業と

かなり異なるため，この点を確認しよう。まず，欧州で二輪車市場に参入している企業は

大きく 2 つに分けることができる。ひとつは，細分化された特定の製品ラインに集中する

ことで，そこでのリーダーになることを狙う企業である。こうした企業を，本稿ではさし

あたり専門特化型企業と呼ぼう8。専門特化型企業には，600cc 以上の高・超高排気量の二

輪車（Fun 用途の二輪車）に特化する BMW（独企業）や HARLEY-DAVIDSON（米国企

業）といった企業と，250cc 以下の超低・低排気量の二輪車（Commuter 用途の二輪車）
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を主たる事業範囲とする Piaggio（伊企業），Kymco や SYM（いずれも台湾企業）が存在

する。いまひとつは，あらゆる範囲に製品ラインを展開する，したがってフルライン政策

を採る企業である。これを本稿ではフルライン企業と表現する。フルライン企業に属する

のが日本企業 3 社（ホンダ，ヤマハ，スズキ）である。 

第 2-3 図 イタリア市場における販売ラインナップ 

 

出所：『MOTOCICLISMO』2011 年 9 月号のデータを元に筆者が作成した。なお，販売ラインナップの

表し方については相原〔1989〕，94 ページ，図 4-2，沼上〔2000〕，19 ページ，図 1-1 を参考にした。 

 次に，専門特化型企業とフルライン企業が手がける製品ラインの範囲の違いをみる。第

2-3 図は二輪車企業 6 社のイタリア市場における販売ラインナップを示している9。各社の

機種数がかなり多いため，第 2-3 図を元に専門特化型企業とフルライン企業の差異をモデ

ル化したものが第 2-4 図である。両図ともに，横軸は製品ラインの幅を示している。二輪

車という製品カテゴリーには，主に 9 つの製品ラインが存在する。それは，オフロード，

スポーツ，ツーリング，ネイキッド，カスタム，オン/オフ，Light Motorcycle（図では

Light MC と表記），Light Scooter（図中の Light SC），Big Scooter（図中の Big SC）で

ある。各製品ラインを簡単に説明すると第 2-1 表のようになる10。この表には顧客の用途

（Commuter と Fun）と，二輪車のタイプ（モーターサイクルとスクーター）を併せて掲

載している。一方，両図の縦軸は，各製品ラインで取りそろえている機種数（これを，製

品ラインの奥行きと表現する）を，さしあたり価格を指標として示している11。二輪車は



 50 

排気量が高くなればなるほど高額になる傾向があるので，価格と排気量どちらを縦軸の指

標としても概ね同じになる。そのため，ここではグラフを簡潔にするために価格を用いた。

これらの図から次の 3 点がわかる。 

A) BMW と HARLEY-DAVIDSON はある特定の製品ラインしか手がけていない。し

かもその製品ラインは主に高価格帯（高・超高排気量）に分布している。 

B) A)の企業と同じく，Piaggio と Kymco も製品ラインを絞っている。A)の企業との

違いは，主に低価格帯（超低・低排気量）の二輪車に集中していることである。 

C) ホンダとヤマハは全ての製品ラインを手がけている。さらには，同一製品ラインの

中でも，様々な価格（排気量）の機種を展開している。 

第 2-4 図 イタリア市場における専門特化型企業とフルライン企業の違い（モデル図） 

 

出所：第 2-3 図と同じ。 

 このように，単一ブランドでフルライン展開を行っている二輪車企業は日本の 3 社以外

に存在しない。2000 年以前に日本企業が高いシェアを獲得してきた理由は，このフルラ

イン展開にある。この時期における日本企業のフルライン展開には 2 つの特徴があった。

ひとつは，多様な製品ラインを投入し，Commuter と Fun どちらの用途でも競合企業がカ

バーできない市場を獲得したことである。日本企業の欧州市場参入は古く，1960 年代に

まで遡る。それ以来，日本企業は国内向けに開発した多様な機種を元に欧州市場での製品

ラインナップを拡充し，徐々にフルライン化を進めてきた。日本の二輪車市場は 1950 年

代後半から 1980 年代にかけて急速に成長を遂げた。しかも，その間，日本企業は顧客の
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細分された要求を充足させることを求められてきた。つまり，日本市場は顧客ニーズの多

様化を促進しながら成長を遂げたといってよい12。このような国内市場の性格が，日本企

業がフルライン政策をとりえた大きな理由のひとつである13。いまひとつは，競合企業よ

りも圧倒的に高性能・出力の二輪車を投入し，Fun 用途で販売量の大きいスポーツの製品

ラインで多数の顧客を獲得したことである14。 

第 2-1 表 製品ラインの概要 

 
注：製品ラインの名称は二輪車企業や雑誌等によって異なる（例えば，表中のカスタムをアメリカンと表

現することがある）。 

出所：出射〔1986〕，西村〔2008〕，本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕を参考に筆者

が作成した。 

 日本企業に転機がおとずれたのは 2005 年頃のことである。欧州市場は，1990 年代には

すでに成熟期に達し，販売量が停滞・縮小傾向にあった。第 2-5 図は 2014 年の数値で年

間販売台数が 5 万台を超える，したがって市場規模が大きい 6 カ国の販売台数を示してい

る。この図から，欧州の販売台数が 2010 年までの期間では 150 万台を境に増減を繰り返

し，近年ではかなり減少傾向にあることがわかる。このような欧州の不況に伴う二輪車需

要の変化と専門特化型企業の台頭によって，日本企業を取り巻く環境は大きく様変わりす

ることになった。この要因は次の 3 つである。以下でもまた，主にイタリア市場を例にみ
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ていこう。 

第 2-5 図 欧州二輪車主要 6 カ国の販売台数の推移 

 
注：数値は二輪車の登録台数とモペットのメーカー申告台数の合計値である。単位は千台である。 

出所：Association des Constructeurs Européens de Motocycles the Motorcycle Industry in Europe

〔2003〕〔2005〕〔2008〕〔2011〕〔2015〕をもとに筆者が作成した。 

 第１に，日本企業が得意としたスポーツの製品ラインの需要が減少した15。第 2-6 図は，

2005 年から 2010 年におけるイタリア市場の推移を製品ラインごとに示している。ここで

は変化が激しいモーターサイクルのみを取り上げている。この図から，スポーツの需要は

急速に減っていることが把握できる16。日本企業からすれば，ボリュームゾーンのひとつ

であった製品ラインが縮小してしまったのである。一方で，高価格帯（Fun 用途）で際だ

った特徴を持つ二輪車を手がける専門特化型企業（BMW，HARLEY-DAVIDSON など）

が得意とする製品ラインはボリュームが年々増加してきている。これら専門特化型企業は

オン/オフやカスタムの製品ラインに注力する傾向が強く，その販売ラインナップも多い。

第 2-6 図は，ボリュームゾーンがスポーツからオン/オフやカスタムへと組み変わってい

る状況を端的に現している。このような需要の変化に伴う専門特化型企業の台頭によって，

高価格帯（Fun 用途）で日本企業が販売量を大きく伸ばすことが難しくなった。 

 第２に，低価格帯（Commuter 用途）でも専門特化型企業の販売量が増加してきている

ことである17。具体的には，Piaggio 及び，1990 年代後半に欧州市場に新規参入した Kymco

が低価格競争を繰り広げることで，その販売量を伸ばした。低価格競争の典型例としては，

2011 年から 2012 年にかけて，Kymco がイタリア市場で行ったインセンティブキャンペ
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ーンが挙げられる。Kymco は二輪車自体の販売価格が日本企業よりも低い（第 2-3 図・

第 2-4 図）が，それに加えて，販売価格から約 150 ユーロ～約 1,000 ユーロを割り引く

キャンペーンを行った（割引額は機種によって異なる）18。日本企業，とりわけホンダは，

このような専門特化型企業の割引キャンペーンに追随しなかった。しかし，イタリアとス

ペインでは経済不況が続き，価格に敏感な顧客が生まれ始めている。とりわけ，移動手段

を得るために，初めて二輪車を購入する層（エントリーユーザー）は，価格を購買の選択

基準に据えることが多くなった。それら顧客にとっては，日本企業の二輪車が価格に比べ

て過剰品質として映るようになり，低価格帯でも日本企業を取り巻く環境が厳しくなった

のである。こうして，フルラインを展開する日本企業 3 社は低価格帯（Commuter）と高

価格帯（Fun）のどちらにおいても専門特化型企業の攻勢を受けることになったのである19。 

第 2-6 図 イタリア市場の変化 

 
注：スポーツ，ツーリング，ネイキッド，オン/オフ，オフロード，カスタムが Fun 用途の二輪車であり，

Light Motorcycle が Commuter 用途の二輪車である。 

出所：本田技研工業から提供された資料より筆者が作成した。 

 第 3 に，近年，①専門特化型企業は製品ラインを拡大させつつあるとともに，②既存の

製品ラインにおいてもラインの奥行きを深める傾向にある。①については，例えば，トラ

イアンフ（英）は，2011 年に高・超高排気量のオン/オフの二輪車を発売し，製品ライン

を拡張した20。さらには，BMWは 2012 年に高排気量のスクーターを発売し，Big Scooter
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の製品ラインに参入した21。日本企業からすれば，特定の製品ラインで競合する企業が増

加していることになる。②の典型例は，BMWが発売した中排気量の二輪車である G301R

（スポーツの製品ライン）である。元々，BMW はスポーツの製品ラインを手がけていた

が，G301R によって初めて排気量 500cc 以下の市場に参入した。しかも，BMW は，イ

ンドの二輪車企業である TVS モーターと提携することで，この機種を市場投入したことに

注目する必要がある。G301R は BMW が設計を担い，TVS モーターがインドで生産し，

主として新興国市場をターゲットとした機種である22。このような，新興国企業との提携

や資本参加は近年よく見受けられるようになったことである。例えば，KTM（澳）はイン

ドの二輪車企業である Bajaj の資本参加を受け，2011 年に既存のネイキッドの製品ライン

に低排気量の二輪車 125DUKE を加えている。この 125DUKE は，Bajaj が生産し，KTM

が販売する機種であった23。専門特化型企業は，①製品ラインを拡張させるだけではなく，

新興国企業との提携や資本参加によって，②既存の製品ラインにおいても機種を拡充し始

めている24。このように，日本企業を取り巻く競争環境は激しさを増している。 

 ホンダは，専門特化型企業の攻勢に対抗するために，従来のフルライン展開をよりいっ

そう進めることを決定する。フルライン展開は，製品ラインの幅と奥行きを広くカバーす

るが，一方で，特定の製品ラインに投入する機種数が少なくなる傾向にある。専門特化型

企業の攻勢は，フルライン展開から生じた隙間を狙ったものであった。ホンダは，そうし

た隙間を埋めるように，緻密な製品ラインナップを展開しようとした。同時に，経済不況

によって生じた価格に敏感なエントリーユーザーを獲得することも，その目的であった。

このようなフルライン展開のさらなる拡充（これを本稿ではフルラインの深化と呼ぶ）を

実現するため，ホンダは従来のMade by Global Honda を発展させたグローバル 3 戦略

の構想を打ち出す。それは，先に確認した Today の中国生産よりも，さらに大規模な構想

であった。 

 

Ⅱ-2. グローバル 3 戦略とタイ拠点の活用 

 ホンダがグローバル 3 戦略を推進し始めたのは，2008 年頃のことである。グローバル 3

戦略は，①グローバルモデル，②グローバルアロケーション，③グローバル調達からなる25。

簡単に言えば，①基本設計を全世界で共通化させた機種を開発し，その機種の生産に際し

て，②最も適した立地（拠点）を選ぶことである。さらには，①を含めた多くの機種の部

品を世界中から調達する（③）ことが，ホンダの狙いであった。こうした戦略にしたがっ
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て，ホンダは低排気量のエントリーモデルであり，なおかつグローバルモデル（①）でも

ある二輪車を次々と開発し，それをタイ拠点で生産（②）することを決める。このグロー

バルモデルのタイ拠点生産は，ホンダ本社の二輪事業本部長が提案したことから始まった

という26。 

 ホンダが初めてグローバルモデルと謳ったのは，2009 年に発売した低排気量（125cc）

のスクータータイプの二輪車 PCX125 と，2010 年に発売した低排気量（250cc）のモー

ターサイクルタイプの二輪車 CBR250R である27。PCX125 と CBR250R はいずれも，開

発当初から日本，欧州，米国，タイ及びアセアン地域というように広範な出荷地域が設定

され，それらの地域の需要を満たす製品要件が定められた。これら 2機種の生産に際して，

ホンダがタイホンダを選択した理由は次の 2 つである。 

 第 1 に，タイホンダの成長である。これは，ホンダが長年にわたってタイでの開発・生

産に注力してきたことの成果であった。ホンダは 2008 年から主として本国生産拠点（熊

製と浜松製作所。以下，浜松製作所は浜製と記述）が作り上げた品質管理の生産管理手法

をアジア拠点に移植する取り組みを始めた。この取り組みにおいても，ホンダが最初に移

植を試みたのがタイホンダであった。ホンダの狙いは，タイホンダへの生産管理手法の導

入と，そこでの蓄積をアセアン地域の生産拠点に展開することにあった28。このように，

創業から長い年月を経るにつれて，タイホンダはアセアン域内におけるプレゼンスをかな

り高めていたのである。さらに，ホンダを含めた日本の二輪企業の取り組みによって，タ

イでは部品サプライヤーの集積が進んでいた29。そのことから，タイホンダはほとんどの

部品を現地で調達できるようになっていた30。しかも，この時点で，タイホンダはすでに

日本を含めたアジア域内及びブラジルへの部品輸出まで行っていた。多数の海外生産拠点

の中で，サプライヤーを含めたタイホンダのコスト競争力をホンダが評価していたことが

わかる31。 

 加えて，タイホンダの成長は開発面でも顕著であった。ホンダは，1988 年に研究開発

の事務所を設置して以降，1999 年に Honda R＆D Southeast Asia Co., Ltd.（以下，ホン

ダ R&D タイと記述）を設立する32。その後，2002 年にはホンダ R&D タイにテストコー

スを設置するなど，外観（カラー・デザイン）変更だけでなく，エンジンの設計変更や新

機種の立ち上げを見据えて，ホンダは開発機能を増強させてきたのである33。例えば，2007

年にタイで販売開始したスクーター・icon は，ホンダ R&D タイを中心として開発した機

種であった。icon は，タイホンダが生産を担い，タイ国内での販売を始めた後に，2008
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年にはインドネシア，2009 年にはフィリピンとマレーシアに投入された機種である34。本

国拠点からの技術的なアドバイスをもとに，ホンダ R&D タイが企画・開発の段階から icon

の開発を進めたという35。このようなことから，2009 年には，ベースとなる機種をもとに，

20 以上の派生機種を同時に開発できるまで，ホンダ R&D タイは発展していた36。加えて，

他国で立ち上げる二輪車のベースとなる機種の生産を手がけたり，新機種立ち上げに向け

た機能テストを，ホンダ R&D タイは担うようになる。このような結果，タイホンダは，

全拠点のマザー工場である本国生産拠点とともに，ホンダがアセアン地域に設立した各生

産拠点を部分的に支援する拠点となるまでになっていた37。 

 第 2 に，タイ市場の成熟である。2004 年まで，タイ市場の約 9 割を占めていたのはモ

ーターサイクルであった。その後，2005 年に二輪企業各社がスクーターの機種を市場投

入し，その需要が拡大していく。2011 年には，モーターサイクルとスクーターの割合が

ほぼ半々になるほどであった。さらに，2010 年頃になると，より高額な二輪車を求める

顧客層が生じる。それまで顧客の二輪車購入金額は約 3 万バーツであったが，2011 年に

は 4 万から 5 万バーツのスクーターを購入する顧客が増えつつあった38。したがって，ス

クーターや従来よりもハイエンドの機種を顧客が受け入れる土壌ができつつあった。 

 このような理由から，ホンダは 2 種類のグローバルモデルをタイで生産することを決め

た。グローバルモデル（PCX125 と CBR250R）の特徴は，開発時点から複数国への市場

投入が決まっていたことにある。この点は，結果として複数国に展開された Today との大

きな違いであった。ここでは CBR250R を例にみよう。開発に際して，ホンダは CBR250R

を先進国のエントリーモデルであり，新興国のハイエンドモデルと位置づけた39。従来，

ホンダは日本や欧州といった先進国と，アセアン域内の新興国では異なる機種を開発する

傾向にあった。そうして，主に新興国（あるいは先進国）に向けて開発した機種が，先進

国（あるいは新興国）にも受け入れられると当該市場に立地する販売拠点が判断した場合

のみ，機種を供給していた。しかし，グローバルモデルでは，これら新興国と先進国双方

の顧客に受容されることが製品要件とされた。そこでのホンダの狙いは，広範な地域・国

の需要を満たすとともに，タイホンダでの生産に際して，ロットを拡大させることにあっ

た。 

 CBR250R は，当初からタイホンダ（さらには後にみるインド）での生産を想定してい

たので，開発段階から日本（日本の本田技術研究所と熊製）とタイ（タイホンダ及びホン

ダ R&D タイ）が加わり，その仕様が決められていった。とりわけ，CBR250R はタイホン
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ダが初めて手がける排気量の二輪車であったため，その構造がシンプルになるように数々

の設計変更が重ねられた40。例えば，ホンダは CBR250R のエンジン気筒数を 1 気筒にす

ることを選択している。エンジンは気筒数が増えるに従って，部品点数が多くなり，機械

加工と組み付けに高い精度が求められる41。これに加えて，コストが上昇するために，ホ

ンダは 1 気筒を選んだのである。 

 しかしながら，タイホンダが成長を遂げていたとはいえ，CBR250R の立ち上げはかな

り困難な作業であった。いくらシンプルな構造にしても，過去に，タイホンダが作ってい

た機種との工数差があまりにも大きかったからである。PCX125 は従来の機種と比べて約

3 倍の工数差が，CBR250R はそれ以上の工数差があった。生産量が異なることももちろ

ん関係するが，タクトタイムは既存の機種と比較して，3 倍から 4 倍に上昇した。さらに，

外観や各部品の建て付けの品質を維持するのも難しかった。グローバルモデルは，先進国

への出荷，あるいは新興国でハイエンドとして投入する機種であるために，高い品質が求

められたのである。そうした困難を乗り越えて，タイホンダにおけるグローバルモデルの

生産が実現した42。 

 グローバルモデルを開発・生産するホンダの狙いは，日本市場と欧州市場の縮小とタイ

市場の成熟化への同時対応にあった。PCX125 と CBR250R は，タイではハイエンド機種

であるために販売量が際立つことはないが，日本市場と欧州市場の販売では大きく貢献し

ている43。例えば，日本では，排気量 91cc 以上 125cc 以下の市場で PCX125 は常に年間

販売台数の上位にある。同じく，CBR250R も排気量 126cc 以上 250cc 以下の市場で同様

の位置にある。 

 この時期のホンダの国際生産分業を図示すると，第 2-7 図のようになる。フェーズⅡで

は，第 1 章で確認した中国拠点に加えて，タイ拠点が適地供給拠点からグローバル供給拠

点へと移行した。さらに，ホンダは 2011 年から CBR250R をインドホンダで生産するこ

とを決定した。ホンダは 2010 年にヒーロー・ホンダとの合弁を解消し，インドホンダを

輸出拠点にすることにしたのである44。インドホンダの CBR250R の出荷地域は，タイよ

りも狭く，インド国内と南米である45。インドホンダの CBR250R 生産は，2011 年からで

あるために，第 2-7 図には加えていないが，次の図に反映させている。なお，ホンダのグ

ローバル 3戦略のうち，③グローバル調達についてはフェーズⅢに大きく影響するために，

次節で検討する。 
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第 2-7 図 本田技研工業の国際生産分業の変遷 2005 年から 2010 年 

 

注：序-1 図と同じである。 

出所：序-3 図と同じである。 

 

Ⅱ-3. 本国生産拠点と米国拠点への影響 

 ホンダが国際生産分業に中国拠点とタイ拠点を組み込んだことによって，本国生産拠点

と米国拠点は大きな影響を受けた。すでに触れたように，フェーズⅠ及びフェーズⅡの序

盤では，超低・低排気量の輸出量が減少した本国生産拠点は，部品（KD）輸出に活路を見

出していた。しかし，フェーズⅡの期間を通じて，中国拠点やタイ拠点を含めた多くのア

ジア拠点が発展を遂げ，本国生産拠点の部品輸出は少なくなってしまった。部品輸出につ

いては，企業ごとの長期的な推移が判明しないので，日本の二輪車・部品輸出の変化を確

認しよう。第 2-8 図から一目瞭然であるが，超低・低排気量の部品輸出の落ち込みはとり

わけ激しい。つまり，本国生産拠点の部品輸出の役割は，フェーズⅡが進むとともに低下

してしまったのである。 

 そのため，本国生産拠点は，超低・低排気量の二輪車の生産を，これまでの完成車輸出

や部品輸出ではなく，国内市場向けに切り替えねばならなかった。しかし，フェーズⅡで

みたように，中国拠点やタイ拠点が対日輸出する機種は，最量販機種のエントリーモデル

であった。本国生産拠点からすれば，最も量産できる機種が生産品目からなくなってしま

った。一方で，ホンダは，日本市場でも一貫してフルライン展開を推し進めている。第 2
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-9 図からわかるように，ホンダや日本企業が日本市場に投入する機種数は，毎年ほとん

ど変わっていない46。したがって，本国生産拠点は，1 機種当たりの生産量・販売量が小さ

い超低・低排気量機種を多数生産することが要請された。さらに，中排気量以上の機種は，

超低・低排気量の二輪車よりも生産量・販売量が少ない半面，機種数が多い。その傾向は

高・超高排気量の二輪車になればなるほど強くなる。つまり，本国生産拠点は全ての排気

量において多機種で小ロット，あるいは日単位の生産数量が数台といった極小ロットの生

産を余儀なくされたのである。 

第 2-8 図 日本の二輪車部品（KD）輸出数量の推移 

 

注：右軸が排気量 51cc 以上 250cc 以下，左軸がそれ以外の排気量の指標である。単位は両軸ともに千組

である。2004 年からの排気量 50cc 以下の輸出量は，統計項目が無くなるために不明である。 

出所：財務省貿易統計（URL：http://www.customs.go.jp/toukei/info/）（2015 年 12 月 24 日閲覧）よ

り筆者が作成した。 

 このような，多機種の小ロット・極小ロットの生産（以下では，単に多機種・小ロット

生産と呼ぶ）に対応するため，フェーズⅡの期間に本国生産拠点が取り組んだのは，次の

通りである。詳細は 4 章で述べるため，ここでは簡単に確認する。まず，2000 年に入る

と，ホンダは国内に設置していた 7 本の生産ラインを 2 本に集約することを決める。当時

のホンダの本国生産拠点は，2 つの製作所から成り立っていた。ひとつは，排気量 250cc

以上の二輪車を生産する浜製であり，いまひとつは，排気量 250cc 以下の二輪車を生産す

る熊製である。浜製は既存の 3 本の生産ラインを 1 本に，熊製は 4 本のラインを 1 本に段

階的に統合したのである47。2006 年には，ホンダは 2 つの製作所に分かれていた二輪車生
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産を熊製に集約することを決定する。さらに，米国拠点で行っていた二輪車生産も，全て

熊製に移管することにした48。そうした後に，2008 年から，ホンダは熊製を改編し，年間

生産量が 50 万台でも採算が確保できる体質へと作り変えることを狙った。本国生産拠点

は最も多い時（1981 年）で年間約 290 万台（複数の製作所の合計値）の二輪車を生産し

ていた。当時と比べると，改編の際に狙った年間 50 万台の生産台数はかなり少ない。こ

のことからも，生産量の面で本国生産拠点が直面した問題の深刻さがわかる。 

第 2-9 図 日本市場における販売機種数の推移 

 

注：単位は機種数である。当該年に国内向けに発売されたニューモデルのみ算出している。 

出所：八重洲出版〔2007〕，枻出版社〔2006〕〔2007〕〔2008〕〔2009〕〔2010〕〔2011〕〔2012〕〔2013〕

〔2014〕から算出し，筆者が作成した49。 

 熊製の改編は，「New motor Cycle Plant50」（以下，NCP と記述）プロジェクトと呼ば

れる。この NCP プロジェクトによって，従来のベルトコンベアを用いた生産ラインだけ

ではなく，極小ロット機種の生産に対応するためのセル生産ラインが設置されている51。

加えて，この一連の過程の中で，ホンダは熊製を世界の二輪車のマザー工場として位置付

けた52。ホンダは，国内外の生産拠点を統廃合してでも本国生産拠点を残し，マザー工場

として活用することに注力してきたのである。その結果，本国生産拠点は多機種・小ロッ

ト生産で採算がとれるような体制を築いてきた。以後，本国生産拠点はフェーズⅢでも多

機種・小ロット生産への対応を続けていく。とりわけ，2008 年からのリーマンブラザー

ズの経営破綻とその後に続いた世界的不況は，本国生産拠点に大きな影響を与えた。この

経済不況が日本から欧米への完成車輸出の減少をもたらし，本国生産拠点の年間生産量は
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約 14 万台（2014 年の時点）にまで減ってしまう53。生産量全体の縮小に伴って 1 機種当

たりの生産量が少なくなり，本国生産拠点はさらなる多機種・小ロット生産への対応を余

儀なくされた。フェーズⅠからⅢを通じて，本国生産拠点は生産量減少と，それに伴う多

機種・小ロット生産に対応すべく，並々ならぬ努力を続けてきたのである。 

 中国拠点の活用を端緒とするフェーズⅡの事例から判明したことは，大きく 3点である。

これらの多くはフェーズⅢでも共通するが，フェーズⅡでは見受けられなかった現象がフ

ェーズⅢでは生じていく。フェーズⅡとフェーズⅢで，どの点が異なるのかを明確にする

ため，ここでひとまず整理する。フェーズⅡの事例から明らかになったことは，第 1 に輸

出機種においては自国市場の性格が重要であることと同時に，ホンダの機種開発が発展し

ていること，第 2 に海外生産拠点が割り当てられる機種には共通した特徴があること，第

3 に，ホンダの国際生産分業の拠点活用には 2 通りの側面が存在することである。それぞ

れについて詳しく説明しよう。 

 第 1 に，自国市場の重要性と機種開発の発展である。適地供給拠点といえども，グロー

バル供給拠点といえども，ホンダは常に自国（当該拠点が立地する市場）にも投入できる

二輪車しか各国生産拠点の生産品目として設定しない。したがって，グローバル供給拠点

においても従来の現地生産と現地販売というホンダの方針は貫徹されている。グローバル

供給拠点は，現地生産と現地販売を保ち，それに重ねる形で自国・他国に向けて開発され

た二輪車を生産・輸出したのである。この点に関して，第 1 章で確認した中国拠点はイレ

ギュラーな事例と考えられる。中国拠点は市場の類似性をひとつの要因として，日本向け

の二輪車生産拠点として選ばれた。しかし，中国拠点が自国への二輪車販売を開始したの

は，日本で Today を発売した後であった。しかも，それは，豪州やメキシコなどの国々へ

の出荷を経た後のことであった。この意味で，中国拠点が手がけた Today の時点では，適

地供給拠点の開発・生産の進め方が色濃く残っていたことは先述の通りである。これに対

して，後年に開発するグローバルモデルでは，ホンダが自国を含めた出荷先を開発当初か

ら決め，それを満たす製品要件を設定していた。つまり，中国拠点による Today 生産の時

には，特定国向けの機種開発と事後的な出荷地域の設定（適地供給拠点の開発・生産の進

め方）であったが，タイ拠点のグローバルモデル生産では事前の出荷地域の設定と，それ

に基づく複数国向けの機種開発へとホンダは発展させたのである。 

 第 2 に，ホンダは，大ロットが見込める機種を海外生産拠点に振り分けたことである。

グローバル拠点となった中国拠点とタイ拠点の生産品目は，いずれも先進国におけるエン
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トリーモデルであり，他の機種に比べて大きな販売量・生産量が見込める機種であった。

しかも，出荷地域を広範に設定することで，販売量・生産量のさらなる拡大を狙っていた。

ホンダが有する多くの海外生産拠点，とりわけアジア拠点では，大ロット生産を志向し展

開している。そのため，ホンダは海外生産拠点のロット効率を阻害しないように，あるい

は海外生産拠点が大ロット生産のメリットを継続的に享受できるように，エントリーモデ

ルを割り当てていたのである。 

 第 3 に，ホンダの国際生産分業には，①事前の計画通りに活用した拠点と，②最新の市

場の状況や拠点の動向を捉えて更新した構想に従って組み込んだ拠点が存在することであ

る。①の典型例はタイホンダである。ホンダは，タイホンダが自ら拠点の成長に注力する

ことを前提として，この拠点を長期にわたって育成し，計画的に国際生産分業に用いたと

捉えることができる。どの時点で国際生産分業に組み込むのかというタイミングは，拠点

の成長スピードと，競争環境を含めた各国市場の状況による。実際，ホンダは，タイホン

ダを国際生産分業に活用するに至るまでの間，開発・生産面の発展と，欧州・日本市場の

競争環境の変化及びタイ市場の成熟を待たねばならなかった。しかしながら，第 1 章で確

認したように，タイホンダが古くから機種の対日輸出を試験的に始めていたことを見過ご

してはならない。国際生産分業を構想した時点から，ホンダはタイホンダを一貫して将来

的に活用する拠点と位置付けていたのである。②はすでに第 1 章でみた新大洲ホンダであ

る。コピー二輪車が横行する中国で，部品調達網の獲得を狙いとした合弁によって活用可

能な拠点が生まれ，国際生産分業に加わったのが，新大洲ホンダの事例であった。新大洲

ホンダは，ホンダがフェーズⅠで構想した国際生産分業の姿を，最新の市場と拠点の動向

を元に更新したことによって活用した拠点である。長期間にわたる国際生産分業の形成で

は往々にして拠点や市場の状況が変わるが，それを捉え，巧みに反映させることで，創発

的に国際生産分業に活用できるようになる拠点が存在することを，新大洲ホンダの事例は

示している。 

 このように，ホンダの国際生産分業の形成プロセスでは，①と②の 2 つの側面が確認で

きる。本稿では，①を国際生産分業の形成プロセスにおける計画の側面，②を創発の側面

と呼ぶことにしよう。①と②の側面は，ホンダの本社といった特定の機能が，必ずしも事

前に長期的な国際生産分業の姿を厳密に構想し，その構想通りに全てを実施して形成した

わけではないことを示している。 
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Ⅲ フェーズⅢ：統合生産システムの拡張 

 

 フェーズⅢは，ホンダが国際生産分業を拡張していく期間である。この時期におけるホ

ンダの取り組みは，アジア拠点のさらなる活用と各拠点の役割の明確化，フェーズⅡで述

べたグローバル 3戦略の③グローバル調達の拡大とそれに関連したプラットフォーム共通

化である。フェーズⅡまでのホンダの国際生産分業は，主に中国拠点と本国生産拠点，タ

イホンダと本国生産拠点という 1対 1の拠点間関係に焦点が当てられた。フェーズⅢでは，

3 者間における拠点間関係の変化が生まれていく。さらに，フェーズⅢでは，これまでの

フェーズでは見受けられなかったホンダの国際生産分業が持つ新たな特徴が浮き彫りにな

る。 

 ここでは，アジア拠点の活用をみる前に，ホンダのグローバル調達の概要を確認するこ

とから始めよう。本稿では，国際生産分業の形成による完成車供給の変化を中心としてい

るために，部品調達自体は分析の範囲を超える。しかし，このグローバル調達は大きく 2

つの点で，ホンダの完成車の国際生産分業の形成に密接に関わっていた。ひとつは，Fun

二輪車のエントリーモデルを開発するために，ホンダがグローバル調達と同時に進めたプ

ラットフォーム共通化という新たな試みが，特定の生産拠点から他の生産拠点へと波及し

たことである。いまひとつは，海外生産拠点でのグローバルモデル生産が完成車供給の変

化をもたらし，その結果としてグローバル調達が拡大したことである。つまり，①グロー

バルモデルと②グローバルアロケーションの取り組みが，③グローバル調達に影響を及ぼ

すという関係が存在する。これらを把握するために，フェーズⅢにおける完成車供給の移

り変わりを検討する前に，グローバル調達を簡単にみていく。 

 ホンダが多くの生産拠点で海外調達部品の拡大を試みたのは，2006 年頃のことである54。

こうした海外部品調達の適用範囲は，Commuter と Fun いずれの二輪車にも及ぶ。このう

ち，排気量 100cc から 125cc の Commuter の二輪車で実施した取り組みを，ホンダは

「C8G355」と呼んでいる。C8G3 は，Commuter の部品の 8 割を対象に，1 部品当たりの

調達先を当時の10社程度からグローバルで約3社に絞り込むというものである56。例えば，

従来までホンダは 11 社 17 拠点からサイドミラーを購入していたが，これを 3 社 5 拠点

にまで集約するとしている57。加えて，3 社の国・地域は分けて選択するという58。低コス

ト部品の調達先として，中国企業のプレゼンスが高まってきていたことが，ホンダが C8G3
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を実施する背景にあると推察される59。加えて，C8G3 の狙いは，コスト削減もさること

ながら，部品の種類を絞ることにもある60。二輪車部品は，機能部品であるとともに，外

観を左右するデザイン部品でもある61。そのために，ホンダを含めた日本の二輪車企業は，

機種ごとに専用部品を開発する傾向にあった。日本企業は，これまでも何度か部品の種類

の集約に取り組んできたが，実態としてはあまり進んでいなかった62。いずれにしても，

この C3G8 はフェーズⅠで確認したタイ拠点からの部品輸出と，フェーズⅡでみた中国拠

点の調達網を拡張したものとして捉えることができるだろう。ただし，過去に各国の生産

拠点が現地調達率の拡大に取り組んできたことから，ホンダが C8G3 をドラスティックに

進めることは容易ではなかった。そのため，ホンダは全生産拠点のマザー工場である本国

生産拠点（熊製）から大規模な海外部品調達を始めた63。 

 本国生産拠点は，Commuter だけでなく，排気量の大きい Fun の二輪車でも海外部品調

達を進めた64。海外部品を初めて大幅に取り入れた Fun の二輪車は，「ニューミッドコンセ

プト65」シリーズ（以下，ニューミッドシリーズと呼ぶ）と呼ばれる。この二輪車をシリ

ーズと呼ぶ理由は，ホンダが共通プラットフォーム（エンジンと車体フレーム）のもと３

機種を同時に開発したことによる。しかも，３機種はそれぞれ異なる製品ラインに投入す

る機種であった。つまり，ホンダは，共通プラットフォームのもとにオン/オフ，Big スク

ーター，ネイキッドの Fun 二輪車を開発したのである（製品ラインについては第１-2 表

を参照）。このように Fun 二輪車でプラットフォームを共通化させた機種は，ホンダとし

て初めてであった66。 

 もちろん，プラットフォーム共通化それ自体は，これまでもホンダが取り組んできたこ

とである。しかし，従来，それは低排気量の Commuter 二輪車を対象としていた。例えば，

ホンダは，アセアン域内で低排気量スクーターである Wave110 をコアプラットフォーム

に設定し，数々の派生機種を生み出してきた67。また，天野/新宅〔2010〕は，ホンダがア

セアン域内のプラットフォーム共通化を試みていることに言及している。そこでは，同一

機種をベースとしたバリエーション展開と，エンジンを流用した複数機種の開発という 2

つの方向性があることを明らかにしている。しかし，ニューミッドシリーズのように Fun

二輪車で，複数の製品ラインに跨ってプラットフォームを共通化させたホンダの機種は，

これまでに無い。 

 ニューミッドシリーズ開発におけるホンダの狙いは，従来の機種から約 30％コストダウ

ンさせることで価格を抑えた機種を投入し，中古車を購入するユーザーを獲得することで
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あった68。こうしたコストダウンの一環として，Fun 二輪車で最初となる大規模なグロー

バル調達をホンダは実施した69。全ての部品のうち，海外調達の部品が占める比率は，約 4

割にまで達したという70。ただし，このようなグローバル調達のみで，既存機種を上回る

コストダウンを達成したわけではないことに注意が必要である。グローバル調達が寄与し

たのは，約 30％のコストダウンのうち約 7%である。その他の約 23%はプラットフォーム

共通化による１部品当たりの量産効果の拡大や設計の工夫にあったという71。 

 加えて，ニューミッドシリーズの開発は，開発機能を本国生産拠点（熊製）に設けたこ

とによる成果でもある。従来，ホンダの二輪車開発機能は，埼玉県朝霞市にある本田技術

研究所二輪 R&D センターにあった。ホンダは，2012 年頃から開発機能の一部を本国生産

拠点に移設し，「朝霞研究所・熊本・分室72」を設立した。本田技術研究所二輪 R&D セン

ターから朝霞研究所・熊本・分室へと異動する開発人員は，増加傾向にある。2012 年 8

月の時点で朝霞研究所・熊本・分室の開発人員は 40 人であった。その後，2012 年 10 月

には約 250 人の設計・開発担当者が朝霞研究所・熊本・分室へと異動し，2014 年までの

異動者数は計 350 人にのぼるという73。さらに，ホンダは，この分室に購買担当者も異動

させている74。このような開発・生産・購買が一体となった取り組みのもと，ホンダはプ

ラットフォームを共通化させ，海外部品を大幅に取り入れたニューミッドシリーズを開発

したのである。ニューミッドシリーズの機種開発における開発・生産・購買の詳細，さら

にはグローバル調達の動向については，本稿の課題から離れるために，これ以上の検討は

加えない。ここで重要なのは，ホンダが本国拠点で生み出したプラットフォーム共通化を，

次にみるタイホンダのグローバルモデル生産に活かしたことにある。 

 

Ⅲ-1. アジア拠点の継続的な活用 

 2010 年以降，ホンダはタイホンダで生産するグローバルモデルを次々と拡充する。タ

イホンダは，フェーズⅡで手がけるようになった低排気量の二輪車の機種数を，フェーズ

Ⅲの期間でさらに増加させていく75。これに加えて，中排気量から高排気量のグローバル

モデルの生産までタイホンダが担うようになる。このグローバルモデルのタイ生産も，ホ

ンダ本社の二輪事業本部長が検討を提案したことから始まった76。フェーズⅡで確認した

ように，ホンダがグローバルモデル生産に取り組んだ背景には，タイ市場の成熟がある。

時が進むにつれて，タイ市場では，より高い排気量の二輪車を受け入れる土壌が生まれつ

つあった。タイホンダが中排気量から高排気量の二輪車生産を進めるのに合わせて，そう
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した二輪車の専売店である「ビッグウイング77」を開設したことからも，このことが確認

できる。タイにおける排気量の高いスポーツタイプの二輪車市場は，2012 年に 6,000 台

にも達していた78。 

 ホンダは先述のニューミッドシリーズと同じく，タイホンダが手がけることになった中

排気量（500cc）の二輪車にも，プラットフォーム共通化を取り入れ，3 機種を同時に開

発することにした。ホンダは，この二輪車を「ニューファンダメンタルコンセプト79」シ

リーズ（以下，ニューファンダメンタルシリーズと表現する）と呼んでいる。タイホンダ

は，ニューファンダメンタルシリーズを 2011 年に新設したグローバルモデル用の工場で

生産することにした80。ニューファンダメンタルシリーズの出荷地域は，タイ国内の他に

北米，欧州である。日本では二輪車免許の区分から 500cc では需要が見込めないために，

400cc に排気量を落とし，タイホンダからの部品供給を受けて本国生産拠点が組立し販売

することにしている81。ホンダは，日本や欧州といった先進国市場では，このニューファ

ンダメンタルシリーズを Fun 二輪車のエントリーモデルとして位置付けている82。このよ

うに，出荷地域が広範であること，エントリーモデルによってロットの拡大を狙うことは，

フェーズⅡでみたグローバルモデルと同様である。これらに加えて，ニューファンダメン

タルシリーズはプラットフォームを共通化させることで，それを構成するエンジンとフレ

ームの生産量の拡大をホンダが狙ったことに特徴がある。さらに，先のグローバルモデル

である CBR250R に対して，ニューファンダメンタルシリーズは排気量が高く，しかも 2

気筒のエンジンを採用したことに大きな違いがある83。CBR250R の生産を実現した経験か

ら，タイホンダはより高難度の二輪車生産に取り組むことになったのである84。 

 その後，ホンダは，ニューファンダメンタルシリーズよりも高排気量のグローバルモデ

ルである CBR650F と CB650F をタイホンダで生産することを決める。これら機種もまた，

ニューファンダメンタルシリーズと同じく，プラットフォームを同じにする機種であり，

タイホンダがアジア諸国と欧米へ，タイホンダからの部品供給を受けた本国生産拠点が日

本へ出荷する機種である85。加えて，これらの機種が狙う顧客として，ホンダはエントリ

ーユーザーのみならず，エントリーモデルから上位機種にアップグレードするユーザーを

設定している86。ホンダが CBR650F と CB650F に 4 気筒エンジンを搭載させたため，顧

客層を広げられたと考えられる87。このように，CBR650F と CB650F のエンジン気筒数は

ニューファンダメンタルシリーズよりもさらに多い。排気量としても，エンジン気筒数と

しても，タイホンダがより難易度の高い二輪車生産を実現してきていることがわかる。 
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 こうして，フェーズⅡからフェーズⅢへと移行する中で，ホンダはグローバル供給拠点

であるタイホンダの役割を徐々に高度な二輪車生産へと変化させていった。 

 一方，この期間におけるタイホンダの他の生産拠点の動向は，次のようである。まず，

フェーズⅡの最後で述べたように，インド拠点が低排気量のグローバルモデルを生産する

ようになる。今後，ホンダはインド拠点でもタイ拠点と同じ高排気量の二輪車を割り当て

る予定であるという88。より高い排気量へと生産品目を広げるタイ拠点とインド拠点に対

して，ホンダは中国拠点をフェーズⅢにおいても日本向けの超低排気量のグローバル供給

拠点に位置づけている。厳密にいえば，中国拠点は，超低排気量から低排気量へと，生産

する機種の範囲を一時的に広げる。具体的には，中国拠点は一定の期間，日本や欧州に出

荷する低排気量のスクータータイプの二輪車 Dio110 の生産を担う89。しかし，後にみる

ように，ホンダは中国拠点が担った低排気量の生産・輸出の役割をベトナム拠点に移す。

その結果，グローバル供給拠点としての中国拠点の役割は，従来から手がけていた超低排

気量の二輪車生産に特化することになる90。 

 こうして，ホンダは，国際生産分業の形成を進める中で，超低排気量を生産・輸出する

中国拠点，低排気量を生産・輸出するインド拠点，低排気量から高排気量を生産・輸出す

るタイ拠点というように，各拠点の役割を徐々に明確化させてきた。加えて，タイ拠点に

見られるように，フェーズが進むにつれて，高い排気量の二輪車生産をグローバル供給拠

点に割り当てた。そのことによって，ホンダはグローバル供給拠点から供給する機種を，

低排気量から高排気量にまで広げ，供給網をより高度なものへと変化させていく。さらに，

フェーズⅢでは，低排気量のグローバル供給拠点として，ベトナム拠点が加わることにな

る。 

 

Ⅲ-2. アジア拠点のさらなる活用：ベトナム拠点 

 ホンダが，自社のベトナム拠点である Honda Vietnam Co., Ltd.（以下，ベトナムホン

ダと記述）に割り当てた役割は，日本やタイ向けの超低・低排気量のスクータータイプの

エントリーモデルの生産である。そうしたエントリーモデルの中には，グローバルモデル

としてホンダが開発した機種が含まれている。ベトナムホンダは，1997 年に現地での生

産を開始した91。ホンダが有する海外生産拠点の中では，ベトナムホンダは相対的に新し

い拠点である。 

 三嶋〔2010〕が詳細に描いたように，ベトナムの二輪車産業は，海外からの完成車輸入
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と，主として中国部品を輸入し，組み立てて販売する地場企業，さらには日本の二輪車企

業を含めた外資系企業が激しく競争する中で急速な発展を遂げた。第 1-1 図からも，二輪

車販売量が著しく伸びていることがわかる。このような市場の拡大に合わせて，ベトナム

ホンダは生産能力を年々拡張してきた。具体的には，2000 年に 30 万台であったベトナム

ホンダの生産能力は，2002 年には 60 万台に，2007 年には 100 万台に，2011 年には 200

万台へと増加した92。加えて，この間にベトナムホンダは約 9 割を超えるまでに現地調達

率を向上させている93。 

 同時に，ベトナム市場では量的な拡大を伴いつつ，2006 年頃から需要の変化が生じる。

従来，ベトナム市場ではモーターサイクルタイプの二輪車が主流であった。2006 年頃か

らは，二輪各社がスクータータイプの二輪車を投入したことによって，その需要が徐々に

伸びていく。さらに，ベトナム市場では，同じ排気量の二輪車でも付加価値が高い機種の

販売が次第に大きくなりつつあった94。フェーズⅡのタイ拠点と同じように，市場の発展

と拠点の成長という 2 つの要因から，ホンダはベトナムホンダをグローバル供給拠点とし

て活用し始めるようになる。ただし，ベトナムホンダがグローバル供給拠点としてエント

リーモデルを生産するようになるまでの過程には，ベトナム特有の事情があった。やや複

雑になるが，その経緯を確認しよう。 

 2006 年以降，ベトナムではイタリアホンダが生産する低排気量（排気量 125cc 及び

150cc）のスクーター・SH125/150 を輸入販売する業者が多数生まれていた。これは，イ

タリアホンダが正式に出荷したものではなく，ベトナムの輸入業者が独自に輸入したもの

であった。ベトナム輸入業者の目的は，年々増加傾向にあった高付加価値の二輪車需要の

獲得であった。当時のベトナムでは，こうした業者による輸入が，ホンダの想定以上に増

えていたのである。2009 年にホンダは，ベトナムホンダが SH125 の部品をイタリアホン

ダから輸入（CKD）し組み立てる方法へと切り替えて，非正規輸入への対応を試みた95。

つまり，ホンダは，イタリアホンダの生産と並行して，ベトナムホンダでも SH を生産し，

現地に供給することにした。ところが，Made in Italy と刻印された機種が，一部の富裕

層に受け入れられるために，業者によるイタリアからの輸入が続いていたという96。ベト

ナム市場で付加価値の高い二輪車の需要が大きくなる中で，SH の人気はかなり根強かっ

たのである。 

 このようなことから，ホンダは 2012 年のモデルチェンジを機に，SH をグローバルモデ

ルとしてベトナムホンダで本格的に生産することを決める。ベトナムホンダとイタリアホ



 69 

ンダ，日本の本田技術研究所が共同して SH を開発し，ベトナムで調達する部品を多く使

用することが決まった。加えて，同年にホンダは，タイホンダが生産していたグローバル

モデル PCX125/150 をベトナムホンダの生産品目として加えた。タイホンダから PCX の

生産が移管されたわけではなく，タイホンダに加えてベトナムホンダも PCX を生産する

ようになったのである97。SH と PCX はいずれも，ホンダが 2011 年に開発した低排気量

のスクーター用グローバルエンジン・「eSP98」を搭載した機種であった。フェーズⅡでタ

イホンダが生産することになった PCX は，モデルチェンジのタイミングで eSP エンジン

搭載するようになっていたのである。 

 このように，ベトナム市場で大きくなりつつあったハイエンドスクーター需要，その中

でも当初想定していなかった SH の根強い需要を取り込む形で，ホンダはグローバルモデ

ルのベトナムホンダ生産を決定した。しかも，2 機種のグローバルモデルで共通したエン

ジンを搭載させることで，量産効果を高めることをホンダは狙ったのである。ベトナムホ

ンダは，2013 年に SH をタイに，SH の派生機種である SHmode を日本と欧州に出荷す

る99。加えて，ホンダは 2014 年から日本に輸出する PCX125/150 の生産をタイホンダか

らベトナムホンダに切り替えた100。これによって，タイホンダが生産する PCX の出荷先は，

主として現地市場とアセアン域内の一部の国になった（欧州向けは後述）。 

 この後，ベトナムホンダは eSP エンジンを搭載した機種の生産を増やしていく。2015

年には，それまで中国拠点が担っていた低排気量のスクーターDio110 の対日輸出をベト

ナムホンダが担当することになった。Dio110 もまた，2015 年のモデルチェンジの時点で

新たに開発された空冷式の eSP エンジンを搭載した機種である101。なお，Dio110 は複数

国で同時に生産することを初めて設定した機種である。そのため，正確には日本に出荷す

る生産拠点が中国からベトナムに変化したという可能性が高く，中国拠点からは別の地域

に Dio110 を出荷していることも考えられる102。加えて，後年（2015 年），稼働率の低下

を補うために本国生産拠点に移管されることになるが，超低排気量機種である DUNK や

タクトをベトナムホンダは生産していた。これらの機種も，ホンダが超排気量用に新たに

開発した eSP エンジンであった103。こうして，eSP エンジンの搭載を契機として，ベトナ

ムホンダは他国向けに開発した機種の生産を増加させていった104。 

 こうして，ベトナムホンダがグローバル供給拠点としてホンダの国際生産分業に加わる

ことで，従来，タイホンダや中国拠点から日本に輸出していた機種が大きく移り変わって

いった。それだけではなく，ベトナムホンダの活用は，2009 年の時点で SH の部品をベト
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ナムに輸出していたイタリアホンダにも大きな影響を及ぼした。 

Ⅲ-3. ベトナムホンダのグローバル供給拠点化とイタリアホンダの役割の変化105 

 2012 年からイタリアホンダは，それまでとは逆に，ベトナムホンダから SH125/150 の

部品輸出（CKD）を受けることになった。ベトナムホンダの SH の輸出先に，欧州が加わ

らなかったのは，このためである。その後，ベトナムホンダは，2014 年にイタリアホン

ダへの PCX125/150 の部品輸出（CKD）も開始する。当初，PCX は 2009 年にタイホン

ダが生産し，欧州に完成車として輸出していた。この PCX が欧州で好評を博したことは，

フェーズⅡですでに確認した通りである。当時のイタリアホンダは，SH という売れ筋機

種を生産品目として有していたが，自拠点の稼働率を向上させるために，PCX を取り込む

ことを狙ったのである。イタリアホンダは PCX の組み立て生産をホンダに提案し了承さ

れた。そうして，2012年のPCXのモデルチェンジを機に，タイホンダから部品輸出（CKD）

を受けて，イタリアホンダが組み立てて，欧州地域に出荷することになった。さらに，ベ

トナムホンダが PCX を生産し始めたので，2014 年からはイタリアホンダの調達先がベト

ナムに切り替わった。このように，ベトナムホンダは，低排気量スクーターのグローバル

モデルの完成車輸出だけでなく，部品輸出拠点としてもプレゼンスを高めた。一方で，イ

タリアホンダは結果としてグローバル調達を拡大することとなった。 

 イタリアホンダは，PCX だけでなく，2013 年には中国拠点が欧州に完成車輸出してい

た低排気量のスクーターDio110 の組み立ても自拠点に取り込んでいる106。これらの機種

をイタリアホンダが担わなければならないほど，欧州地域の需要減退が激しく，かつエン

トリーモデルの販売量が大きかったのである。しかし，単にイタリアホンダの稼働率を向

上させるためだけの理由で，ホンダがベトナム拠点と中国拠点からの部品輸出というイタ

リアホンダの提案を承認したわけではない。イタリアホンダは，これまで一貫して欧州地

域の売れ筋機種を生産することに注力してきたことを見過ごしてはならない。 

 イタリアホンダは 1970 年代から 2000 年にかけて欧州地域，とりわけイタリア市場の

需要の変化に対応し，超低・低排気量のスクーターから，低・中・高排気量のスクーター・

モーターサイクルの売れ筋二輪車へと生産品目の切り替えに取り組んできた。1990 年代

前半には超低排気量機種を生産していたが，その後，低・中排気量のスクータータイプと，

中・高排気量のモーターサイクルの二輪車生産を手がけるようになる。スクータータイプ

の生産は，先述の SH の需要拡大を背景に一気に拡大する。スクータータイプの生産開始
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時点では，イタリアホンダの生産品目は，低排気量（125cc，150cc）だけであったが，

のちに中排気量（300cc）まで拡大する。スクータータイプの生産品目が増えていく中で，

イタリアホンダは完成車組立だけではなく，エンジンの現地生産を手がけることに注力し

てきた。さらに，2005 年頃までには排気量 500cc から 650cc（中・高排気量）のモータ

ーサイクルの生産を実現し，その後，排気量 1000cc のモーターサイクルの生産を達成し

ている。モーターサイクルのエンジンは本国生産拠点からの輸入であったが，イタリアホ

ンダは高排気量機種の完成車組立を担うまでになっていた。 

 2010 年には，イタリアホンダと同様に欧州域内の二輪車生産を手がけていたスペイン

拠点・Montesa Honda S.A.（以下，スペインホンダと記述）の完成車生産を全てイタリ

アホンダが吸収する107。スペインホンダは，欧州に向けた低・高排気量のモーターサイク

ルの売れ筋機種を生産していた拠点である。スペインホンダからの移管を受けて，イタリ

アホンダは，ホンダの欧州域内における唯一の生産拠点となった。過去に超高排気量のみ

を生産した米国拠点，後のタイホンダ（フェーズⅢのグローバルモデル生産）を除けば，

多種類の中・高排気量の二輪車生産ができる海外生産拠点は，イタリアホンダのみである。

こうして，イタリアホンダは相対的にロットが大きい売れ筋の低・中・高排気量機種の生

産を担うようにまで発展を遂げてきた。このような蓄積があればこそ，イタリアホンダの

提案はホンダに受け入れられたのである。 

 確かに，イタリアホンダの提案は，2000 年以降に生じた専門特化型企業の攻勢と欧州

市場の縮小によって生産量が減少したために，生産拠点の稼働率向上を意図したものであ

った。しかしながら，その提案をホンダが承認するかどうかは，当該拠点の評価如何であ

る。詳しくは第 3 章以降で述べるが，ホンダは個々の生産拠点の保有設備や投資計画とい

った情報を収集し，常に評価する。したがって，ホンダは，イタリアホンダの提案を生産

拠点の稼働率向上という観点からだけではなく，当該機種の生産に適した拠点かどうかと

いう観点からも検討し承認したのである。つまり，この事例で重要なのは，イタリアホン

ダがこれまでの蓄積から当該機種の生産に適した拠点という評価をホンダから得て，PCX

と Dio110 の生産を獲得したことである。国際生産分業の形成が進むにつれて，拠点間の

役割が変動する中で，イタリアホンダは，グローバル調達による組み立て生産へと形を変

えつつも，売れ筋機種の生産という特定の役割を自ら維持・獲得したといってよい。 

 

 フェーズⅢにおけるホンダの国際生産分業を図示すると，第 2-10 図のようになる。フ
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ェーズⅢにおいてホンダは，当初の構想通りにより高度な二輪車生産を担うグローバル供

給拠点へとタイ拠点を発展させた一方で，新たにベトナムホンダを国際生産分業に活用し

た。ベトナムホンダのグローバル供給拠点化は，ベトナム市場におけるハイエンド需要の

拡大に伴う輸入業者の増加が契機であった。ハイエンド需要の拡大と部品調達網を狙った

合弁というように拠点を活用する要因こそ異なるものの，ベトナムホンダもフェーズⅡで

みた中国拠点と同じく，創発的に国際生産分業に活用できるようになった拠点であると考

えられる。ベトナムホンダの事例でもまた，ホンダは当初予期していなかった SH の根強

い需要を捉え，それを元に構想を更新し，将来的な発展を見据えてグローバル供給拠点化

を進めたのである。それは，ベトナムホンダが SH のグローバルモデル化に続いて，PCX

や eSP エンジンを搭載した機種の生産を次々と担っていったことから明らかである。 

 加えて，ベトナムホンダのグローバル拠点化は，他の生産拠点を巻き込んで展開したこ

とに際立った特徴がある。先にみたように，ベトナムホンダの活用を起点として，それま

でとは逆に，イタリアホンダはベトナムからの部品供給を受けることになった。このよう

なベトナムホンダのグローバル拠点化に伴うイタリアホンダへの影響は，従来のグローバ

ルモデルとは異なり，SH がすでに継続的に生産・販売されていた機種であることから生

じていた。そこでは，イタリアホンダの二輪車生産の蓄積を基盤としたホンダへの提案が

大きく作用していた。そうしたイタリアホンダの努力がなければ，SH の生産移管だけに

なったであろう。 

 このことは，国際生産分業の形成が進み，いずれかの拠点がグローバル拠点化するに従

って，各拠点が自ら役割を獲得することを強く求められるようになったといってよい。と

はいえ，このような要請自体は以前から存在していた。これまでみてきたように，本国生

産拠点は常に自らの役割を探ってきた。さらには，そうした本国生産拠点の試行錯誤に伴

って，二輪車生産を中止した米国生産拠点のような事例もある。ただし，現地生産・販売

拠点や適地供給拠点が多く存在した時代では，現地の需要が当該生産拠点で生産する機種

をある程度規定していた。しかしながら，グローバル拠点化が進むにつれて，各生産拠点

の当初の役割が変わり，本国生産拠点のみならず，海外生産拠点においても拠点の役割を

検討し獲得するといった要請がよりいっそう強くなっていったのである。 

 一方，タイホンダは，より排気量の高い二輪車，しかも本国生産拠点で生み出したプラ

ットフォーム共通化を取り入れた二輪車の生産を担うようになっていく。したがって，タ

イホンダが担う役割は，フェーズⅡからフェーズⅢへと移る過程で高度になった。タイホ
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ンダが高度な二輪車生産の実現に向けて労力を費やしたことが大きく影響したものの，フ

ェーズを通じて，ホンダは一貫して当初の構想通りにタイ拠点を成長させてきたのである。

同時に，ベトナムホンダが低排気量生産を新たに開始したことで，国際生産分業の中でタ

イ拠点が担う低排気量生産の比重は低下していった。 

 他方，これらの生産拠点に対して，若干の変動はあったものの，中国拠点の役割は変化

していない。このような結果，超低排気量を中国拠点が，低排気量をベトナム拠点とイン

ド拠点が，中・高排気量をタイ拠点が担うようになり，ホンダの国際生産分業を構成する

海外生産拠点の役割が徐々に明確になった。同時に，フェーズⅠの時点では複雑であった

ホンダの二輪車供給網は，グローバル供給拠点からの二輪車供給が拡大すればするほど，

全体としてみれば次第にリーンになっていった108。このことは，序-1 図から序-4 図まで

の一連の図から一目瞭然である。 

第 2-10 図 本田技研工業の国際生産分業の変遷 2011 年から 2015 年 

 

注：序-1 図と同じである。 

出所：序-4 図と同じである。 

 こうした国際生産分業の形成によって，ホンダは製品ラインナップを拡充させ，各国で

の高い競争力を維持・強化している。アジア諸国では，グローバル供給拠点が生産するこ

とになった高い排気量の機種や低排気量におけるハイエンド機種の需要が，一部の国で

徐々に大きくなりつつはあるものの，著しく伸びているわけではない。それゆえ，グロー

バル供給拠点の生産機種が，アジア諸国におけるホンダの競争力に与える影響は限定的で
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ある。これに対して，欧州や日本では，グローバル供給拠点の生産機種の貢献度は高い。

いずれの国も市場全体の販売量は，経済不況による影響が大きく作用し，停滞あるいは縮

小傾向にある。そのことは，第 1-5 図（日本）及び第 2-1 図（イタリア）からみて取れ

る。他方で，この間，ホンダは日本や欧州のほとんどの国で高い市場シェアを維持・強化

している。第 2-11 図からわかるように，日本市場では，ホンダは一貫して約 50％の市場

シェアを獲得している。さらに，欧州では専門特化型企業との競争が激しさを増す中で，

ホンダは市場シェアを高く保つことを成し遂げている（代表的な例としては第 2-1 図のイ

タリア市場を参照）。 

第 2-11 図 日本における二輪車市場シェア（販売台数）の推移 

 
注：2010 年以降では，その他の項目において，一部の外国二輪車企業のシェアが判明する。一方で， 2009

年以前は 1980 年を除いて，その他の項目の詳細は不明である。それゆえ，2009 年以前は基本的に日本

企業 4 社以外の数値は含まれておらず，それら企業におけるシェアの推移である。1980 年ではその他項

目のシェアが把握できるが，この項目にどのような数値が算入されているかは判明しない。 

出所：2009 年までのシェアは，本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕から算出した。2010

年以降のシェアは，2010 年が日経産業新聞編〔2011〕，2015 年が『日経産業新聞』2016 年 7 月 25 日

付け 17 面を参照した。なお，2010 年以降のシェアは日本経済新聞社の推定値である。 

 

Ⅳ 小括：統合生産システムの形成プロセスと機能及び定義 

 

 ホンダが国際生産分業を形成する契機は，日本市場の縮小に直面したことと，欧州市場
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における専門特化型企業の台頭にあった。これに対応するために，フルライン企業である

ホンダが企図したのは，フルラインを深化させ，これまで展開していた機種の間隙を埋め

るように製品導入を進めていくことであった。ホンダは製品ライン全体に機種を展開する

がゆえに，特定の製品ラインだけでみれば，専門特化型企業に比べて機種数が少なくなる。

そのため，従来以上に密に機種を展開することで，ホンダは専門特化型企業に対抗しよう

としたのである。同時に，ホンダが日本市場や欧州市場の収縮に対応するためには，エン

トリーモデルを拡充させることが必要であった。これらのことから，エントリーモデルを

中心として，フルラインの深化をホンダは試みたのである。 

 ここでホンダが持つ製品展開の 2 つのパターンを確認しよう。ひとつは，現地生産拠点

がその拠点が立地する市場にむけた機種のほとんどを生産するパターンである。このパタ

ーンは主にアジア各国の適地供給拠点で見受けられる。この場合，現地での製品ラインナ

ップは，当該市場に立地した拠点が生産した二輪車に留まる。このような拠点レベルで生

産し提供することで構成される製品ラインナップを，本稿ではひとまず拠点レベルの製品

ラインナップと呼ぼう。いまひとつは，当該市場での製品ラインナップが現地生産拠点か

らの出荷のみならず，他国・地域の生産拠点からホンダブランドのついた二輪車供給を受

けて成り立っているパターンである。このような場合，当該市場で販売される二輪車の種

類は現地生産拠点の生産品目（拠点レベルの製品ラインナップ）を超える。このパターン

が主に確認できる欧米市場では，拠点レベルの製品ラインナップの 2 倍以上の機種が販売

されている109。このように構成される製品ラインナップを，本稿ではさしあたりブランド

レベルの製品ラインナップと呼ぶことにしよう。 

 ホンダは，拠点レベルではなく，ブランドレベルの製品ラインナップを拡充させること

で，フルラインを深化させ，各国での高い競争力を維持・強化することを成し遂げた。こ

のブランドレベルの製品ラインナップの拡充を担う生産拠点が，ホンダが作り出した数々

のグローバル供給拠点である。従来，ブランドレベルの製品ラインナップを実現するため

に，現地生産拠点が手がけていない機種を生産し輸出していたのは本国生産拠点であった。

このような本国生産拠点の役割を，アジアに立地する複数のグローバル拠点が担う中で，

国際生産分業の形成が進んできた。したがって，ホンダが国際生産分業を形成する目的は，

一貫してブランドレベルの製品ラインナップの追求にあったといってよい。 

 このような目的を達成するために，ホンダは，アジアの生産拠点をグローバル供給拠点

として活用し，それら拠点が果たす領域を徐々に明確化・高度化させてきた。こうした観
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点から，これまで明らかにしてきたフェーズⅠからⅢまでのホンダの国際生産分業の形成

プロセスを整理しよう。この作業から，ホンダが形成した国際生産分業が持つ機能的特徴

が浮き彫りになる。その機能的特徴は 3 つある。第 1 に計画の側面のみならず，創発の側

面から活用できるようになった拠点を国際生産分業に組み込んできたこと，第 2 に海外拠

点に対して大ロット生産のメリットを享受できるように機種の要件を設定すること，第 3

に，活用した拠点間の連携を次第に強め，システムとして国際生産分業を形成してきたこ

とである。それぞれを詳しく確認していこう。 

 従来，ホンダの海外生産拠点（現地生産・販売拠点）は，消費市場によって棲み分けて

いた。フェーズⅠからフェーズⅢの期間，ホンダは，そうした現地生産・販売の方針を基

本的には一貫して維持する。同時に，フェーズが進むにつれて，ホンダは現地生産・販売

の方針に加える形で他国への二輪車供給を進めていく。そこでのホンダの目的は，ブラン

ドレベルの製品ラインナップを拡充させることであった。繰り返しになるが，この目的を

達成するために，ホンダは企業内における国際的な水平的生産分業を作り，拡大させてい

った。フェーズⅠの時点でのホンダの国際生産分業は複雑な二輪車供給網であった。当時，

他国拠点への輸出を担ったのが多数の適地供給拠点である。消費市場に立地する拠点の要

望をもとに多種多様な機種を相互に供給した結果として作りだされたものであるがゆえに，

その二輪車供給網は錯雑としていた。 

 フェーズⅠの後に，ホンダは国際生産分業の構想を鮮明に打ち出す。ここから，フェー

ズが進むにつれ，ホンダの国際生産分業が大きく発展・拡張していく。フェーズⅡ以後，

ホンダの国際生産分業を主として担うのは，中国，タイ，インド，ベトナムといったアジ

アのグローバル供給拠点であった。グローバル供給拠点は，フェーズⅡからⅢを通じて，

ホンダが生み出したものである。そこには，タイ拠点にみられるように当初の計画通りに

ホンダが一貫して育成した生産拠点と，中国拠点やベトナム拠点のように国際生産分業の

形成が進む中で市場や拠点の動向が変化し，そうした状況を捉えて構想を更新することで，

活用可能となった生産拠点が存在した（これを本稿では，計画の側面と創発の側面と呼ん

だ）。このように数多くの生産拠点の中から，計画通りに活用を進めるのみならず，創発的

に活用可能な生産拠点を見出し組み込んでいくことが，ホンダの国際生産分業が持つ第 1

の機能的特徴である。 

 さらに，ホンダは国際生産分業に組み込んだグローバル供給拠点の生産品目に対して，

相対的にロットが大きい機種を割り当て，当該生産拠点にメリットを与えていた。フェー
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ズⅡで，グローバル供給拠点が生産・販売することになった機種は，エントリーモデルで

あり，自国のみならず広範な地域に出荷できるという 2 つの要件が課せられていた。ホン

ダは，こうした要件によって，1 機種当たりのロットを拡大させることを企図したのであ

る。そうして，フェーズⅢになると，本国拠点で生み出したプラットフォーム共通化をタ

イ拠点に適用し，1 機種当たりのロットのさらなる拡大を狙うようになっていく。このこ

とからわかるように，当該生産拠点にメリットを与え，国際生産分業で活用する点が，第

2 の機能的特徴である。 

 一方で，国際生産分業の形成が進むにつれて，ホンダはグローバル供給拠点の役割を変

化させ，各生産拠点の役割を明確化・高度化させてきた。例えば，タイホンダはより高度

な二輪車の生産を手がけるようになる。これに伴って，タイホンダが担っていた低排気量

の二輪車生産をベトナムホンダが担当するようになった。さらにフェーズⅢでは，国際的

な水平的生産分業だけでなく，工程間の垂直的分業を担うグローバル供給拠点（ベトナム

ホンダ）が生まれた。このようにして，ホンダはひとたび国際生産分業で組み込んだ各拠

点の役割を明確化させ，さらには高度化させてきた。その結果，ホンダはフェーズを経る

につれ，当初，煩雑であった二輪車供給網を徐々にリーンにしていった。 

 このことが持つ意味はとりわけ重要である。ホンダがある生産拠点を国際生産分業に活

用する機会は，拠点の成長，当該市場の発展，部品調達網の獲得を狙った合弁，当初予期

せぬ需要の拡大といったように多様であった。しかしながら，ホンダは，そうして活用し

たグローバル供給拠点が果たす役割を重複させることなく，その時々の国際生産分業を形

成してきた。しかも，当初，低排気量機種の生産がグローバル供給拠点の主たる活用領域

であったが，ホンダはそれを高排気量機種の生産にまで徐々に広げていく。したがって，

拠点が立地する市場の発展という制約を受けながらも，巧みに拠点の活用の仕方を変化さ

せることで，言い換えれば，拠点の役割の再配置を繰り返すことで，ホンダは効率的な国

際生産分業を作ってきた。したがって，拠点の役割を再配置させることで，全体としてみ

れば単なる個別拠点の寄せ集めではなく，複数の拠点を束ねたシステムをホンダは築いて

きたのである。この点が，ホンダの国際生産分業が持つ第 3 の機能的特徴である。 

 3 つの機能的特徴が示しているのは，ホンダが事前に長期的な姿を厳密に構想し，その

構想通りに全てを実施してきたのではなく，ある拠点を活用するたびに，その時々の条件

に合わせて構想を更新し，拠点の役割の調整を繰り返すことで，国際生産分業全体として

調和のとれたシステムを形成してきたということである。つまり，ホンダのシステムは，
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N 期の自らの選択によって来した場の変化（競合他社と市場の動向及び拠点の成長）を条

件として捉え，そこから構想を練り，次なる（N+1 期）の選択肢を創出するという連続に

よって形作られたものと考えられる。正確に表現するならば，この過程で，ホンダは構想

を新たに作り出すのではなく，変化した条件に合わせて，初期に策定した長期的な構想を

アップデートしている。それゆえ，ここでは構想を練る（もしくは更新・アップデート）

という表現を用いている。 

 こうした国際生産分業の形成をモデル的に示したのが，第 2-12 図の（c）である。これ

は，発展を遂げた個別拠点を利用し，寄せ集めのように構築された国際生産分業の姿（第

2-12 図の（a）），またはその時々で自社に最も都合の良い立地の拠点へと移転を繰り返す

国際生産分業の姿とは大きく異なる。さらには，事前の厳密な長期構想に従って個別拠点

を組み込み，リジットなシステムを構築する姿（第 2-12 図の（b））とも明らかに違う。

第 2-12 図の（c）が現しているように，ホンダが持つ国際生産分業のシステムは，その時々

の最適を目指し，連続的に拠点活用と長期構想の更新を繰り返す中で，複数拠点の連携を

次第に強く束ねていくことで作られたものである。こうして形作られたシステムが，結果

としてホンダの高い競争力の維持・強化に結びついていることは，先述の通りである。こ

のように，ホンダの国際生産分業のシステムは動態的に形成され，発展していく性格を持

つ。本稿が，ホンダの国際生産分業のシステムを統合生産システムと呼ぶ理由は，この点

にある。 

第 2-12 図 国際生産分業の構築・形成のモデル図 

 

出所：筆者が作成した。 

 それでは，なぜ，ホンダは，このような形で国際生産分業の形成を進めてきたのであろ

うか。それは，ホンダの国際生産分業が，グローバル・システムであることに起因する。

ひとつの国に留まるシステムではなく，グローバルに展開したそれは，多様な環境に直面

（b）事前の厳密な構想による国際生産分業のシステム構築（a）場当たり的な国際生産分業の構築 （c）国際生産分業のシステム形成

：発展前の拠点 ：拠点の発展方向性 ：システムの発展
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することになる。これまで詳しく確認してきたように，二輪車は市場によって競合他社の

状況や需要の変化に違いがある。しかも，そうした需要の動向に伴って，拠点の発展の方

向性も差異が生じる。したがって，ホンダがシステムを構築あるいは形成していく際に影

響する要素が大きい。このような環境では，将来的に生じる変化を見通し，事前にシステ

ムの全てを構想することは極めて困難である。それゆえ，ホンダは創発と計画の側面いず

れであっても，ある拠点の活用を起点として，次の国際生産分業のあり方を見通し，長期

構想をアップデートさせなければならないのである。 

 こうしたホンダの国際生産分業の形成プロセスは，藤本〔1997〕が提示した「創発プロ

セス110」の枠組みに近い。藤本〔1997〕は，トヨタ自動車を事例として取り上げ，次の 2

つの問いの解明を試みた。それは，①「いわゆるトヨタ的な開発・生産システムはどのよ

うな意味で競争合理性をもっていたといえるのか」と，②「このシステムはそもそもどの

ようにして構築されてきたのか111」である。このうち，②の分析において，藤本〔1997〕

は「完全に偶然でも完全に決定論的でもない，また完全に事前合理的でも完全に不合理で

もない，そして完全に制御可能でもなく完全に制御不能でもない，複雑なシステム変化の

過程112」を創発プロセスと呼んだ。より詳しく述べれば，ある開発システム・生産システ

ムが生まれ，変化していくプロセスには概ね 5 つのパターンがあり，そうした「システム

発生のパターン（合理的計算，偶然試行，環境制約，企業者的構想，知識移転）の多様性

が観測され，しかもどのようなパターンが事前には予測できなかったと推定される場合，

そのような複合的なシステム変化113」が創発プロセスである。 

 このように，ホンダの国際生産分業のシステム形成は，藤本〔1997〕が提示した創発プ

ロセスと同じような様相をみせる。これまで述べてきたホンダの国際生産分業のシステム

の形成のありようは，第 2-12 図の（c）にみられるように，偶然でも決定論的でもなく，

事前合理的でも不合理でもない。一方で，制御に関しては，これまで論じてこなかった。

次章以降では，ホンダが国際生産分業の形成をいかに制御してきたのかを解明していこう。

その際，本稿では，ホンダの国際生産分業形成の制御機構を調整メカニズムと呼ぶ。ホン

ダの国際生産分業のシステム形成は，この調整メカニズムによって恒常的に更新した構想

を反映させ，絶えざる調整を繰り返してきたことが大きく寄与した。 

 本章を締め括るに当たって，これまで整理してきたホンダの国際生産分業が持つ機能的

特徴から導かれる統合生産システムの機能を明確にしよう。統合生産システムの機能とは，

ブランドレベルの製品ラインナップを追求するために，計画通りに拠点の活用を進めるの
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みならず，世界各国に配置した生産拠点の中から創発的に活用可能な拠点を見出し，構想

の更新と当該拠点にメリットを与えた形での活用及び拠点の役割の調整を繰り返すことで，

複数拠点の連携を次第に強く束ね，その時々の最適を作りだしていくことにある。このよ

うな機能を持つシステムを，本稿では統合生産システムと表現する。これを本稿で取り上

げる統合生産システムの定義とする。以下の章では，ホンダが築いた国際生産分業を統合

生産システムと呼び，検討を進めていく。 

 
                                                   
1 2007 年まで排気量 50cc 以下の市場は 50 万台を維持したが，その後，再び減少し，20 万台強になる。
出所は，三ツ川/平山/大坪/立石〔2014〕である。また，Today は 2007 年に実施されたエミッション規
制によって電子制御燃料噴射が搭載され，値上げを余儀なくされている。この点については，三ツ川/平
山/大坪/立石〔2014〕に加えて，本田技研工業への聞き取り調査による。なお，ホンダは自社の電子制
御燃料噴射を「PGM-FI」と呼んでいる。出所は，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/tech/motor/close-up/pgm-fi/index.html）（2016 年 3 月 4 日閲覧）であり，
括弧内も同 web サイトからの引用である。 
2 『モーターサイクリスト』2012 年 6 月号，34 ページから引用した。 
3 この節については，横井〔2013〕に基づき，記述した。 
4 本田技研工業への聞き取り調査による。 
5 本稿では，Association des Constructeurs Européens de Motocycles the Motorcycle Industry in 
Europe（欧州二輪車製造者協会）〔2008〕に従って，搭載するエンジン排気量が 50cc 未満であり，最高
速度が 45km/h 以下という制限が課せられた車両を全てモペットと定義する。厳密に言えば，2012 年ま
では，この定義の中でも国によって様々な免許が存在した。というのも，欧州共通の運転免許要件を定め
た European Union（以下では欧州連合と表現する）運転免許制度（指令 91/439/EEC）は，モペットを
適用範囲から外し，その運用を各国に委ねていたからである。2013 年から施行予定の免許制度（指令
2006/126/EC）では，モペットの免許についても欧州連合で共通化させる方向に進んでいる。以上は，
Federico〔1998〕，末井〔2011〕，Eur-Lex Access to European Union Lawweb サイト
（http://eur-lex.europa.eu//en/index.htm）（2013 年 1 月 2 日閲覧）を参照した。いずれにしても，欧
州の多くの国では，上記で定義したモペットは，各国の陸運局（各国で名称は異なる）に登録する必要が
ない。モペットを購入した顧客の手続きは，例えば，ナンバープレートを取得するために各国の役所に届
け出るだけである（この点も，当該国がモペットの運転免許制度をいかに運用するかによって異なる）。
そのため，ここでのデータは，メーカーが所属する業界団体に申告した数値を販売台数として代用してい
る（業界団体への申告については，本田技研工業への聞き取り調査による）。一方，モペット以外の車両
（これを本稿では「二輪車」と呼んでいる）は各国の陸運局に登録することが義務づけられているために，
販売実績を正確に掴むことができる。この登録の有無を分けるために，本稿では上記のモペットの定義を
採用した。なお，第 2-1 図と第 2-2 図の原典では，ここでいう二輪車をMotorcycles と表現している。
しかし，このMotorcycles にはモーターサイクルタイプとスクータータイプという二輪車の 2 つのタイ
プが含まれる。Motorcycles とモーターサイクルタイプの混同を避けるために，二輪車と表記することに
した。 
6 Association des Constructeurs Européens de Motocycles the Motorcycle Industry in Europe〔2015〕
を参照した。 
7 2001 年から 2009 年のホンダの数値にはMontesa（モンテッサ）社の販売量を加えてシェアを算出し
ている。Montesa 社は，1982 年にホンダと二輪車の合弁事業（この時点では営業部門のみ）を始めたス
ペイン地場企業である。その後，ホンダは 1986 年に Montesa 社の工場部門を吸収し，2006 年には
Montesa 社の全株を取得し統合した。統合後の正式名称はMontesa Honda S.A.であり，ホンダの欧州
事業統括会社・Honda Motor Europe Ltd.が 100%出資する現地法人となった。Montesa Honda S.A.の
経緯については本田技研工業への聞き取り調査による。この図では，表記を統一するためにMontesa 
Honda S.A.ではなく，本田技研工業と記述した。なお，2000 年は Montesa の販売量が判明しないため，
本田技研工業の販売量に加算していない。 
8 かつて私は，このような企業を「専門企業」と表現していた（括弧内は横井〔2013〕，506 ページより
引用した）。しかし，単に専門企業とするよりは，専門特化型企業と言い表したほうが，これら企業の特



 81 

                                                                                                                                                     
徴をより正確に示している。そのため，本稿では，専門特化型企業に表現を変更した。 
9 ここでは，イタリア市場を取り上げたが，スペイン市場や多くの欧州市場における販売ラインナップで
もほとんど同じ図が描ける。同じ図になるため，イタリア市場のみを掲載した。 
10 表中のスポーツ，ツーリング，ネイキッド，カスタム，Light Motorcycle がオンロードの二輪車に分
類されることが多い。 
11 販売ラインナップの表し方，製品ラインの幅と奥行きについては，相原〔1989〕，94 ページ，図 4-2，
沼上〔2000〕，19 ページ，図 1-1 を参考にした。このうち，沼上〔2000〕は製品ラインの奥行きとして
アイテム（品目）を挙げている。そこでは，自動車の例としてナビやサンルーフなどのいわゆるオプショ
ン品が述べられている。二輪車の場合，全ての機種でアイテムが用意されているわけではない。とりわけ，
Commuter の二輪車では，顧客が選択できるのはカラーだけであることが多い。二輪車の顧客は，価格
（と排気量）を基準に購入機種を選択する傾向があるため，ここでは価格（排気量）を縦軸の指標として
用いることにした。 
12 日本では 1960 年代から早くも機種の多様化が進んでいる（日本自動車工業会編〔1995〕を参照した）。
日本企業が開発した二輪車を簡単に振り返ると，1960 年代にロードスポーツ，1970 年代にオフロード，
モペット，自動変速（Automatic Transmission）二輪車が生まれる。加えて，この 1960 年代と 1970
年代は，エンジンの多気筒化・大排気量化も同時に進んだ。さらに，1980 年代には，Light SC，スーパ
ースポーツ，ツーリングを日本企業は開発する。1980 年代央から現在にかけて，日本市場は年を追うご
とに小さくなるが，今度は需要を喚起するために日本企業は多様な二輪車を開発してきている。1990 年
代にはカスタムと Big SC を，2000 年以降ではオン/オフを開発している。ただし，ここでの開発は新規
性（日本企業が世界で初めて開発した）を述べているわけではない。ここで強調しているのは，市場の拡
大が機種の多様化を伴っていたということである。二輪車の開発については，出射〔1986〕，日本自動車
工業会編〔1995〕，高橋〔2005〕，西村〔2008〕，小関〔2009〕〔2010〕を参照した。 
13 グローバルでみても，日本市場ほど多様な二輪車が受け入れられている国はない。この点については，
横井〔2007〕を参照されたい。 
14 日本の二輪車企業が高性能・出力に向かうきっかけを作ったのは，ホンダが 1970 年代に開発した
CB750FOUR であろう。日本企業による大型二輪車の開発と，その後の高性能化の歴史については出水
〔2011〕を，CB750FOUR の開発経緯については小関〔2006〕を参照した。 
15 この背景としては，技術開発が進んだことで顧客がはっきりと認識できるくらい急激な高性能・出力
化が難しくなったこと，技術開発の余地は残されているが，すでに顧客が乗りこなせないくらいにまで高
性能・出力化が進展してしまったこと，経済不況の影響によって高性能・出力を好む若者が二輪車を買え
なくなってしまったこと，各国（とりわけイタリア）がスピード違反の取り締まりをかなり厳密に運用し
だしたこと，という 4 つの要因が推察できる。いずれにしても，スポーツの二輪車には根強い需要が存
在しつつも，現在，それはボリュームゾーンでは無くなってしまった。 
16 この状況はスペイン市場でもほとんど変わらない。図が重複するため，ここではイタリア・スペイン
両国の代表としてイタリア市場を取り上げた。 
17 正確に表現すれば，専門特化型企業の販売量は微増，あるいは市場が縮小する比率（同時に，日本企
業の販売量が減少する比率）よりも販売量が落ちていない。市場が縮小局面にあるため，それらの動向が
日本企業の販売シェアに直接的に影響する。 
18 具体例を示すと，Agility 50 R16 2T-AT という機種では，販売価格 1.612,33 ユーロを 1.461,08 ユー
ロにまで割り引いている。この Kymco のキャンペーンは，正確には 2 回に分けて行われた。第 1 弾は
2011 年 1 月から 2011 年半ばまでのキャンペーンとして打ち出され，その後，2011 年半ばから 2012 年
1月までの第2弾を発表した。ここでは，第２弾キャンペーンの割引価格を示している。出所はKymcoweb
サイト（http://www.kymco.it/）（2011 年 12 月 22 日閲覧）である。Kymco と同じく，Piaggio も特定
機種のインセンティブキャンペーンを打ち出している。例えば，Beverly300 という機種を 4.345 ユーロ
から 3.990ユーロに，Liberty125 という機種を 2.550ユーロから 1.990ユーロにまで割り引いている（期
間は不明）。Piaggio についての出所は，Piaggioweb サイト
（http://www.it.piaggio.com/it_IT/promozioni/nuovo_beverly.aspx）（2011 年 12 月 22 日閲覧）であ
る。 
 さらに，2011 年以前にも Kymco や Piaggio は車両価格を値引きしている。代表的な事例は，2009 年
の値引きである。この頃，イタリア政府は，二輪車に対する排出ガスのエミッション規制を，当時最も強
い基準であった EURO3 へと引き上げることを予定していた。そこで，イタリア政府は，EURO3 に対応
していない車両（EURO0 及び EURO1 の車両，最大出力 60kw 以下など対象が設定されていた）から
EURO3 対応車両に乗り換える顧客に対して，一律約 500 ユーロを補助するというスクラップキャンペー
ンを実施した（実施期間は 2009 年 2 月から 12 月であった）。スクラップキャンペーンは，政府の奨励
金補助制度であったため，対象車両を手がける全ての二輪車企業が利用できるものであった。Kymco は，
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スクラップキャンペーンに加えて，自社独自の車両価格の値引きを実施した。先述の通り，そもそも
Kymco は二輪車の販売価格が日本企業よりも低い。それゆえに，スクラップキャンペーンと車両価格の
値引きを組み合わせれば，Kymco 車両はかなりの低価格となった。一方で，この当時も，日本企業，と
りわけホンダはイタリア政府のスクラップキャンペーンを利用するものの，値引き競争には追随していな
い。いずれにしても，過去にも Kymco や Piaggio は車両価格を値引きし，販売量を増加させることを狙
っていたのである。また，イタリア政府によるスクラップキャンペーンは 2009 年が初めてのことではな
く，1997 年及び 1999 年にも実施されている。スクラップキャンペーンや当時の Kymco や Piaggio の
動向については，本田技研工業への聞き取り調査による。なお，排出ガスのエミッション規制については，
赤松/河野/浦木/宮田/山崎〔2004〕を参照した。 
19 カワサキは Commuter を大規模に手がけていないので，日本企業 3 社とは状況を異にする。先にカワ
サキの販売シェアが比較的安定していることを確認したが，それは事業範囲を Fun に絞っていることが
奏功している。イタリアの二輪車市場を排気量別にみると，高排気量の販売量はそれほど減少していない。
ただ，もちろん，安定した販売シェアを獲得していることの大きな要因には，カワサキの経営努力があり，
それは今後検討していかなければならない。 
20 Motorbooks〔2015〕，『二輪車新聞』2012 年 6 月 8 日を参照した。 
21 ここでの発売年は日本市場に投入された時点を取り上げている。出所は，『二輪車新聞』2012 年 11 月
9 日である。 
22 G301R の概要及び TVS モーターとの提携については，web オートバイ web サイト（URL：
http://www.autoby.jp/blog/2015/11/bmw-g310r-d99d.html）（2015 年 11 月 13 日閲覧），レスポンス
web サイト（URL：http://response.jp/article/2013/04/09/195573.html）（2016 年 5 月 28 日閲覧），
日本経済新聞 web サイト（URL：
http://www.nikkei.com/article/DGKKASGM12H0I_S5A111C1EAF000/）（2016 年 5 月 28 日閲覧），
Bike Brosweb サイト（URL：http://news.bikebros.co.jp/model/news20151112-08/）（2016 年 5 月
28 日閲覧）を参照した。 
23 ここでの発売年は日本市場に投入された時点を取り上げている。125DUKE 及び Bajaj による KTM の
資本参加については，枻出版社〔2014〕，『日経産業新聞』2011 年 7 月 27 日，2012 年 9 月 11 日，『二
輪車新聞』2011 年 5 月 27 日，2013 年 1 月 5 日を参照した。 
24 BMW の高排気量スクーターの製品ラインへの進出も，他の二輪車企業が関係している可能性が高い。
というのも，この高排気量スクーターのエンジンは，Kymco が受託生産していると言われている。この
エンジンの受託生産については，日本の二輪車企業への聞き取り調査から得たが，他の資料によって確た
る裏付けができなかったので，今後の課題としたい。ただし，Kymco ジャパン web サイトでは，同社が
BMWやカワサキの受託生産及び ODMを行っていることを明記している（機種名は不明である）。出所
は Kymco ジャパン web サイト（URL：http://www.kymcojp.com/aboutus.html）（2016 年 5 月 28 日
閲覧）である。なお，専門特化型企業による製品ラインの拡張及び製品ラインナップの拡充は，部品サプ
ライヤーの動向も関係していると考えられる。とりわけ，専門特化型企業がより低排気量の分野に進出す
る要因のひとつは，日本企業が新興国市場で育成した地場の部品サプライヤーの活用にあるだろう。もし
くは，日本の部品サプライヤーが新興国市場に設立した生産拠点を専門特化型企業が活用する動きも大き
く寄与していると考えられる。例えば，BMWは，同社にとって 2 カ国目となる海外二輪車生産拠点をタ
イに設立した。従来，日本の部品サプライヤーは，日本から BMWのタイ生産拠点に部品を輸出していた
が，部品サプライヤーのタイ生産拠点からの納入に切り替えることを要請されているという。専門特化型
企業が製品ラインの拡張や製品ラインナップの拡充を実施できた要因についても今後の課題としたい。
BMWのタイ生産拠点設立については，newsclip.deweb サイト（URL：
http://www.newsclip.be/article/2013/12/08/20009.html）（2016 年 5 月 28 日閲覧）を参照した。BMW
から日本の部品サプライヤーへの要請については，部品サプライヤーB社への聞き取り調査による。 
25 グローバル 3 戦略については，『二輪車新聞』2011 年 1 月 7 日及び『モーターサイクリスト』2012
年 6 月号におけるホンダの二輪事業本部長（当時）の挨拶・インタビューを参照した。加えて，本田技
研工業への聞き取り調査による。なお，ホンダがグローバル 3 戦略を推進し始めた年については，『モー
ターサイクリスト』2012 年 6 月号を参照した。この記事では「ホンダは 4 年前から戦略を切り替えた。
グローバル 3 戦略と呼ばれるものにだ。」と報じている。出所は，『モーターサイクリスト』2012 年 6 月
号，34 ページから引用した。 
26 本田技研工業への聞き取り調査による。 
27 日本での販売開始は 2 機種とも翌年である（PXC125 が 2010 年，CBR250R が 2011 年である）。出
所は，PCX125 が『二輪車新聞』2011 年 1 月 7 日，2011 年 2 月 11 日，本田技研工業〔2010a〕であり，
CBR250R が本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2010/2101027.html）
（2015 年 12 月 2 日閲覧），『二輪車新聞』2010 年 11 月 19 日，2011 年 2 月 11 日である。 
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28 本国生産拠点の生産管理手法の移植については，アイアールシー〔2009a〕を参照した。 
29 タイにおける日本企業の動向については，三嶋〔2010〕がかなり参考になる。 
30 2011年時点で，タイホンダの現地調達率は9割を超えている。本田技研工業への聞き取り調査による。
この現地調達率はタイホンダが 1 次サプライヤーから調達する部材を対象とした数値と考えられる。そ
のため，2 次以下のサプライヤーまで遡った付加価値当たりの数値ではないだろう。新宅/大木〔2015〕
が指摘するように，付加価値でみると，1 次サプライヤーから調達する部材の数値を取り上げただけでは，
現地調達率を過大評価する恐れがある。この点，ここで示した数値には注意が必要である。なお，タイホ
ンダの付加価値当たりの現地調達率は定かではない。 
31 タイホンダはサプライヤーの部品を集約し，他国への輸出を行っている。本田技研工業への聞き取り
調査による。なお，タイホンダは 2002 年から CBR250R の兄弟機種である CBR150R を生産・販売して
いた。CBR150R はグローバルモデルではないが，このことも，タイホンダが CBR250R の生産を担うこ
とになった要因であると考えられる。CBR150R の概要については，工業調査研究所〔2011a〕を参照し
た。 
32 本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2003/c031015.html）（2016 年 1
月 2 日閲覧）を参照した。なお，厳密には，ホンダ R&D タイはホンダの子会社である本田技術研究所が
設置した。 
33 出所は，『日経産業新聞』2007 年 11 月 30 日，大山〔2006〕及び本田技研工業への聞き取り調査であ
る。 
34 アイアールシー〔2009a〕を参照した。 
35 アイアールシー〔2009b〕を参照した。 
36 アイアールシー〔2009b〕を参照した。 
37 本田技研工業への聞き取り調査による。なお，このようなタイホンダの役割を，ホンダは「地域マザ
ー機能」と呼んでいる（括弧内の引用は，本田技研工業への聞き取り調査による）。 
38 タイの二輪車市場及び二輪車購入金額については，本田技研工業への聞き取り調査による。 
39 CBR250R のスタイリングや開発については，飯田〔2011〕，スタジオ タック クリエイティブ〔2012〕
を参照されたい。 
40 CBR250R がタイで生産する最大排気量であることは，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2010/2101027.html）（2015 年 12 月 2 日閲覧）を参照した。設計変更
については，『日経産業新聞』2011 年 3 月 16 日を参照した。 
41 本田技研工業への聞き取り調査による。 
42 PCX125 及び CBR250R の工数差・タクトタイム，生産の難しさについては，本田技研工業への聞き
取り調査による。 
43 日本市場における PCX125 と CBR250R の販売量の出所は，『二輪車新聞』2011 年 1 月 1 日，2012
年 1 月 1 日，2012 年 4 月 13 日，2013 年 1 月 1 日，2013 年 3 月 22 日，2014 年 1 月 1 日，2014 年 5
月 16 日，2015 年 1 月 1 日，2015 年 5 月 15 日である。また，欧州については，本田技研工業への聞き
取り調査による。 
44 ヒーロー・ホンダとの合弁解消については，『日経産業新聞』2010 年 12 月 17 日を参照した。 
45 本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2010/2101027.html）（2015 年 12
月 2 日閲覧）を参照した。 
46 ただし，この傾向は，2017 年以降に若干変化するかもしれない。2016 年以降，とりわけ 2017 年か
ら二輪車企業各社は，日本における販売ラインナップを見直しており，多くの既存機種の生産を終了させ
ている。この理由は，国内市場の縮小とともに，2015 年に公布・施行された排出ガス規制の強化（新機
種については 2016 年 10 月 1 日以降から適用，既存機種については 2017 年 9 月 1 日以降から適用），
2020 年に国内で導入されることが予測されている新しいエミッション規制へ対応することにある。この
ような販売機種数の減少が一時的なものであるのか，それとも継続的なものであるのかについては，現時
点では判断が難しい。ある機種が生産終了しても，モデルチェンジして新たな基準を満たし，市場投入さ
れることがある。この点については，今後の動向を注視していきたい。二輪車企業各社における既存機種
の生産終了及び排出ガス・エミッション規制は，『日経産業新聞』2017 年 3 月 22 日を参照した。また，
各社が生産終了させた機種数については，レスポンス web サイト（URL：
https://response.jp/article/2017/09/25/300218.html）（2017 年 10 月 17 日閲覧），2015 年に公布・施
行された排出ガス規制については，国土交通省 web サイト（URL：
http://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha10_hh_000148.html）（URL：
http://www.mlit.go.jp/common/001094623.pdf）（2017 年 10 月 17 日閲覧）をそれぞれ参照した。 
47 『日本経済新聞』2000 年 7 月 4 日付け地方経済面（九州 A），『日経産業新聞』2000 年 9 月 28 日，
本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2000/c000710.html）（2015 年 12 月
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5 日閲覧），同 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2001/c010124.html）（2016 年 1 月
2 日閲覧），及び本田技研工業への聞き取り調査による。 
48 浜製は四輪車の AT ミッションの生産を，米国拠点は ATV の生産を手がけることになった。本田技研
工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2005/c050715.html）（2016 年 1 月 2 日閲覧），
同 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2006/c060920.html）（2016 年 1 月 2 日閲覧），
及び本田技研工業への聞き取り調査による。 
49 これら 2 つの出所では，紙面に掲載する機種の範囲が異なる点に注意されたい。例えば，2005 年のホ
ンダの販売機種は，八重洲出版〔2007〕では 65 機種であるが，枻出版社〔2006〕では 22 機種である。
したがって，枻出版社〔2006〕に比べて，八重洲出版〔2007〕は広範な機種を掲載している。しかし，
八重洲出版〔2007〕は 2007 年までの数値しか掲載されていない。一方で，枻出版社の雑誌は，2005 年
以降から現在までの数値が入手できる。そのため，2005 年以降は枻出版社の数値で統一している。なお，
本図は資料の制約から，その年にホンダが発売したニューモデルのみを算出している。当該年よりも前に
ホンダが発売し，販売を継続している機種があるために，実際の販売機種数はさらに多い。 
50 本田技研工業〔2007〕，19 ページより引用した。 
51 『日本経済新聞』2006 年 9 月 20 日，2007 年 2 月 10 日地方経済面（九州 B），『日経産業新聞』2010
年 6 月 28 日，『日経ビジネス』2008 年 7 月 28 日号，本田技研工業〔2007〕，本田技研工業 web サイト
（URL：http://www.honda.co.jp/news/2008/c080414.html）（2016 年 1 月 2 日閲覧），本田技研工業
への聞き取り調査による。 
52 国内に製作所が 2 つあった時点では，ホンダは排気量 250cc 以上の二輪車生産のマザー工場として浜
製を，排気量 250cc 以下の二輪車生産のマザー工場として熊製を，それぞれ位置付けていた。例えば，
完成車生産を続けていた頃のスペインの生産拠点であるMontesa Honda S.A.のマザーは浜製であった
という。当時，Montesa Honda S.A.は高排気量の二輪車を生産品目としていたためである。後述するが，
この後，Montesa Honda S.A.は完成車生産機能をイタリアホンダに移管し，二輪車・四輪車部品の生産
に特化することになった。出所は，本田技研工業への聞き取り調査による。 
53 日本経済新聞社 web サイト（URL：
http://www.nikkei.com/article/DGKKASDZ11HOP_R10C15A9TI1000/）（2015 年 12 月 5 日閲覧）を
参照した。 
54 東洋経済オンライン web サイト（URL：http://toyokeizai.net/articles/-/3435）（2015 年 12 月 29 日
閲覧），『日経産業新聞』2009 年 5 月 25 日を参照した。 
55 東洋経済オンライン web サイト（URL：http://toyokeizai.net/articles/-/3435）（2017 年 10 月 20 日
閲覧）より引用した。 
56 東洋経済オンライン web サイト（URL：http://toyokeizai.net/articles/-/3435）（2015 年 12 月 29 日
閲覧），『日経産業新聞』2009 年 5 月 25 日を参照した。 
57 『日経産業新聞』2009 年 5 月 25 日を参照した。 
58 東洋経済オンライン web サイト（URL：http://toyokeizai.net/articles/-/3435）（2015 年 12 月 29 日
閲覧）を参照した。 
59 実際，ホンダの部品受注に際して，中国製部品との競合が激しくなってきているという。部品サプラ
イヤーA社への聞き取り調査による。また，『日経産業新聞』2010 年 9 月 21 日は，中国企業が生産する
部品の価格を，ホンダが部品調達の基準値に設定したと報じている。 
60 『日経産業新聞』2009 年 11 月 17 日を参照した。 
61 五十嵐〔1982〕は，「二輪車の大きな特徴として機能構造，性能のための構造がほとんどデザイン要素
に直結している」ことを指摘している。引用は，五十嵐〔1982〕，798 ページである。 
62 二輪車部品サプライヤー数社への聞き取り調査による。なお，二輪車部品の共通化の必要性は 1980 年
代に早くも指摘されている。この点については，千葉/佐々木/加藤〔1989〕を参照されたい。 
63 東洋経済オンライン web サイト（URL：http://toyokeizai.net/articles/-/3435?page=2）（2015 年 12
月 29 日閲覧）を参照した。 
64 Commuter の二輪車で，海外からの部品調達を進めた典型例はスーパーカブである。従来，スーパー
カブの部品のうち，海外調達部品の割合は約 5%であったが，その割合を 60％程度にまで高めたという。
海外調達部品の多くはタイからの輸入であった。出所は，『日経産業新聞』2009 年 11 月 17 日である。
その後，ホンダはスーパーカブの生産を本国生産拠点から新大洲ホンダへと切り替えた。出所は，本田技
研工業〔2012b〕〔2013〕，『日経産業新聞』2012 年 5 月 18 日である。また，2017 年 10 月には，モデ
ルチェンジを機に，スーパーカブの生産を新大洲ホンダから本国生産拠点に移管することが発表された。
出所は，本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2017/2171019-supercub.html）
（2017 年 10 月 21 日閲覧），レスポンス web サイト（URL：
https://response.jp/article/2017/10/20/301331.html）（2017 年 10 月 21 日閲覧）である。 
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65 『二輪車新聞』2011 年 2 月 11 日に掲載されたホンダモーターサイクルジャパン新春ビジネスミーテ
ィングにおけるホンダの当時の二輪事業本部長の挨拶から引用した。ニューミッドシリーズについては，
ホンダの web サイトに掲載されている「ニューミッドコンセプトシリーズ開発プロジェクト」も参照し
た。出所は，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/environment/face/2012/case18/episode/episode01.html）（2015 年 12 月 2
日閲覧）である。なお，具体的な機種名は，NC700S，NC700X，INTEGRA である。これら機種は，後
に排気量を上げて，NC750S，NC750X，INTEGRA となる。 
66 本田技研工業への聞き取り調査による。なお，従来，ホンダはコアとなる機種を開発し量産した後に，
そのコア機種のプラットフォームに基づいたバリエーション展開を行っていた。しかし，こうした開発で
は，バリエーション展開する機種に求める仕様次第で，プラットフォームにまで変更が加わってしまい，
共通化が十分に達成できないことがあったという。そのため，ニューミッドシリーズでは，当初から３機
種を同時開発することにしたという。出所は，小林/根来/大須賀/三堀/大島〔2012〕である。 
67 本田技研工業〔2010b〕を参照した。 
68 約 30％のコストダウンについては，スタジオ タック クリエイティブ〔2014〕を参照した。中古車を
購入するユーザーの獲得については，『二輪車新聞』2012 年 2 月 17 日におけるホンダモーターサイクル
ジャパンの当時の社長の挨拶を参照した。 
69 スタジオ タック クリエイティブ〔2014〕を参照した。 
70 『日経産業新聞』2011 年 9 月 26 日を参照した。なお，二輪車の製造原価にうち，購買部品が占める
割合は 9 割である。出所は東洋経済オンライン web サイト（URL：
http://toyokeizai.net/articles/-/3435?page=2）（2015 年 12 月 29 日閲覧）である。 
71 本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/environment/face/2012/case18/episode/episode03.html）（2015 年 12 月 2
日閲覧），レスポンス web サイト（URL：http://response.jp/article/2012/02/23/170395.html）（2015
年 11 月 25 日閲覧）を参照した。実際，ニューミッドシリーズの開発当初は１機種の開発を想定してい
たが，コストダウンを達成するために，シリーズとしてプラットフォームを共通化させて３機種を開発す
ることにしたのだという。出所は，スタジオ タック クリエイティブ〔2014〕である。 
72 『日経産業新聞』2012 年 3 月 30 日付け 15 面から引用した。朝霞研究所・熊本・分室については，
この他，『日経情報ストラテジー』2012 年 8 月号，『日本経済新聞』2012 年 2 月 24 日付け朝刊，『日経
産業新聞』2012 年 8 月 22 日，日本経済新聞社 web サイト（URL：
http://www.nikkei.com/article/DGXNASFK1502H_V11C12A1000000/）（2015 年 12 月 5 日閲覧）を
参照した。 
73 『日本経済新聞』2012 年 8 月 22 日付け朝刊，2013 年 2 月 21 日付け地方経済面（沖縄九州経済），『日
経産業新聞』2012 年 8 月 22 日，2012 年 10 月 1 日，2014 年 3 月 12 日を参照した。 
74 その後，2014 年 4 月には，マーケティング担当者も埼玉県朝霞市から熊製に異動することになった。
『日本経済新聞』2014 年 3 月 8 日付け朝刊，『日経産業新聞』2014 年 3 月 12 日を参照した。 
75 タイホンダが新たに手がけるようになった低排気量の二輪車には，例えば，排気量 125cc の MSX125，
排気量 250cc の CB250F がある。MSX125 については，『二輪車新聞』2013 年 2 月 15 日を，CB250F
については本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/CB250F/spec/）（2015 年 11 月
25 日閲覧）を参照した。 
76 本田技研工業への聞き取り調査による。 
77 『日経産業新聞』2013 年 3 月 6 日付け 1 面より引用した。 
78 『日経産業新聞』2013 年 3 月 6 日を参照した。 
79 東京エディターズ〔2013〕，188 ページより引用した。具体的な機種名は，CBR500R，CB500F，500X
である。日本市場にホンダが投入した際の機種名は，CBR400R，CB400F，400X である。名称が異なる
の点は後述する。出所は，本田技研工業〔2013〕，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2013/2130412-cbr400r.html）（2015 年 12 月 2 日閲覧）である。 
80 アイアールシー〔2013〕を参照した。 
81 排気量を 400cc に落としたために，機種名も若干変更が加えられた。出荷地域及び本国生産拠点での
生産については，日経テクノロジーオンライン web サイト（URL：
http://techon.nikkeibp.co.jp/article/NEWS/20130412/276692/?rt=nocnt）（2015 年 12 月 5 日閲覧）
を参照した。なお，この記事によれば，本国生産拠点は，約 60%（コストに占める割合）の部品をタイ
ホンダとタイの部品サプライヤーから輸入し組み立てている。 
82 『二輪車新聞』2013 年 6 月 14 日を参照した。 
83 『日経産業新聞』2013 年 1 月 29 日，及び本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/400X/spec/）（2016 年 3 月 7 日閲覧）を参照した。ニューファンダメンタル
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シリーズは，スクーターの 3 倍から 5 倍の部品が必要である。出所は，『日経産業新聞』2013 年 3 月 6
日である。 
84 タイホンダは，ニューファンダメンタルコンセプトの生産に合わせて，グローバルモデル用の新工場
を建設した。出所は，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2012/c121113.html）（2016 年 1 月 2 日閲覧）である。 
85 CBR650F と CB650F については，『二輪車新聞』2014 年 2 月 14 日，2014 年 4 月 25 日，本田技研
工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2014/2140418-cbr650f.html）（2016 年 6 月
11 日閲覧）を参照した。なお，タイでの低排気量（250cc）及び高排気量の二輪車生産は，ホンダより
も早くからカワサキが実施していた。『日経産業新聞』2009 年 9 月 30 日，『日本経済新聞』2012 年 8
月 25 日付け朝刊を参照した。このことは，カワサキは中排気量以上の二輪車を中心に製品を展開する企
業であることが影響しているだろう。ただし，カワサキの製品開発体制を把握できていないために，同社
がタイで生産する機種が，本稿でいうグローバルモデルかどうかは不明である。 
86 本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/factbook/motor/CBR650F-CB650F/201404/201404_CBR650F-CB650F.pdf ）
（2016 年 6 月 11 日閲覧）を参照した。 
87 本田技研工業webサイト（URL：http://www.honda.co.jp/CBR650F/spec/）（2016 年 6月 4日閲覧），
同 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/factbook/motor/CBR650F-CB650F/201404/201404_CBR650F-CB650F.pdf ）
（2016 年 6 月 11 日閲覧）を参照した。 
88 レスポンス web サイト（URL：http://response.jp/article/2014/10/23/235704.html）（2016 年 1 月
27 日閲覧）を参照した。 
89 ここでの中国拠点とは五羊ホンダである。出所は，『二輪車新聞』2011 年 7 月 22 日である。機種名は
出荷地域によって異なり，日本向けの機種名が Dio110，欧州向けのそれが Vision である。東京エディ
ターズ〔2013〕を参照した。 
90 ここでは，本稿の分析対象である国際生産分業に関連する動きを取り上げている。そのため，中国拠
点が国内だけに出荷する機種，あるいは適地供給拠点として手がけている機種は捨象している。実際，中
国拠点は超低排気量以外の機種も生産している。さらには，アフリカの生産拠点向けの部品輸出を手がけ
ている。しかし，それらはグローバル供給拠点としての役割ではないために，ここでは除外した。中国拠
点の生産品目とアフリカ向けの部品輸出については，アイアールシー〔2013〕〔2014〕，『日本経済新聞』
2013 年 3 月 27 日付け夕刊，『日経産業新聞』2013 年 4 月 4 日を参照した。 
91 本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2014/c140321b.html）（2016 年 1
月 2 日閲覧）を参照した。 
92 本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2000/c000929.html）（2016 年 1
月 4 日閲覧），同 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2002/c020510.html）（2016 年 1
月 4 日閲覧），同 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2007/c070718d.html）（2016 年
1 月 2 日閲覧），同 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2011/c110725a.html）（2016
年 1 月 2 日閲覧）を参照した。 
93 本田技研工業への聞き取り調査による。 
94 2012 年の時点でベトナムホンダの生産する二輪車のうち，スクーターが約 4 割，モーターサイクルが
約 6 割であった。ベトナム市場とベトナムホンダの生産の動向については，本田技研工業への聞き取り
調査による， 
95 NNA.ASIAweb サイト（URL：http://news.nna.jp/free/news/20091112icn001A.html）（2016 年 3
月 8 日閲覧）を参照した。 
96 イタリアのホンダ系二輪車部品サプライヤーである C.I.A.P.（Costruzione Italiana Apparecchi 
Precisione S. p. A. ）社への聞き取り調査による。 
97 ただし，タイホンダは PCX125 の生産を中止し，タイ市場で訴求力の高い排気量を有する PCX150 の
み生産することになった。本田技研工業への聞き取り調査による。 
98 「eSP」は，「enhanced Smart Power」の略称であるという。括弧内は，本田技研工業〔2012a〕，33
ページから引用した。ただし，SH と PCX の eSP エンジンでは基本は同じであるものの，若干形状が異
なる部分もあるという。また，ホンダは eSP エンジンをタイ生産の PCX に搭載した後に，モデルチェン
ジを機に水平展開で SH に搭載させた。本田技研工業への聞き取り調査による。 
99 SHmode も eSP エンジンを搭載した機種である。『二輪車新聞』2013 年 10 月 18 日を参照した。SH
及び SHmode の発売年は，本田技研工業〔2013〕，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2013/2130830-shmode.html）（2015 年 12 月 2 日閲覧）を参照した。
加えて，この年に，ベトナムホンダは eSP エンジンを搭載した二輪車・Lead を日本に出荷し始めている。
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出所は，本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2013/2130322.html）（2016
年 1 月 2 日閲覧）である。 
100 本田技研工業への聞き取り調査による。 
101 モデルチェンジ前の Dio110 については，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2013/2130522-dio110.html）（2015 年 12 月 2 日閲覧）を，モデルチ
ェンジ後の Dio110 については，本田技研工業 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2015/2150227-dio110.html）（2015 年 12 月 2 日閲覧），『二輪車新聞』
2015 年 4 月 10 日を参照した。なお，PCX の eSP エンジンは水冷であるのに対して，Dio110 のそれは
空冷である。レスポンス web サイト（URL：http://response.jp/article/2015/01/16/241817.html）（2015
年 11 月 25 日閲覧）を参照した。 
102 Dio110 の複数国での生産については，『二輪車新聞』2011 年 7 月 22 日を参照した。 
103 ダンクについては，三ツ川/平山/大坪/立石〔2014〕を，タクトについては，本田技研工業 web サイ
ト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2015/2150116-tact.html）（2015 年 12 月 2 日閲覧）を参照
した。ダンクは日本への出荷を専用とした機種であることも，本国生産拠点に移管する要因のひとつであ
ろう。また，このダンクとタクトに先駆けて，新大洲ホンダが生産し日本に輸出していた超低排気量機種
であるジョルノも本国生産拠点に移管された。出所は，『二輪車新聞』2015 年 9 月 25 日，2015 年 10
月 23 日，本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2014/2141113-giorno.html）
（2015 年 12 月 2 日閲覧）を参照した。 
104 なお，eSP エンジンは，輸出専用にホンダが開発したエンジンではなく，現地市場向けの機種にも搭
載されていることに注意が必要である。加えて，この間，タイホンダが生産する機種も，順次，eSP エン
ジンを搭載していく。したがって，ベトナムホンダが eSP エンジンの生産を一手に引き受けているわけ
ではないことに注意されたい。ここで強調しているのは，ベトナムホンダが eSP エンジンを搭載した SH
の生産を獲得したことが起点になり，同種のエンジンを搭載するグローバルモデル PCX を手がけるよう
になったことである。タイホンダについては，本田技研工業への聞き取り調査による。 
105 ここでの記述は，特に断りの無い限り，本田技研工業への聞き取り調査による。 
106 先述のように，2015 年からは Dio110 の日本への出荷をベトナムホンダが手がけている。そのため，
イタリアホンダへの Dio110 の部品輸出も，中国拠点からベトナムホンダに切り替わっている可能性が高
い。そうであるならば，ベトナムホンダの部品輸出は益々拡大することになるが，この点の詳細は不明で
ある。 
107 スペインホンダは，二輪車・四輪車の部品生産を担うことになった。 
108 なお，ホンダは 2016 年 7 月に，自社のインドネシア生産拠点である PT Astra Honda Motor で，低
排気量機種である CBR250RR を生産することを発表した。CBR250RR は，同拠点で生産する機種の中で
最大の排気量であるという。ホンダは，この CBR250RR をインドネシア国内向けに発売し，2017 年に
は日本でも販売を開始した。また，日本向けに関しては，インドネシアからの部品供給を受けて，本国生
産拠点が塗装・組み立てを行うという。インドネシア生産拠点による CBR250RR は，機種が異なるもの
の，タイホンダの CBR250R 生産と類似した事例であるかもしれない。そうであれば，統合生産システム
のグローバル供給拠点がさらに増加することになる。ただ，このインドネシア生産拠点の CBR250RR 生
産は，直近の事例であり，詳しい情報を掴めていない。そのため，ここでは取り上げなかった。CBR250RR
については，本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/news/2016/2160725.html）
（2016 年 8 月 20 日閲覧），同 web サイト（URL：
http://www.honda.co.jp/news/2017/2170418-cbr250rr.html）(2017 年 10 月 21 日閲覧)，レスポンス
web サイト（URL：http://response.jp/article/2016/07/26/279005.html）（2016 年 8 月 20 日閲覧）を
参照した。加えて，本国生産拠点が塗装・組み立てを行うことについては，MotorFanweb サイト（URL：
https://motor-fan.jp/tech/10000309）（2017 年 10 月 21 日閲覧）を参照した。 
109 本田技研工業への聞き取り調査による。 
110 藤本〔1997〕，13 ページより引用した。なお，藤本〔1997〕は，この創発プロセスを「システム創発」
とも呼んでいる。引用は同じく，藤本〔1997〕，13 ページである。 
111 いずれも藤本〔1997〕，3 ページより引用した。 
112 藤本〔1997〕，13 ページより引用した。 
113 藤本〔1997〕，16 ページより引用した。 
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第 3章 統合生産システムの調整メカニズム1 
 

Ⅰ 課題設定 

 

 本章の目的は，統合生産システムの調整メカニズムを解明することにある2。ここではま

ず，本稿の冒頭で述べた国際生産分業をシステムとして形成する難しさを，二輪車産業に

即して具体的に捉えることから始めよう。 

 統合生産システムを形成する際，ホンダはある時点で当該機種の生産に最も適した拠点

を決める必要がある。ホンダが生産拠点を選択する機会は，主要には新機種開発か，モデ

ルチェンジ機種の開発時点である。この他に，第 1 章・第 2 章で述べたように，既存機種

を他国で販売するために，モデルチェンジの前に当該機種を再度開発あるいはテストを行

うこともある。しかし，そうした場合に，ホンダが生産拠点を変更することはごく稀であ

る。ある機種のモデルチェンジから次なるモデルチェンジまでの期間をモデルチェンジサ

イクルと呼べば，ひとつのモデルチェンジサイクルごとに，ホンダは生産拠点と開発拠点

を選択する。実際には，後にみるようにエンジン開発の有無（新規開発か既存のエンジン

か），モデルチェンジによる変更の大きさ（フルモデルチェンジかマイナーモデルチェンジ

か）によって，現時点と同じ拠点で当該機種を開発・生産することもある。とはいえ，モ

デルチェンジであっても，製品要件が全く同じ機種は存在しないので，当該機種の生産拠

点・開発拠点として現時点と同じ拠点をホンダが選択したと捉えることができる。このよ

うに，ホンダは新機種開発とモデルチェンジサイクルのタイミングで，個々の機種の生産

拠点・開発拠点を選択する。そうした意思決定の連続によって，ホンダは統合生産システ

ムを形成してきたのである。 

 ホンダの生産拠点の決定は，拠点の成長を捉え，または将来的な拠点の発展を見据え，

かつ統合生産システム内部の拠点間の相乗効果を生むものでなくてはならない。しかも，

ブランドレベルの製品ラインナップであれ，拠点レベルのそれであれ，その時々の市場動

向に対応するためには，拠点を決めた後に当該拠点からの迅速な機種投入を要する。むし

ろ，競争を有利に進めていくためには，市場投入から逆算して，生産拠点を選ばなければ

ならない。しかし，このような拠点選択の意思決定には以下の困難がある。 

 ①拠点の活用可能性を完全に見極めてから，当該機種の生産拠点を決定していては，迅

速な機種投入が難しくなる。二輪車企業，とりわけホンダでは，当該機種の開発に着手す
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る前に生産拠点を決めなくてはならない。各生産拠点では，保有する機械・設備や人件費，

生産性もさることながら，周辺に立地するサプライヤーや購買部品の入手可能性などが異

なる。それゆえ，生産拠点が決まっていなければ，当該機種に設定した目標コストの実現

にむけた開発を始めることができない。その目標コストは当該機種の販売開始から終了ま

での総販売量と，その機種で実現する仕様を想定して算出する。さらに，総販売量は当該

機種で狙うターゲット層や，それに訴求するための価格，販売促進のマーケティングにも

連動する。このように，ホンダは特定の生産拠点を前提として，ある機種の製品要件を考

案し，開発を進める。つまり，生産拠点の選択は，当該機種の製品要件と強くリンクする。

そのため，開発が始まってから生産拠点を変えることは容易ではない。 

 しかも，ひとたび生産・販売が始まれば，当該機種の生産が終わるまで，つまり次のモ

デルチェンジのタイミングまで生産拠点を変えることは難しい。ホンダは当該拠点が持つ

設備や工程レイアウトを前提として特定の機種を開発・生産し，テストや品質保証を行う。

そのため，ある機種の生産・販売が継続している間に，生産拠点を変更しようとすれば，

当該機種を再度テストしなければならない。統合生産システムの中で活用可能な拠点が生

まれたからといって，その拠点に現行機種の生産を切り替えることは困難を伴う。したが

って，実際に開発を始める時点は，開発から次のモデルチェンジのタイミングまでの間に

おける生産拠点を確定させるタイミングを意味するのである。 

 一方で，二輪車は企画・開発から量産準備を経て生産が始まるまで，概ね半年から 2 年

半の期間を要する。本稿では，この新製品の企画・開発から量産開始までの期間を，「ディ

ベロップメント・リードタイム（以下，DLT と記述する）3」と表現する。当該機種の量

産が始まれば，ほぼ同時に市場での販売を開始することになる。それゆえ，本稿では量産

開始を市場での発売開始と同じものとして捉える。この DLT が存在するために，ホンダ

が当該機種の生産拠点の決定を遅らせば遅らせるほど，開発着手の時点を先延ばしするこ

とになり，市場投入のタイミングを逸する可能性が高くなる。市場動向に機敏に応じよう

とすれば，ホンダはある程度の時間的先行性をもって生産拠点を決めなくてはならない。 

 しかしながら，②早い時点で生産拠点を確定すれば，統合生産システムの中で，潜在的

に活用可能な拠点を用いる機会を失ってしまう。もしくは，拠点の育成計画に沿って，特

定の拠点に今後数年間で生産する機種を事前に決めていたとしても，それが計画通りに実

現できるかどうかはわからない。第 1 章と第 2 章でみたように，統合生産システムの形成

には計画の側面と創発の側面がある。計画的に拠点の育成を狙ったとしても，当該拠点が
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いつ次のステップに進められるのかどうかは予測が難しい。例えば，低排気量の機種から

中排気量へ，さらには高排気量へと生産品目をより高度にしていく計画を立てていたとし

ても，中排気量の機種の生産が順調に進むとは限らない。これに対して，ベトナム拠点の

ように，統合生産システムの形成が進む中で，創発的に活用できるようになった拠点につ

いては，そもそも事前予測が困難である。ある拠点が活用できるかどうかに対して不確実

性がある限り，①の市場投入のタイミングを重視するからといって，開発着手よりも前の

段階で拠点を確定させることは難しいのである。 

 このように，ホンダは生産拠点を確定する開発着手の時点で，各国市場と拠点の最も新

しい動向をもとに，当該機種の生産に最適な拠点を選択する必要がある。同時に，③そう

した拠点の選択は，統合生産システム内部における拠点間の相互連携を強化するものでな

ければならない。ホンダの統合生産システムは，この個別機種の拠点選択という意思決定

を繰り返し行うことで形成されてきた。そのため，ひとつひとつの拠点の選択は，当該時

点で，長期的な国際生産分業のあり方を見据えたものでなければならない。しかも，そう

して開発する機種は，ホンダのブランドレベルや拠点レベルの製品ラインナップ全体の中

での位置付けを明確にされる必要がある。だから，開発着手の時点で拠点を選択するとい

っても，その時々で活用可能な拠点を場当たり的に選ぶわけにはいかないのである。開発

着手のタイミングで個別機種に最適な意思決定を繰り返すだけでは，長期的な製品ライン

ナップを組めないし，国際生産分業をシステムとして形成することが難しくなる。このこ

とは，当該時点におけるシステム全体を見据えた長期的な構想から，特定機種にとって最

適な拠点を選択するという意思決定を行うことをホンダに要請する。 

 二輪車産業において国際生産分業を形成する困難とは以上のことである。ここでの困難

とは，具体的には，新機種開発やモデルチェンジサイクルのたびに訪れる拠点選択の機会

に対して，恒常的に更新されていく長期的な構想をもとに，その時々の最適な拠点をいつ，

誰が，どのように決定を行うのか，である4。ホンダの統合生産システムの調整メカニズム

は，この困難な課題を可能な限り解決するものである。次節からは，ホンダの統合生産シ

ステムの調整メカニズムを具体的に把握していく。ホンダの調整メカニズムは，ブランド

レベルの製品ラインナップ計画を策定する段階と，個別の機種の開発・生産を進めていく

段階という 2つの段階からなる。Ⅱではブランドレベルの製品ラインナップの計画策定を，

Ⅲでは個別機種の開発・生産プロセスを素画する。それらを踏まえて，Ⅳではホンダの統

合生産システムの調整メカニズムの特質を検討する。最後に，Ⅴでは，第 3 章で判明した
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ことをまとめる。なお，調整メカニズムの全体像に対する考察は，それを支える基盤が明

らかになる第 4 章で行うことにする。 

 

Ⅱ 製品ラインナップ計画の策定とラインナップローリングによる調整 

 

 ホンダの機種開発には，大きく 4 つのタイプがある。順に確認すると，Aタイプがフレ

ームとエンジンを新規開発する機種，B タイプがフレームかエンジンのどちらかを新規に

開発する機種，C タイプがエンジンとフレームを変えずに，外観や性能に若干の変更を加

えるために開発する機種，Dタイプがカラーを変えるために開発する機種である。A タイ

プから Dタイプでは，必要となる人員・部門と投資金額，企画・開発から量産に至るまで

の期間（DLT）に差異がある。Aタイプが最も多くの人員・部門と投資金額，最も長い DLT

を要する。A タイプから D タイプになるにしたがって，人員・部門や投資金額が少なく，

DLT が短くなっていく。例えば，A タイプの DLT は約 2 年半，D タイプのそれは約半年

である。もちろん，機種によって，あるいは早期に市場投入しなければならないといった

機種開発の緊急度によって，同一タイプでも DLT は変動する。 

 個別の機種開発に先立って，ホンダは今後，約 10 年先までに全世界で販売する機種の

計画（本稿では，これを製品ラインナップ計画と呼ぶ）を策定し，全拠点に発行する5。こ

の計画は，全くの新機種や既存機種のフルモデルチェンジ（A タイプと B タイプ），既存

機種のマイナーモデルチェンジ（Cタイプと Dタイプ）といった全ての二輪車の開発・生

産・販売のスケジュールを機種ごとにホンダが定めたものである。モデルチェンジまでの

間隔は，Fun と Commuter で違いがあるものの，製品ラインごとに概ね決まっている。そ

のため，すでに生産・販売している機種を継続するのであれば，モデルチェンジの開発・

生産・販売のスケジュールを製品ラインナップ計画に組み込む。生産・販売を中止する機

種は，そのスケジュールが製品ラインナップ計画に記載される。一方で，新機種，または

大幅に二輪車の構造が変わるフルモデルチェンジの場合，ホンダは次のプロセスを通じて，

製品ラインナップ計画に機種を加えていく。 

 新機種やフルモデルチェンジ機種の検討は，現地販売拠点が本社に出す要望か，本社が

実施するフィージビリティスタディのいずれかを契機に始まる。現地販売拠点からの要望

は地域統括本部を通じて本社に伝えられる。現在，ホンダは，日本，中国，欧州，北米，

南米，アジア・大洋州という 6 つの地域統括本部を有する。1990 年代前半ではホンダの
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地域統括本部は 4 つであった。その後，それまでの地域統括本部から南米と中国を独立さ

せた。このように，地域統括本部を細分化させたために 6 つになっている6。これら地域統

括本部は複数の販売拠点を統括し，各国の市場動向や各拠点の収益を把握し，当該地域に

おける共通の施策を考案する。さらに，地域統括本部は個別の販売拠点からの要望を集め，

本社と交渉するための窓口となる。このような地域統括本部が伝達する各販売拠点からの

要望が起点となり，本社と地域統括本部で機種の検討が始まる。これに対して，主として

本社で実施するフィージビリティスタディからも機種の検討作業が開始される。フィージ

ビリティスタディは，上記した 4 つのタイプの開発によって関わる部門が異なる。新機種

やフルモデルチェンジ機種の場合は，本社の販売（Sales：S），生産（Engineering：E，

後述する生産企画部），開発（Development：D，本田技術研究所）と，二輪事業企画室

（後述）及び当該機種を投入予定の地域統括本部が参加する7。これらのメンバーが，既存

の販売ラインナップや市場シェア，各国における需要の変化などを踏まえて次なる機種を

考えていく。 

 機種を検討していく過程では，ホンダの二輪事業企画室と生産企画部，本田技術研究所

が密接に関わる。これは，各販売拠点の要望と本社のフィージビリティスタディのどちら

から機種の検討が始まっても同じである。二輪事業企画室は，本社・二輪事業本部が管轄

する部門であり，本田技術研究所が手がける先進技術の研究開発の動向を随時確認し，把

握することを役割のひとつとする。本田技術研究所は，特定の機種開発に先行して，新技

術の基礎研究に取り組む（ホンダはこの基礎研究を「R研究8」と呼んでいる）。むしろ，R

研究は機種を特定せずに進められ，製品ラインナップ計画の策定時点やある機種の企画・

検討に着手した時点で，R 研究が生み出しつつある，もしくはプールした技術の搭載可能

性をホンダが検討すると表現したほうが正確である。R 研究の成果適用を探る作業は，製

品ラインナップ計画の策定時点のみならず，特定の機種の企画・検討が始まり，製品コン

セプトを洗練する過程でも継続して行われる。ただし，製品ラインナップ計画の策定時点

で，ホンダが R 研究の成果の適用をすでに決めている機種もある。このようなケースは，

エンジンの新規開発に多い。そうしたエンジンの新規開発を除けば，当該機種に対して新

技術の搭載を決定するタイミングは，R研究の進捗次第である。R研究の進捗が遅れれば，

特定の機種の企画・検討の時期をホンダが延期することもある。ある機種の製品魅力を向

上させるためには R研究の成果がかなり重要である。それゆえ，機種の検討作業には，二

輪事業企画室と本田技術研究所の参加が必須となるのである。 
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 研究開発の成果を検討する二輪事業企画室に対して，当該機種の生産拠点の選定を担う

のが生産企画部である。生産企画部は，ホンダが本国生産拠点である熊製に設置した部門

であり，海外生産拠点の工程レイアウトから保有設備・機械，周辺サプライヤーから調達

できる部材といった情報をすべて保有する。詳しくは第 4 章で論じるが，生産企画部は，

そうした海外生産拠点の情報を常にアップデートし，ある機種の生産に活用可能な拠点を

見出すことを担う。第 1 章で確認したように，フェーズⅠ及びそれ以前では，需要のある

国・地域で生産することがホンダの方針であった。当時は，当該機種に対して最も需要の

ある国に立地する拠点が，その生産を担うことが決まっていた9。その後，統合生産システ

ムの形成が進むにつれて，ホンダは現地生産・現地販売の方針に加えて，当該機種の生産

に最も適した拠点を選択するようになった。複数の選択肢の中から，当該機種に適する生

産拠点の候補を挙げ，選定することが生産企画部の役割である。 

 生産企画部は，各拠点のインフラ・設備と投資計画を踏まえて，当該機種の製品要件，

とりわけコストを達成するのはどの拠点かを検討する。この検討に際して，生産企画部は，

既存機種（モデルチェンジかどうか）とエンジンの新規開発の有無を踏まえて，生産拠点

の候補を選出していく。モデルチェンジ機種の場合，生産企画部はひとまず現行機種を生

産している拠点を，新たに開発する機種の生産拠点の候補とする。加えて，既存機種が無

い新機種の開発であっても，搭載する予定のエンジンがすでに開発・生産済みであった場

合，生産企画部はその時点で当該エンジンを作っている拠点を生産拠点の候補に挙げる。

このように候補として挙げた生産拠点をもとに，当該機種の製品要件を達成できるかどう

かを検討し，その拠点での実現が難しければ，他の拠点というように生産企画部は拠点を

選定する。こうした過程で，生産企画部は，当該生産拠点のインフラ・設備を踏まえて，

当該機種を生産した場合のシミュレーションを実施し，コストを算出する。もちろん，こ

の時点では，製品要件が固まっていないために，生産企画部が算出するコストは概算に留

まる。その結果，現行機種・エンジンを生産する拠点から別の拠点に変わることもある。

ただし，生産企画部は単純にコストだけで生産拠点を選ぶわけではないことに注意が必要

である。第 1 章と第 2 章で確認したように，各国生産拠点は他国への輸出のみならず，自

国にも投入できる機種を生産する。そのため，どの国・地域を中心に販売する機種なのか

という販売部門の要望も生産拠点の選定に反映される。この点は後述する。 

 このような生産企画部による生産拠点の選定と時を同じくして，ホンダの二輪事業本部

は当該機種の開発拠点を選ぶ。開発拠点は生産拠点よりも選択肢が少ないために，開発の
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種類（先述の Aタイプから Dタイプ）と当該機種の生産・販売地域によって，ほとんど特

定の拠点に絞られる。ホンダは，日本，中国，タイ，イタリア，ブラジル，インド，ドイ

ツに開発・テスト拠点を有するが，そのうち開発機能を持つのは中国とタイと日本だけで

ある。その他の拠点は，テストのみであるとか，デザイン開発のみといったように，二輪

車開発における一部の機能しか有していない。さらに，開発機能を持つ 3 拠点の中で，現

時点で新規のエンジンを開発できるのは日本だけである。もちろん，長期的には新規のエ

ンジン開発ができるように，ホンダはタイ拠点や中国拠点を育成している。しかし，現段

階では，従業員やテスト・設備の環境が新エンジンを開発できるまでには整えられていな

いという。したがって，新エンジンを搭載する機種は，自ずと日本が開発拠点になる。既

存のエンジンを搭載する機種については，各拠点が抱えている負荷と生産・販売地域を踏

まえて，二輪事業本部が開発拠点を定める。 

 上記した R 研究と生産拠点・開発拠点の検討と同時並行で，ホンダは当該機種の販売国・

地域を設定する。これは，新機種の開発，とりわけ Aタイプの開発を実施する機種にとっ

て重要となる。モデルチェンジの機種は，すでに特定の販売国・地域が存在するため，こ

れまでの実績から販売量と生産量をある程度想定できる。これに対して，新機種は販売実

績がないために，販売量・生産量の予測が難しい。ところが一方で，販売量・生産量を想

定しなければ，生産拠点選択の前提条件である新機種のコストを設定できない。しかも，

二輪車の法規（排出ガス規制や騒音規制など）が国ごとに違うので，生産拠点の変更と同

じく，ホンダは当該機種の企画・開発に着手するまでに販売国・地域をあらかじめ決めて

おかねばならない。当該機種の生産が始まってから販売国・地域を新たに追加した場合，

既存の販売国と当該国の法規が同じでなければ，機種の仕様を変更するため，再度の開発

あるいはテストを要する。このような開発やテスト，とりわけテストは新機種開発よりも

大幅に DLT が短く，人員や投資金額も少ないが，開発及び生産準備に追加コストがかか

ることに変わりはない。そうしたコストは，販売先の追加を要望した販売拠点及び地域統

括本部が支払うことになる。したがって，相当の販売量が見込めない限り，販売先の追加

は現実的ではない。 

 そのため，ホンダは新機種の企画・開発よりも前に，全ての販売拠点に機種の概要を周

知する。各販売拠点は，自国に当該機種が必要かどうかを判断し，かつ必要であれば当該

機種の想定販売台数を算出し，地域統括本部を通じてホンダに伝える。この販売台数の合

計から，ホンダは新機種のコストを算出し，それを実現できる生産拠点を生産企画部が選
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定するのである。さらに，当該機種を所望する販売拠点があった場合，その国を統括する

地域統括本部が代表して製品ラインナップ計画の調整や，その後に続く機種開発に参加す

ることになる。 

 こうした過程を経て定められた機種の製品要件と生産拠点・開発拠点に対して，二輪事

業企画室と地域統括本部，開発・生産を担う各拠点が合意すれば，その機種が製品ライン

ナップ計画に盛り込まれることになる。こうしたプロセスによって，製品ラインナップ計

画にホンダが組み込んだ機種を，本稿では開発予定機種と呼ぶ。製品ラインナップ計画の

時点でホンダが選定した開発予定機種の生産拠点と開発拠点は仮決めであり，最終確定で

はない。先に述べたように，開発拠点については選択肢が少ないために，製品ラインナッ

プ計画策定時点からの大きな変更はあまりないが，生産拠点については頻繁に見直しをか

けていく。というのも，製品ラインナップ計画を策定する時点では，開発予定機種の製品

要件は詳細に定まっていないからである。 

 ホンダは計画策定時点から約 10 年先に市場投入する機種まで製品ラインナップ計画に

組み込む。直近の開発・生産機種であれば，市場動向や各生産拠点の状況を概ね予測でき

るが，5 年先や 10 年先の予測は確度が低くなる。そうした 5 年先・10 年先の機種の生産

拠点を早い時点で確定させると，成長した拠点を活用する可能性を排除してしまう。当該

機種の製品要件は，その機種の生産を担う拠点の状況と強くリンクする。したがって，生

産拠点の早期確定は，実現可能な製品要件の幅を狭めることを意味する。ただでさえ，数

年先の需要の変化を見込むこと自体が困難な作業である。それに加えて，市場予測をもと

に設定する製品要件と生産拠点を，ホンダが早い時点で確定させることは極めて難しい。

そのため，ホンダは製品ラインナップ計画それ自体を頻繁に修正するとともに，開発予定

機種の企画・検討が始まり，開発に着手するまでの期間にも調整を加えていく。ホンダが

企画・検討開始後に実施する開発予定機種の生産拠点・開発拠点の調整については，Ⅲの

製品開発・生産プロセスで確認する。ここでは，製品ラインナップ計画それ自体の修正を

みていく。 

 第 3-1 図は，製品ラインナップ計画をモデルとして示している。4 つの開発予定機種の

スケジュールのみ取り上げたが，実際には，ホンダが現時点（N）において各国で生産・

販売する 100 以上の機種と，開発予定機種が製品ラインナップ計画に記載される。つまり，

製品ラインナップ計画は，現時点から約 10 年後までのブランドレベルの製品ラインナッ

プを全て網羅する。図中の機種 o と機種 q が，既存の機種が無い新機種である。機種 p は
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既存の機種をマイナーモデルチェンジした後にフルモデルチェンジを，機種 r が数年後に

フルモデルチェンジを予定する機種である。黒の実践矢印が，当該機種の企画・検討から

量産立ち上げ（≒市場投入）までの期間，すなわち DLT を表している。マイナーモデルチ

ェンジ（C・D タイプの開発）は DLT が短く，フルモデルチェンジ及び新機種（A・B タ

イプの開発）は DLT が長い。図が煩雑になるために記載していないが，DLT を構成する

4 つのステップも，ホンダは製品ラインナップ計画に盛り込む。DLT の 4 つのステップと

は，1)企画・検討スタート（図の☆印），2)開発着手，3)開発完了・量産準備，4）量産立

ち上げ（図の□印）である。いずれの開発予定機種も販売国・地域と生産拠点・開発拠点

が仮決めされている。それゆえ，各生産・開発拠点は，どの時点で，どの機種の業務に携

わるのかが製品ラインナップ計画から読み解くことができる。 

第 3-1 図 本田技研工業の製品ラインナップ計画 

 

出所：筆者が作成した。 

 ホンダは製品ラインナップ計画全体を頻繁に見直し，個別の開発予定機種の製品要件と

生産拠点・開発拠点を調整していく。ここでの調整は，特定の機種に焦点を当てれば，主

要には製品ラインナップ計画に記載した時点から，当該機種の企画・検討が始まる時（DLT

の開始時点）まで続く。ホンダが製品ラインナップ計画で実施する調整期間を示したのが，

新機種の企画・検討開始時点
新機種のラインナップ調整期間

マイナーモデルチェンジの企画・検討開始時点
DLT

フルモデルチェンジの企画・検討開始時点
既存機種のラインナップ調整期間

年N-1 N N+1 N+2 N+3 N+4 N+5

機種 o

機種 p

機種 q

機種 r

量産立ち上げ
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点線の矢印である。モデルチェンジの調整期間を灰色の点線で，新規機種の調整期間を黒

色の点線で示した10。モデルチェンジと新機種では，生産拠点の調整の初期条件が異なる

ために，点線を色分けした。ホンダは，モデルチェンジ機種の生産拠点として，現時点で

既存機種を生産する拠点を候補とする。一方で，新機種には既存機種がないので，生産拠

点選択の判断は多様である。製品要件で狙ったコストを達成できることを前提としたうえ

で，開発予定機種の販売量（予測）が最も大きい国に立地する生産拠点という選択の仕方

もあれば，グローバルモデルのタイ生産のように，長期的に育成する目的から拠点を選択

する場合もある。ただ，初期条件が異なるものの，モデルチェンジ機種と新機種の調整プ

ロセスに大きな違いはない。当該機種の企画・検討に至るまでに，ホンダは以下の手順で

製品ラインナップ計画を調整していく。 

A) 地域統括本部は，概ね週に 1 回の頻度で二輪事業企画室と打ち合わせの場を設ける
11。そこでは，製品ラインナップ計画のうち，むこう 5 年分の開発予定機種の製品

要件に対して意見交換及び相談を行い，すでに開発に着手した機種については進捗

を確認する。ここで解決できない問題については，改めて緊急会議が開かれる。地

域統括本部は，当該地域における複数の販売拠点の代表として，この打ち合わせに

参加する。地域統括本部が提示する意見は，地域執行会議で定めた当該地域の今後

の方針が基盤にある。ホンダが設置した 6 つの地域統括本部は，それぞれ毎月 1

回の頻度で地域執行会議を開催し，当該地域における各事業（四輪・二輪・汎用）

の投資案件の承認や今後の販売方針などを定める12。地域執行会議の参加メンバー

は各地域統括本部の本部長が決めるために，地域によって異なる。いずれにしても，

各販売拠点から伝えられる各国需要の変化や競合他社の動向，今後，必要とする機

種の概要をもとに，当該地域における事業展開の経営判断を行うことに変わりはな

い。各地域統括本部は，地域執行会議で定めた方針に従って開発予定機種の製品要

件を見直す。そうした内容を二輪事業企画室と開発を着手した機種の進捗も含めて

検討するのが，ここでの打ち合わせである。地域統括本部が開発予定の機種の中か

ら，この打ち合わせでどの機種に焦点を当てるのかは，その時々の市場環境次第で

あり，一様ではない。 

B) 二輪事業企画室は各地域統括本部から得られた意見に基づき，二輪事業本部が開催

するラインナップ調整会で開発予定機種の製品要件の修正を検討する。特定の機種

の製品要件に変更が加わった場合は，その生産に適した拠点を生産企画部が再度選
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定することになる。この過程で行われるラインナップ調整の意思決定には，各地域

統括本部の意見だけではなく，二輪事業本部長の判断も反映される。二輪事業本部

長は，当該機種の収益性のみならず，ホンダが今後展開する製品ラインナップ（ブ

ランドレベル・拠点レベル）の構成や，個々の生産拠点の育成，さらには，当該時

点における本国生産拠点も含めた統合生産システムの全体像という長期的な構想

から開発予定機種の製品要件と拠点を判断する。このプロセスにおける二輪事業本

部長の役割は，大きく次の 2 つである。 

 ひとつは，生産企画部による現時点の拠点の評価をもとに，その時々で更新した

統合生産システムの長期構想と，それに伴った拠点活用の方向性という視点から，

特定の拠点を育成する方針を示すことである。こうした二輪事業本部長の役割が発

揮された事例としては，第 2 章で確認したグローバルモデルのタイ生産が挙げられ

る。グローバルモデルのひとつである CBR250R は，海外生産に適するように二輪

車の構造をシンプルにした機種であった。タイ拠点は大変な苦労の末，CBR250R

の生産を達成した。この実績を踏まえて，その後，タイ拠点は高排気量機種の生産

を担うようになった。二輪事業本部長は，将来的にタイ拠点に高排気量機種の生産

を託すために，その前段として CBR250R 生産の検討を提案したという。つまり，

CBR250R の生産は，タイ拠点の長期的な育成計画の一環であったのである。この

ように，拠点を育成する目的から，当該拠点にとって現状よりもチャレンジングな

開発予定機種の生産を委ねるという方針を示すことが，ラインナップ調整における

二輪事業本部長のひとつの役割である。この方針に沿って，開発予定機種の生産を

達成するための具体的な施策を生産企画部が提案する。そうした提案が二輪事業本

部長及び二輪事業企画室に了承されて生産拠点が変更される。 

 いまひとつの役割は，ホンダの製品ラインナップの将来像をもとに，製品要件を

定めることである。つまり，開発予定機種を第 2-4 図で示したラインの奥行きの

どこに位置づけるのかという判断を二輪事業本部長が下す。これは上記の拠点の育

成方針と密接に関係する。例えば，ある機種の製品要件をエントリーモデルに位置

付けた場合，当該機種の生産を達成できるかどうかとともに，その機種を生産する

ことで拠点を育成させられるかどうかを同時に検討し，アジア拠点の活用を示すこ

とが考えられる。二輪事業本部長は，後にみる個別の機種の開発・生産プロセスに

おいても，ここで述べた 2 つの役割を一貫して担う。 
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 さらに，こうした一連のラインナップ調整の過程では，後述する R研究の動向も

含めて研究開発を担う本田技術研究所も密接に関わる。 

C) このように修正した製品ラインナップ計画に対して，地域統括本部，本田技術研究

所，開発拠点・生産拠点が了承すれば，二輪事業企画室は新たな製品ラインナップ

計画を正式に全拠点に発行する。二輪事業企画室が製品ラインナップ計画を発行す

る頻度は年 2 回である。つまり，製品ラインナップ計画は，半年に一度アップデー

トされる。この製品ラインナップ計画が開発・生産拠点の長期的な指針となる。開

発拠点は，製品ラインナップ計画から自拠点が担う開発予定機種を読み解き，将来

的に自拠点にかかる負荷を算出する。生産拠点もまた，製品ラインナップ計画から

自拠点が担当する開発予定機種を割り出し，長期の生産計画を組み立て直す。同時

に，生産拠点は既存機種のモデルチェンジによって，いかなる変更が加えられるの

かを読み取る。既存機種のカラーだけが変わるのか，それとも法規対応でエンジン

が新しくなるのかといったモデルチェンジに伴う既存機種の変更の程度によって，

生産拠点にかかる負荷が変化するからである。さらには，モデルチェンジのタイミ

ングで既存機種の生産を打ち切ることが決まれば，生産拠点は長期の生産計画の修

正を余儀なくされる。各開発・生産拠点は，このような計画の修正を製品ラインナ

ップ計画がアップデートされるたびに実施する。 

D) 新しく発行した製品ラインナップ計画をベースに，次の発行（半年後）のタイミン

グまで，A)で述べた地域統括本部と二輪事業企画室との調整が続く。さらに，ここ

での調整には，次の 2 つのことをホンダは検討する13。第 1 に，C)の製品ラインナ

ップ計画の発行を受けて，各生産拠点が企図した量産移管の提案である。この典型

例としては，第 2 章でみたイタリアホンダの PCX125/150 の生産が挙げられる。

PCX125/150 は，もともとグローバルモデルとしてタイ・ベトナム拠点で生産する

機種であった。これに対して，イタリアホンダは，タイ・ベトナム拠点から部品を

受け取り，自拠点で組み立て生産することにメリットがあることを二輪事業企画室

に提案した。PCX125/150 が欧州で人気を博したために，それを自拠点に取り込む

ことによる生産ラインや機械設備の稼働率向上をイタリアホンダは狙ったのであ

る。イタリアホンダの他にも，本国生産拠点（熊製）が為替相場の変化を捉えて，

ある機種の自拠点への量産移管を提案するなど，こうした事例は数多く存在する。

さらには，既存機種の量産移管だけではなく，新機種の生産拠点として，ある拠点
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が自ら手を挙げて，自拠点で生産するメリットを提案することもある。このように

各生産拠点から二輪事業企画室にもたらされた提案を検討するのは生産企画部で

ある。生産企画部が拠点を変更するメリットを確認できれば，ホンダは次の製品ラ

インナップ計画に反映させる。 

 第 2 に，本田技術研究所の R研究の動向である。R研究はスケジュール通りに進

まない場合がある。R研究で新技術の開発が想定よりも早く実現できることになれ

ば，開発予定機種のいずれかに搭載することを二輪事業企画室が検討する。その場

合，製品要件が変わるので，生産企画部が生産拠点を再度選定することになる。実

際，新技術の開発が早期に実現し，それを搭載することが決まった開発予定機種の

生産拠点を本国生産拠点に変更したというケースがある。逆に，R研究の進捗が遅

れた場合，ホンダが開発予定機種の企画・検討の開始時期を延期させることは先述

の通りである。 

 

 ホンダは A)から D)の手順を繰り返し，製品ラインナップ計画を調整していく。ここで

の調整主体は，地域統括本部，生産企画部，本田技術研究所，二輪事業企画室の 4 者であ

る。本稿では，これら 4 者をグローバル SED（地域統括本部・二輪事業企画室が S を，生

産企画部が E を，本田技術研究所・二輪事業企画室が Dを代表する）と呼ぶ14。直近 5 年

分の製品ラインナップ計画は，グローバル SED によって，かなり頻繁（週に 1 回の頻度）

に調整され，半年に一度，全拠点にむけて正式に発行される。さらに，正式な製品ライン

ナップ計画を発行すると同時に，再びグローバル SED による頻繁な調整が始まる。本稿で

は，この半年に一度アップデートする過程をラインナップローリングと表現する。 

 明らかなように，ラインナップローリングは，できるかぎり直近の市場環境の変化に応

じるように，かつ拠点の活用機会を逸しないように，グローバル SED が開発予定機種の製

品要件とそれを担う拠点を組み替えていくものである。このような組み替えを，ホンダは

ラインナップローリングだけでなく，特定の開発予定機種の開発・生産プロセスでも続け

ていく。したがって，ホンダはラインナップローリングの期間では当該機種の製品要件と

開発・生産拠点を確定させない。ラインナップローリングによってラフに定めた製品要件

と開発・生産拠点を確定させるのは，特定の開発予定機種の開発・生産プロセスの段階で

ある。Ⅲでは開発・生産プロセスの流れを確認していこう。 
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Ⅲ 個別機種の開発・生産プロセスとプロジェクトチームによる調整 

 

 すでに確認したように，ホンダが策定した製品ラインナップ計画には，市場投入から逆

算した企画や開発着手の時期が機種ごとに定められている。ある機種の開発・生産プロセ

スは，1)企画・検討スタート，2)開発着手，3)開発完了・量産準備，4）量産立ち上げとい

うステップを踏む。ここでは，1)企画・検討スタートの時期を迎えた Aタイプの開発予定

機種 o（第 3-1 図）を事例に，開発・生産プロセスのおおよその流れをみていこう。Aタ

イプを取り上げる理由は，アジア拠点が担うエントリーモデル（第 2 章）が基本的に新機

種であったこと，A タイプがその他のタイプで必要となるプロセスを全てカバーしている

ことにある。加えて，全てのタイプの開発・生産において，海外生産拠点が生産する場合

と，本国生産拠点が生産する場合では，開発・生産に関わる参加者が変わる。具体的には，

海外生産拠点が生産する機種の場合は，開発・生産に関わる参加者が増加する。そのため，

以下では，海外生産拠点が生産する場合の開発・生産プロセスを概観する。 

 1)企画・検討スタートの時期になると，ホンダは機種 o の開発・生産を担うプロジェク

トチームを立ち上げる。Aタイプから Dタイプ全てにおいて，ホンダは二輪車の開発・生

産プロセスをプロジェクト単位で進める。プロジェクトチームには，当該機種の開発・生

産プロジェクトを束ねるリーダーと，主に SED（販売・生産・開発）の部門からそれぞれ

リーダーを選出する。このプロジェクトチーム（以下，SED チームと呼ぶ）が 1）から 4）

のプロセスに携わることになる。ただ，各ステップでは，SED それぞれの部門が関与する

度合いは変わる。1)から 2)のステップでは販売部門及び企画部門（S）と開発部門（D）が

中心となってプロジェクトを展開する。その後，ステップが進むにつれて，生産部門（E）

へと比重が移行していく。SED チームは，ホンダが設定したイベント（本稿では，SED 評

価会と呼ぶ）で，チームの提案が二輪事業本部から承認を得られなければ，次のステップ

に進むことができない。ホンダが SED 評価会を開催するタイミングは，大きなものだけを

取り上げれば，1）から 4）の 4 つである。SED 評価会のメンバーは，A タイプ・B タイ

プでは SED の各リーダーと二輪事業本部長，二輪事業企画室であり，二輪事業本部長が最

終決裁者である。Cタイプ・Dタイプでは，SED の各リーダーと二輪事業企画室が参加し，

二輪事業企画室が最終決裁を行う。海外で生産・販売する機種の場合は，現地法人（地域

統括本部と生産拠点）も評価に加わる。厳密には，ホンダは 1）のイベントを SED 評価会
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と位置付けていない。しかし，二輪事業本部からの承認を得るという意味では同じなので，

本稿では 1）のイベントも SED 評価会に含めている。 

 以下では，SED チームが進める開発・生産プロセスを，1)企画・検討スタートから 2)

開発着手の期間，3)開発完了・量産準備から 4）量産立ち上げの期間と大きく 2 つに分け

て確認する。先述のように，ホンダは生産拠点と開発拠点を 2)開発着手までに確定させる。

そのため，1)企画・検討スタートから 2)開発着手の期間を重点的に考察する。 

 

Ⅲ-1. 企画・検討スタートから開発着手の期間 

 機種 o の企画・検討は，販売部門が開発部門に機種 o の開発依頼を発行した時点で始ま

る。開発依頼と同時に，ホンダは機種 o のプロジェクトを立ち上げ，それを遂行するチー

ム（SED チーム）を編成する。チーム編成に際して，ホンダは各部門からプロジェクトリ

ーダー（Project Leader：PL）を指名するとともに，PL を束ねるプロジェクト全体のリ

ーダー（Large Project Leader：LPL）を開発部門の中から選出する。LPL は機種開発プ

ロセス全体を通じて，ひとつひとつの部品や完成車の仕様を判断し，製品全体をまとめあ

げていく存在である15。新機種のプロジェクトに専任として関わるのは，LPL だけである。

この LPL のもと，各部門から選出された機種 o の PL がプロジェクトを進めていく。 

 開発拠点が日本の場合，ホンダは SED チーム及び PL を本国拠点に設ける。PL が指名

される各部門とは，販売（S），生産（E），開発（D），購買（Buy：B），サービス（Service：

SV）のことである16。これら部門それぞれに PL をホンダは指名する（さしあたり，これ

ら PL を順に S-PL，E-PL，D-PL，B-PL，SV-PL と呼ぶことにする）17。これら PL をどの

拠点に設定するのかは開発のタイプと開発拠点によって異なるが，E-PL に関しては，ほぼ

全ての機種開発で本国生産拠点に設置する18。日本で開発した機種を海外生産拠点が生産

するのであれば，生産拠点が決まり次第，本国生産拠点とともに海外生産拠点でも E-PL

を選出する。したがって，海外生産機種では，本国生産拠点の E-PL（本稿では，KE-PL

と呼ぶ）と海外生産拠点の E-PL（本稿では，OE-PL と呼ぶ）が連携して開発・生産に従

事する。さらに，当該機種の海外販売が決まっている時には，地域統括本部も S の一員と

して参加する。なお，詳細に言えば，プロジェクトを遂行するチームは S・E・D・B・SV

からなるが，本稿では短縮して SED（チーム）と表現する。その理由は，ホンダの四輪車

開発を取り上げた研究の多くが短縮した表現を用いていること，ホンダの社内的にも短縮

して呼んでいることである19。 
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 SED チームは，S からの要望である機種 o の概要，販売台数，市場投入のタイミングな

どをもとに，1)企画・検討スタートの SED 評価会にむけて機種 o の製品要件を考案する。

ホンダはすでに製品ラインナップ計画で機種 o の製品要件の大枠を決めている。それを踏

まえて，SED チームは，機種 o の製品要件の詳細を徐々に定めていく。これに並行して，

SED チームは，R研究の成果検討と販売地域の選定を再度行う。これらの作業はラインナ

ップローリングですでに実施していることであるが，今度は，特定機種を対象とし，製品

要件の詳細を次第に詰めていくとともに，SEDチームが確定させる。R研究の成果適用は，

機種 o に具現化する製品の魅力，それに伴ったコスト，販売価格，販売数量を大きく左右

する判断である。そのため，SED チームは，機種 o の製品コンセプトと収益性を照らし合

わせながら，R 研究の中からどのような新技術を搭載するのかを決めていくことになる。

製品ラインナップ計画の策定時点で，機種 o に搭載する技術が決まっていれば，それが製

品コンセプトと収益性に適うものであるかを SED チームが検証する。一方で，機種 o の

販売地域の設定もまた，製品要件の販売数量やコストに影響を与える。それゆえ，この時

点で，販売地域と想定する販売台数を再び集計する。その結果から，開発サイド（D）は，

製品魅力の向上にむけて，金型の新規投資や二輪車の構造を決めていく。加えて，機種 o

の生産を担う拠点（E）は，他の機種の生産も含めて，機種 o で想定される生産量に対し

て，いかに応じるのかを準備する。 

 機種 o を所望する販売拠点があった場合，その国を統括する地域統括本部が代表して，

S の立場で機種開発に参加する。地域統括本部を含め，S はプロジェクトが終了するまで

（量産立ち上げまで）関わることになるが，プロジェクトの企画・検討から開発着手まで

の期間に最も強く関与する。したがって，S は開発・生産プロセスに常に携わるわけでは

なく，SED 評価会の直前のタイミングや，開発を進める中で企画・検討で定めた要件に変

化が生じた時に関わることになる。例えば，開発で予期せぬ事態が生じた際，その時々の

市場の状況を確認しながら，販売台数や売価の再設定を S が行う。地域統括本部の要望や

予想される販売数量は SED チームの S-PL（日本開発の場合は日本に設置される）が取り

まとめ，プロジェクトの企画・検討に反映させていく。そうして，SED 評価会の前のタイ

ミングで，D と E の状況や目標コストが達成できるかを S-PL を含めた S が確認し，その

結果を地域統括本部に報告する。地域統括本部の了承を得て，SED チームは提案を 1)企

画・検討スタートの SED 評価会にかけるのである。 

 こうして，SED チームは，当該機種のターゲット（顧客），製品コンセプトの概要，品
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質，量産開始及び上市するタイミング，販売地域，イニシャル台数（機種の発売直後に生

産・販売予定の台数），モデルチェンジまでの販売台数，年間生産台数，販売価格，コスト，

利益という製品要件を定め，SED 評価会への提案を立てる。SED チームの提案が評価会で

承認されると，機種 o の企画・検討が本格的に始まることになる。1)企画・検討スタート

の SED 評価会では，製品の魅力（製品のおおよそのコンセプト）はもちろんのことながら，

二輪事業として投資に見合う収益（販売価格，販売台数，コスト，利益）をあげることが

できるかという事業の観点からの評価に重きが置かれる20。それゆえ，SED チームは，こ

の段階で，二輪事業企画室及び生産企画部と連携し，生産拠点と開発拠点を概ね決める。

収益性を算出するためには，SED チームが機種 o のコスト目標を設定し，特定の開発・生

産拠点を想定したうえで，コストを算出しなければならないからである。製品ラインナッ

プ計画の策定と同じく，この拠点選択に際して，中心的な役割を果たすのが生産企画部で

ある。生産企画部は，徐々に定まっていく製品要件をもとに，各生産拠点のインフラ・設

備及び投資計画を踏まえて，シミュレーションによってコストを概算する。そうして，コ

ストを達成できる拠点を生産企画部が選定していく。特定の生産拠点から機種 o の生産に

対する提案（量産移管や当該機種の生産拠点候補として自ら手を挙げる）があれば，それ

も同時に生産企画部が検討する。 

 このように SED チームは生産拠点・開発拠点を決め，SED 評価会に提案する。しかし，

SED 評価会では，チームの提案した生産拠点・開発拠点が変わることもある。そうした変

更は，SED 評価会の最終決裁者である二輪事業本部長の意思決定によって実施される。製

品ラインナップ計画と同様，SED 評価会での二輪事業本部長の役割は大きく 2 つである。

それは，当該時点における国際生産分業の長期構想という視点と，ブランドレベルの製品

ラインナップにおける当該機種の位置付けという視点から機種 oの提案を評価することで

ある。SED 評価会は，SED チームが立案した個別の機種の提案を承認する場であるが，そ

こには二輪事業本部としての長期的な視点による意思決定が介在する。グローバルモデル

のタイ生産については先述したため，ここではブランドレベルの製品ラインナップの視点

から二輪事業本部長が判断を下した事例を確認しよう。第 2 章でみたニューミッドコンセ

プトは，二輪事業本部長によって販売価格を下げることが決められた。実際，この機種の

開発に際して，当時の二輪事業本部長は，「私が決めたのは，価格を安くすること21」と述

べている。このような判断を受けて，海外から多くの部品を調達することを試みたため，

ニューミッドコンセンプトは開発期間が 1 年から 1 年半伸びたという22。 
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 開発依頼と SED 評価会で承認された提案が，SED チームの指針となり，いわばバイブ

ルとして機能する。企画・検討の SED 評価会が終了した後に，SED チームは次の手順で

製品コンセプトを具現化させ，洗練させる。まず，Dが機種 o のコンセプトモデルを作る。

ついで，コンセプトモデルを S が顧客とディーラーに見せて反応を確かめる。そこで得ら

れた反応を S から Dにフィードバックする。Dがフィードバックをもとに製品コンセプト

を修正し，それを実現するための費用算出を E（生産企画部）に打診する。E が算出した

費用次第で，Dは製品コンセプトの修正の度合いを探る。このように，Dのコンセプトモ

デルを起点とし，SED が連携することで製品コンセプトを仕上げていく。 

 こうした過程で，SED チームは R 研究の成果検討と販売地域の確定作業を継続して進め

る。これらの結果，二輪車の仕様に変更が加わった場合，SED チームは再び生産拠点と開

発拠点を見直すことになる。そうして修正した提案が，2)開発着手時点でホンダが開催す

る SED 評価会で承認されれば，SED チームは実際に開発に取り掛かる。この時点で，ホ

ンダは機種 o の開発拠点と生産拠点を確定させる。したがって，2）開発着手の SED 評価

会終了後，開発拠点と生産拠点の変更はほとんど無い。開発を始めるに当たり，ホンダが

開発拠点を確定させるのは当然であるが，一方で，生産拠点を確定させる理由は次の 2 つ

である。 

 第 1 に，各生産拠点が有する機械・設備と生産ライン，当該拠点の周辺に立地するサプ

ライヤーには違いがある。開発が進むにつれて，機種 o を担当する生産拠点は，機種 o の

生産を想定し，KE-PL と OE-PL を中心として稼働率の予測と生産計画のバランス調整を

行うとともに，コストを含めて最も効率の良い作り方をデザインする。このうち，機種 o

の作り方を含めた工程設計については，本国生産拠点である熊製と当該生産拠点が連携し，

準備を進めていく。さらには，部材の手配や材料に対する保障の取得，部品納入の仕方を

生産拠点が考案する。これらの作業を進めるためには，生産拠点を決めていなければなら

ない。 

 第 2 に，機種 o の生産に当たって，当該生産拠点に新たに機械・設備を導入する必要が

ある場合，設備投資や金型投資などの費用が発生する。そうした費用は機種 o のコストに

計上される。そのため，費用を算出し確定させなければ，開発を進めることができない。

とりわけ，新機種を立ち上げる時には，全体でどのくらいの投資額になり，それが何年で

回収できるのかを判断しなければならない。第 1 で述べたように各生産拠点の機械・設備

と生産ラインが違うので，どの拠点を選択するのかによって投資額は変動する。このよう
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に，投資と回収期間を想定するためにも，SED チームは開発着手の段階で生産拠点を決め

る必要がある。投資額の算出については，機種 oを生産予定の拠点が担うことができれば，

その拠点が行う。一方で，当該生産拠点で始めて導入する設備である場合や，従来の設備

よりも高度である場合には，その拠点での投資額の算出が難しいこともある。その際には，

生産企画部が本国生産拠点から人員を派遣し，コスト算出を行う。こうした新規投資は，

3）開発完了・量産準備の SED 評価会で，最終的に承認される。 

 

Ⅲ-2. 開発完了・量産準備から量産立ち上げの期間 

 機種 o の開発が完了すれば，生産拠点は量産にむけた準備を始める。この段階で，S と

D から，E へと比重が移行する。開発によって生み出した機種 o の図面は一度，本国生産

拠点である熊製に送られる。ホンダが新機種を開発した際には，熊製が生産する機種であ

っても，海外生産拠点が生産する機種であっても，開発部門（研究所）から熊製に図面を

送った後に当該生産拠点へ渡るというプロセスを経る。熊製は，図面を 1 枚ずつ認証・検

定し，量産として成り立つ仕様かどうかを最終確認するとともに，機種 o の生産に際して

必要となる生産ラインでの作業や部品の流し方といった工程設計を確定させる。そうして，

熊製は考案した機種 o の工程設計と認証・検定済みの図面を，機種 o の生産を担当する生

産拠点に伝達する。 

 機種 o の生産を担当する生産拠点では，熊製から伝えられた図面と工程設計をもとに，

もう一度，図面を 1 枚ずつ認証・検定する。当該拠点の生産ラインや設備・機械と照らし

合わせて，再度，図面を認証・検定するのである。図面は量産準備に対してとりわけ重要

であるために，このような熊製と当該生産拠点での二重の確認を実施している。図面の認

証・検定が終わり次第，当該生産拠点は OE-PL と，OE-PL の下に設置した Q-PL（品質領

域）及び B-PL（購買領域）の 3 者を核として，大きく 6 つの部門（完成車組立，エンジ

ン組立，鋳造，機械加工，塗装，溶接）が密接に連携して量産準備を進めていく。この後，

生産拠点内部及び部品を受注したサプライヤー内部でそれぞれ実施する 3つのイベントと，

当該生産拠点とサプライヤーが共同して実施する 3 つのイベントを経る。ホンダとサプラ

イヤーは，3）開発完了・量産準備の SED 評価会終了後に金型を手配する。そうして，ホ

ンダとサプライヤーは金型を用いて試作を作り，当該部品の設計図面と同一であることを

確認し，量産準備を進めていく。この間に，ホンダとサプライヤーはいずれも，❶量産試

作が製品要件を満たしているのか，❷量産する前の段取りができているのか，❸予定した
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生産台数の量産ができるのか，狙った品質が実現できているのかを確認するという 3 つの

イベントを社内で実施する23。つまり，ホンダの生産拠点内部で実施する 3 つのイベント

と同様のイベントを，サプライヤー内部でも行っている24。同時に，生産拠点内部，サプ

ライヤー内部で事前検証を行った後に，上記した❶から❸の内容をホンダとサプライヤー

が共同で確認するイベントを設定している。さらに，3 つのイベントと同時並行で，生産

拠点は部品や完成車を Dと熊製に送り，製品コンセプトが実現できているか，図面通りに

生産できているのかについて最終確認を得る。 

 こうしたイベントを経て，4）量産立ち上げの SED 評価会が開催される。SED 評価会が

量産立ち上げの準備状況を承認すれば，機種 o の量産が始まる。量産開始及び市場投入か

ら数ヶ月が経過した後に，SED それぞれが事後検証作業に着手する。S はターゲットとし

た顧客にどのくらい売れたのか，D は二輪車のコストが達成できたのか，E は量産準備で

確認した内容が順調に進行したのかを評価・検証する。 

 

 このように，開発・生産プロセスは，ある機種の製品コンセプトに基づく製品要件を SED

チームが具体化していくとともに，生産拠点と開発拠点を決定する過程である。製品ラン

ナップ計画のラインナップローリングによってラフに決めた機種の製品要件と開発・生産

拠点が，時の経過に従って煮詰められていく。したがって，ホンダは，ラインナップロー

リングと開発・生産プロセスという 2 段階の意思決定プロセスによって，機種の製品要件

と開発・生産拠点を決めていくのである25。このような開発・生産プロセスにおいても，

ホンダは機種 o の製品要件だけを捉え，それに最適な拠点を決めているわけではないこと

に注目する必要がある。SED チームの提案は，SED 評価会によって今後の二輪事業の展開

を踏まえた視点から評価され，承認されていた。SED 評価会は，長期的な視点から個別機

種の製品要件と生産・開発拠点を決定するための方法と捉えることができる。 

 

Ⅳ 統合生産システムの調整メカニズム：SED による段階的な意思決定 

 

 統合生産システムを形成する難しさは，繰り返し述べてきたように，恒常的に更新され

ていく長期的な構想から，最適な拠点をいつ，誰が，どのように決定するのかにある。ホ

ンダの統合生産システムの調整メカニズムは，段階的な意思決定を通じて，この問題を解

決する仕組みである。これまでに確認した製品ラインナップ計画の策定と個別機種の開
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発・生産プロセスから判明したことを整理してみよう。 

 ホンダは，市場動向の予測をもとに，現在から約 10 年先までの開発予定機種を設定し，

製品ラインナップ計画を策定する。製品ラインナップ計画はブランドレベルの製品ライン

ナップを網羅するものである。このうち，むこう 5 年分の開発予定機種は，グローバル SED

が主体となり，概ね週に 1 回の頻度で見直される。グローバル SED は販売部門，生産部

門，開発部門を代表して，それぞれの立場から意見を出す。修正が生じた開発予定機種を

ラインナップ調整会で検討する。この一連のラインナップ調整の意思決定には，二輪事業

本部長の判断が反映される。そうした結果，修正が加わった新たな製品ラインナップ計画

を，ホンダは半年に 1 度のタイミングで全拠点に対して正式に発行する。この後も，1 週

間単位の調整と 6 ヶ月単位の調整結果の公表というサイクルで，ホンダは製品ラインナッ

プ計画をアップデートしていく（これをラインナップローリングと名付けた）。製品ライン

ナップ計画の策定時点で，ホンダは機種の製品要件の大枠を定め，開発拠点と生産拠点を

仮決めする。この後，ラインナップローリングを繰り返す中で，つまり当該機種の開発が

近づくにつれて，その時々の市場環境と拠点の成長を踏まえて，ホンダは製品要件と拠点

を改更する。ただし，ラインナップローリングの段階では，ホンダは製品要件の詳細や開

発・生産拠点は確定させず，ラフなままに留める。 

 ある機種に焦点を当てた場合，ラインナップローリングでの調整は，主として当該機種

の企画・検討が始まる時期まで続く。第 3-2 図は，ある機種がラインナップローリングの

期間を経て，量産開始（≒市場投入）に至るまでのプロセスを概念図として示したもので

ある。図中の調整期間 a が，ラインナップローリングでの調整期間である。調整期間 a は，

機種ごとにばらつきがある。企画・検討の開始時期は機種によって異なり，量産開始から

約 2 年半前から約半年前である。加えて，ホンダがどの時点で開発予定機種を製品ライン

ナップ計画上に記載するのかも機種ごとに違う。市場環境が大きく変化し，それまで予定

していなかったが，急遽，ホンダが製品ラインナップ計画に組み込むこともある。このよ

うに，機種によって異なるものの，ホンダが製品ラインナップ計画に開発予定機種として

記載し，その機種の企画・検討が始まるまでの間が調整期間 a である。例えば，ホンダが

すでに製品ラインナップ計画に組み入れ，5 年後に市場投入を予定する機種の場合，量産

開始から 2 年半前に企画・検討を開始する必要があるとすれば，調整期間 a は 2 年半とな

る。調整期間 a においては，いずれの機種もグローバル SED が調整主体である。 

 ラインナップローリングの期間を経て，企画・検討の時期を迎えた機種の調整主体は，
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グローバル SED から当該機種のためにホンダが編成したプロジェクトチームに重点がシ

フトする。このプロジェクトチームもまた SED から選出されたリーダーによって構成され

る。したがって，ブランドレベルの製品ラインナップから個別の機種へと対象は変わるも

のの，SED の相互連携による調整に違いはない。SED によるプロジェクトチーム（SED

チーム）は，ラインナップローリングによって定められたラフな製品要件と開発・生産拠

点を煮詰めていく。SED チームが製品要件と開発・生産拠点を確定させるのは，開発着手

の段階である。このような SED チームが主体となって進める調整期間を示したのが，第 3

-2 図の調整期間 b である。 

 ホンダは SED チームに当該機種の調整を大きく委ねるものの，全ての決定を任せるわけ

ではない。SED チームの調整には，地域統括本部や生産企画部，，本田技術研究所，二輪

事業企画室，二輪事業本部長の意思決定が介入する。その典型的な機会が SED 評価会であ

る。SED 評価会は，SED チームの提案を，当該機種だけに焦点を当てて評価するのではな

く，二輪事業全体を捉えた視点からも評価し，承認する場といってよい。つまり，ホンダ

は製品要件や開発・生産拠点の確定に際して，2 つの視点から評価するのである。 

第 3-2 図 ラインナップローリングから量産開始に至るプロセス 

 

出所：筆者が作成した。 

 このように，ホンダはラインナップローリングと，個別機種の開発・生産プロセスとい

う 2 つの機会を通じて，段階的に製品要件と開発・生産拠点を確定させる。こうした段階

的な確定プロセスが持つ意義は次の 2 つである。個別機種の製品要件と拠点に対する意思

決定に，最新の市場と拠点の動向を継続的に取り入れることができる点が，ひとつ目の意

義である。同時に，拠点間の相互連携を強化していくことにも寄与する点が，ふたつ目の

開発完了
量産準備

量産
立ち上げ開発着手企画・開発

スタート

市場投入

DLT

製品ラインナップ計画記載

調整期間a 調整期間b

SED評価会

製品要件と生産・開発拠点の最終確定
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意義である。より詳細にみていこう。 

 まず，できるかぎり拠点の確定タイミングである開発着手の時点まで調整を続け，かつ，

そうした過程で選択の機会を増やすほど，市場動向に即した製品要件を創出できるととも

に，拠点の成長を取り込むことができる。製品ラインナップ計画の策定時点で，ホンダは

ある機種に対する拠点を定めなければならない。いずれかの拠点を仮定しなければ，機種

の製品要件の前提条件となるコスト算出ができないからである。しかしながら，その時点

で定めた拠点を固定すれば，ラインナップローリングから開発着手までの期間（調整期間

a と b の間）に生じた各国市場と拠点の動向を反映させることができない。とりわけ，拠

点の成長は事前に厳密には想定できない部分がある。直近になればなるほど，市場環境に

応じた製品要件を設定できるのは当然であるが，同時に，その製品要件に適合する拠点を

選ぶことができる。 

 しかも，単に開発着手の段階で製品要件と生産拠点を確定させるだけではない。ホンダ

は，製品ラインナップ計画に当該機種を加えてから，継続的に製品要件と生産拠点を見直

した後に，それを確定させている。つまり，ラインナップローリングから開発着手までの

期間，ホンダはグローバル SED 及び SED チームによって頻繁に調整し続けるのである。

このことの持つ意味は重要である。 

 ある機種の製品要件は，その機種自体が持つ製品魅力やコストなどを規定するものであ

るが，同時に，他の機種との相対的な違いも規定していなければならない。フルライン企

業であるホンダにとって，ブランドレベルあるいは拠点レベルの製品ラインナップのどこ

に当該機種を位置付けるのかは，製品戦略を展開するうえでかなり重要である26。開発予

定機種は，開発予定機種間のみならず，それ以前に市場投入された機種との相対的な違い

が必要となる。例えば，4 年先に市場投入する開発予定機種 s は，2 年先に市場投入する

開発予定機種 t との違いが求められる。市場環境の変動に伴って，開発予定機種 t や他機

種の製品要件を変えた場合，開発予定機種 s の製品要件にも影響を及ぼす。開発予定機種

s の製品要件の変更次第では，すでに定めていた生産拠点が必ずしも最適とはいえない状

況が生じるかもしれない。それゆえ，開発予定機種 s の製品要件は，製品ラインナップ全

体の枠組み中で恒常的に検討していかねばならない。こうして，選択の機会を増加させる

ほど，ホンダは，製品戦略により適した開発予定機種 s の製品要件を定めることができる。 

 これは，製品要件だけでなく，生産拠点についても同じことが言える。各生産拠点が持

つ機械・設備や生産ラインと，それに連動する生産可能な排気量は，時間とともに変化す
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る。典型的な事例は，グローバルモデルを生産することになったタイ拠点である。タイ拠

点は，統合生産システムの形成が進むにつれて，より高排気量の機種を生産可能とする機

械・設備や生産ラインを持つようになっていった。通時的に捉えれば，どの機種の生産を

担うのかによって，各生産拠点の機械・設備や生産ライン，生産可能な排気量は変わりう

る。例えば，開発予定機種 t で，いずれかの拠点に新たな設備投資を承認すれば，その拠

点（仮に T 拠点とする）は他拠点に対して，生産可能な排気量の幅が広くなるといったケ

ースが考えられる。さらには，T 拠点が開発予定機種 t の設備投資を行うことで，数年先

の開発予定機種 s にとって最適な生産拠点となる可能性もある。ただし，T 拠点による開

発予定機種 t の生産が順調に進むとは限らないし，そもそも R研究の進捗次第では，開発

予定機種 t の開発が伸び，開発予定機種 s の開発を先に開始することをホンダが決めるか

もしれない。そのため，頻繁に拠点の情報をアップデートし，製品ラインナップ全体の枠

組み中で，各開発予定機種の製品要件が変わる度に拠点を見直すことが重要となる。他の

開発予定機種の影響を受けて，開発予定機種 s の最適な生産拠点は時間とともに変化する。

それだけでなく，開発予定機種 s に対する生産拠点の選択は，その他機種の最適な生産拠

点を変動させるのである。ここまでのことが，第 1 の意義である。 

 ただし，第 1 の意義に関して注意したいのは，ここでは生産拠点の選択や見直しの機会

を増加させる意義を強調しているが，全てを頻繁に変更するわけではないことである。ホ

ンダが全拠点に発行する製品ラインナップ計画は，生産拠点の長期的な指針となる。各生

産拠点は，製品ラインナップ計画をもとに長期の生産計画を組む。製品ラインナップ計画

が発行される度に，全機種の拠点が変わるようでは，各生産拠点は長期の生産計画を見通

すことができない。そのため，既存機種，特に既存エンジンを搭載する機種の場合，ホン

ダは基本的には現時点でモデルチェンジ前の機種を手がける拠点を生産拠点の候補に挙げ

ていた。このことによって，各生産拠点は長期の生産計画を安定させることができる。 

 さらに，第 1 章と第 2 章でみてきたように，統合生産システムの形成過程において，シ

ステムを構成する生産拠点の変動はそれほど激しくない。確かに，統合生産システムに生

産拠点が加わる際には創発の側面がある。しかし，創発的に成長を遂げた生産拠点を用い

たとしても，それはホンダが既存の生産拠点での二輪車生産を取りやめたことを意味する

わけではない。ホンダは生産拠点を頻繁に切り替えてはおらず，計画的な育成を試みた既

存の生産拠点であれ，創発的に成長した拠点であれ，ひとたび統合生産システムに組み込

んだ後には，それら拠点を継続的に活用していた。したがって，ホンダが選択の機会を多
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く設定するからといって，実際に生産拠点の変更を実施するとは限らないのである。 

 このように，選択の機会を増やすことと，生産拠点の変更を決めることは分けて捉える

必要がある。統合生産システムの形成プロセスをみる限り，ホンダは生産拠点の頻繁な変

更を避け，各拠点の生産計画の安定を図りつつ，このシステムを形作ってきたのである。 

 生産拠点の変更の決定それ自体は，拠点間の相互作用を強めるシステムをいかに作りだ

すのかに関連し，誰が，どのような視点から行うのかが重要となる。このことは，第 2 の

意義と関係している。ホンダの段階的な決定プロセスのあり方は，統合生産システムを構

成する拠点間の相互連携を強化することにも大きな役割を果たしている。ラインナップロ

ーリングから開発・生産プロセスに移行するにしたがって，製品ラインナップ全体から個

別機種へと検討の対象が小さくなる。二輪車の開発・生産は，SED の相互連携によって進

むため，あるひとつの部門が製品要件と拠点を決定することが難しい。そのため，ライン

ナップローリングも個別機種の検討も，市場の情報を最も保有する S（販売部門及び地域

統括本部，二輪事業企画室）と，研究開発を担う D（開発部門及び二輪事業企画室），各

拠点の動向を把握する E（生産企画部と生産拠点）が密接に関わる必要があった。その主

体は，検討対象と同じく，グローバル SED から SED チームへと，より個別の機種に焦点

を当てた小さな単位の組織へと重点が移り変わる。このように，時の経過に伴って検討の

対象も，それを担う組織も次第に小さくなる。 

 しかしながら一方で，ホンダは検討した内容の評価を，SED 評価会という二輪事業本部

（地域統括本部，二輪事業企画室，生産企画部，二輪事業本部長）の大きな枠組みの中で

行う。つまり，個別機種の提案は，常にホンダの長期的な製品戦略と，当該時点の国際生

産分業の長期構想及びそれに伴う拠点活用の方向性という視点から評価される。この視点

のもと，SED チームの提案した製品要件と開発・生産拠点が了承される場合もあるし，二

輪事業本部長の判断で修正される場合もある。他方で，グローバル SED の調整期間でも，

SED チームの提案でも，一貫して生産拠点の選定に大きな役割を果たすのが生産企画部で

ある。 

 生産企画部は，各生産拠点の情報を収集・アップデートし，当該機種の生産に対してあ

る拠点の活用可能性を見出すという機能を担う。これに対して，イタリアホンダの事例の

ように，各生産拠点が自ら自拠点の活用可能性を生産企画部に打診することもある。いず

れにしても，生産企画部が担う各拠点の評価が，生産拠点選択の基盤となる。こうした生

産企画部による拠点の評価は，SED チームの提案に組み込まれ，SED 評価会で評価を受け
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る。一方で，二輪事業本部長によって，SED チームの提案の大枠，とりわけ活用する生産

拠点の検討が事前に提案されている場合もある。第 2 章で確認したように，タイ拠点によ

る低・中排気量の二輪車生産は，当時の二輪事業本部長が検討を提案したことが契機であ

った。こうした場合の生産拠点の選択の基盤も，もちろん生産企画部にある。しかし，生

産企画部が各拠点の状況を把握したとしても，二輪事業本部としての視点がなければ，こ

のような意思決定は難しいのかもしれない。つまり，国際生産分業で活用できる拠点を見

出すことと，それを実際に活用するかどうかの意思決定は別の問題であると考えられる。

タイ拠点の事例は，将来の拠点の活用可能性を開拓するためには，数々の選択の機会に二

輪事業本部の視点を取り入れる重要性を示唆している。 

 ここまで述べてきたことから明らかなように，ホンダが有する統合生産システムの調整

メカニズムとは，できるかぎり開発着手まで確定のタイミングを引きつけ，そこでの調整

期間中に頻繁に設けた選択の機会を，最新の市場及び拠点の動向を反映させた製品要件と

拠点かどうかという視点だけではなく，二輪事業本部が持つ統合生産システム全体を見据

えた長期的な視点から評価する，という段階的な意思決定の仕組みである。そのことによ

って，ホンダは計画の側面のみならず，創発の側面を意図的に取り込み，拠点間の相互連

携を強めるシステムを形成してきた。 

 このようなホンダの調整メカニズムそれ自体は，地域統括本部制へと移行した 1990 年

代前半から基本的に変化していない27。この間の大きな変化は，調整に参加するプレイヤ

ーが増えた（地域統括本部が細分化した）ことと，生産企画部が行う拠点評価がよりいっ

そう重要になったことである。第 1 章・第 2 章で確認したように，ホンダは他国からの要

請を受けて自国向けに開発・生産した二輪車を輸出する拠点である適地供給拠点と，自国

のみならず，他国への輸出を企図して開発した機種を生産する拠点であるグローバル供給

拠点を生み出すことで，統合生産システムを形成してきた。これは，時を経るにつれて，

当該機種の生産拠点の候補が増えたことを意味する。従来であれば，海外に輸出する機種

を生産する拠点は本国生産拠点だけであったが，そうした機種の生産を担う生産拠点，と

りわけグローバル供給拠点が増加したからである。しかも，グローバル供給拠点が出荷す

る国・地域もフェーズが進むとともに広範になっていった。つまり，製品要件と拠点の双

方で，グローバル SED と SED チームが調整期間で検討する選択肢が多くなり，複雑にな

ったのである。 

 ホンダが地域統括本部を複数の地域で設定するようになったことは，この調整に関する
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複雑性を緩和する手段と考えられる。先にみたように，出荷先国・地域の販売拠点は，S

の立場で当該機種の製品要件に対して要望を出す。出荷先国・地域が増えれば増えるほど，

当然，個々の販売拠点から寄せられる要望も多くなる。とはいえ，グローバル SED と SED

チームが，そうした要望を全て当該機種の製品要件に反映することは難しい。そのため，

ある地域ごとに要望を集約し整理することが必要となる。そこで，ホンダは地域統括本部

を複数設置することで，調整の複雑性をやわらげることを狙ったのだと考えられる。 

 一方で，海外生産拠点のグローバル供給拠点化によって，多様な選択肢の中から生産拠

点を選ぶことになったがゆえに，生産企画部が行う拠点評価の重要性は高まった。生産企

画部の拠点評価は，国際生産分業で活用可能な拠点を見い出すだけでなく，活用の仕方を

検討することにも貢献する。確かに，生産拠点を活用するかどうかの判断は，あくまでも

グローバル SED や SED チーム，SED 評価会が実施する。しかしながら，生産企画部が提

供する拠点評価の情報がなければ，活用及び活用の仕方を判断することができない。この

ように，統合生産システムの調整メカニズムを支える基盤を提供するのが，生産企画部の

拠点の評価・選定である。この点については，章を改めて第 4 章で確認する。 

 

Ⅴ 小括 

 

 これまで述べてきたように，ホンダの調整メカニズムの中核は，製品要件と開発・生産

拠点を確定させる開発着手の時点までの間に，段階的に意思決定を進め，最新の動向（市

場と生産拠点）を反映させることにある。このような，ホンダの調整メカニズムは，同社

の二輪車開発・生産プロセスのありようが色濃く反映されたものである。二輪車の開発が

始まれば，半年から 2 年半の DLT の間，ホンダは開発拠点や生産拠点を変更することが

難しい。二輪車開発・生産に特有の DLT の制約があるために，グローバル SED や SED チ

ームの度重なる調整によって，市場動向と拠点の活用可能性について予測の精度を高めて

いくことが必要となる。それゆえ，地域統括本部と生産企画部が，2 段階の調整に継続し

て密接に関与するのである。 

 一方で，ホンダは DLT それ自体の短縮にも取り組んでいる。DLT が短くなればなるほ

ど，製品要件や開発・生産拠点の最終確定のタイミングまで検討を続けることができる。

あるいは，調整期間を現状のままとするならば，開発着手の後に迅速な機種投入ができる

ようになる。このような取り組みは大きく 2 つである。それは，第 2 章で確認した本国生
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産拠点である熊製への開発機能の一部移転と，エンジンの共通化である。ホンダは熊製に

開発機能を移転させることで，DLT の短縮を目指している28。さらに，今後は，熊製に営

業や購買部門の一部を移転させ，SEDBSV の連携を促進させ，よりいっそう DLT を短く

させようとしている29。ただし，熊製の SEDBSV が担う二輪車は Fun であるため，ここで

の DLT 短縮と関連するのは，Fun の二輪車を生産するタイ拠点と欧州拠点である。 

 他方，エンジンの共通化も DLT の短縮に大きく寄与する。統合生産システムの形成が

進むにしたがって，ホンダはグローバルモデルだけでなく，eSP エンジンというグローバ

ルエンジンを開発し，その搭載機種を拡大させてきた。二輪車の開発には 4 つのタイプが

あり，それぞれ DLT が異なる。エンジンを共通仕様にすることは，A タイプから B タイ

プの開発へ置き換えることを意味する。つまり，エンジンの共通化は DLT の短縮に大き

く貢献する。エンジンからさらに踏み込んで，プラットフォーム共通化にまで展開できれ

ば，よりいっそう DLT の短縮に貢献する。いずれにせよ，このような DLT を短縮する取

り組みは，最新の市場及び拠点の動向を統合生産システムに反映させることや，迅速な機

種投入に高い効果を生み出すと考えられる。 

 本章では，ホンダが有する統合生産システムの調整メカニズムを具体的に明らかにした。

グローバル SED にしろ，SED チームにしろ，生産拠点の選択に関する SED による頻繁な

調整の基盤は生産企画部が担う各生産拠点の評価と選定にある。次章では，このような基

盤をホンダがいかに作り上げたのかを検討していこう。 

 
                                                   
1 本章の記述は，特に断りの無い限り，本田技研工業への聞き取り調査による。 
2 第 3 章・第 4 章で紹介するホンダの調整メカニズムは，2010 年代半ばの仕組みである。 
3 日本経済新聞社 web サイト（URL：
http://www.nikkei.com/article/DGXNASFK1502H\_V11C12A1000000/）（2015 年 12 月 5 日閲覧）
から引用した。この記事は，ホンダが本国生産拠点に朝霞研究所・熊本・分室を設置し，DLT の短縮を
試みていることを報じたものである。そこでは，「新製品の開発から量産化までの期間を指す」として，
「DLT（ディベロップメント・リードタイム）」が挙げられている。括弧内は同記事からの引用である。
本稿も，この表現を用いることにした。ただし，本稿で呼ぶ DLT には，開発の前に実施する企画も含め
ていることに注意されたい。 
4 生産拠点の決定プロセスは，長期的に国際生産分業をいかに形成するのかという大きな枠組みのもとで，
DLT の制約を受けながら，競合他社の状況や需要の変化という外部要因と拠点の成長という内部要因に
対して，ホンダがフレキシブルに対応する過程とも捉えることができる。そのため，ここでの記述は，生
産システムのフレキシビリティの研究から着想を得ている。その中でも，とりわけ，生産・販売・購買の
統合を論じた岡本〔1995〕，富野〔2012〕から示唆を得た。 
5 本稿で製品ラインナップ計画と呼ぶ計画は，「サイクル・プラン」とも呼ばれる（括弧内は，藤本/クラ
ーク〔1993〕，142 ページより引用した）。サイクル・プランについては，藤本/クラーク〔1993〕を参
照されたい。なお，ホンダの製品開発を論じた研究やビジネス書は多く存在する。そのほとんどが四輪車
の製品開発に焦点を当てている。さしあたり三戸〔1981〕，長沢/木野〔2002〕〔2003〕，赤井〔2009〕，
河合〔2010〕，下川/出水/伊藤/藤本〔2013〕などが参考になる。本稿の記述は，これらを参考にしてい
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る。ただし，国際生産分業の調整メカニズムや，それに関わる生産拠点の選択・決定という視点からホン
ダの製品開発を分析した研究やビジネス書は存在していない。 
6 1990 年代前半については，『日本経済新聞』1994 年 5 月 21 日付け朝刊を，南米については，『日経産
業新聞』2000 年 2 月 16 日をそれぞれ参照した。中国については，本田技研工業への聞き取り調査によ
る。 
7 ホンダの開発を担うのは，別会社の本田技術研究所である。本稿では開発部門と表記することもあるが，
厳密には本田技術研究所のことを指している。 
8 本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/RandD/system/）（2016 年 3 月 17 日閲覧）
より引用した。 
9 ただし，一部の Fun モデルや売れ筋以外の機種は，この限りではない。第 1 章のフェーズⅠで確認し
たように，こうした機種は本国生産拠点が生産していた。 
10 なお，モデルチェンジの場合は，調整期間と DLT の間も，現行機種の生産・販売が続いていることに
注意されたい。ホンダの製品ラインナップ計画には，現行機種の生産・販売を打ち切るタイミングも記載
されているが，図が煩雑になるために第 3-1 図では捨象している。 
11 打ち合わせの場を設ける週に 1 回という頻度は年間の平均値である。製品ラインナップ計画を発行す
る直前はより頻度が高くなる傾向にある。出所は，本田技研工業への聞き取り調査による。 
12 ホンダは，10 名程度の専務執行役員以上の役職からなる経営会議で，企業全体の経営に関する重要事
項を審議する（ただし，取締役会が移譲した権限の範疇を超えない限りである）。この経営会議から，当
該地域における重要事項の審議を移譲されたのが，地域執行会議である。経営会議と地域執行会議につい
ては，本田技研工業〔2006〕〔2015〕及び本田技研工業への聞き取り調査による。 
13 厳密には，ここでの検討は A)の時点でも実施されている。ただ，製品ラインナップ計画のアップデー
トの理解が必要となるので，D)で記述することにした。 
14 二輪事業企画室は，地域統括本部の要望と二輪事業本部としてのフィージビリティスタディをまとめ
て，それをいかに効率良く開発に繋げるかという交通整理役である。それゆえ，二輪事業企画室は，本田
技術研究所（D）との調整窓口機能を有しているが，Dではない。地域統括本部（S）の取りまとめと，
Dとの交渉，つまり S と D のコーディネートが二輪事業企画室の役割である。したがって，ここでは，
二輪事業企画室を S と D に含めている。厳密には，二輪事業企画室は Dとの調整機能を持った S と捉え
た方がいいかもしれない。 
15 ここで述べた LPL は，藤本/クラーク〔1993〕が論じた「重量級プロダクト・マネジャー」と同じ役
割を果たす人物であると考えられる（括弧内は，藤本/クラーク〔1993〕，326 ページより引用した）。ホ
ンダが製品開発において LPL を設定するのは，二輪車だけでなく，四輪車でも同じである。長沢/木野
〔2002〕〔2003〕によれば，ホンダの四輪車開発では，LPL を設置するだけでなく，「RAD（Representative 
Automobile Development ：開発総責任者）」を設けるという。括弧内は長沢/木野〔2002〕，20 ページ
から引用した。長沢/木野〔2002〕〔2003〕は，このような LPL と RAD が中心となって進める四輪車開
発のありようを分析し，ホンダが重量級プロダクト・マネジャー制度を採用していることを指摘している。
なお，ホンダが二輪車開発で設定する LPL と四輪車開発のそれとの違いや，二輪車の LPL と重量級プロ
ダクト・マネジャーとの差異については，製品開発組織の効率性や製品魅力の向上といった視点からすれ
ば重要な論点ではあるものの，本稿の趣旨から離れる。そのために，二輪車製品開発におけるホンダの
LPL の役割については，本稿では深く立ち入らない。 
16 厳密に言えば，ここでの Eにはホンダの生産部門だけでなく，別会社であるホンダエンジニアリング
も含まれる。ホンダエンジニアリングは，ホンダが生産技術に関する研究・開発部門を分離し，独立させ
た企業である。出所は，本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp/EG/profile/）（2016
年 5 月 4 日閲覧）である。ただ，本稿は，ホンダの生産部門とホンダエンジニアリングの違いを問うこ
とを目的としておらず，かつ記述が複雑になるために，両者を含めて Eとして扱う。なお，ホンダエン
ジニアリングについては，下川/出水/伊藤/藤本〔2013〕も参照されたい。 
17 購買・サービス部門の略称（B及び SV）と，各部門の PL の表記（S-PL，E-PL，D-PL，B-PL，SV-PL）
は正確ではないことに注意されたい（実際にホンダ社内で，このような購買・サービス部門の略称と PL
の表記の仕方をしているかどうかは不明である）。 
18 なお，開発・生産プロジェクトの規模が大きくなれば，ホンダは E にも LPL（E-LPL）を設置すること
がある。 
19 ホンダの四輪車開発については，長沢/木野〔2002〕〔2003〕，河合〔2010〕が詳しい。四輪車開発で
は，「SED システム」と呼ばれるが，本稿では SED チームで統一する。括弧内は河合〔2010〕，36 ペー
ジから引用した。なお，ホンダの二輪・四輪の事業展開を分析した三戸〔1981〕も，さらには二輪・四
輪の生産システムを検討した下川/出水/伊藤/藤本〔2013〕も，SED システムという表現を用いている。
また，ホンダ社内で SED を短縮して呼んでいることについては，本田技研工業への聞き取り調査による。 
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20 SED 評価会については，長沢/木野〔2002〕〔2003〕，河合〔2010〕，下川/出水/伊藤/藤本〔2013〕も
参照した。 
21 『モーターサイクリスト』2012 年 6 月号，33 ページから引用した。 
22 『モーターサイクリスト』2012 年 6 月号を参照した。 
23 これらイベントは，ホンダのどの生産拠点でも同じである，ただし，イベントの名称は国・地域によ
って異なる。出所は，本田技研工業への聞き取り調査による。 
24 ホンダの本国生産拠点に部品を納入するサプライヤーA社への聞き取り調査による。 
25 当該機種の企画・開発がスタートした後においても，その機種が製品ラインナップ計画から削除され
るわけではない。主たる調整主体が SED チームにシフトした後にも，ラインナップローリングによって，
グローバル SED は当該機種の開発の進捗を確認していく。 
26 この点は，自動車企業の製品戦略を分析した榊原〔1988〕を参考にした。榊原〔1988〕は，複数の車
種から構成された製品ラインが全体としてみた時に一定の性質を持つことを指摘したうえで，乗用車市場
の製品戦略を大きく 2 つに分けている。ひとつは，市場の全体を相互に関係する複数のセグメントから
なると捉える「製品戦略 A：連続スペクトル型」であり，いまひとつは，市場の全体を相互関係が低いセ
グメントの集まりとしてみる「製品戦略 B：非連続モザイク型」である。括弧内はそれぞれ榊原〔1988〕，
110 ページ及び 112 ページから引用した。緻密なフルラインを展開するホンダの二輪事業は，製品戦略
A：連続スペクトル型を採用していると考えられる。このような製品戦略では，「個々の製品の位置づけ
はその製品の絶対的価値によって規定されるのみならず，製品間の相対的価値によっても規定される。そ
の相対性こそ，製品戦略 Aにおける企業のダイナミズムの源泉」であると論じる。括弧内は榊原〔1988〕，
111 ページから引用した。それゆえ，ここで述べるような製品ラインナップ内における個々の機種の位置
付けが，ホンダの二輪事業では重要となるのである。 
27 ホンダの二輪事業が地域統括本部制へ移行した年代については，『日本経済新聞』1994 年 5 月 21 日付
け朝刊を参照した。なお，同社の四輪事業の地域統括本部制への移行は，二輪事業よりも数年早く実施さ
れた。出所は『日本経済新聞』1992 年 4 月 22 日付け朝刊である。 
28 日本経済新聞社 web サイト（URL：
http://www.nikkei.com/article/DGXNASFK1502H_V11C12A1000000/）（2015 年 12 月 5 日閲覧）を
参照した。 
29 なお，この章の記述からわかるように，ホンダは，開発と生産を重複して行う，いわゆるコンカレン
トエンジニアリングによって機種開発を進めている。このコンカレントエンジニアリングもまた，開発生
産性の向上や開発期間（とそれに伴う DLT）の短縮に寄与する。ここでの記述は，コンカレントエンジ
ニアリングをホンダが進展させたとも捉えることができる。ただし，機種開発の生産性や期間の短縮の検
討は，本稿の主たる目的ではない。コンカレントエンジニアリングや開発段階における作業の重複化につ
いては，藤本/クラーク〔1993〕，延岡〔2002〕を参照した。 
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第 4章 統合生産システムの調整メカニズムの基盤と全体像 
- 本国生産拠点の多機種・小ロット生産の能力蓄積と差配機能 - 

 

Ⅰ 課題設定 

 

 統合生産システムの基盤は，本国生産拠点の生産企画部が担う次のような機能にある。

グローバル SED によるラインナップローリングにしろ，その後の SED プロジェクトチー

ムの開発・生産プロセスにしろ，ある機種の生産拠点を選定するのは，本国生産拠点の生

産企画部であった。本国生産拠点の生産企画部は，個々の拠点がどのような設備を有し，

いかなる排気量の二輪車を生産できるのかを恒常的に評価し，その時々で特定の機種生産

に最適な拠点を選定する機能を担う。生産拠点の決定自体は SED 評価会で評価・承認され

ることになるし，生産企画部の選定作業の前段で，二輪事業本部長が今後の国際生産分業

の全体像を踏まえて特定拠点での生産の検討を提案する場合もある。しかしながら，ある

機種に対する拠点の選択肢が指し示されなければ，もしくは，当該拠点がある機種の生産

を実現可能であるという見通しがなければ，生産拠点の提案も決定もできない。したがっ

て，生産拠点の提案・決定を行うためには，そもそも統合生産システムに活用可能な拠点

を見出せなくてはならない。 

 本章では，本国生産拠点の生産企画部が行う生産拠点の評価と選定を差配機能と呼び，

なぜ，生産企画部がこのような差配機能を担うことができるようになったのか，できてい

るのかを明らかにする。さらに，第 3 章で詳しく述べた事実を含めて，ホンダの統合生産

システムの調整メカニズムの全体像に検討を加える。 

 生産企画部は，ホンダ本社の二輪事業本部に属する部署である。一方で，生産企画部の

立地としては，これまで繰り返し本国生産拠点の生産企画部と述べてきたように，ホンダ

の本国生産拠点である熊製の内部にある。こうした立地は，生産企画部が果たす機能が，

本国生産拠点のあり方に密接に関係していることが背景にある。 

 かつて世界最大の二輪車生産拠点であったホンダの本国生産拠点は，統合生産システム

の形成が進むにつれて，生産量が大きく減少するとともに，3 つの特徴を有するようにな

った。それは，①生産量に占める輸出向けの二輪車の割合が高いこと，②生産品目がかな

り多様であり，1 機種当たりのロットが小さい二輪車や極めて小さい二輪車の生産（第 2

章で，これを単に多機種・小ロット生産と呼ぶことにした）を担っていること，③ほぼ全
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ての二輪車生産に必要となる生産設備・機械を有していること，である。それぞれの特徴

は次節で確認していくが，このような 3 つの特徴を持つ本国生産拠点は，その他のグロー

バル供給拠点と比べて，さらにはホンダの全ての生産拠点と比べても異質な存在である。 

 第 1 章では本国生産拠点（熊製と後に熊製に統合される浜製）を，タイ拠点やベトナム

拠点と同じく，グローバル供給拠点に位置付けた。グローバル供給拠点は，自国のみなら

ず，他国への輸出を企図して開発した機種を生産する拠点であった。説明が煩雑になるた

めに，これまでの章では省略してきたが，実は，本国生産拠点は純粋に他国へ輸出するた

めだけの機種（本稿では輸出専用機種と表現する）を生産している。第 1 章で確認したよ

うに，中国拠点も日本への輸出専用機種である Today を担っていたが，それは一時的であ

った。これに対して，本国生産拠点は自国への供給を企図していない輸出専用機種を継続

して手がけてきている。このような輸出専用機種の生産を継続的に担うのは，ホンダが有

する複数の生産拠点の中で，本国生産拠点のみである。国内に出荷する機種とグローバル

供給拠点として生産する機種に加えて，輸出専用機種の生産を行うために，本国生産拠点

は②多様な機種を生産品目に持たねばならないし，他国生産拠点からのエントリーモデル

の輸入に起因して①輸出の比率が高まったのである。この①と②のゆえに，③の設備・機

械が必要となるのである。 

 これら 3 つの特徴は，ホンダが有する二輪車生産拠点のトレンドとは大きく異なる。本

国以外のグローバル供給拠点は，自国への投入を前提として，他国にも販売地域を広げる

ことで，1 機種当たりのロットの拡大を企図したグローバルモデルの生産を担っている。

ホンダが多くのグローバルモデルに対して，先進国のエントリーモデル，かつ新興国にお

けるハイエンドモデルという製品要件を設定していたことは，前章までで確認してきた通

りである。グローバルモデルの要件，とりわけ，エントリーモデルとしての要件を実現す

るためには，コストを抑えることが必要となる。それゆえに，ホンダはグローバル供給拠

点の生産効率を阻害するような過度な多品種化や，設備投資を避ける傾向にある。したが

って，グローバル供給拠点は拠点間で差異があるものの，本国生産拠点に比べて概ね少機

種・大ロット生産を志向する。このような志向は，グローバル供給拠点よりも，自国向け

に開発・生産した二輪車を他国に輸出する適地供給拠点や現地生産・販売拠点の方がいっ

そう強く現れる。 

 これに対して，本国生産拠点の持つ特徴は，海外生産拠点の志向と対照的であり，むし

ろ，ホンダの二輪車生産拠点のトレンドに大きく反する。ホンダは，統合生産システムを
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形成する中で，各生産拠点の役割を明確化させてきた。そのことによって，海外生産拠点

はそれぞれ得意とする少数の機種に特化でき，大ロット生産のメリットを享受できていた。

海外生産拠点が付与された役割を踏まえれば，本国生産拠点は割に合わない役割を負って

いることになる。 

 だが，結論を先取りすれば，このような 3 つの特徴を持つ本国生産拠点のあり方が，統

合生産システムを機能させるうえで，不可欠である。確かに，二輪車生産拠点としての機

能を生産量の多さと保有設備の関係だけでみれば，本国生産拠点は合理的ではないのかも

しれない。1982 年のピーク時の約 7 分の 1 にまで生産量が減少した本国生産拠点は，年

間生産量だけの順位でいえば，多くのアジア拠点に劣る。そうした本国生産拠点が膨大な

生産設備・機械を抱えるという点だけでも，単一の二輪車生産拠点としては，合理性を欠

くと捉えることもできる。しかしながら，本国生産拠点の特徴がなければ，統合生産シス

テムの調整メカニズムの基盤となる生産企画部の差配機能は成し得ない。統合生産システ

ムというシステムの観点からみると，本国生産拠点は極めて合理的な拠点である。本国生

産拠点のあり方は，二輪車生産拠点としてだけでなく，統合生産システムに大きく寄与し

ていることを見落としてはならないのである。 

 Ⅱでは，統合生産システムの形成とともに，本国生産拠点が持つことになった 3 つの特

徴を確認する。そのうえで，Ⅲでは，本国生産拠点のあり方が，生産企画部の差配機能，

さらには統合生産システムの調整メカニズムにいかに寄与しているのかを検討する。さら

には，ホンダの統合生産システムの調整メカニズムの全体像を示す。最後に，Ⅳでまとめ

を行う。 

 

Ⅱ 本国生産拠点の特徴と多機種・小ロット生産の能力 

 

 第 1 章と第 2 章で述べてきた本国生産拠点の取り組みを整理すると，第 4-1 表のよう

になる。明らかなように，1980 年代以来，本国生産拠点が直面した問題は，国内市場の

縮小と海外への輸出量（完成車・KD 部品）の減少に起因して生産量が少なくなったこと

にある。こうした問題に対して，本国生産拠点は，国内に存在した 2 つの製作所における

生産ラインの集約，さらには，2 つの製作所自体の統合というように，よりドラスティッ

クに再編してきた。ここでは，本国生産拠点の変遷をみながら，先述した 3 つの特徴（輸

出機種生産拠点，多機種・小ロット生産，全機械・設備を保有）がどのようにできあがっ
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てきたのかを考察する。その際，ホンダが本国に有していた 2 つの生産拠点のうち，二輪

車生産拠点として存続し，統合生産システムの調整メカニズムにおいて現在でも極めて重

要な機能を果たしている熊製を中心に検討を進めていく1。 

第 4-1 表 本国生産拠点の取り組み 

 

出所：筆者が作成した。 

 

Ⅱ-1. 本国生産拠点の特徴：輸出機種生産拠点 

 第 4-1 図は，二輪車企業 4 社の日本での生産量に占める国内出荷機種の比率を示したも

のである。企業によって比率に違いはあるものの，いずれの企業も本国生産拠点における

国内出荷機種の生産数量が減少傾向にある。すなわち，本国生産拠点の輸出拠点化が進ん

でいるといえる。ホンダをみれば，1980 年代後半まで，本国生産拠点における国内出荷

機種の生産比率は約 7 割であったが，2013 年には約 3 割にまで減ってしまっている。繰

り返しになるが，この主要な要因は，国内市場の縮小によって国内出荷機種自体の生産量

が小さくなったこと，ホンダの海外グローバル供給拠点が対日輸出を始めたことの 2 つで

ある。しかしながら，単純に，これらの要因によって相対的に輸出量が増加し，ホンダの

本国生産拠点の輸出拠点化が進んだわけではない。ホンダの本国生産拠点は，海外生産拠

フェーズⅢ

・Fun二輪車で大規模な海外部品調達を実施
・Fun二輪車でプラットフォームを共通化し
　た機種の開発・生産
・開発と購買の一部機能を熊本製作所に設置

・国内向けの販売量・生産量が減少
・2008年のリーマンブラザーズの経営破綻と
　その後に続いた世界的不況によって欧米向け
　の完成車輸出が減少

フェーズⅠ
　～フェーズⅡ

・アジア拠点が発展し，部品（KD）の輸出量
　が減少
・本国生産拠点は超低・低排気量機種の生産
　を，輸出（完成車・部品）から国内出荷機
　種へと切り替えを図る
・タイ拠点と中国拠点がエントリーモデルの対
　日輸出を始めたことで，本国生産拠点の生
　産品目から超低・低排気量の最量産機種が
　なくなる
・ホンダが国内においてフルライン展開を継続
　して進めたことで，本国生産拠点の生産品目
　は1機種当たりの生産量・販売量が小さい機
　種ばかりになった

・国内の生産ラインを7本から2本に削減（浜
　松製作所・熊本製作所ともに3本から1本に
　生産ラインを削減）
・浜松製作所と熊本製作所を統合し，本国生
　産拠点を熊本製作所に一本化
・米国生産拠点を熊本製作所に吸収
・熊本製作所を改編（NCP工場）し，多機
　種・小ロット生産でも採算がとれるような
　体制構築に取り組む
・熊本製作所を全世界の生産拠点のマザー工
　場に位置づける

・完成車から部品（KD）の輸出に切り替え
・海外生産拠点の生産量・機種・生産設備な
　どの情報を集約し，拠点間供給の調整を担
　う拠点へと本国生産拠点を発展
・海外拠点を管轄できる人材の育成

・アジア向けの完成車輸出が減少フェーズⅠ

本国生産拠点の取り組み本国生産拠点が直面した問題期間
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点の成長とともに，出荷量が大きい輸出先が激減していく中で，多機種・小ロット機種の

生産に自らの存在領域を見出し，輸出先を確保してきたのである。つまり，輸出拠点化は，

本国生産拠点が多機種・小ロット生産に粘り強く取り組んできたがゆえに実現したと捉え

なくてはならない。このことを，製作所レベルに立ち入って確認していこう。 

第 4-1 図 二輪企業 4 社における日本の生産量に占める国内出荷機種の比率 

 
注：ここでの数値は，国内向け生産量（：生産量－輸出量）を生産量で割ることで算出している。2010

年以降の 4 社の生産量・輸出量は年単位の集計値を用いた。2010 年以降の販売量はホンダ・ヤマハ・カ

ワサキが年単位，スズキが年度の数値を用いた。 

出所：2009 年までの販売量・輸出用・生産量は本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕を，

2010 年以降の生産量・輸出量・販売量はアイアールシー〔2014〕を参照した。 

 ホンダが熊製を設立したのは 1976 年のことである。当初の計画では，九州という立地

もあり，ホンダは中国や東南アジアへの輸出拠点として熊製を位置付けていた。実際，1970

年代は熊製が手がける製品のうち，約 8 割が輸出向けであったという2。その後，ホンダが

アジア各国に設立した現地生産・販売拠点が成長するに伴って，熊製が担っていたアジア

向けの完成車輸出が減少を招いた。そうして，1990 年頃には，内需向けの完成車生産の

比率が高まるとともに，海外向けの部品（KD）生産量が増加していく。設立から 1990 年

頃にかけて，すでに熊製は多機種・小ロット生産の傾向を強めていた。この点は，若干の

違いこそあれ，当時，熊製とともに国内に存在した浜製でも同じような状況であった。両

製作所を多機種・小ロット生産へと向かわせた要因は次の 2 つである。 
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 第 1 に，第 1 章で述べたように，各国における最量販機種の生産は現地生産・販売拠点

が担うことである。それゆえに，熊製が生産する輸出専用機種は，当該国における拠点レ

ベルの製品ラインナップを補完する機種であった。当時は，アジアが主要出荷地であった

が，欧米向けの機種も熊製は生産していた。そうした国々の拠点レベルの製品ラインナッ

プを補完する機種の生産を引き受けていたので，熊製はそもそも二輪車生産拠点としては

多機種生産の色合いが濃かった。とはいえ，海外の現地生産・販売拠点が設立間もない頃

は，それほど多くの機種の生産を担うことが難しい。そのために，熊製の生産品目には最

量販機種を除いたボリュームの大きい機種も含まれていた。その後，現地生産・販売拠点

が輸入機種のうち，1 機種当たりのボリュームが大きい機種を徐々に手がけ，代替してい

く。熊製にとっては，1 機種当たりのボリュームが小さい機種が生産品目として残ること

を意味する。このように，アジアの現地生産・販売拠点の成長によって，熊製は 1 機種当

たりのロットが小さい多様な機種を効率的に作ることを要請されてきた。 

 一方で，輸出する完成車の中から 1 機種当たりのボリュームが大きい機種が減るにつれ

て，熊製の輸出量は小さくなっていく。このような状況を，当時，増加傾向にあった部品

（KD）輸出で熊製が補おうとしたことは，先述の通りである。同時に，完成車生産として

は，熊製の生産量に占める国内出荷向けの機種の比率が相対的に高まる。これが，熊製が

多機種・小ロット生産の傾向をいっそう強めることになった第 2 の要因である。第 2 章で

確認したように，日本の二輪車市場は顧客ニーズの多様化を促進しながら発展を遂げた。

その結果，「小型スクーターから大型車まで受け入れる世界でもまれな市場3」と表現され

るくらいに日本は多様な二輪車需要が存在する市場となった4。このような多様化を推し進

めたのは，ホンダを含めた日本の二輪車企業である。この時点では，日本の二輪車企業が

自社の海外拠点から機種を輸入することはほとんどなかった。それゆえ，日本市場が発展

するにつれて，ホンダの各製作所は多機種生産に取り組むことを要請されてきた。 

 ただし，1980 年代前半までは，市場全体が量的に拡大する中での多品種化であり，そ

の中には 1 機種当たりのロットが大きい最量販機種も含まれていた。周知のように，企業

が多品種化を進めても，全ての品種の生産量・販売量が平均的なボリュームになるわけで

はない5。そのため，当時は，最量販機種の生産量をベースとして，ロットが小さいその他

機種の生産をいかに組み込み，効率的に生産するのかが熊製に求められていた。とりわけ，

この頃の熊製の生産品目は，日本二輪車市場の大半を占める超低排気量の Commuter 機種

が中心であった6。当時は，最量販機種や売れ筋機種のロットがかなり大きかったと考えら
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れる。それゆえ，多品種化が進んでもなお熊製は大ロット生産のメリットを享受できてい

たと推察できる。ところが，その後，日本市場の総需要が縮小する中でも，ホンダは多機

種展開を継続していく（第 2-9 図参照）。そのことによって，最量販機種や売れ筋機種の

ロットが小さくなるだけでなく，多数の小ロット機種を同時に生産ラインに組み込むこと

を熊製は余儀なくされた。 

 しかも，1990 年代以降は，完成車生産の減少を補完することを狙った部品（KD）輸出

の生産量も小さくなっていく（第 2-8 図参照）。結果的に，熊製は国内出荷機種の生産へ

重点を移行することになる。一方で，第 1 章と第 2 章でみてきたように，2000 年以降は，

ホンダの海外グローバル供給拠点からエントリーモデルの輸入が次々と始まる。熊製は，

当初，そうしたエントリーモデルを自拠点で生産することを模索していた。しかし，当時

の市場環境（第 1 章を参照）に適合するエントリーモデルを生産するためには，熊製が想

定する以上の低いコストを実現しなければならなかった。それゆえ，熊製によるエントリ

ーモデルの生産は困難を極めた。そうして，ホンダは，海外グローバル供給拠点での生産

を想定したエントリーモデル（Today）を開発し，日本に輸入することを決定したのであ

る。熊製にとってみれば，最量販機種が自拠点の生産品目からなくなると同時に，ホンダ

の多機種化に伴って 1 機種当たりのロットが小さい機種ばかりが残ることになった。 

 これら 2 つの要因によって，国内機種でも輸出機種でも，1 機種当たりのロットが大き

い機種が本国生産拠点（熊製・浜製）の生産品目から少なくなってしまった。そのことか

ら，本国生産拠点は全体の生産量が大幅に減少する事態に陥る。このような事態を克服し，

国内での生産を維持するために，熊製と浜製はいずれも多機種・小ロット生産体制の構築

に取り組んでいく。後にみるように，両製作所ともに，生産ラインを集約するにつれて，

全ての機種を生産できるラインを段階的に作り上げる。このような生産ラインは，ホンダ

の二輪車生産の中では極めて異質である。二輪車は機種によって，排気量やタイプ（モー

ターサイクルとスクーター）が異なり，それゆえに工数の違いが大きい製品である。それ

ら工数差が大きい機種を，少数の生産ラインで作ることができるのは，国内外に数多くあ

るホンダの生産拠点の中でも，本国生産拠点（熊製・浜製）だけである。 

 本国生産拠点は多機種・小ロット生産体制を築くことで，自拠点の生産体制に適合する

機種を生産品目として取り込み，それを維持し，存立を図ってきた。本国生産拠点の体制

と適合する機種とは，国内市場でも海外市場でも，他の生産拠点が生産することができな

い，またはロット効率を阻害するために生産してもメリットを享受できない小ロット機種
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である。そうした機種は，欧米市場に投入する中・高・超高排気量の二輪車に多く存在し

た7。欧米は，アジアよりも二輪車市場の成熟が進み，それに伴って多様な二輪車需要が生

じていたからである。第 4-2 図は，2011 年のイタリア市場におけるホンダの機種別販売

量を排気量ごとに示している。この図では，タイ生産拠点製，欧州生産拠点製，本国生産

拠点製というように 3 つの拠点が生産する機種を取り上げた。一目瞭然であるが，1 機種

当たりの販売量が大きいのは欧州生産拠点とタイ生産拠点が生産した機種である。スクー

ター（SC）とモーターサイクル（MC）ともに，本国生産拠点が生産する機種は，1 機種

当たりの販売量が最も小さい。しかも，この図で取り上げたのは，本国生産拠点が生産す

る機種の中でも，販売量が大きい機種である。図に示した 3 機種を含めて，本国生産拠点

はイタリア市場に 20 以上の機種を輸出し，その多くが輸出専用機種である8。2011 年に

イタリア市場が本国生産拠点から輸入した台数は，年間約 1万台である。単純計算しても，

本国生産拠点が輸出する二輪車の1機種当たりの年間販売量は500台を下回る。もちろん，

機種ごとの販売量が平均的な数値になることはないので，この数値は現実を正確に示した

ものではない。ただ，機種当たり販売量が相当小さい二輪車を本国生産拠点が手がけてい

ることは把握できるだろう。本国生産拠点は，こうした機種を一手に引き受ける拠点にな

ることで，存立を図ってきたのである。 

第 4-2 図 イタリア市場における本田技研工業の機種別・排気量別販売量（主要機種） 

 
注：販売台数の単位は台，排気量の単位は cc である。 

出所：本田技研工業から提供された資料より筆者が作成した。 
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 このような結果，本国生産拠点は輸出量に占める欧米市場向けの比率を増加させた。第

4-3 図は日本からの二輪車輸出数量に占める仕向地別の比率を示している。企業単位では

仕向地別輸出量が掴めないため，ここでは日本からの輸出量の数値を代用している。企業

別ではないために，必ずしもホンダの数値を直接的に示しているわけではないが，ホンダ

も第 4-3 図と概ね同じ傾向にあると考えられる。図からは，欧米市場への輸出比率が増加

傾向にあることがみて取れる。第 1-4 図で確認したように，日本から各国・地域への二輪

車輸出数量は年を追うごとに減少した。同時に，第 4-3 図からは判明しないが，全ての仕

向地向け輸出量も年々少なくなっていく。そうした状況の中で，欧米市場向けの輸出量は

相対的に緩やかな減少幅を維持してきた。このことが，本国生産拠点が自らの存続のため

に小ロット機種に活路を見出した成果である。これと同時期に，海外グローバル供給拠点

からのエントリーモデルの輸入が進行する。それゆえに，本国生産拠点の生産量に占める

国内出荷機種の比率が低下し，輸出拠点となっていく。より大きな視点からみれば，統合

生産システムの形成が進み，各国の生産拠点がロットの大きい機種の生産と輸出を始める

中で，本国生産拠点は，多機種・小ロット生産に自らの存在領域を見出したと捉えること

ができる。 

第 4-3 図 日本の二輪車輸出量の仕向地別比率の推移 

 
注：2009 年までの数値（本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕）は，北米，欧州，アジ

ア，中東・アフリカ，中南米，オセアニアで輸出先を区分している。一方で，2010 年以降の数値の参照
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元であるアイアールシー〔2014〕では，アジア，欧州，北米，中東，アフリカ，大洋州，南米，中米に

分けて算出している。そのため，中東とアフリカの数値の合計値を中東・アフリカに，大洋州の数値をオ

セアニアに，中米と南米の合計値を中南米とした。なお，本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各

年版〕では，中南米をラテンアメリカと表記している。この図では，中南米という表記に統一した。 

出所：2009 年までの数値は本田技研工業広報部世界二輪車概況編集室〔各年版〕を，2010 年以降の数

値はアイアールシー〔2014〕を参照した。 

 このように本国生産拠点は，大ロット生産を志向するホンダの二輪車生産拠点とは真逆

の方向性へと進んできたのである。それゆえに，本国生産拠点による多機種・小ロット生

産体制の構築は並大抵の努力ではなしえなかった。それでは，本国生産拠点が多機種・小

ロット生産を実現し，それを拡大していく中で抱えた困難とは何なのであろうか。本国生

産拠点は，その困難をどのように解決してきたのだろうか。 

 

Ⅱ-2. 本国生産拠点の特徴：多機種・小ロット生産と膨大な機械・設備保有 

 多機種・小ロット生産に伴う困難さとは，端的に言えば，機種数が増えることによる段

取り替えの頻度の増加と，機種間の工数差の吸収である。機種の切り替え時に生じる段取

り替えは，作業時間のロスを生み出す。この段取り替えの頻度の増加自体は，大量生産に

多品種生産を組み込み，効率良く生産することの難しさとして，よく指摘されることであ

る。一方，工数差は，多様な二輪車を生産品目に組み込むことによって，本国生産拠点で

ある熊製が抱えた独特の問題である。 

 先述のように，二輪車は搭載するエンジン排気量の高低とタイプ（スクーターとモータ

ーサイクル）によって工数にかなりの違いがある。例えば，超低・低排気量のモーターサ

イクル（Commuter）であるスーパーカブの工数を 1 とした場合，最も工数が大きい超高

排気量のモーターサイクル（Fun）であるゴールドウイングは約 20 倍の工数が必要となる
9。この違いは，エンジン排気量が高くなればなるほど部品点数が多くなるだけでなく，エ

ンジンを支えるフレームの強度や，各部品に求められる組み付け精度が高まり，組み付け

点数自体が増加することから生じる。さらに，排気量が低くなるにしたがって（Fun から

Commuter になるにしたがって），工数が少なくなる傾向にあるからといって，工数差の

問題が解消するわけではない。 

 中排気量以下の二輪車にはスクータータイプとモーターサイクルタイプという二輪車が

あり，それらでは工数に大きな差異がある。両タイプの工数差は正確に把握できていない
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が，作業者数を一定とした場合，モーターサイクルの方がスクーターよりも概ね 2 倍の作

業時間を要することから，その違いが大きいことがわかる10。このような工数差が生まれ

るのは，モーターサイクルとスクーターで二輪車の構造が異なるからである11。加えて，

同一排気量，同一タイプの機種であっても，工数には違いが生じる。第 2-1 表で示したよ

うに，二輪車，とりわけモーターサイクルには多様な製品ラインが存在する。製品ライン

ごとに，フレームの形状やエンジンを組み付けるスペースに違いあり，それらが部品点数

の増減や作業自体の複雑さを生じさせる。ホンダはフルライン企業であるがゆえに，同一

排気量・同一タイプの機種であれども，工数差の問題を解消することが求められるのであ

る。 

 こうした排気量とタイプ，製品ラインの差異から生じる工数差をいかに吸収するのかが，

本国生産拠点の多機種・小ロット生産の最も大きな困難のひとつであった。とりわけ，本

国生産拠点では全体の生産量の減少に対応するために生産ラインと製作所を集約してきた。

そこでは，ひとつの生産ライン当たりの機種数が増えるだけではなく，これまで同一ライ

ンで生産したことがない機種を組み込むことが求められた。したがって，生産ラインの集

約及び製作所の統合（熊製と浜製）の過程で，本国生産拠点は工数差の吸収を恒常的に要

請されてきたといってよい。このような工数差を，本国生産拠点は工程を巧みに編成する

ことと，オペレーションを段階的に向上させることで応じようとしてきた。これらの点は

やや重複する部分があるが，ひとまず分けて確認していこう12。 

 第 1 に，工数差を吸収するために，本国生産拠点は機種グループ別に 3 つの工程編成を

作り出した。具体的には，①スクーターとモーターサイクルを含めた Commuter 機種と

Fun 機種（主に超低・低排気量）を作る生産ライン，②工数が多い Fun 機種（主に中排気

量以上）を作る生産ライン，③工数が多くロットが極めて小さい機種を作るセルである。

①②のラインは，タクトタイムを基本的に同じにするエンジン生産ラインと完成車組立ラ

インからなる。つまり，製作所の統合後の熊製は，2 つの生産ライン（エンジン生産ライ

ンと完成車組立ライン）を有する。セルは生産量に応じて，設置数が可変し，最大で 8 つ

作ることができる。これらの他に，イタリアホンダに向けた二輪車のエンジンと，主に米

国拠点に出荷する ATV のエンジンを生産する輸出用エンジン組立ライン及び，2 本の完成

車組立ラインを補完（①②の生産量が増加した際に用いる）するためのライン長が短い完

成車組立ラインが存在する。紙幅の関係上，ここでの分析は①②③に絞って検討する。そ

の中でも，特に工数差の吸収の問題が顕著に現れた①を中心にみていく。 
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 ①の生産ラインは，本国生産拠点が熊製と浜製に分かれていた時代に，熊製がラインの

集約を進める中で築いたものである。2000 年以降，熊製はそれまで有していた 3 本の完

成車組立ラインと，3 本のエンジン組立ラインを統合し，それぞれ 1 本にした。このライ

ン統合において特筆すべきはモーターサイクルとスクーターを同一ラインで生産可能とし

たこと，エンジン組立ラインと完成車組立ラインのタクトタイムを同期させたことである
13。これを実現するために，特定機種だけに用いる工程やモーターサイクルとスクーター

で組立が異なる部品の工程を，エンジン組立ラインと完成車組立ラインのメインラインか

ら外し，サブ組立ラインに移管することにした。サブ組立ラインの中には，スクーター用

エンジンの駆動系部品の設計を見直し，駆動機能をひとかたまりに完結させた駆動モジュ

ールとした上で，製作所の近隣に立地する部品サプライヤーに外注したものもある14。部

品サプライヤーへ外注する熊製の狙いは，メインラインとサブ組立ラインのタクトタイム

を同期させる難しさを解消することであった。 

 当時，熊製は，駆動モジュールに見られるようなサブ組立ラインの外注化を複数計画し

ていたが，モジュール自体の生産量が多くなく，かつ製作所に近在する部品サプライヤー

が少なかったために，それほど進展しなかった。いずれにしても，メインラインから特定

機種・タイプに依存した工程を除くことで，モーターサイクルとスクーター間に生じる工

数差を吸収しようとしたのである。このようなサブ組立ラインは「小組みライン15」と呼

ばれ，メインラインの負荷を一定にすることを目的に，ホンダの二輪車生産では古くから

用いられていることである。ライン統合で生じた工数差の吸収にも，これまでに生み出し

た小組みラインの手法をホンダが活用したと考えることができる。現在でも，熊製は，工

数差を吸収するために，メインラインの外にあるサブ組立ラインで複数の部品をひとかた

まりに組み立てて機能保証する方法をゾーンモジュール組立と呼び，①②のラインで用い

ている16。 

 ライン統合の時点で，熊製は①の完成車組立ラインで生産可能な機種を，モーターサイ

クルとスクーターを合わせて 32 機種にまで広げた。実際，当時の熊製の 1 日当たり完成

車組立台数・約 1500 台の中で生産する機種数は約 20 機種にまで及んだ。ただし，モー

ターサイクルとスクーターを 1台ずつ混流させて生産しているわけではないことに注意が

必要である。熊製を含むホンダの二輪車生産のベースは，あくまでもロット生産である17。

そのため，1 機種当たり数十台のロットを基準にラインに流すことにしている。したがっ

て，熊製は従来の大ロット生産をベースに，限りなくロットを小さくするとともに，ひと
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つの生産ライン当たりで生産可能な機種の幅を拡げることで，多機種生産に対応しようと

したのである。しかも，モーターサイクルとスクーターの機種は，それぞれロットをまと

める傾向がある。モーターサイクルの機種間での段取り替えの時間は短いが，モーターサ

イクルとスクーター間での段取り替え時間は長くかかるからである。とはいえ，ライン統

合の際に進めたサブ組立ラインの外注化やネジ・ナットの共通化，さらには QC サークル

による改善の積み重ねによって，その段取り替え時間は多くともライン上で 2 台から 3 台

分の間隔を空けるだけでよくなった18。一方で，モーターサイクル間，スクーター間では 1

台分の間隔，もしくは間隔を空けなくても段取り替えができる。熊製は，2 台から 3 台分

の間隔であっても，時間を要する段取り替えの回数自体を少なくし，ロット生産の効率を

向上させようとしていると考えられる。 

 このように，熊製はロット生産の効率性を基本とした多機種生産ラインを作り上げたの

である。同時に，熊製はエンジン組立ラインと完成車組立ラインのタクトタイムを同期さ

せることで，ロット生産に伴って生じる中間在庫の圧縮を試みた。ライン統合以前では，

エンジン組立ラインと完成車組立ラインはタクトタイムが同じではなかった。さらには，

双方のラインがどちらも当該ラインの効率を重視してロット組みを行っていた。そのため，

エンジン組立ラインと完成車組立ラインとの間に設置されたラックには，約 800 基の中間

在庫（エンジン）があったという。そこで，ライン統合を機に，熊製はラックを廃止し，

エンジン組立ラインと完成車組立ラインを搬送ラインで繋ぎ，両ラインのタクトタイムを

同期させることで，中間在庫の削減を図った。この取り組みによって，ライン統合以後の

中間在庫は，両ラインを結ぶ搬送ライン上にある数基のみとなった。全体の生産量が減少

し，多機種・小ロット生産への対応を進める中で，熊製にとって，ラックの上に存在した

中間在庫は許容できるものではなくなっていた。どれだけ多機種・小ロット生産の効率を

上げても，従来の大ロット生産に比べれば，ロット効率が低下するからである。 

 このようなライン統合によって形作られた生産ラインが，熊製の改編時に引き継がれ，

①の生産ラインとなった。現在では，①の生産ラインで 30 機種以上を生産可能としてい

る。なお，製作所の集約に際して，熊製は①の生産ラインのエンジン組立ライン（「フリー

フロー・ライン19」）を大きく変化させない一方で，完成車組立ラインに改良を施している。

この点は，②の生産ラインと共通するために，以下で確認していく。 

 ②工数が多い Fun 機種（主に中排気量以上）を作る生産ラインは，浜製と熊製を統合す

る際に，新しく設置したラインである。このラインで生産可能な機種は，約 20 機種であ
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る。①の生産ラインで確認したように，生産ラインの多機種化に対処するために，熊製は

②のラインでもサブ組立ラインを用いることにした。生産ライン自体は新設されたもので

あるが，このようなサブ組立ラインによる工数差の吸収の方法ついては，浜製が取り組ん

だライン統合の成果を引き継いでいると考えられる20。熊製と同じく，浜製も 3 本のライ

ンの統合に取り組んだが，そこでの工数差の吸収の方法は共通していたのである。①の生

産ラインとの違いは，②のラインの生産品目が中排気量以上の Fun 機種であることから生

じる。中排気量以上の Fun 機種の特徴は，総じてロットが小さい一方で工数が多いこと，

かつ高い製造品質が求められることである。加えて，完成車組立ラインではそれほど多く

ないが，完成車組立ラインの上流である鋳造や鍛造などの工程では，機種によって特殊な

機械設備が必要となることも大きな特徴である。これらの特徴に対応するために，熊製は，

次のような生産ラインを新しく設計した。 

 まず，①②の生産ラインに共通した点として，完成車組立ラインに「可変台車量産ライ

ン21」を熊製は導入した22。この可変台車量産ラインを説明する前に，熊製の完成車組立ラ

インの構成を確認しよう。熊製の完成車組立ラインは，単一のコンベアではなく，2 つの

ラインからなる。完成車組立ラインでは，プレス→塗装→溶接という工程を経て作られた

フレームと，鋳造→機械加工→組立の工程で生産されたエンジンを組み付けることから工

程が始まる。その後，フレームとエンジンに，フロントフォーク，スイングアームと前後

輪のタイヤを組み合わせる。いわば二輪車の骨格が，この時点で概ねできあがる。そうし

た骨格に，プラスチック成形された外装部品やハンドル，メーター等の部品が組み付けら

れて工程が完了する23。このうち，熊製は二輪車の骨格を作るまでの工程と，それ以後の

工程とではラインを分けている。フロントフォーク・スイングアームや前後輪のタイヤを

組み付ける以前と以後では，二輪車の高さが変わることが大きな理由である。そのため，

二輪車の骨格ができあがった後に，熊製は二輪車をオーバーヘッドコンベアで一度吊り上

げて，次のラインに搬送させている（2 つのラインは近接しているために，搬送時間はご

くわずかである）。2 つのラインのうち，熊製が可変台車量産ラインを導入したのは，骨格

を作った後に外装部品やハンドル，メーター等を組み付けるためのラインである。 

 従来，このラインにはコンベアを使用していた。そのため，機種ごとにタクトタイムを

変えることが難しく，さらには治具の取り換えに時間を要していた。可変台車量産ライン

を導入したことで，熊製は二輪車の前輪治具と後輪治具の高さを生産機種に合わせて自動

調整できるようにした。二輪車は機種ごとに，とりわけ排気量・タイプ・製品ラインによ
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って車高が異なる。そのため，ひとつの生産ラインで機種を混在させる場合，機種の切り

替え時に前輪・後輪治具を変えなくてはならない。可変台車量産ライン導入によって，前

輪・後輪治具が自動で変化することで，車高を一定に保つことができ，機種の切り替えが

スムーズになった。加えて，組み付け位置が均一になるために，作業者が無理のない姿勢

を保つことにも貢献している。実際には，1 機種につき数十台から数百台でロットを編成

することが多いが，可変台車量産ラインの導入に伴い，1 台ごとに異なる機種を流すこと

ができるようになったという。同時に，可変台車量産ラインを用いるようになったことで，

タクトタイムを機種ごとに可変できるようになった。製作所の統合以前から，熊製は二輪

車の骨格を作るラインにフリーフロー・ラインを導入していたので，タクトタイムを機種

ごとに変化させることができた（統合前の①の生産ラインで，これを実施していた）。しか

しながら，コンベアを用いていた骨格生産後のラインは，タクトタイムを変えることが難

しかった。可変台車量産ラインを採用したことで，完成車組立ラインを構成する 2 つのラ

インどちらにおいても，機種ごとにタクトタイムが設定できるようになった。このように，

従来の生産ラインを発展させることで，熊製は多機種小ロット生産への対応を進めたので

ある。 

 ついで，高い製造品質を維持するために，新設した Fun 機種のエンジン組立ラインに「イ

ンターロックシステム24」を熊製は導入した25。これは，当該生産ライン上にある全ての工

程で行った作業を記録し蓄積するものである。二輪車エンジンの組立はネジ（ボルト）締

めが主たる作業である。しかしながら，機種によって，さらには同じ機種でもエンジンに

取り付ける部品によって，ネジを締めるトルクの度合いが異なる。しかも，二輪車の中で

ハイエンドに位置付けられる Fun 機種では，基幹部品であるエンジンの組み付けにとりわ

け高い精度が求められる。そのため，熊製は事前に設定したトルクを出力できるレンチを

200 本以上用意することにした26。重要な部品の締め付けにはナットランナーを用いてい

るが，いずれにしても作業者がトルクの設定を間違うことがないようにしている。さらに，

熊製は，こうした全ての工程で，作業者がどの部品をどのような精度で組み付けたのかを

データとして記録するようにした。そのことによって，製造品質を損なう問題がどの工程

で生じたのかを把握できるようにしている。 

 このような熊製の全工程での品質管理は，ホンダが有する生産拠点の中でも珍しい。例

えば，熊製と同様に Fun 機種を生産するイタリアホンダでは，部品にバーコードを貼り，

ラインに一定の間隔でクオリティゲートを用意し，不具合を発見することに取り組んでい
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る27。この方法は既存のラインを部分的に改良することで実現でき，熊製のようにライン

を新設するよりも，設備投資が少額で済む。欧州市場の成熟とリーマンショック後の市場

縮小に起因した生産量の停滞・減少という状況下で，投資額を抑えつつ，高い品質を保つ

ために生み出したイタリアホンダの工夫である。他方で，生産量が大きく伸びないという

背景は同じでありながらも，熊製は新規のラインに投資する判断を下した。あまりにも多

様な Fun 機種を生産ラインに組み込むことになったがゆえに，既存ラインの改良では高い

製造品質を維持することが難しかったと考えられる。このような多機種化への対応は，②

のエンジン組立ラインの運搬方法からも確認できる。熊製は②のエンジン組立ラインを新

設する際に，①のエンジン組立ライン（フリーフロー・ライン）とは別種の治具を備えて

自走する台車を用いることにした。組み立てるエンジン 1台につき，この台車を使用する。

したがって，②のエンジン組立ラインは複数の自走台車からなる。こうしたラインを新設

したことで，台車 1 台ごとにタクトタイムを変えることができるようになり，さらには，

最小ロットを 1 台に設定できるようになった。 

 熊製は①②の生産ラインによって，多機種・小ロット生産への対応を進めてきた。しか

しながら，それでもなお，①②の生産ラインでは効率的なロット組みが難しい機種が存在

した。そうした機種は，ロットが極めて小さい機種や，警察車両に代表される仕様が極め

て多い機種，工数差が吸収できない機種である。先述のように，熊製の生産ラインがロッ

ト生産を基本としている限り，1 日当たりの生産量が数台（時には 1 台の機種もある）と

極めて少ない場合，ロットを編成することが困難である。さらには，サブ組立ラインを用

いることで，かなりの程度工数差を吸収することができるようになったが，それでもなお

吸収しきれない機種があった。それは，工数が極端に少ない機種である。工数が多い機種

については，サブ組立ラインを用いることで，メインラインで吸収できない工数を補うこ

とができる。一方で，工数がかなり少ない場合，生産ラインに組み込んでも，不要な工程

が多く発生し，実際に作業する時間（正味作業時間）が減少する。そのため，このような

機種を生産するために，③のセルを熊製は用意することにした28。 

 セルは最大で 8 つ作ることができるが，常に全セルが稼働しているわけではない。その

日に必要となる生産量によって，熊製はセルを増減させている。1 セル当たりの作業者は

2 人であり，定位置で二輪車 1 台を組み上げる。セルでは，熊製が設定する技能スキルの

中で最も高いランクを有し，かつ品質確認に長けている作業者が担当する。熊製の作業に

おいて，最も難しい作業は新機種の組み立てであり，それに続いて 2 番目に難しい作業が
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セルであるという。このセルについても，熊製が改編の際に始めて取り組んだのではなく，

②と同様に浜製が多機種化への対応として生み出した定位置の組み付けをベースとしたも

のである29。 

 これまでの記述から明らかなように，これら 3 つ工程編成は，熊製と浜製が個別に取り

組んできた多機種・小ロット生産への対応を，両製作所の統合を機に集約し，高度にした

ものである。あまりにも工数が異なる機種を生産品目に組み込んだために，熊製が単一の

生産ラインのみで，多機種・小ロット生産を実現することはさすがに難しかった。そのた

め，排気量の高低によって生じる工数差と，機種の特殊性（ロット・工数の少なさ）にし

たがって，生産ライン（①と②）とセルを使い分けることで，できるだけ生産設備の設置

に伴う固定費負担を軽減しながら，熊製は多機種・小ロット生産を実現した。そこでは，

可変台車量産ラインやインターロックシステムなど，これまでにない二輪車生産の方法を

熊製が生み出していた。これは，これまで一貫して，熊製が本田技術研究所と連携し，二

輪車の工程設計を担ってきたからこそ実現できたことである。こうした結果，熊製の工程

編成は，大ロット生産の傾向が強かったかつての二輪車生産のあり方に比べて大きく様変

わりした。 

 熊製の多機種・小ロット生産と工数差の吸収に対する試みは，工程編成だけではない。

多様な機種が生産ラインに流れることになれば，さらには，それら機種のほとんどが小ロ

ットであれば，作業者の 1 日の作業はかなりバリエーションに富んだものになる。日当た

りでみても，ひとつの生産ライン（エンジン組立ライン・完成車組立ライン）に次々と工

数の異なる機種が流れるがゆえに，組み付ける部品の種類や組み付け方といった作業上の

変化が多くなる。熊製は，このような問題を解消するために，オペレーション上の対応を

高めてきた。これが第 2 の点である。 

 通常，大ロット生産を行う二輪車生産拠点では，定位置・定タクトタイム・定工程を基

本として，1 工程当たりの工程密度を低下させることが多い30。完成車組立ラインを例に挙

げれば，どの機種でも，タクトタイムを同じにして（定タクトタイム），特定の工程の作業

を 5 つのボルトで組み付けるといったように機種ごとの違いをなくし（定工程），作業者

の位置は同一（定位置）であることを志向する。さらには，特定の工程における作業の数

自体を減らす，つまり工程密度を低くし，タクトタイムの短縮を狙う。そのことによって，

数種類の二輪車を大量生産しても，作業の変化が少なくなるので，作業ミスを避けること

ができる。したがって，高い製造品質を維持することができる。二輪車の組立では，人に
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よる作業が多いので，高い製造品質を保つためには，定位置・定タクトタイム・定工程と

1 工程当たりの工程密度の低下を重視する傾向が強い。 

 しかしながら，熊製のように，多機種生産の度合いが強くなればなるほど，この定位置・

定タクトタイム・定工程と 1 工程当たりの工程密度の低下を実現することが難しくなる。

むしろ，それを部分的に修正・発展させている点が，熊製の際立った特徴である。機種間

の工数差の吸収に重きを置く熊製では，他の生産拠点とは異なり，工程密度を高めて，タ

クトタイムを遅くさせている。工程密度を高めるために，各工程では機種によって異なる

作業を要する。さらに，いくら工程密度を高めたとしても，機種間の工数差が大きいため

に，タクトタイムを一定にすることが難しい。このため，熊製は，②の生産ラインでみら

れるように，1 台ごとにタクトタイムを変化させることができるように生産ラインを設計

した。このように，工程密度，定タクトタイム，定工程いずれも，熊製は従来の二輪車生

産拠点とは大きく異なる。それだけではなく，熊製では，生産ラインに流れる機種によっ

て作業者が移動する。これが顕著に現れるのが，サブ組立ラインである。サブ組立ライン

の中には，一部の機種でしか必要としないものが存在する。それゆえ，ある機種を生産す

る際には，作業者がサブ組立ラインへと移動することになる。 

 このように，熊製は，従来の二輪車生産拠点が重視した定位置・定タクトタイム・定工

程と1工程当たりの工程密度の低下とは，二輪車生産のありようを大きく異にしている31。

これを実現するためには，個々の作業者が，多能工を前提とした「多工程持ち32」ができ

なければならない。しかも，次々と生産ラインに流れてくる多様な機種の品質基準や組み

付け精度を各作業者が記憶し，それを確実に実践することが求められる。この点でも，熊

製はホンダが有する他の生産拠点を圧倒しているという33。確かに，完成車組立工場にテ

ンポラリースタッフの多い海外生産拠点では，このような記憶と実践は難しいであろう。

組立作業とは離れるが，作業者が覚えることが多い塗装工程を例にみよう。塗装工程の中

でも塗りの作業を取り上げる。この作業では，700 種類以上の塗り方，色の組み合わせを

作業者が覚える必要がある。これを達成するためには最低 2 年を要する34。熊製が，多機

種・小ロット生産を推し進めることができた背景には，多能工を前提とした多工程持ちが

でき，なおかつ多様な機種の品質基準や組み付け精度を記憶・実践できる作業者が存在し

ていたことがある35。 

 工程編成の面でも，オペレーションの面でも，熊製の二輪車生産のありようは，ホンダ

が有する生産拠点の中でも類をみない。本稿では，多機種・小ロット生産に際して，この
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ような高度な工程編成を作り出し，使いこなす組織ルーチンを多機種・小ロット生産の能

力と呼ぶ。生産量が減少する中で，熊製と浜製は多機種・小ロット生産の能力を段階的に

蓄積させてきた。さらには，製作所の統合を機に，可変台車量産ラインやインターロック

システムといった二輪車を生産するための新しい方法を生みだし，熊製は多機種・小ロッ

ト生産の能力をよりいっそう発展させた。 

 これまで詳しく確認してきたように，熊製が生み出した新しい二輪車生産の方法はかな

り多い。このような試みを熊製が実践できる背景には，本田技術研究所との密な連携のも

と，新しく立ち上げる機種の工程設計を担ってきたことがある。本国生産拠点が生産する

機種であれ，海外生産拠点が手がける機種であれ，新機種であれば，当該機種の生産に必

要となる作業やラインでの組み付け順序，作業者の数，タクトタイムなどを考案するのは

熊製（とかつての浜製）である。新機種の工程設計を担うことにより，熊製は二輪車の作

り方のノウハウを習得してきた。しかも，多機種・小ロット生産の能力を蓄積する過程で，

ホンダの他の生産拠点と比べて，膨大な種類の二輪車を熊製は生産してきた。 

 加えて，フェーズⅠ以前においても，熊製（と浜製）が多様な機種を生産してきたこと

に変わりはない。フェーズⅠ以前の期間は，第 2 章で述べたようにホンダが続々と新しい

機種を生み出した時期である。しかも，この時期に，海外の現地生産・販売拠点が生産す

ることが難しい機種は，全て熊製（と浜製）が引き受けていた。さらに，海外拠点が生産

する機種は，過去に熊製が手がけた機種を派生展開させた機種であることが多い。それゆ

え，熊製（と浜製）は，過去に海外生産拠点で生産する全ての機種を生産した経験を持つ。

厳密には，熊製（と浜製）は海外生産拠点が手がける生産品目に類似した機種を過去に生

産していると表現したほうがよい。いずれにしても，ホンダの生産拠点の中でも，熊製（と

浜製）ほど多様な機種を作ってきた二輪車生産拠点は存在しないであろう。 

 こうした多種多様な二輪車生産の経験から習得したノウハウが，熊製の新しい二輪車生

産の方法の創出に貢献している。さらに，このノウハウや工程設計が，海外生産拠点の評

価に大きく寄与する。海外拠点の評価の仕組みについては次節に詳しく検討する。ここで

は，熊製が多機種・小ロット生産の能力を蓄積・発展させる過程で有することになった，

上流工程の際立った特徴を確認しよう。 

 熊製の上流工程における特徴とは，二輪車生産に必要となる全ての設備・機械を保有し

ていることである36。熊製は，エンジン組立ライン及び完成車組立ラインを集約し，設備

の数を減少させた。しかしながら一方で，組立ライン以外の機械加工やインジェクション
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などについては，膨大な数の機械・設備を保有する。これは，同一機械・設備の台数が大

量に存在するのではなく，機械・設備の種類が多様であることから生じている。こうした

設備・機械の多さは，製作所の統合時に新設・増設した工場数に顕著に現れている。 

 製作所の統合に当たって，熊製が新設，あるいは増設した工場は合計 6 棟である37。代

表的な事例として，鋳造と焼結の棟を新たに設置したこと，それまでひとつの工場の内部

に設置していた完成車組立ラインとエンジン組立ラインをそれぞれ別の工場として設置し

たこと，それと関連して組立工場の面積を2倍以上に拡大させたことなどが挙げられる38。

新設・増設を含めた製作所の設立に伴った熊製の投資額は，約 330 億円であったという39。

このような新設・増設の理由は，熊製が新しい組立ラインを考案し設置したことと，熊製

だけでも多様な機械・設備を持つ一方で，浜製が生産していた Fun 機種用の機械・設備を

移管したことにある。 

 Ⅱ-1.の特徴で確認したように，本国生産拠点は他の生産拠点が手がけていない機種の

生産を担うことになった。その主要な要因は，1 機種当たりのロットが小さいために，海

外生産拠点のロット編成の効率性を阻害することにあった。それだけでなく，このような

機種は，発売から販売終了までの総販売量が少ない傾向があり，特定の生産拠点が設備・

機械を投資しても回収が難しい。二輪車は，特殊な設備・機械を必要とする機種が存在す

る。本国生産拠点は，1 機種当たりのロットが小さい機種を一手に引き受けることを選択

したため，そのような数多くの特殊な設備・機械を抱えることになった。熊製は，設備・

機械の一覧を公表していないので，詳細には把握できていないが，このような設備・機械

は枚挙にいとまがない。ここでは，設備・機械をいくつか紹介しよう。 

 エンジンだけを取り上げても違いは大きい。海外生産拠点が生産するエンジンは空冷が

主流である。空冷式のエンジンは，一般的には構造が簡素であることが多い。一方で，熊

製が生産するエンジンは水冷式であり，構造が複雑である40。それゆえ，空冷式に比べて，

水冷式は部品を加工するための設備・機械を要する。加えて，一部の Fun 機種は，高出力

のエンジンを搭載するために，その機種専用の設備・機械が必要となる。一例を挙げれば，

1000 分の 1 ミリ単位で加工・メッキする専門設備や，アルミダイキャストフレームを生

産するための鋳造・溶接設備である41。これまで，ホンダは，Fun 機種のフレームに用い

る材料をスチールパイプからアルミへと転換させてきた。アルミの方が，軽量であり，剛

性が高いからである42。しかしながら，アルミダイキャストフレームを生産するためには，

鋳造・溶接の設備を投資しなければならない。そのような設備は海外生産拠点にはほとん
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ど無い。例えば，第 2 章でみたニューミッドシリーズ（Fun 機種）では，アルミではなく，

スチールパイプ（鉄）のフレームをホンダは採用した。将来，海外生産拠点での生産を見

据えての素材選択であったという43。この判断からも，アルミダイキャストフレームの設

備・機械が海外生産拠点にあまり設置されていないことがわかる。一方で，熊製の生産品

目には，アルミダイキャストフレームを搭載する Fun 機種が数種類存在する。それら機種

に必要となる特殊な設備・機械の全てが熊製に設置されているのである。 

 

 これまで，熊製を中心とした本国生産拠点の変遷を確認し，輸出機種生産拠点，多機種・

小ロット生産，全ての機械・設備を保有という 3つの特徴が生まれた要因を検討してきた。

熊製は，国内外の小ロット機種の生産に自らの生存領域を見出し，多様な機種を自拠点の

生産品目に組み込んできた。そうして，熊製は多機種・小ロット生産の能力を蓄積してき

たがゆえに，製作所の内部に全ての設備・機械を保有し，かつ輸出比率の高い生産拠点と

なっていった。熊製の二輪車生産，とりわけ生産ラインには，小ロットで生産される多機

種を集めることによって生き残りを図ってきた数々の取り組みの成果が強く現れている。

このような熊製の二輪車生産のありようは，ホンダが有する数多くの生産拠点の中で極め

て稀である。 

 それでは，このような熊製の二輪車生産は，統合生産システムの調整メカニズムにいか

に貢献しているのであろうか。Ⅲでは，このことを確認しよう。 

 

Ⅲ 本国生産拠点の差配機能と調整メカニズムの全体像 

 

 第 1 章では，フェーズⅠの期間に本国生産拠点が取り組んだ 2 つの施策を確認した。繰

り返しになるが，このうち，本国生産拠点における完成車生産量の減少を部品（KD）生産

で補填するという施策は，海外生産拠点の成長とともに徐々に機能しなくなってしまった。

しかしながら一方で，いまひとつの施策はかなり順調に機能していく。それは，本国生産

拠点が海外生産拠点の生産量・機種・生産設備などの情報を集約し，拠点間供給の調整を

担う拠点へと発展させることである。この点は，まさに本国生産拠点の差配機能のことで

あり，フェーズⅠでの施策が継続しているのである。このような本国生産拠点の発展には，

以下にみるように，海外生産拠点を生産技術の点から支援し，かつ管理できる人材を育成

させることが必要であった。 
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 本節では，本国生産拠点の差配機能が，どのような仕組みによって実現しているのかを

検討する。さらには，この差配機能と，Ⅱでみた本国生産拠点の多機種・小ロット生産の

能力の蓄積との関係性を考察していく。 

 

Ⅲ-1. 本国生産拠点の差配機能 

 本国生産拠点の差配機能は，海外生産拠点の情報を集約し評価することと，機種開発に

際して活用可能な生産拠点を見出し，ある機種の生産拠点候補として選定することからな

る。この機能を検討する前に，海外生産拠点の基礎的な情報を熊製が保有していることを

確認しておこう。本国生産拠点（熊製と製作所統合以前の浜製）はマザー工場として，海

外生産拠点の立ち上げに密接に関わる。そのため，海外生産拠点の設立時点で，当該拠点

が導入した生産ラインや設備・機械を本国生産拠点は把握している。しかも，海外生産拠

点の生産ラインや工程レイアウトは，熊製と浜製をベースとしている。とりわけ，製作所

の統合を契機に，マザー工場として一本化した熊製の取り組みの成果を迅速に反映するこ

とを狙って，海外生産拠点は熊製をベースにしていることが多い44。これは，従来，熊製

が超低・低排気量の二輪車を生産していたこと，大半の海外生産拠点が低排気量の二輪車

生産を主軸としていることに起因する。もちろん，前節までで述べてきたように，熊製も

浜製もまた，年を追うごとに二輪車生産のあり方を発展させてきたので，海外生産拠点の

設立年によって，ベースとなる生産ラインや工程レイアウトは異なる。それゆえ，正確に

は，その時々の本国生産拠点の生産ラインや工程レイアウトが海外生産拠点のベースにな

っている。例えば，ベトナムホンダは，生産ラインの統合に取り組んだ際の熊製と同じ生

産ラインを有している45。具体的には，エンジン組立ラインから完成車組立ラインを搬送

ラインで結ぶ生産ラインである。 

 このように，マザー工場である本国生産拠点は，そもそも海外生産拠点の情報を保有し

ていることが重要な前提である。しかし，設立以後，二輪車生産の経験を積み重ねるにつ

れ，海外生産拠点は独自の成長を遂げる。設立当初の海外生産拠点は，現地生産・販売拠

点であることが多い。一方で，海外生産拠点が立地する二輪車市場がどのように発展する

のかは，各国・地域によって多様である。したがって，海外生産拠点は，相対する市場の

進展に大きな影響を受けて，成長することになる。それゆえ，本国生産拠点は，海外生産

拠点の成長とともに生まれた固有の情報をいかに集め，蓄積していくのかが問われる。本

国生産拠点は次のような仕組みを用いることで，これを達成している。以下，熊製に焦点
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を当てて検討しよう46。 

A) 機種開発の時点で，海外生産拠点が生産する機種の工程設計を熊製が行うことで，当

該機種をどのような設備・機械と生産ラインで生産し，いかなる人員配置で，何秒の

タクトタイムで生産するのか，その結果としてコストがどのくらいになるのかを把握

する。すでにみたように，SED チームが機種を開発する際には，熊製の E-PL が，開

発部門と連携し，当該機種の工程設計を考案していく。さらに，SED チームが当該機

種の開発を完了させた後には，その機種を生産する拠点がどこであろうとも，熊製が

図面を認証・検定し，工程設計を確定させる。とりわけ，新機種やフルモデルチェン

ジ機種の場合は，この手順を必ず経る。とはいえ，熊製が工程設計を作成した時点で

は，現地生産拠点で生じる固有の問題を想定できないことが多く，ある種理想的な生

産現場の状況を仮定している。実際に，海外生産拠点が量産を開始するまでの間に生

じた問題，あるいは量産後に生じた問題の把握は，次のステップであるマザー工場と

しての技術支援が担う。 

B) 海外生産拠点への技術支援を実施する部署は，生産企画部の海外支援担当部署である。

生産企画部には 2 つの部署がある。それは，ここで取り上げる海外支援担当部署（以

下，単に海外支援部門と呼ぶ）と，機種開発の際にグローバル SED 及び SED チーム

に関わり，生産拠点の評価・選定を担う生産企画担当部署（以下，単に生産企画部門

と呼ぶ）である。海外支援部門は海外生産拠点から要請があり次第，人員を派遣し，

技術指導を行う。熊製は，このような形での海外生産拠点への技術支援をかなり古く

から始めている。フェーズⅠの時点で，すでに技術支援とともに海外生産拠点を管轄

できる人材の育成に取り組んでいることからも，この点を確認できる。フェーズが進

むにつれて，熊製は海外に派遣する人員を年々増加させてきた。例えば，2006 年の

時点では，熊製から技術指導のために派遣され，駐在する人員は，人数にして 108

人，派遣先の拠点数にして 32 拠点（16 カ国）にのぼっている。出張ベースでは，こ

の年に 1704 人を派遣する予定であったという47。この数値は，厳密には出張回数と

推察されるが，一方で，海外技術支援を専門として担当する人員も増加傾向にある。

2007 年では，熊製の従業員約 3900 人のうち，海外に派遣された人数は概ね 350 人

から 400 人であった48。その後，2009 年になると，従業員約 3500 人のうち，海外

支援担当は約 500 人へと増えている49。 

 その一方で，フェーズⅠからフェーズⅢにかけて，熊製は技術支援の内容を変化さ



 141 

せた。1990 年代の技術支援には，海外技術支援の内容は量産立ち上げや新しい生産

技術の移転のみならず，日々のオペレーションで生じた問題を解決するための単なる

生産指導が含まれていた。しかしながら，2000 年頃からは，単純な生産指導をでき

るだけ減らし，海外生産拠点の自立を促すようになった。こうした観点から，熊製は

海外生産拠点からの技術支援料（派遣する人員の交通費や滞在費などを含む）の徴収

を強く意識するようになった。海外生産拠点からすれば，自拠点の採算を考えれば，

技術指導を頻繁に要請することを避け，可能な限り自ら問題を解決しなければならな

くなった。このように技術支援の内容を変えたことで，熊製と海外生産拠点の関係性

も変容しつつある。それは，「海外工場は身銭を切って我々の新技術を買ってくれる

お客さん50」という言葉に端的に現れている。こうした支援内容の変化の背景には，

多くの海外生産拠点が成長し，生産指導をせずとも，自ら問題の解決に取り組める段

階に到達してきていること，本国生産拠点の海外派遣人員をいくら増加させても，今

後，ますます増えていく海外生産拠点をカバーしきれないという熊製の判断がある。 

 結果として，熊製が実施した支援内容の切り替えは，現地で生じる様々な問題を絞

り込むことに高い効果を発揮したと考えられる。海外生産拠点は，A)の工程設計の実

現に際して，自拠点で生じた問題をできる限り自らの努力で解決することに取り組む。

しかし，それでもなお解決が難しい問題に対して，熊製の海外支援部門に支援を依頼

することになる。そこでの問題は，当初，A)の工程設計で想定していない現地固有の

要素（作業者のスキルや調達できる材料など）から生じていることが多い。とりわけ，

海外生産拠点が有する生産ラインや工程レイアウトは熊製をベースとしている。それ

を前提に熊製が実施した工程設計がうまく実現できない場合には，現地固有の要素が

起因するからである。こうして，熊製は海外生産拠点に自立を促すことで，当該生産

拠点が抱える現地固有の要素を浮き彫りにすることができるようになったのである。 

C) 海外支援部門は，支援者を中国や欧州といった地域と，ダイキャストや溶接といった

技術領域で海外支援者を区分けしている。加えて，海外支援部門全体で数名のグルー

プリーダーが設定されている。海外生産拠点からの要請をもとに，どのような技術領

域の人員を何名派遣するのかを指示するのが，グループリーダーの役割である。海外

生産拠点に派遣された支援者は，支援に当たる中で，現地で問題を生じさせている固

有の要素を掴む。そうして，帰国後，支援者はその情報を海外支援部門だけではなく，

生産企画部門を含めた生産企画部全体にフィードバックし，共有していく。このよう
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な結果，生産企画部では，どの生産拠点がどのようなレイアウトと設備・機械で生産

しているのかだけでなく，実際に稼働した際の生産ラインや設備・機械の能力，さら

には現地で調達可能な部品や搬送経路といった全ての情報を把握しているという。つ

まり，生産企画部は，海外支援者からもたらされる情報によって，すでに有している

海外生産拠点の情報を補完・更新し蓄積しているのである。 

 なお，新機種の立ち上げ支援の場合，熊製は量産開始前に当該生産拠点から送られ

てくる部品や完成車によって，支援の成果を最終的に検証する。この検証過程もまた，

熊製が当該生産拠点でどのような問題が解決できたのかを把握することに貢献して

いる。 

D) 上記の B）C）に加えて，生産企画部は海外生産拠点から依頼があれば，設備・機械

投資の規模や工場の能力拡張に伴う新規投資のシミュレーションも行う。海外生産拠

点の新規投資は，新機種の立ち上げの際に検討する場合が多い。このシミュレーショ

ンも，B）と同様に，基本的には海外生産拠点の自立を促し，当該生産拠点が実行で

きない際に生産企画部に依頼するという手順を踏む。例えば，ボーリングマシンをす

でに 3 基持つ海外生産拠点が，追加でボーリングマシンを新設する時のことを考えて

みよう。当該生産拠点工場で検討して投資ができるという判断であれば，そこがシミ

ュレーションを行う。しかし，投資して導入したいけれども，どのような設備が最適

かわからない，新機種を生産するために何基購入すればいいのかの判断が難しい，投

資金額を算出したが，それだけの投資をしていいのかの判断が困難であるといった際

に，当該生産拠点が生産企画部に支援を要請する。そうして，生産企画部の海外支援

部門のメンバーが，現地でフィージビリティスタディを行って投資金額やコストを算

出し，その結果を当該生産拠点に報告する。海外生産拠点（現地法人）の社長は，投

資金額やコストを踏まえて決裁する。海外支援部門のメンバーは，その決裁を熊製に

持ち帰り，結果やプロセスを報告する。このようにして，海外生産拠点が導入した設

備・機械の情報が，生産企画部に積み重なっていく。 

E) D）までのプロセスによって蓄積された情報をもとに，生産企画部門は各生産拠点を

評価する。ここでの評価対象は，海外生産拠点のみならず，本国生産拠点の生産現場

も含まれる。そうした評価をもとに，生産企画部門が次なる機種開発における生産拠

点候補の選定と A)工程設計を行う。A)工程設計では説明が煩雑になるために明示し

なかったが，工程設計を担うのは生産企画部門である。したがって，生産企画部の内
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部では，生産企画部門が工程設計を行い，それを海外生産拠点が実現する過程で問題

を生じさせた現地固有の要素を海外支援部門が集めて生産企画部全体にフィードバ

ック・蓄積し，その情報を活用して生産企画部門が工程設計を行うという循環が作ら

れている。 

 このように，生産企画部門が行う生産拠点の評価と選定は，海外支援部門がもたらす情

報の収集・蓄積に強く依存する。第 1 章・第 2 章で確認したように，統合生産システムの

形成には計画と創発の側面があった。この両側面を取り込み，かつシステム全体としての

調和を作り出すための調整メカニズムを第 3 章でみたが，その基盤は生産企画部の評価で

あった。この生産企画部の評価こそが，まさに調整メカニズムの要であることはすでに指

摘した通りである。そうした生産企画部の評価のベースは，海外支援部門が頻繁に更新す

る情報である。この情報の蓄積により，生産企画部は各拠点を評価し，新しく開発する機

種に活用可能な生産拠点，より大きな視点から言えば統合生産システムで活用可能な生産

拠点を見出すことができる。これに対して，タイホンダのように計画的な育成を図ってき

た生産拠点については，海外支援部門から得られた情報によって生産企画部が随時，当該

拠点の進捗を確認できる。したがって，海外支援部門による情報の蓄積があるからこそ，

生産企画部門は次なる機種の生産拠点候補の選定が可能となる。このように，海外支援部

門と生産企画部門は一体不可分な関係といってよい。こうした海外支援部門と生産企画部

門との密な連携が，生産企画部の差配機能を生み出している。 

 これまで明らかにしてきたように，A）から D）までのプロセスから構成される仕組み

の起点は，生産企画部門が担う工程設計にある。多機種・小ロット生産の能力を蓄積して

いく過程で熊製が習得した二輪車生産のノウハウが，この工程設計を実現させていること

は先述の通りである。生産企画部が，いくら海外生産拠点の工程レイアウトや設備・機械

といった情報を保持していたとしても，そもそも二輪車生産のノウハウがなければ，工程

設計はできない。このような熊製のノウハウを活用するために，生産企画部は製作所の内

部に立地していると考えられる。 

 熊製によるノウハウ取得の背景には，現時点ではホンダが大規模な研究所（研究開発拠

点）を本国にしか設置していないことがある。工程設計には，機種によって新しい二輪車

の作り方を創出することが求められる。それは，生産拠点と研究所との密接な連携が必要

となる。しかし，第 3 章からも明らかなように，二輪車生産拠点の海外展開と比較して，

研究所の展開地域は狭い。この理由は，二輪車ビジネスは四輪車に比べて，売上・利益と



 144 

もに金額が小さいことにある。超高排気量機種になれば，四輪車に匹敵する販売価格にな

るものの，超高排気量機種を除けば，総じて二輪車の単価は四輪車ほどには大きくない。

それゆえ，ホンダは研究所を広範な国・地域に作ることが難しいのである。熊製の二輪車

生産のノウハウ蓄積は，相対的に規模が小さいという二輪車ビジネス特有の要因によって，

研究所が本国に偏在していたことからも影響を受けている。 

 

Ⅲ-2. 調整メカニズムの全体像 

 第 3 章と本章で詳述した事実はどのような意味を持つのであろうか。これら 2 つの章で

述べてきたことのいくつかは，数は少ないものの，すでに先行研究，とりわけマザー工場

としての機能に関心を寄せた研究によって指摘されている。詳しくは以下で検討していく

が，複数の先行研究を組み合わせることで，本章の課題に対する解を導き出すことができ

るようにみえる。しかしながら，国際生産分業，本稿でいうところの統合生産システムの

調整メカニズムの基盤という視点から論じられた研究はない。そのため，調整メカニズム

の基盤を把握するための，一貫した枠組みが提示されているとはいいがたい。そこで，本

章を締め括る前に，これまで詳述してきた事実を整理し，先行研究をもとにそれが持つ意

味を探り，調整メカニズムの基盤を解き明かすための枠組みを検討する。そのうえで，調

整メカニズムの全体像を提示する。 

 調整メカニズムの基盤は，熊製の内部に立地した生産企画部の差配機能にある。生産企

画部では，①生産企画部門が工程設計を行い，②現地での工程設計の実現が難しい場合に

海外支援部門が支援に赴き，現地固有の情報を収集し，生産企画部全体に蓄積・共有させ，

③その情報を活用して生産企画部門が次なる機種の工程設計を実施するというサイクルを

作り出していた。本国生産拠点の差配機能は，このような①②③のサイクルから生み出さ

れている。この差配機能は，拠点が持つ生産機能とは異なる機能である。 

 このようなマザー工場が持つ差配機能は，善本〔2011〕で指摘されていることである。

善本〔2011〕は，エレクトロニクスメーカーの事例を取り上げ，マザー工場が生産拠点を

評価・診断し，生産拠点間の技術支援・移転先をコントロールする機能を有することを指

摘した。善本〔2011〕は，複数の海外生産拠点のオペレーションを評価・管理する機能を

「オペレーション統括機能51」と呼ぶ。オペレーション統括機能と量産活動を担う生産機

能は，ともにマザー工場の内部に存在し，人的資源も重複することから混同されがちであ

る52。しかしながら，オペレーション統括機能は事業部機能の一部であり，生産機能とは
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分けて捉える必要があると，善本〔2011〕は主張する。しかも，事業部機能においては「オ

ペレーションの中核人材と事業部の部門スタッフとがある種のユニットを形成し，マザー

工場に立脚しながら活動すると考える53」と言及しており，示唆に富む。 

 善本〔2011〕の目的は，マザー工場の技術支援・移転活動に関して，錯綜した生産拠点

間の関係性を切り分けて捉える重要性を試論的に検討することであった。それゆえに，当

然のことながら，国際生産分業の形成という視座からマザー工場が行う生産拠点の評価を

捉えていない。さらには，誰が，どのように情報を収集し生産拠点の評価を実施するのか，

オペレーション統括機能と生産機能が持つ関係性を実態として詳しく論じているわけでは

ない54。 

 第 3 章と本章で詳述した事実によって，これらの点はかなりの程度解明できたと考えら

れる。それは次の 4 点に整理できる。第 1 にマザー工場の生産拠点の評価が国際生産分業

の形成に極めて大きく貢献すること，第 2 に生産拠点の評価主体と事業部機能を担うユニ

ットが具体的に把握できたこと，第 3 に生産拠点を評価する仕組みを明確にできたこと，

第 4 に本国生産拠点が持つ 2 つの機能（差配機能と生産機能）の関係性を浮き彫りにでき

たことである。それぞれ詳しくみていこう。 

 第 1 に，マザー工場が担う生産拠点の評価は，技術支援・移転先のコントロールのみな

らず，国際生産分業の形成に極めて大きな貢献を果たすことがわかった。先行研究で言及

されていたマザー工場による技術支援・移転先の決定は，日々のオペレーションで生じた

問題の解決や新しい技術の導入，量産立ち上げといった際に必要となる（ホンダの場合は，

海外生産拠点からの依頼があれば，という条件が付く）。一方で，本稿で論じた統合生産シ

ステムは海外生産拠点が新しい機種を生産品目に取り込むことで形成が進んでいく。海外

生産拠点が新機種の生産を手がける場合，技術支援・移転を伴うことが多い。したがって，

どの生産拠点で作るのかと，どのような技術支援・移転が必要なのか，どこが技術支援・

移転を担うのかは密接に関連する問題である。ただし，先行研究の議論では，生産拠点の

評価が国際生産分業の形成に伴った生産拠点の選定にまで活用できることは明確にされて

いなかった。第 3 章と第 4 章の検討によって，このことが改めて確認できた。こうして，

マザー工場の生産拠点の評価は，技術支援・移転と生産拠点の選定に重複して活用できる

ことが明らかになった。 

 第 2 に，生産拠点の評価を行う主体と，事業部機能を担当するユニットを把握できた。

第 3 章と本章の事実に引きつけて言えば，善本〔2011〕が言うところの事業部機能を担う
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ユニットとは，グローバル SED 及び SED チームと，その中で E の重要な部面（生産拠点

の評価主体）を担う生産企画部と考えることができる。グローバル SED を構成するメンバ

ーの多くが事業部のスタッフから構成されていることは，すでに確認した通りである。オ

ペレーションの中核人材をどのように捉えるかは明確に定義されていないが，本稿の事例

では SED チーム及び生産企画部といってよい。生産企画部の人材，とりわけ海外支援部門

の人材は，海外生産拠点を支援するために卓越した技能を有することがほとんどである。

したがって，生産企画部は，生産機能と事業部機能のどちらをも兼ね備えた存在であると

考えられる。さらに，善本〔2011〕によれば，マザー工場では，対峙する局面によって，

生産機能と事業部機能が移り変わり，そうした際には人的資源の編成が変化する。このこ

とは，エレクトロニクスメーカーの事業部と生産拠点が物理的に立地を同じにしているこ

とにも大きく関係しているという。海外への支援のみならず，時として事業部の一側面を

担う生産企画部が，熊製の内部に立地する理由は，この点にある。 

 第 3 に，生産拠点を評価するための仕組み，すなわち①②③のサイクルを明確にした。

このサイクルの要点は，①で実施した工程設計と，実際に海外生産拠点で量産する際に生

じる問題の差分を把握することである。その過程では，現地で問題を引き起こす要素の把

握がとりわけ重要となる。 

 こうした現地固有の要素は，海外生産拠点からすれば既知のことであっても，本国生産

拠点からはアクセスが難しい情報である。例えば，作業者のスキル（技能）のことを考え

てみよう。本国生産拠点も海外生産拠点も，各作業者のスキルを生産領域（組立，溶接な

ど）ごとに示したスキルマップを作成する。スキルマップをみれば，ある程度どのような

機種をいかなる品質で作ることができるのかがわかる。しかしながら，実際には，組立ラ

インであっても，ボルトや面合わせに微妙な精度が必要となることがある。所定の公差内

に収めることは当然としても，次工程の作業内容や当該機種が有する性能を理解した上で

組み付けないと，微妙な精度を維持することが難しい作業がある。二輪車の排気量が高く

なればなるほど，この傾向は強くなる。ホンダが定位置・定タクトタイム・定工程を進め

ている狙いのひとつは，微妙な精度が求められる工程を可能な限り減らそうとしているこ

とにある。こうした作業を実現できるかどうかを，スキルマップだけで把握することは困

難である。日々のオペレーションを管理する現地生産拠点は，当然のことながら，この状

況を把握している。しかしながら，このことに本国生産拠点がアクセスすることは容易で

はない。 
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 同時に，現地固有の要素を海外生産拠点が本国生産拠点に伝達するには，多大なコスト

が必要となる。しかも，そうした情報の中には，日々のオペレーションで観察可能なもの

もあれば，新しい機種を生産するという特定の機会でしか掴むことができないものも含ま

れている。つまり，情報の質的内容が，本国生産拠点からのアクセスや海外生産拠点から

の伝達を阻む要因となっている。von Hippel〔1994〕は，情報を移転するためのコスト

と困難性を「情報の粘着性55」と表現する56。そこでは，情報の移転コストを生み出す条件

のひとつとして，「情報そのものの性質57」を挙げている。この考え方を援用すれば，海外

支援部門が収集し蓄積する情報は，海外生産拠点が有する粘着性の高い情報であると考え

られる。いずれにしても，生産拠点の評価に必要となり，かつ本国生産拠点ではアクセス

に難がある情報を入手することが海外支援部門の役割である。海外支援部門と生産企画部

門の連携なしでは，①②③のサイクルが機能しないし，生産拠点の評価が成立しない。 

 第 4 に，ホンダの本国生産拠点が有する 2 つの機能，つまり差配機能と生産機能との関

係性を把握できた。生産企画部が海外生産拠点を支援するため，さらには各生産拠点の評

価をもとに，ある機種の工程設計を行うためのノウハウは，本国生産拠点の生産機能が継

続させてきた多機種・小ロット生産からもたらされている。ここでのノウハウは，ある機

種を効率的に作ることだけではなく，前節でみたように新しい機種の作り方を生み出すこ

とも含まれている。生産量が大幅に減少していく中で，自らの生き残りをかけて本国生産

拠点が取り組み，蓄積した多機種・小ロット生産の能力は，結果として膨大な二輪車生産

のノウハウを積み重ねることに寄与した。このような生産機能が生み出し続けるノウハウ

がなければ，①②③のサイクルも，差配機能もまた，うまく役割を果たすことができない。

先に，生産企画部内における海外支援部門と生産企画部門の循環的な協働が，①②③のサ

イクルを機能させていることを指摘した。同時に，本国生産拠点内部では，生産機能が差

配機能を支えるという関係にある。つまり，本国生産拠点では，生産機能を根幹として，

①②③のサイクルからなる差配機能が働くという階層的な関係にあることがわかった。二

輪車生産のトレンドに反するともみえる本国生産拠点の生産機能のありようが，統合生産

システムの調整メカニズムの基盤である差配機能に大きく貢献するのである。 

 このような本国生産拠点の生産機能は，フェーズが進むにつれて，言い換えれば，統合

生産システムの形成が進むにつれて，システムを支える調整メカニズムの基盤として極め

て有用であることがより鮮明になってきたものであると考えられる。すでにみたように，

ホンダは，フェーズⅠの時点で本国生産拠点を，拠点間供給を調整する拠点へと発展させ
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ることを計画した。確かに，本国生産拠点は，ホンダが描いた通りの方向性へと発展した。

だが，これは本国生産拠点が，自らの存在領域を多機種・小ロット生産に見出し，その能

力を蓄積してきたからこそ，実現できたものである。統合生産システムの形成と本国生産

拠点の多機種・小ロット生産の能力蓄積は，同時並行で起こった事象であることを見過ご

してはならない。 

 このことは，ホンダが本国生産拠点の生産機能を維持したことが，海外生産拠点の支援

や工程設計，より大きな視点から言えば，統合生産システムの形成に寄与したと考えるこ

とができる。この点については，大木〔2014〕がかなり示唆的である。大木〔2014〕は，

本国生産拠点の生産機能，その中でも「量産活動58」の撤退が，海外拠点の組織能力の構

築に与える問題を考察した。その最も大きな問題を「量産知識59」が維持・活用できなく

なる点に求める。ここでいう量産知識とは，「『量産活動における効率的なルーチンのあり

方に関する知識』である静態的な量産知識と，『量産活動におけるルーチンを改善するため

の方策や新たなルーチン形成のやり方に関する知識』である動態的な量産知識60」のこと

である。大木〔2014〕によれば，海外拠点の組織能力構築には，本国生産拠点の量産活動

を維持・撤退するかどうかの意思決定に伴って生じる量産知識の維持・活用，あるいは消

失が影響しているという61。これを明らかにするために，量産活動を撤退させたことで海

外拠点への支援が難しくなった本国生産拠点や，拠点間競争の圧力によって優位性を再構

築させた本国生産拠点など，数多くの事例を検討している。なお，事例の中には，本国生

産拠点から量産活動を撤退しても，量産知識を維持・活用できる企業もある。そのため，

必ずしも本国生産拠点を残す意思決定をする必要があるわけではないことに注意がいる。 

 いずれにしても，本国生産拠点の生産機能を維持し，それが生み出すノウハウを活用し

て，海外生産拠点を支援するという点では，本章で詳述した事実と同じである62。とはい

え一方で，本章の焦点は，生産機能が海外拠点における組織能力の構築に生じる影響では

なく，統合生産システムの調整メカニズム，その中でも差配機能に果たす役割を検討する

ことにある。ホンダの事例では，本国生産拠点の生産機能が蓄積したノウハウが，海外生

産拠点の支援に留まらず，支援がもたらす情報を活用した差配機能にまで貢献していた。

統合生産システムという視点からみることによって，このような生産機能と差配機能の関

係を浮き彫りにできたと考えている。 

 これまで明らかにした統合生産システムの調整メカニズムの全体像をモデル化すれば，

第 4-4 図になる。この図のうち，生産機能（多機種・小ロット生産の能力蓄積）と差配機
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能の構成要素である海外支援の関係性，さらには技術支援・移転の観点からみた差配機能

は，すでに先行研究で指摘されていることである。ただ，それら先行研究の組み合わせだ

けでは，統合生産システムの調整メカニズムは把握できない。統合生産システムの調整メ

カニズムを理解するうえで，とりわけ重要なのは次の 2 点である。 

第 4-4 図 統合生産システムの調整メカニズム全体像 

 
出所：筆者が作成した。 

 ひとつは，差配機能において生産企画部が担う生産拠点の評価はあくまでも意思決定の

材料であり，意思決定それ自体ではないことである。そこでの意思決定は，生産拠点の評

価をもとに，グローバル SED と SED チーム及び SED 評価会というより大きな枠組みで行

われる63。しかも，生産拠点の評価は，段階的な意思決定プロセスで随時活用される性質

を持つ。さらに，グローバル SED と SED チーム及び SED 評価会による意思決定が，生産

拠点の発展の方向性を左右し，差配機能にも大きな影響を及ぼす。このように，差配機能

と段階的な意思決定プロセスは相互に連関しているのである。これに関連して，生産機能，

差配機能，段階的な意思決定プロセスが，重層的な関係にあることが，いまひとつの重要

な点である。生産機能，差配機能，段階的な意思決定プロセスがなければ，統合生産シス

テムの調整メカニズムは機能しえない。第 3 章と本章で明らかにしたかったことは，この

統合生産システムの調整メカニズム

多機種・小ロット生産の能力蓄積（生産機能）

多機種・小ロット生産 輸出機種生産拠点 全ての機械・設備の保有

段階的な意思決定プロセス

SEDチームによる
機種開発とSED評価会

グローバルSEDによる
ラインナップローリング

調整メカニズムの基盤
（差配機能）

生産企画部門による
工程設計

海外支援部門による
情報の収集・蓄積

生産企画部門による
生産拠点の評価
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ことである。 

 

Ⅳ 小括 

 

 本章では，本国生産拠点の生産企画部が担う差配機能を解明してきた。さらに，第 3 章

と第 4 章から判明した統合生産システムの調整メカニズムの全体像を提示した。 

 差配機能は，生産企画部内において一体不可分の関係にある生産企画部門と海外支援部

門の循環的な協働から生み出されていた。具体的には，①国内外の生産拠点が生産する新

機種の工程設計を生産企画部門が行い，②現地での工程設計の実現が難しい場合，海外生

産拠点からの要請があり次第，海外支援部門は当該拠点に支援に赴き，その際に収集した

現地固有の情報を生産企画部全体に蓄積・共有させ，③そうした情報を活用して生産企画

部門が次なる機種の工程設計を実施する，というサイクルが生産企画部内には存在する。

こうしたサイクルによって，本国生産拠点に集められた各生産拠点の情報を用いて，生産

企画部は各拠点を評価・選定していた。 

 同時に，この差配機能が働くためには，本国生産拠点の生産機能が必要であった。生産

企画部が本国生産拠点の内部に立地する理由は，この点にあった。本国生産拠点は，フェ

ーズが進むにつれて，多機種・小ロット生産の能力を蓄積し，大ロット生産の傾向が強い

二輪車生産拠点のトレンドとは反するような生産機能を持つようになっていく。しかし，

こうした生産機能が，統合生産システムの調整メカニズムの基盤である差配機能に大きく

貢献していた。したがって，統合生産システムで果たす役割からみれば，本国生産拠点の

生産機能は極めて合理的であった。つまり，本国生産拠点の生産機能は，単一の生産拠点

としての視点と統合生産システムの視点では，対照的な姿をみせる。このような本国生産

拠点の生産機能は，自らの存続をかけて取り組んだ結果であり，統合生産システムの形成

が進むにつれて，システムを支える調整メカニズムの基盤としての有用性が徐々に鮮明に

なってきたものであった。 

 本国生産拠点の生産企画部が担う差配機能は，統合生産システムの調整メカニズムにと

って極めて重要な要素であるものの，調整メカニズムそれ自体ではないことに注意が必要

であった。調整メカニズムの全体像からみれば，生産企画部の差配機能の役割は，グロー

バルSEDと SEDチーム及びSED評価会からなる段階的な意思決定で用いる材料を提供す

ることにある。そうして，生産機能と差配機能の関係性と同じく，差配機能と段階的な意
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思決定が相互に連関し，これら 3 つの要素（生産機能，差配機能，段階的な意思決定プロ

セス）が層をなしていることが判明した。 

 このように，本章の検討を通じて，生産機能，差配機能，段階的な意思決定プロセスと

いう統合生産システムの調整メカニズムを構成する 3 つの要素と，その関係性が明らかに

なった。 

 
                                                   
1 かつて，ホンダが国内に 2 つの製作所を有していた時代では，現在の熊製が果たす機能を分担して担っ
ていたと考えられる。ただし，当時は，ホンダが国際的な生産分業を広範に形成していたわけではない。
そのため，過去に比べて，現在の熊製が果たす役割は重要度が増していると考えられる。 
2 熊製の設立や当初の計画，輸出比率については『LA INTERNATIONAL』第 27 巻第 5 号（通巻 325
号），国際評論社を参照した。 
3 『日経産業新聞』2004 年 11 月 18 日付け 1 面の本田技研工業の取締役（当時）の言葉を引用した。 
4 二輪車需要の多様化に関して，世界各国の二輪車市場と比べた日本市場の性格については，横井〔2007〕
を参照されたい。 
5 岡本〔1995〕を参照した。 
6 『LA INTERNATIONAL』第 27 巻第 5 号（通巻 325 号），国際評論社を参照した。日本市場における
超低排気量機種の比率については，第 1-5 図を参照されたい。 
7 欧米市場に向けた中・高・超高排気量の二輪車は高額（ハイエンド）な製品である。結果だけをみれば，
ハイエンド製品が本国生産拠点に残ったと考えることもできるが，本稿ではそのようには捉えない。例え
ハイエンドであっても，ロットがある程度大きい，あるいは海外市場にある程度の需要があるなどの条件
が揃えば，海外生産拠点が生産するであろう。一例を挙げれば，かつてホンダは当該国における需要が大
きいからという理由で，ハイエンドの二輪車であるゴールドウイングを米国拠点で生産していた（『日経
産業新聞』1994 年 4 月 27 日は，このゴールドウイングの米国拠点と対日輸出の理由を貿易摩擦への対
応と述べている。日本からの輸出では貿易摩擦への影響を考慮しなければならないくらい，現地での需要
が大きかったと考えられる）。本稿では，本国生産拠点が多機種・小ロットの生産体制の構築に注力して
きたからこそ，ハイエンド製品の生産を維持・拡大できたという見方を採る。 
8 本田技研工業 web サイト（URL：http://www.honda.co.jp, http://www.honda.it）（2011 年 9 月 15
日閲覧）及び本田技研工業への聞き取り調査から算出した。 
9 本田技研工業への聞き取り調査による。 
10 本田技研工業への聞き取り調査による。 
11 なお，モーターサイクルとスクーターでは作業順序が若干異なる。スクーターはほとんどの部品を外
装で覆う必要がある。そのために，最終的に外装に隠れる内部の部品から組み付けるように作業順序を設
計する必要がある。反面，モーターサイクルは，ほとんどの部品が外装で覆われていないので，スクータ
ーのように作業順序に制約はない。このため，モーターサイクルは組み付け作業が容易になるように作業
順序を設計することができる。それでもなお，二輪車の構造の違いから，モーターサイクルの工数が多く
なっている。作業順序については，本田技研工業への聞き取り調査による。 
12 ここでの記述は，特に断りのない限り，本田技研工業への聞き取り調査による。 
13 熊製のライン統合の詳細については，横井〔2005〕〔2008〕を参照されたい。 
14 この点については，横井〔2008〕を参照されたい。なお，スクーター用のモジュール生産方式それ自
体の説明は，林/城/井上/関谷/笠/中島〔2001〕が詳しい。 
15 『日経ものづくり』2015 年 2 月号，32 ページから引用した。 
16 本田技研工業への聞き取り調査による。 
17 藤本〔2013〕は，開発から生産，購買，販売までに至る一連の流れをシステムと捉え，トヨタ自動車
との比較を通じてホンダのシステムが有する独自性と普遍性を検討した。その中で，ホンダの生産面での
特徴として，「基本モデルのレベルでは大量生産指向，品種（バリエーション）のレベルでは相対的な大
ロット指向」を指摘している。括弧内は，藤本〔2013〕，278 ページから引用した。藤本〔2013〕がホ
ンダの四輪車事業を検討して得られたこのような特徴は，二輪車事業にも当てはまると考えられる。 
18 ホンダの QC サークルは「NHサークル」と呼ばれる。NHは，「 “現在（Now），そして将来（Next）
の新しい（New）Honda を創造し続けたい”という願いが込められて」いるという。括弧内は全て，本田
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技研工業〔2008〕，65 ページより引用した。また，ライン統合の際に，この NHサークルが果たした役
割も大きい。しかし，ここでは工程編成に焦点を当てて検討しているために割愛した。 
19 三戸〔1981〕，164 ページから引用した。フリーフロー・ラインとは，「人間の意思で流れの速さを自
由に変えられる仕組みを取り入れた生産ラインのこと」であり，具体的には作業者がフッドペダルを操作
することによって，治具が移動かつ停止し，機種 1 台ごとの搬送を可能とするラインのことである。出
所は，三戸〔1981〕及び本田技研工業への聞き取り調査であり，括弧内は三戸〔1981〕，164 ページか
ら引用した。なお，フリーフロー・ラインを熊製が導入した背景や狙いといった詳細は，三戸〔1981〕
を参照されたい。 
20 ライン統合以前，浜製は部品を 8 つのモジュール（ホンダはこれを「システム部品」とも呼んでいた）
に分けて，いかなる機種でも定位置で生産できるようにしていた。出所は，『日本経済新聞』2001 年 10
月 2 日付け地方経済面（静岡），『日経産業新聞』2002 年 2 月 28 日である。括弧内は『日経産業新聞』
2002 年 2 月 28 日から引用した。 
21 『日経ものづくり』2015 年 2 月号，31 ページより引用した。 
22 可変台車量産ラインについては，『日経ものづくり』2015 年 2 月号と本田技研工業への聞き取り調査
による。 
23 なお，厳密には，この生産ラインの流れは機種によって若干異なる。例えば，フレームが鉄ではなく
アルミを用いる二輪車では，フレーム生産ラインが鋳造工程で始まる。いずれにしても，鍛造や鋳造，機
械加工といった様々な工程を経て完成することに変わりはない。二輪車の生産の流れについては，本田技
研工業 web サイト（http://www.honda.co.jp/kengaku/motor/）（2012 年 2 月 16 日閲覧）を参照した。 
24 『日経ものづくり』2015 年 2 月号，32 ページより引用した。 
25 インターロックシステムについては，『日経ものづくり』2015 年 2 月号と本田技研工業への聞き取り
調査による。 
26 レンチの本数及びナットランナーについては，『日経ものづくり』2015 年 2 月号を参照した。 
27 本田技研工業への聞き取り調査による。 
28 セルについては，本田技研工業への聞き取り調査による。 
29 本田技研工業への聞き取り調査による。 
30 ここでの記述は，本田技研工業への聞き取り調査による。 
31 ここでは，熊製の二輪車生産が定位置・定タクトタイム・定工程とは異なることを強調しているが，
熊製が全くこれを試みていないわけではないことに注意が必要である。熊製は，あくまでも定位置・定タ
クトタイム・定工程を基本として，多機種・小ロット生産への対応を進めた。その結果，従来とは異なる
二輪車生産のありようができあがったのである。 
32 藤本〔2001a〕，167 ページより引用した。また，多能工，多工程持ちについても，藤本〔2001a〕を
参照した。 
33 本田技研工業への聞き取り調査による。 
34 本田技研工業への聞き取り調査による。 
35 とはいえ，熊製に期間従業員が存在しないわけではない。そうであれば，熊製における作業者の育成
方法が重要となるが，この点については，今後の課題としたい。 
36 本田技研工業への聞き取り調査による。 
37 『日本経済新聞』2007 年 2 月 10 日付け地方経済面（九州Ｂ）を参照した。 
38 『日経産業新聞』2007 年 6 月 22 日，『日本経済新聞』2008 年 5 月 23 日付け地方経済面（九州 A）
を参照した。 
39 『日経産業新聞』2008 年 4 月 15 日を参照した。 
40 『工場管理』Vol.61, No.7 を参照した。 
41 1000分の1ミリ単位で加工・メッキする専門設備については，本田技研工業への聞き取り調査による。 
42 高崎/小屋/望月〔1990〕を参照した。加えて，アルミフレームについては，佐久間/永田〔1990〕も参
照した。 
43 レスポンス web サイト（URL：http://response.jp/article/2012/02/23/170395.html）（2015 年 11
月 25 日閲覧）を参照した。 
44 海外生産拠点が熊製のレイアウトを用いている点については，『日経産業新聞』2004 年 11 月 19 日を
参照した。 
45 本田技研工業への聞き取り調査時に確認した。 
46 以下の記述は，特に断りのない限り，本田技研工業への聞き取り調査による。 
47 『日本経済新聞』2006 年 2 月 15 日付け地方経済面（九州 B）を参照した。なお，ここでは熊製から
海外に派遣される人員を取り上げているが，生産技術を学習することを目的とした海外生産拠点からの人
員受け入れも熊製は進めている。出所は，『日経ビジネス』2008 年 7 月 28 日号である。 
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48 『日本経済新聞』2007 年 9 月 29 日付け地方経済面（九州 B）を参照した。 
49 東洋経済オンライン web サイト（URL：http://toyokeizai.net/articles/-/3435?page=2）（2015 年 12
月 29 日閲覧）を参照した。なお，海外に派遣する人員の育成に関して，熊製が設置したセルでの生産経
験が，海外支援に貢献するとも言われている（出所は『日経ビジネス』2008 年 7 月 28 日号である）。し
かし，詳細は不明である。 
50 『日経産業新聞』2004 年 11 月 19 日付け 1 面に掲載の熊本製作所所長（当時）の言葉を引用した。 
51 さらに，このオペレーション統括機能は，「同一製品事業の各量産拠点の方向性をコントロールし，評
価・支援するオペレーションの管理構造の中核を担う」ものとしている。引用は，いずれも善本〔2011〕，
7 ページである。 
52 なお，善本〔2011〕はマザー工場の位置付けを，「オペレーション統括機構と基幹工場が物理的にも機
能的にも絡み合っている状態を指す」としている。善本〔2011〕，8 ページより引用した。このように，
善本〔2011〕はオペレーション統括機能を含めてマザー工場を捉えている。技術支援や移転を中心とし
て議論されてきた従来のマザー工場の研究とは異なることに注意されたい。技術支援・移転の観点からマ
ザー工場を検討した代表的な研究としては，中山〔2000〕〔2003〕，山口〔2006〕が挙げられる。 
53 善本〔2011〕，8 ページより引用した。 
54 善本〔2011〕では，生産拠点の評価指標として，生産拠点ごとに手がける製品が異なるために補正が
必要な場合があるとしたうえで，生産性や品質を挙げている。こうした指標をホンダも用いていると考え
られるが，それに加えて本章の①②③のサイクルで述べたような生産拠点の内実を掴み，質的な評価を行
っていることに特徴がある。ただ，本稿は 1 社のみの事例研究に過ぎない。それゆえに，この①②③の
サイクルの仕組みが，他の二輪車企業，あるいは他産業と比べて，どの程度特殊であるのかを把握できて
いない。今後の課題である。 
55 小川〔2007〕，26 ページより引用した。 
56 von Hippel〔1994〕，小川〔2007〕を参照した。また，この粘着性の考え方を，製品開発における知
識に適用した椙山〔2001〕も参照されたい。 
57 小川〔2007〕，33 ページより引用した。 
58 大木〔2014〕，6 ページより引用した。大木〔2014〕では，この量産活動を，「製品開発を経て定めら
れた製品を，工程開発を経て定められた工程で，社内外の顧客のために生産する活動」として定義してい
る（引用は，同書，6 ページ）。 
59 大木〔2014〕，29 ページより引用した。 
60 大木〔2014〕，180 ページより引用した。 
61 この詳細なメカニズムに関しては，大木〔2014〕を参照されたい。 
62 大木〔2014〕は，Kougut and Zander〔1992〕を援用し，知識を情報とノウハウに分けて捉えている。
加えて，この知識を基盤として組織能力を構築するとしている。そうして，量産活動に関する組織能力の
構築の基礎になるものが量産知識であると言及している。 
63 この点，善本〔2011〕は「何を，どこで，どのように生産するのかの構想は，事業部長を中心にする
事業部機能業務であり，事業部の部門スタッフが関与することなくしてオペレーション統括が機能すると
は考えにくい」と指摘しており，本稿も多くの示唆をうけた。しかし，残念ながら詳細な実態は明らかに
されていない。引用は善本〔2011〕，8 ページである。 
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終章 総括と残された課題 
 

Ⅰ 総括 

 

Ⅰ-1. 本稿の結論 

 これまで，各国に配置された拠点間の関係から成り立つ国際生産分業は，システム的な

見方で実態が解明されてこなかった。スナップショットで捉えた国際生産分業は，いかに

も全てが事前に定めた合理的な構想をもとに，最適な形で作られたように見える。しかし，

国際生産分業を動態的に捉えれば，そこには 2 つの問題が内在していた。それは，計画通

りに拠点の活用を進めるのみならず，創発的に活用可能な生産拠点をいかに見出し組み込

んでいくのか，さらには複数の拠点の連携をいかに強く束ね，国際生産分業をシステムに

していくのかである。本稿では，この問題を解決しようとするシステムを統合生産システ

ムと呼び，その形成と機能を解明してきた。 

 本稿の結論は，次の通りである。長いスパンで捉えれば，国際生産分業に活用する拠点

は，初期の構想通りに成長することがある一方で，必ずしも事前に策定した合理性だけで

は判断できないこともある。当該企業を取り巻く競争環境次第で，開発・生産する二輪車

の機種が変わると同時に，各拠点が立地する市場の変動が拠点の成長に大きな影響を与え

るからである。したがって，国際生産分業に活用する段階だけを切り取って観察すれば，

事前の計画通りに発展した拠点（計画の側面）と，最新の市場の状況や拠点の動向を捉え

て更新された構想にしたがって用いた拠点（創発の側面）が存在する。それゆえ，事前に

策定した厳密な長期構想にしたがって個別拠点を組み込み，国際生産分業をリジットに構

築することも，反対に，個別拠点を場当たり的な判断で用い，寄せ集めのように国際生産

分業を構築することも，いずれも常に最適な資源配置を実現することは難しい。本稿で検

討したホンダの統合生産システムは，そうした国際生産分業の構築とは全く異なった様相

をみせていた。 

 ホンダが国際生産分業の形成に着手したのは，1990 年代央のことである。その後，2000

年頃から国際生産分業の構想を明確に打ち出し，その形成を推し進めていく。そこでのホ

ンダの狙いは，市場の停滞・縮小及び専門特化型企業の台頭という環境の変化に応じるた

めに，ブランドレベルの製品ラインナップを拡充することにあった。ホンダは国際生産分

業の構想にしたがって，計画通りに拠点を用いるだけなく，時として創発的に活用可能な
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拠点を見出し組み込んでいく。そうして，ホンダは国際生産分業に用いた各拠点の役割を

徐々に明確化させ，かつ高度化させていく。その結果，国際生産分業全体としてみれば，

ホンダはブランドレベルの製品ラインナップの拡充を担う拠点が，それぞれの役割を重複

させることなく，かつ拠点間の強い連携がとれた形で配置されたリーンな供給網を作り上

げてきた。つまり，国際生産分業のシステムをホンダは形成してきたのである。 

 このようなホンダの国際生産分業のシステム形成には，事前合理的な構想だけではなく，

構想のアップデートと，それを実現させるための調整が大きく貢献した。正確には，ホン

ダは，ある拠点を活用するたびに，その時々の条件に合わせて構想を更新し，それをもと

に拠点の役割の調整を繰り返してきたのである。そのことによって，複数拠点の連携を次

第に強く束ね，その時々の最適を作りだしていくシステムをホンダは形成してきた。これ

が本稿で呼ぶところの統合生産システムである。 

 このように，ホンダの統合生産システムの形成には，恒常的に更新した構想を実現させ

るための絶えざる調整を担う仕組みが不可欠である（本稿では，この調整の仕組みを調整

メカニズムと表現した）。統合生産システムの形成に際して，ホンダは生産・販売・研究開

発（グローバル SED 及び SED チーム）による段階的な意思決定と，それを支える本国生

産拠点の差配機能，差配機能の根底にある生産機能（多機種・小ロット生産の能力）から

なる調整メカニズムを用意していた。厳密に言えば，この調整メカニズム自体も，統合生

産システムの形成が進むにつれて，その有用性がより鮮明になってきたものである。いず

れにしても，ホンダは，この調整メカニズムによって，更新した構想を実現させるための

調整を繰り返してきたからこそ，計画通りに活用を進めるのみならず，創発の側面をも意

図的に取り込み，かつ拠点間の相互連携の取れたシステムを形成できたと考えられる。 

 国際生産分業の形成を動態的に捉えれば，常に最適な資源配分を目指して，構想の更新

と拠点の活用を繰り返し，全体としての調和を作りだすシステムをホンダは形成してきた。

しかし，それは，システムの形成を支える精緻な調整メカニズムがなければ，成しえなか

った。このことが，本稿の結論である。以下では，この結論にしたがって，本稿で整理し

た事実をみていこう。 

 

Ⅰ-2. 本稿で整理した事実 

 ホンダが統合生産システムを形成した契機は，専門特化型企業の台頭によってもたらさ

れた競争上の要因と，日本と欧州市場の縮小及びアジア市場の成熟という市場的要因，さ
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らには市場的要因に伴った拠点の成長にある。このような 3 つの要因を背景として，ホン

ダは 2000 年頃にグローバルに展開した拠点を活用する構想を明確に打ち出した。この構

想は，従来，本国生産拠点に大きく依存していた他国向けの二輪車供給を，多くの海外生

産拠点が担うことを意味する。したがって，各国生産拠点は拠点レベルの製品ラインナッ

プを超えて，ブランドレベルの製品ラインナップに貢献することになった。ホンダの狙い

は，ブランドレベルの製品ラインナップをよりいっそう拡充させることで，競合企業への

対抗と日本・欧州・アジア市場の変化への対応を図ることであった。このことは，ホンダ

の国際生産分業のあり方を大きく転換させるものであった。 

 こうして始まったホンダの国際生産分業は，3 つのフェーズを通じて形成されていく。

フェーズⅠは，各拠点が生産する二輪車（実際には生産予定の二輪車）の中から当該市場

に適合する二輪車を相互に融通する段階であった。したがって，当時のホンダの国際生産

分業は，そうした役割を担う数多くの適地供給拠点によって構成されていた。フェーズⅠ

におけるホンダの二輪車供給網は複雑であった。その後，フェーズⅡにおいて，ホンダは

国際生産分業の構想をより鮮明に打ち出したことで，供給先を明確に設定した二輪車を生

産するグローバル供給拠点を生み出した。ここから統合生産システムの形成が始まってい

く。フェーズⅢでは，ホンダはグローバル供給拠点を複数設定し，統合生産システムを発

展・拡張させる。この過程を通じて，当初，複雑であった二輪車供給網が徐々にリーンに

なっていった。 

 フェーズⅠからフェーズⅢにおいて，ホンダは従来からの現地生産・現地販売の方針を

崩さないように巧みに各国生産拠点を国際生産分業に組み込んでいく。ホンダの拠点の活

用の仕方には，次の 2 つの特徴がある。まず，実は，統合生産システムを構成するグロー

バル供給拠点は，ごく一部を除いて，純粋な輸出向け機種の生産を担ったわけではない。

各国生産拠点の生産品目は，他国へ輸出するとともに，自国市場にも投入できるように開

発された二輪車であった。したがって，現地生産・現地販売という既存の方針に，世界各

国への供給機能を加える形で，ホンダは各国生産拠点を用いていった1。しかも，大ロット

生産を志向する各国生産拠点に適合するように，ある程度の数量が見込める機種をホンダ

は各国生産拠点に任せていた。ホンダがグローバル供給拠点用に開発した機種の多くは，

先進国におけるエントリーモデル，新興国におけるハイエンドモデルという二重の役目を

負っている。つまり，相対的に生産量が少ない中・高排気量の二輪車や低排気量のハイエ

ンドモデルの中でも，大きなボリュームが予想される機種である。そのため，各国生産拠
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点は大ロット生産のメリットを享受できていた。 

 ついで，ホンダは拠点の役割を徐々に明確にするとともに，高度なものへと発展させて

きた。ほとんどの場合，グローバル供給拠点は，低排気量のグローバルモデルを生産する

ことから始まる。その後，ホンダは，グローバルモデル生産の実現度合いと現地市場の発

展を踏まえ，一部のグローバル供給拠点に中排気量・高排気量のグローバルモデルの生産

を割り当てていく。つまり，フェーズが進むにつれて，生産の技術的な難度が高く，さら

には効率的に作ることが難しい機種を，グローバル供給拠点が担うようになる。一方で，

ホンダは，中排気量・高排気量機種を生産品目に加えたグローバル供給拠点が担っていた

低排気量のグローバルモデル生産を，新たなグローバル供給拠点に振り分ける。このよう

に，統合生産システムに組み込む拠点が増えるたびに，ホンダはグローバル供給拠点の生

産品目を組み替えていく。そうして，ホンダはブランドレベルの製品ラインナップの中で

各国生産拠点が果たす領域を明確にすると同時に，拡げてきた。そのことによって，ホン

ダは，それぞれの拠点が役割を重複させることなく，全体としての調和がとれた形で配置

された統合生産システムを作りあげてきた。 

 ホンダが統合生産システムに用いた拠点には，①事前の計画通りに活用を進めた拠点（計

画の側面）と，②最新の市場の状況や拠点の動向を捉えて更新した構想にしたがって組み

込んだ拠点（創発の側面）が存在する。具体的に拠点を挙げれば，第 2 の本国生産拠点と

して古くから育成してきたタイ拠点は，当初の構想通りに展開した拠点である。一方で，

部品調達網の獲得を狙った合弁によって生まれた中国拠点や，当初予期していなかった需

要を取り込む形でグローバルモデルを生産したベトナム拠点は，創発的に組み込んだ拠点

である。計画の側面のみならず，創発の側面を取り込み，かつ国際生産分業全体として調

和のとれたシステムを形成できた大きな要因は，ホンダが構想のアップデートと，それを

もとにした拠点の役割の調整を繰り返してきたことにある。詳細に述べれば，ある拠点を

用いるたびに，その時々の条件に合わせて構想をアップデートし，その構想から次なる拠

点の活用と既存の拠点の役割の調整を図るというプロセスによって，ホンダは統合生産シ

ステムを形成したのである。 

 以上のことを踏まえ，本稿では，統合生産システムの機能を次のように示した。まず，

前提としてホンダはブランドレベルの製品ラインナップの追求を企図していた。そのため

に，ホンダは国際生産分業の構想とそれに基づいた個別拠点の役割を策定する。そうして，

ホンダは，一方で当初の構想に従って計画通りに拠点を活用しながら，他方で創発的に活
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用可能な拠点を見出していく。新たに活用できる拠点の候補が見つかる度に，ホンダは全

体の構想を更新し，当該拠点にメリットを与えた形で国際生産分業にその拠点を組み込み，

かつ各拠点の役割を調整する。このような調整を繰り返すことで，ホンダは国際生産分業

を構成する複数拠点の連携を次第に強く束ね，その時々の最適を作りだしていく。このこ

とが，第 1 章と第 2 章を通じて明らかにした統合生産システムの機能である。 

 ホンダの統合生産システム形成にとって極めて重要となるのは，計画の側面のみならず，

創発の側面を意図的に取り込み，最適を生み出すための調整である。第 3 章と第 4 章の考

察から，このような調整を実現し，統合生産システムの形成を支えるための仕組み（本稿

では調整メカニズムと呼んだ）をホンダが周到に用意していたことが判明した。 

 ホンダの統合生産システムは，ある機種の生産拠点を選択するという意思決定の繰り返

しにより形作られてきた。このような選択の機会は，新機種開発やある機種のモデルチェ

ンジのたびに訪れる。そこでホンダが求められる意思決定は，各国市場と拠点の最も新し

い動向を踏まえ，当該機種の生産に最適な拠点を選ぶといった単純なものではない。当該

機種にとって最適であると同時に，次なる国際生産分業のあり方を練り，それに従って統

合生産システムを構成する拠点間の連携を強めるような選択をホンダはしなければならな

い。したがって，当該時点におけるシステム全体を見据えた長期的な構想から，特定機種

にとって最適な拠点を選択するという意思決定を行うことをホンダは要請されていた。国

際生産分業をシステムとして形成する難しさは，このような決定を，いつ，誰が，どのよ

うに行うのかにある。 

 ホンダが持つ調整メカニズムは，生産・販売・研究開発（グローバル SED と SED チー

ム）による段階的な意思決定を通じて，この問題を解決する仕組みである。具体的には次

のような 2 段階の意思決定の仕組みをホンダは用意している。 

 まず，将来のブランドレベルの製品ラインナップ全体を示した製品ラインナップ計画の

中で，むこう 5 年分の開発予定機種の製品要件の大枠と開発拠点・生産拠点を調整する。

ここでの調整主体は，地域統括本部，生産企画部，本田技術研究所，二輪事業企画室であ

る（本稿では，これら 4 者をグローバル SED と呼んだ）。ホンダが事業展開する各国市場

の情報は各地域統括本部と，それを通した本社に蓄積される。同時に，本国生産拠点の生

産企画部は，各国生産拠点の情報を恒常的に集め，評価する。さらには，機種開発にとっ

て必要となる研究開発を本田技術研究所が進めるとともに，その動向を二輪事業企画部が

把握する。このことから，グローバル SED は，販売部門，生産部門，開発部門をそれぞれ
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代表した存在であるといってよい。グローバル SED は概ね週に 1 回の頻度で，製品ライ

ンナップ計画に掲載された開発予定機種の製品要件や開発拠点・生産拠点を見直す。製品

ラインナップ計画のうち，どの開発予定機種を取り上げるのかは，その時々の市場と拠点，

研究開発の動向による。この過程で修正が必要となった開発予定機種を，ラインナップ調

整会で検討する。こうした一連のラインナップ調整プロセスでは，二輪事業本部長の判断

が反映される。 

 ホンダは，ラインナップ調整後の新たな製品ラインナップ計画を，半年に 1 度の頻度で

全拠点に対して正式に発行する。このように，ホンダは，グローバル SED による概ね 1

週間サイクルの調整と，6 ヶ月サイクルの公表という形で，製品ラインナップ計画をアッ

プデートしていく。グローバル SED は，製品ラインナップ計画のアップデートを，当該機

種の開発に着手する半年から 1 年前（マイナーモデルチェンジ）か 2 年前（フルモデルチ

ェンジ）まで続ける。したがって，グローバル SED は当該機種の開発が近づくまで，その

時々の市場環境と拠点の成長を踏まえて製品要件と拠点を改更していく。このような製品

ラインナップ計画のアップデートにおいてグローバル SED が定めた当該機種の開発・生産

拠点は仮決めである。ホンダは，次の段階で開発・生産拠点を最終的に確定させる。 

 ついで，当該機種の企画・開発が始まると，調整主体は生産・販売・開発それぞれの部

門から選出されたプロジェクトリーダーが構成する SED チームに移る。SED チームは製

品ラインナップ計画で仮決めされた当該機種の開発・生産拠点を，開発着手の段階までに

最終確定させる。実際の開発が始まる時点で，それらの拠点が決まっていなければ，当該

機種のコスト算出や販売価格の想定，そのベースとなる販売数量の予想ができないからで

ある。SED チームは当該機種の製品要件を検討する中で，開発拠点と生産拠点を定めてい

く。その際，SED チームの製品要件に適う生産拠点を選定するのが，本国生産拠点の生産

企画部である。そうして考案した SED チームの提案は，二輪事業本部（地域統括本部，二

輪事業企画室，生産企画部，二輪事業本部長）が中心となって開催する SED 評価会で評価

を受ける。この評価会で提案が了承されれば，実際に当該機種の開発・量産が進んでいく

ことになる。 

 明らかなように，当該機種の開発拠点・生産拠点の決定に際して，ホンダは 2 段階の意

思決定を行う。ホンダの意思決定の仕組みのポイントは，大きく 2 つである。ひとつは，

できるかぎり拠点の確定タイミングである開発着手の時点まで調整を続け，その過程で選

択の機会を頻繁に設けることで，意思決定を最新の市場と拠点の動向に即したものにする
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ことである。いまひとつは，ブランドレベルの製品ラインナップから個別機種へと検討対

象と調整主体がより小さな単位になるものの，その決定を二輪事業本部の枠組みの中で行

うことである。これにより，当該機種にとって最適な開発拠点・生産拠点であるかどうか

だけではなく，二輪事業本部の長期構想に適った意思決定をホンダは行っている。 

 このような調整の仕組みがなければ，国際生産分業をシステムとして形成することは極

めて困難であると考えられる。グローバルに展開したシステムは，単一国での展開に比べ

て，多様な環境に直面する。とりわけ，二輪車産業は国によって需要の動向や競合他社の

状況が異なることが多い。さらに，各国拠点の成長は立地国の需要に大きな影響を受ける。

しかも，長期の視点で見れば，往々にして各国市場と拠点の状況は変化していく。したが

って，最適なグローバル・システムの形成を目指すのであれば，そうした変化を捉え，構

想を更新し，国際生産分業全体に反映させるための調整の仕組みが求められる。ホンダの

2 段階の意思決定は，この調整の仕組みを担うものである。こうしたホンダの統合生産シ

ステムの形成を支える調整メカニズムが，第 3 章では明らかになった。 

 ホンダの調整メカニズムのうち，生産拠点の選択に大きく寄与するのが，本国生産拠点

の生産企画部が担う各国生産拠点の評価と選定である。このような生産企画部の機能（こ

れを差配機能と呼んだ）は，生産拠点の決定それ自体ではないものの，2 段階の意思決定

全体において，極めて重要となる意思決定の材料を提供している。生産企画部の差配機能

がなければ，ホンダは計画通りに育成を図った拠点の進捗を確認することや，新たに活用

可能な拠点を見出すことが難しい。そこで，第 4 章では，なぜ，生産企画部が差配機能を

担えるのかを明らかにし，さらには差配機能と本国生産拠点が有する生産機能との関係性

も併せて調整メカニズムの全体像を考察した。以下，この 2 つの機能を順にまとめていこ

う。 

 本国生産拠点の差配機能は，生産企画部内の 2つの部門（生産企画部門と海外支援部門）

が生み出すものである。生産企画部内では，①生産企画部門がほとんど全ての新機種の工

程設計を担い，②海外生産拠点からの要請（工程設計の実現が難しい場合に行う）を受け，

支援に赴いた海外支援部門が，当該拠点で発生している現地固有の情報（粘着性の高い情

報）を集めるとともに，生産企画部全体にフィードバックして蓄積し，③生産企画部門が

②で蓄積された情報を用いて，新たな機種の工程設計を行う（①）という循環がある。す

でに本国生産拠点が保有している各国生産拠点の基礎的情報（工程レイアウトや設備機械

の能力など）に加えて，この循環を繰り返す中で蓄積した各生産拠点の情報を活用して，
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生産企画部は各拠点を評価・選定する。 

 このような差配機能の根幹にあるのが本国生産拠点の生産機能である。本国生産拠点の

生産機能とは，極小ロット・小ロット機種の生産を一手に引き受け，これら機種の効率的

な生産を実現することにある。このような，本国生産拠点の生産のありようは，大ロット

生産を基本とするホンダの他の二輪車生産拠点とは大きく異なる。ブランドレベルの製品

ラインナップを拡充するために海外生産拠点で多機種化を進めると，大ロット生産のメリ

ットを享受できない。これは海外生産拠点の優位性を損なうことを意味する。そのため，

数多くの極小ロット・小ロット機種を本国生産拠点が手がけることで，海外生産拠点は相

対的にロットの大きい機種の生産に特化できるようになる。 

 極小ロット・小ロット生産は，1980 年代から続く生産量の大幅な減少を受けて，本国

生産拠点が自らの存続をかけて取り組む中で実現させたものである。1980 年代以降，本

国生産拠点を取り巻く環境は，次の 3 点にみるように大きく様変わりした。まず，日本市

場が年を追うごとに縮小する一方で，本国生産拠点は拠点レベルの製品ラインナップの拡

大に応じなければならなかった。しかも，アジアの生産拠点の発展によってボリュームの

大きい輸出機種の生産量が本国生産拠点から減ってしまった。それだけではなく，アジア

拠点からの対日輸出が進み，本国生産拠点は日本市場向けの最量産機種の生産量の減少を

余儀なくされてしまった。こうした状況に応じるために，本国生産拠点は，極小ロット・

小ロット機種の生産でも存立できるような体制構築に注力してきたのである。その結果と

して，本国生産拠点は多機種・小ロット生産の能力を蓄積した。 

 こうした能力を蓄積していく過程で，本国生産拠点は，多機種・小ロット生産，輸出機

種生産拠点，全機械・設備を保有という 3 つの特徴を有するようになっていく。本国生産

拠点が手がける極小ロット・小ロット機種の多くは，欧米向けの機種であった。そのため，

本国生産拠点が生産する二輪車の仕向地は，日本ではなく，欧米が占める割合が高くなっ

た。さらに，ホンダの他の生産拠点が手がけない多様な機種を本国生産拠点が抱えること

になったために，その生産に必要となる膨大な設備・機械を内部に保有することになった。

そうして，量産工場として総生産量が極めて少ない一方で膨大な設備・機械を有すること，

しかも現地生産・現地販売を主軸としない拠点という点で，本国生産拠点はホンダが有す

る拠点の中でも非常に異質な存在になった。現地で販売する機種を大ロットで生産すると

いう従来のホンダの二輪車生産拠点のあり方からすれば，本国生産拠点はトレンドに反し

ているようにみえる。 
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 しかしながら一方で，本国生産拠点が蓄積した多機種・小ロット生産の能力は，差配機

能に大きく貢献する。差配機能の起点は工程設計である。この工程設計を担うためには，

二輪車生産における多様なノウハウが必須となる。この点，多機種・小ロット生産の能力

の蓄積は，同時に本国生産拠点に膨大な二輪車生産のノウハウをもたらした。したがって，

本国生産拠点が多機種・小ロット生産の能力を蓄積していなければ，統合生産システムの

調整メカニズムにとって不可欠な要素である差配機能が円滑に機能しえないのである。こ

のように，統合生産システムで果たす役割からみれば，本国生産拠点の生産機能は極めて

合理的である。 

 こうして，第 3 章と第 4 章を通じて，統合生産システムの形成を支えた調整メカニズム

は，本国生産拠点の生産機能を根幹とした差配機能と，差配機能を基礎とした段階的な意

思決定という階層的な関係によって成り立っていることが明らかとなった。 

 

Ⅱ 本稿のインプリケーション 

 

 本稿の意義を研究面と実務面に分けて整理する。 

 まず，研究面の貢献から論じていく。本稿では，一企業における国際生産分業の観点か

らであるが，本国生産拠点と各国生産拠点間によって構成されたシステムとその調整メカ

ニズムを実証的に明らかにした。本国生産拠点を含め，各国生産拠点が持つ独自性を生か

したシステムを構築する重要性は，従来の研究で理念型・モデルとして論じられてきたこ

とである。ところが，意外なことに，いくつかの先駆的な研究があるものの，その実証的

な解明は十分ではなかった。そこで，本稿では先行研究で指摘された各国生産拠点の役割

の変化を前提としたうえで，システムの観点からホンダの国際生産分業の形成プロセスと

機能を検討した。本稿で実施した実証的な解明作業を通じて判明したことは，次の 4 つで

ある。 

 第 1 に，計画・創発の側面を活用することで，統合生産システムが形成されてきたこと

である。統合生産システムが長期にわたって形成されることから，これら両側面は，とり

わけ創発的な側面に関しても，必ずしも例外的な事象ではない。これまでの先行研究も，

創発的な側面を実証的に明らかにしている。具体的には，海外拠点の発展や海外拠点の成

長に伴う本国拠点の優位性再創出（大木〔2011〕），さらには海外拠点における創発的な事

業展開（折橋〔2008〕）が挙げられる。加えて，ホンダが中国において二輪事業の創発的
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な対応を四輪事業の展開に反映したことを指摘する研究もある（向〔2007〕）。しかしなが

ら，これら両側面を合わせて全体としてどのように国際生産分業のシステムが形成されて

いくのか，計画の側面の進捗をいかに捉えるのか，もしくは，創発の側面をシステム内部

にどのように組み込んでいくのか，さらには，両側面と構想がどのように関係するのかと

いった観点からの実証的な分析はなされていない。したがって，従来の研究だけでは二輪

車産業で起きた現象を解明することは難しい。よりよい理解のためには，複数の拠点によ

って形成される国際生産分業を個別拠点の集合，または個別拠点間の関係性のみではなく，

グローバル・システムとして捉えることが必要であった。このようなことから，本稿の貢

献のひとつは，国際的な機能配置の既存議論に対して，システムの視点を導入したことに

あると考えられよう。 

 第 2に，計画通りに活用を進めるのみならず，創発的に活用可能な生産拠点を取り込み，

かつシステム全体の調和を作り出すための調整メカニズムの重要性である。ホンダの統合

生産システムの調整メカニズムは，事前に仮定した目的（長期構想）を元にリジットに国

際生産分業を構築するわけではなく，現地生産拠点や市場の動向を踏まえて，構想を更新

し，段階的に資源配置や再配置を決めていくという性格を有する。その意味において，本

稿は，椙山〔2007〕が提示した多国籍企業の進化論の枠組みを実証的に明らかにしたとも

いえる。ただし，単なる段階的な意思決定のみでは，拠点の発展を追認する，あるいは発

展の潜在性を捉えて適切な役割を与えられたとしても，創発的な側面を過度に強調するこ

とになり，最適な資源配置を損なうことがありえる。企業が段階的に意思決定したとして

も，国際生産分業が特定の方向に向かって意図的に調整されたシステムになるとは限らな

い。国際生産分業をシステムにしていくためには，構想を常に更新し，それを国際生産分

業に反映させていくことを目的とした段階的な意思決定にどのような調整主体が参加する

のか，そして，その調整主体はいかなるプロセスと頻度で何を決めていくのか，が問われ

ることになる。 

 ホンダでは，グローバル SED・SED チーム及び SED 評価会が，アップデートした長期

構想に従った調整を繰り返すことで，すなわち調整メカニズムによって，国際生産分業を

システムとして形成してきた。このことは，拠点の発展を捉えて組み込むことに加えて，

個別拠点の集合をシステムにしていくことを志向するならば，単なる段階的な意思決定で

は難しいことを示唆している。したがって，システム形成の観点からすれば，段階的な意

思決定は必要条件ではあるが，十分条件ではない。本稿の事例は意思決定のあり方を検討
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しなければならないことを示唆している。これは，統合生産システムの調整メカニズムを

実証的に検討したからこそ判明した事実である。 

 第 3 に，調整メカニズムの基盤は，本国生産拠点の差配機能と生産機能にあった。本国

生産拠点の差配機能についてはマザー工場の機能を論じた善本〔2011〕が，生産機能につ

いては海外拠点の組織能力の構築に与える影響を論じた大木〔2014〕が，それぞれすでに

明らかにしていることである。本稿では，これらの先行研究が指摘した本国生産拠点の差

配機能と生産機能の重要性が確認できた。それだけではなく，本稿の貢献は，国際生産分

業のシステム形成という視点から，本国生産拠点の差配機能と生産機能が果たす役割，さ

らには両機能の関係性を明確にした点にある。システムの観点からみると，差配機能の根

底には生産機能が必要不可欠な要素として存在しており，本国生産拠点は極めて合理的な

拠点であった。本稿の分析は，このような本国生産拠点の新たな位置づけを提起している。 

 最後に，統合生産システムの形成のありようは，総じて，Mintzberg〔1994〕〔2007〕

及び Mintzberg, Ahlstrand, and Lampel〔2008〕が提唱した創発戦略と同じ考え方が当

てはまる。とりわけ，考え方としてはMintzberg〔2007〕及び Mintzberg, Ahlstrand, and 

Lampel〔2008〕の中で提示されているアンブレラ戦略にかなり近い。アンブレラ戦略で

は，大枠としての指針を定めるものの，そこで実施する詳細は所定の指針の範囲内で創発

的に行う。同時に，この戦略は，「戦略が途中で発展するように意図的に管理していくとい

う点で，計画的に創発を促すアプローチ2」であると言及している。アンブレラ戦略は，本

稿で明らかにしてきたホンダの構想と統合生産システムの形成との関係に類似している。

そのアプローチの中で，ホンダが統合生産システムの形成・発展を意図的に管理するため

に機構として用意したのが，調整メカニズムである。厳密に言えば，本稿で明らかにした

統合生産システムの調整メカニズムでは，当初の計画を実現した側面も多分にあること，

構想自体も更新すること，計画的に創発を促すのではなく，更新した構想にしたがって創

発を取り入れること，という 3 点が異なっていることに注意がいる。本稿の事例は，大枠

としての指針を更新し，そこから乖離せずに，かつ途中で発展するようにシステムを形成

するためには，企業内部に調整の仕組みが必要であることを示唆している。 

 次に，実務面への貢献を整理する。統合生産システムの解明作業によって，計画・創発

の側面を組織内に取り入れ，システムを作るためには，調整の仕組みを事前に用意する必

要があることがわかった。より大きな視点から見れば，このような本稿の議論は，計画性

と創発性をどのように捉えるかを問うものであると考えられる。変化が激しい環境におい
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ては，計画通りに遂行することを前提とし，その中で個々人や個別拠点が生み出した知識

を場当たり的に取り入れるのではなく，組織的に組み込むことが求められるであろう。そ

のためには，統合生産システムの調整メカニズムにみられるような事前の仕組みを用意し

なければならないのではないだろうか。計画性を発揮する一方で，創発性を組織的に取り

込むことは，ある意味で矛盾した取り組みのように映る。しかし，本稿の事例は，計画性

と創発性のいずれをも活かすためのマネジメントのあり方を示唆している。 

 本稿の結論は，これからの国際生産分業を紐解くためには，ある時点の最適は，システ

ムの変化の過程を経て作られ続けてきたものであるという見方を持つ必要があることを示

している。今後，多くの企業が国際生産分業を築いていくことが予想される。その際，本

稿の分析に基づけば，国際生産分業は常にシステム形成の過程であるという認識が求めら

れる。国際生産分業を動態的にみれば，時が進むにつれて最適な分業のあり方は変化する。

常に形成の途中であるという認識がなければ，事前に定めた合理的な長期構想にしたがっ

て，各国拠点を特定の役割に固定させることになる。一方で，形成させつつある国際生産

分業がひとつのシステムであるという認識がなければ，創発性を無闇に取り入れ，単なる

個別拠点の集合体を作り出すことになる。それゆえ，恒常的にシステムとしての最適を目

指すならば，国際生産分業の構想自体もアップデートさせなければならないし，それにし

たがって拠点の役割を調整していく必要が出てくるだろう。このような認識に立つことに

よって初めて，上記したような調整の仕組みを事前に用意することが大きな意味を持つ。 

 

Ⅲ 本稿の限界と残された課題 

 

 本稿を通じて，統合生産システムの形成プロセスと機能，そこでの調整メカニズムのあ

りようを解明した。しかし，残された課題も存在している。ここでは大きな課題を 2 つ挙

げる。 

 第 1 に，ホンダのみに限定したシングルケースによる分析であることが，本稿の持つ大

きな限界である。本稿を通じて，統合生産システムを機能させるための調整メカニズムの

重要性と，それを構成する要素を概ね浮き彫りにすることができた。しかし，本稿は 1 つ

の事例を詳細に検討したにすぎないために，調整メカニズムの巧拙が統合生産システムの

機能にいかなる影響を及ぼすのかについては論じられていない。この点は，他の二輪車企

業や他産業の事例の分析を積み重ねていく必要があるだろう。ただし，シングルケースを
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対象として詳細に実態を分析したからこそ，統合生産システムの形成プロセスと機能及び，

その調整メカニズムと構成要素を明らかにすることができたことは強調しておきたい。 

 第 2 に，システム全体を捉えることを目的としたために，本稿では各拠点，とりわけ海

外生産拠点の成長を所与のものとして扱い，捨象している。そのため，本稿では，計画的

に，または創発的に成長を遂げる拠点を活用して，システム化していくといった一方の関

係しか対象としていない。しかし，システムや調整メカニズムのありようによって，各国

生産拠点の成長を促すという関係もあるだろう。この点は今後取り組むべき課題であると

認識している。 

 今後は，さらに実態研究を積み重ね，国際分業にとって重要である統合生産システムと

調整メカニズムの理解を深めていく必要があるだろう。 
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